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事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

19
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

7

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 市民税課 税務課・収納課 税務課 税務課

歳出予算額（平成16年度） 11,258千円 7,187千円 7,569千円 5,663千円

根拠法令等

地方税法、市税条例 地方税法、町税条例 地方税法、町税条例 地方税法、町税条例

会計の種別 一般会計 一般会計 一般会計 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円 0千円 0千円 0千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別 電算システム 電算システム 電算システム 電算システム

電算システム名 税総合オンライン 町県民税オンライン 住民税オンライン NewLife/LIFEシステム

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
①普通徴収の納期が異なる。

②均等割の非課税基準が異なる。

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

市民税課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

【調整方針】
普通徴収の納期については、合併時に相模原市の納
期に統一する。
均等割の非課税基準については、合併時に相模原市
の基準に統一する。
　

【目的】
　個人の町県民税の課税

【内容】
①税率
　・均等割　町民税　3,000円、県民税　1,000円
　・所得割
　　　200万円以下の金額
　　　　　町民税　3％　　県民税　2％
　　　200万円を超える金額
　　　　　町民税　8％　　県民税　2％
　　　700万円を超える金額
　　　　　町民税 10％　　県民税　3％
②納期
　・普通徴収
　　　第1期　 6月16日～同月30日
　　　第2期　 8月16日～同月31日
　　　第3期　10月16日～同月31日
　　　第4期　 1月16日～同月31日
　・特別徴収
　　　6月から翌年5月までの年12回で、徴収した
　　　月の翌月10日まで
③条例で定める均等割の非課税基準
　　前年中の合計所得金額が
　　28万円×（本人＋控除対象配偶者
　　＋扶養親族）＋扶養加算18万円　以下の人

【参考】
①平成14年度課税状況
　納税義務者数 　　　 　4,444人
　・特別徴収　　　　　    2,278人
　・普通徴収　　　　　    2,166人
　年税額　　　　　　441,196千円
　・均等割額　　　　　　7,380千円
　・所得割額　　　　　433,816千円

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
　個人の市県民税の課税

【内容】
①税率
　・均等割　市民税　3,000円、県民税　1,000円
　・所得割
　　　200万円以下の金額
　　　　　市民税　3％　　県民税　2％
　　　200万円を超える金額
　　　　　市民税　8％　　県民税　2％
　　　700万円を超える金額
　　　　　市民税 10％　　県民税　3％
②納期
　・普通徴収
　　　第1期　6月1日～同月30日
　　　第2期　8月1日～同月31日
　　　第3期　10月1日～同月31日
　　　第4期　1月1日～同月31日
　・特別徴収
　　　6月から翌年5月までの年12回で、徴収した
　　　月の翌月10日まで
③条例で定める均等割の非課税基準
　　前年中の合計所得金額が
　　35万円×（本人＋控除対象配偶者
　　＋扶養親族）＋扶養加算22万円　以下の人

【参考】
①平成14年度課税状況
　納税義務者数　　 　282,097人
　・特別徴収　　　　　　167,861人
　・普通徴収　　　　　　114,236人
　年税額　　　　34,779,866千円
　・均等割額　　　　　740,706千円
　・所得割額　　　 34,059,161千円

【目的】
　個人の町県民税の課税

【内容】
①税率
　・均等割　町民税　3,000円、県民税　1,000円
　・所得割
　　　200万円以下の金額
　　　　　町民税　3％　　県民税　2％
　　　200万円を超える金額
　　　　　町民税　8％　　県民税　2％
　　　700万円を超える金額
　　　　　町民税 10％　　県民税　3％
②納期
　・普通徴収
　　　第1期　6月15日～同月30日
　　　第2期　8月1日～同月31日
　　　第3期　10月1日～同月31日
　　　第4期　1月1日～同月31日
　・特別徴収
　　　6月から翌年5月までの年12回で、徴収した
　　　月の翌月10日まで
③条例で定める均等割の非課税基準
　　前年中の合計所得金額が
　　32万円×（本人＋控除対象配偶者
　　＋扶養親族）＋扶養加算20万円　以下の人

【参考】
①平成14年度課税状況
　納税義務者数　　　 　9,130人
　・特別徴収　　　　　　　5,338人
　・普通徴収　　　　　　　3,792人
　年税額　　　　　1,313,729千円
　・均等割額　 　　　　18,260千円
　・所得割額　　 　 1,295,469千円

【目的】
　個人の町県民税の課税

【内容】
①税率
　・均等割　町民税　3,000円、県民税　1,000円
　・所得割
　　　200万円以下の金額
　　　　　町民税　3％　　県民税　2％
　　　200万円を超える金額
　　　　　町民税　8％　　県民税　2％
　　　700万円を超える金額
　　　　　町民税 10％　　県民税　3％
②納期
　・普通徴収
　　　第1期　6月16日～同月30日
      第2期　8月1日～同月31日
　　　第3期　10月1日～同月31日
　　　第4期　1月1日～同月31日
　・特別徴収
　　　6月から翌年5月までの年12回で、徴収した
　　　月の翌月10日まで
③条例で定める均等割の非課税基準
　　前年中の合計所得金額が
　　28万円×（本人＋控除対象配偶者
　　＋扶養親族）＋扶養加算18万円　以下の人

【参考】
①平成14年度課税状況
　納税義務者数　　　 　13,868人
　・特別徴収　　　　　　　7,131人
　・普通徴収　　　　　　　6,737人
　年税額　　　　　1,285,435千円
　・均等割額　　　　　 22,875千円
　・所得割額　　　  1,262,561千円

個人の市・県民税の取扱い

合併協議事項

地方税の取扱い

大分類項目

財務部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

19
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

8

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 市民税課 税務課・収納課 税務課 税務課・課税班

歳出予算額（平成16年度） 830千円 197千円 100千円 430千円

根拠法令等

地方税法、市税条例 地方税法、町税条例 地方税法、町税条例 地方税法、町税条例

会計の種別 一般会計 一般会計 一般会計 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円 0千円 0千円 0千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別 電算システム 電算システム 電算システム

電算システム名 税総合オンライン 法人税オンライン 住民税オンライン

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
【課題】
　法人税割の税率が異なる。

□①現行のまま存続
□②合併時に統合
□③速やかに統合
■④段階的に統合

相模原市の課等の名称

市民税課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

【調整方針】
法人税割の税率については、合併時に相模原市の税
率に統一する。ただし、合併年度に限り不均一課税
を実施する。

【目的】
　法人町民税の課税

【内容】
①税率
・均等割
　（資本金等）　（従業者数）　　　　（税率）
　　50億円超　  　50人超　　　　   　300万円
　　　　　　　　　50人以下　　　   　 41万円
　　10億円超　　  50人超　　　　  　 175万円
　　　　　　  　　50人以下　　　　　　41万円
　　 1億円超　　　50人超　　　　　　  40万円
　　　　　　　 　 50人以下　　　　　  16万円
　　 1千万円超　　50人超　　　　　　  15万円
　　　　　　　 　 50人以下　　　　　  13万円
　　 1千万円以下　50人超　　　　　　  12万円
　　　　　　　　　50人以下　　　　　　 5万円
　　上記以外　　　　　　　　　　　　　 5万円
・法人税割
　　一律12.3％

【参考】
①平成14年度課税状況
　納税義務者数　　 　 270法人
　均等割　　　　   18,124千円
　法人税割　　　    6,354千円
　合計　　　　　   24,478千円

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
　法人市民税の課税

【内容】
①税率
・均等割
　（資本金等）　（従業者数）　　　　（税率）
　　50億円超　  　50人超　　　　   　300万円
　　　　　　　　　50人以下　　　   　 41万円
　　10億円超　　  50人超　　　　  　 175万円
　　　　　　  　　50人以下　　　　　　41万円
　　 1億円超　　　50人超　　　　　　  40万円
　　　　　　　 　 50人以下　　　　　  16万円
　　 1千万円超　　50人超　　　　　　  15万円
　　　　　　　 　 50人以下　　　　　  13万円
　　 1千万円以下　50人超　　　　　　  12万円
　　　　　　　　　50人以下　　　　　　 5万円
　　上記以外　　　　　　　　　　　　　 5万円
・法人税割
　（資本金等）　　　　　　　　　　　（税率）
　　10億円以上　　　　　　　　　　　　14.7％
　　 5億円以上　　　　　　　　　　　　13.5％
　　 5億円未満　　　　　　　　　　　　12.3％

【参考】
①平成14年度課税状況
　納税義務者数　　　 13,698法人
　均等割　　　　　1,322,092千円
　法人税割　　　　3,483,762千円
　合　計　　　　　4,805,854千円

【目的】
　法人町民税の課税

【内容】
①税率
・均等割
　（資本金等）　（従業者数）　　　　（税率）
　　50億円超　  　50人超　　　　   　300万円
　　　　　　　　　50人以下　　　   　 41万円
　　10億円超　　  50人超　　　　  　 175万円
　　　　　　  　　50人以下　　　　　　41万円
　　 1億円超　　　50人超　　　　　　  40万円
　　　　　　　 　 50人以下　　　　　  16万円
　　 1千万円超　　50人超　　　　　　  15万円
　　　　　　　 　 50人以下　　　　　  13万円
　　 1千万円以下　50人超　　　　　　  12万円
　　　　　　　　　50人以下　　　　　　 5万円
　　上記以外　　　　　　　　　　　　　 5万円
・法人税割
　（資本金等）　　　　　　　 　　　 （税率）
　　 5億円以上　　　　 　　　　　　   14.7％
　　 2億円以上　　          　　　　　13.5％
　　 2億円未満　　　　　　　　　　　　12.3％

【参考】
①平成14年度課税状況
　納税義務者数    　 450法人
　均等割      　　36,446千円
　法人税割　　　　64,253千円
　合計　　　　　 100,699千円

【目的】
　法人町民税の課税

【内容】
①税率
・均等割
　（資本金等）　（従業者数）　　　　（税率）
　　50億円超　  　50人超　　　　   　300万円
　　　　　　　　　50人以下　　　   　 41万円
　　10億円超　　  50人超　　　　  　 175万円
　　　　　　  　　50人以下　　　　　　41万円
　　 1億円超　　　50人超　　　　　　  40万円
　　　　　　　 　 50人以下　　　　　  16万円
　　 1千万円超　　50人超　　　　　　  15万円
　　　　　　　 　 50人以下　　　　　  13万円
　　 1千万円以下　50人超　　　　　　  12万円
　　　　　　　　　50人以下　　　　　　 5万円
　　上記以外　　　　　　　　　　　　　 5万円
・法人税割
　　一律12.3％

【参考】
①平成14年度課税状況
　納税義務者数　     840法人
　均等割　　　　　71,560千円
　法人税割　　　　64,066千円
　合計　　　　　 135,627千円

法人市民税の取扱い

合併協議事項

地方税の取扱い

大分類項目

財務部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

19
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

6

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 資産税課 税務課・収納課 税務課 税務課

歳出予算額（平成16年度） 103,785千円 23,323千円 17,441千円 5,880千円

根拠法令等

地方税法･
市税条例

地方税法･
町税条例

地方税･
町税条例

地方税法･
町税条例

会計の種別 一般会計 一般会計 一般会計 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円 0千円 0千円 0千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別 電算システム 電算システム 電算システム 電算システム

電算システム名 税総合オンライン 固定資産税オンライン 固定資産税システム NewLife/LIFEシステム

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
【課題】
①納期が異なる。
②市街化区域農地の課税について、相模原市は特
　定市のため宅地並課税であるが、城山町は特定
　市でないため農地に準じた課税となっている。

□①現行のまま存続
□②合併時に統合
□③速やかに統合
■④段階的に統合

相模原市の課等の名称

資産税課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

【調整方針】
　納期については、合併時に相模原市の制度に統一
する。
　なお、合併により特定市となる地域に所在する市
街化区域農地のうち新たに宅地並課税の対象となる
ものについては、合併特例法により、合併後５年間
は宅地並課税を適用しない。

【目的】
　固定資産税（土地､家屋、償却資産）の課税

【内容】
①税率
　　１．４％
②納　期
　　第１期　５月１６日～５月３１日
　　第２期　７月１６日～７月３１日
　　第３期　１２月１６日～１２月２５日
　　第４期　２月１６日～２月末日

【参考】
①課税の状況税額（平成14年度課税状況）
　　土地
　　　納税義務者　 　2,768人
  　　税額　　　　187,582千円
　　家屋
　　　納税義務者　 　3,044人
  　　税額　　　　 209,988千円
　　償却資産
　　　納税義務者　 　　158人
  　　税額　　　   123,491千円
　　計
　　　納税義務者　  5,970人
  　　税額　　　  521,061千円
※土地、家屋の状況（平成15年度概要調書）
　　土地
　　　筆数(免税点以上)　　　 15,915筆
　　　面積(　〃　　　）　10,625,485㎡
　　家屋
　　　棟数（免税点以上） 　   4,597棟
　　　床面積 (　〃　　）    490,933㎡

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
　固定資産税（土地､家屋、償却資産）の課税

【内容】
①税　率
　　１．４％
②納　期
　　第１期　５月１日～５月３１日
　　第２期　７月１日～７月３１日
　　第３期　９月１日～９月３０月
　　第４期　１２月１日～１２月２５日
③市街化区域農地の課税
　相模原市は三大都市圏の特定市であるため、市
　街化区域内の農地については宅地並みの課税を
　行っている

【参考】
①課税状況（平成14年度課税状況）
　　土地
　　　納税義務者　 　113,331人
  　　税額　　　　19,834,715千円
　　家屋
　　　納税義務者　 　147,954人
  　　税額　　　　15,724,143千円
  　償却資産
　　　納税義務者　 　　4,903人
  　　税額　　　   6,451,868千円
　　計
　　　納税義務者　 　266,188人
  　　税額　　　42,010,726千円
※土地、家屋の状況（平成15年度概要調書）
　　土地
　　　筆数(免税点以上)　　 248,665筆
　　　面積(　〃　　　）  56,571,694㎡
　　家屋（平成15年度概要調書）
　　　棟数（免税点以上）   140,460棟
　　　床面積 (　〃　　）25,758,351㎡

【目的】
　固定資産税（土地､家屋、償却資産）の課税

【内容】
①税　率
　　１．４％
②納　期
　　第１期　５月１５日～５月３１日
　　第２期　７月１日～７月３１日
　　第３期　１２月１日～１２月２５月
　　第４期　２月１日～２月末日
③市街化区域農地の課税
　城山町は三大都市圏の特定市でないため、市街
　化区域内の農地については宅地並み課税を行っ
　ていない

【参考】
①課税状況（平成14年度課税状況）
　　土地
　　　納税義務者　 　6,614人
  　　税額　　　　685,099千円
　　家屋
　　　納税義務者　 　6,299人
  　　税額　　　　 482,433千円
　　償却資産
　　　納税義務者　 　　240人
  　　税額　　　   155,726千円
　　計
　　　納税義務者　 13,153人
  　　税額　　　1,323,258千円
※土地、家屋の状況（平成15年度概要調書）
　　土地
　　　筆数(免税点以上)　 　　21,992筆
　　　面積(　　〃　　）　11,736,543㎡
　　家屋
　　　棟数（免税点以上）  　 8,233棟
　　　床面積 (　〃　　）    942,413㎡

【目的】
　固定資産税（土地､家屋、償却資産）の課税

【内容】
①税　率
　　１．４％
②納　期
　　第１期　５月１６日～５月３１日
　　第２期　７月１日～７月３１日
　　第３期　１２月１日～１２月２８日
　　第４期　２月１日～２月末日
　

【参考】
①課税状況（平成14年度課税状況）
　　土地
　　　納税義務者　 　9,595人
  　　税額　　　　 608,126千円
　　家屋
　　　納税義務者　 　9,267人
  　　税額　　　　 676,788千円
　　償却資産
　　　納税義務者　 　　319人
  　　税額　　　   227,886千円
　　計
　　　納税義務者　 19,181人
  　　税額　　　1,512,800千円
※土地、家屋の状況（平成15年度概要調書）
　　土地
　　　筆数(免税点以上)　　 47,945筆
　　　面積(　　〃　　） 9,345,958㎡
　　家屋
　　　棟数（免税点以上）   12,795棟
　　　床面積 (　〃　　）1,381,582㎡

固定資産税の取扱い

合併協議事項

地方税の取扱い

大分類項目

財務部会

中分類項目

事務事業名
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大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

10

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 市民税課 税務課・収納課 税務課 税務課・課税班

歳出予算額（平成16年度） 2,880千円 696千円 295千円 735千円

根拠法令等

地方税法、市税条例、アメリカ合衆国軍隊の構成･
員等の所有する軽自動車等に対する軽自動車税の･
特例に関する条例、アメリカ合衆国軍隊の構成員･
等の所有する軽自動車税の税率の特例に関する条･
例

地方税法、町税条例 地方税法、町税条例 地方税法、町税条例

会計の種別 一般会計 一般会計 一般会計 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円 0千円 0千円 0千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別 電算システム 電算システム 電算システム 電算システム

電算システム名 税総合オンライン 軽自動車オンライン 軽自動車税オンライン NewLife/LIFEシステム

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
【課題】
①納期が異なる。

②小型特殊の農耕作業用の税率が異なる。

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

市民税課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

【調整方針】
納期については、合併時に相模原市の納期に統一す
る。

小型特殊の農耕作業用の税率については、合併時に
相模原市の税率に統一する。

【目的】
　軽自動車税の課税

【内容】
①納期
　5月16日～31日
②税率
　原付　50cc　　ミニカー　　　2,500円
　　　　　　　　　その他　　　1,000円
　　　　50超90cc以下　　　　　1,200円
　　　　90cc超　　　　　　　　1,600円
　軽自　二輪　　　　　　　　　2,400円
　　　　三輪　　　　　　　　　3,100円
　　　　四輪～ 乗　用 営業用　5,500円
　　　　　　　　　　　自家用　7,200円
　　　　　　　 貨物用 営業用　3,000円
　　　　　　　　　　　自家用　4,000円
　小型特殊　農耕作業用　　　　1,600円
　　　　　　その他　　　　　　4,700円
　二輪小型自動車　　　　　　　4,000円

【参考】
①平成14年度課税状況
　原付　　　　　　　814件　　　852千円
　軽自動車　　　　1,727件　  9,938千円
　小型特殊　　　　　 90件      247千円
　二輪の小型自動車　296件    　933千円
　その他　　　　　　　0件        0千円
　合　計　　　　　2,927件   11,969千円

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
　軽自動車税の課税

【内容】
①納期
　5月11日～31日
②税率
　原付　50cc　　  ミニカー　　　　2,500円
　　　　　　　　　その他　　　　　1,000円
　　　　50超90cc以下　　　        1,200円
　　　　90cc超　　　　　　　      1,600円
　軽自　二輪　　　　　　　　　    2,400円
　　　　三輪　　　　　　　　　    3,100円
　　　　四輪以上　乗　用　営業用  5,500円
　　　　　　　　　　　　　自家用  7,200円
　　　　　　　 　 貨物用  営業用  3,000円
　　　　　　　　　　　    自家用  4,000円
　小型特殊　農耕作業用　　　　    1,000円
　　　　　　その他　　　　　　    4,700円
　二輪小型自動車　　　　　　　    4,000円
・米軍構成員等の所有するもの
　原付　　　　　　　　　　　　　　  500円
　軽自　ニ輪・三輪　　　　　　    1,000円
　　　　四輪以上　　　　　　　    3,000円
　二輪小型自動車　　　　　　　    1,000円

【参考】
①平成14年度課税状況
　原付　　　　　　　 36,040件　　37,672千円
　軽自動車　　　　　 51,606件 　277,324千円
　小型特殊　　　　　　1,630件 　　4,149千円
　二輪の小型自動車　　6,403件　　25,612千円
　小　計　　　　　　 95,679件 　344,757千円
　米軍関係　　　　　　　103件 　　　152千円
　合　計　　　　　　 95,782件 　344,909千円

【目的】
　軽自動車税の課税

【内容】
①納期
　5月11日～31日
②税率
　原付　50cc　　ミニカー　　　2,500円
　　　　　　　　　その他　　　1,000円
　　　　50超90cc以下　　　　　1,200円
　　　　90cc超　　　　　　　　1,600円
　軽自　二輪　　　　　　　　　2,400円
　　　　三輪　　　　　　　　　3,100円
　　　　四輪～ 乗　用 営業用　5,500円
　　　　　　　　　　　自家用　7,200円
　　　　　　　 貨物用 営業用　3,000円
　　　　　　　　　　　自家用　4,000円
　小型特殊　農耕作業用　　　　1,600円
　　　　　　その他　　　　　　4,700円
　二輪小型自動車　　　　　　　4,000円

【参考】
①平成14年度課税状況
　原付　　　　　　1,969件　　2,048千円
　軽自動車　　　　3,645件　 20,326千円
　小型特殊　　　　 　50件      235千円
　二輪の小型自動車　263件    1,052千円
　その他　　　　　　138件      221千円
　合　計　　　　　6,065件   23,882千円

【目的】
　軽自動車税の課税

【内容】
①納期
　5月16日～31日
②税率
　原付　50cc　　ミニカー　　　2,500円
　　　　　　　　　その他　　　1,000円
　　　　50超90cc以下　　　　　1,200円
　　　　90cc超　　　　　　　　1,600円
　軽自　二輪　　　　　　　　　2,400円
　　　　三輪　　　　　　　　　3,100円
　　　　四輪～ 乗　用 営業用　5,500円
　　　　　　　　　　　自家用　7,200円
　　　　　　　 貨物用 営業用　3,000円
　　　　　　　　　　　自家用　4,000円
　小型特殊　農耕作業用　　　　1,600円
　　　　　　その他　　　　　　4,700円
　二輪小型自動車　　　　　　　4,000円

【参考】
①平成14年度課税状況
　原付　　　　　　2,792件　　2,913千円
　軽自動車　　　　6,988件　 38,134千円
　小型特殊　　　　　269件    　639千円
　二輪の小型自動車　425件    1,700千円
　　合　計　　 　10,473件　 43,387千円

軽自動車税の取扱い

合併協議事項

地方税の取扱い

大分類項目

財務部会

中分類項目

事務事業名
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大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

9

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 市民税課 税務課・収納課 税務課 税務課・課税班

歳出予算額（平成16年度） 66千円

根拠法令等

地方税法、市税条例

会計の種別 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
【課題】
相模原市のみが課税している。

□①現行のまま存続
□②合併時に統合
□③速やかに統合
■④段階的に統合

相模原市の課等の名称

市民税課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

【調整方針】
合併により新たに課税対象となる事業所等につい
ては、合併年度とこれに続く５年度に限り課税免
除とする。

該当対象外

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
　事業所税の課税

【内容】
①課税団体
　人口30万人以上の市等
②納税義務者
　事務所又は事業所において事業を行う法人若し
　くは個人
③税率
　資産割　　　事業所床面積１㎡当り600円
　従業者割　　従業者給与総額の 0.25％
④免税点
　資産割　　　市内の全事業所の面積が1,000㎡
　　　　　　　以下
　従業者割　　従業者100人以下

【参考】
①平成14年度課税状況（新増設分を除く）
　資産割　　　　　　 515法人　 2,030,385千円
　従業者割　　       110法人     443,856千円
　合　計             518法人   2,475,780千円

課税対象外 課税対象外

事業所税の取扱い

合併協議事項

地方税の取扱い

大分類項目

財務部会

中分類項目

事務事業名
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大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

7

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 資産税課 税務課・収納課 税務課 税務課

歳出予算額（平成16年度） 23,120千円 4,514千円

根拠法令等

地方税法･
市税条例

地方税法･
町税条例

会計の種別 一般会計 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円 0千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別 電算システム

電算システム名 税総合オンライン 固定資産税オンライン

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
【課題】
①納期が異なる。
②市街化区域農地の課税について、相模原市は特
　定市のため宅地並課税であるが、城山町は特定
　市でないため農地に準じた課税となっている。

□①現行のまま存続
□②合併時に統合
□③速やかに統合
■④段階的に統合

相模原市の課等の名称

資産税課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

【調整方針】
　納期については、合併時に相模原市の制度に統一
する。
　なお、合併により特定市となる地域に所在する市
街化区域農地のうち新たに宅地並課税の対象となる
ものについては、合併特例法により、合併後５年間
は宅地並課税を適用しない。

課税なし

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
　都市計画税（土地、家屋）の課税

【内容】
①税率
　　０．３％
②納期
　　第１期　５月１日～５月３１日
　　第２期　７月１日～７月３１日
　　第３期　９月１日～９月３０日
　　第４期　１２月１日～１２月２５日
③市街化区域農地の課税
　相模原市は三大都市圏の特定市であるため、市
　街化区域内の農地については宅地並みの課税を
　行っている

【参考】
①課税状況（平成14年度課税状況）
　　土地
　　　納税義務者　 　109,045人
  　　税額　　　　 6,168,584千円
　　家屋
　　　納税義務者　 　144,197人
  　　税額　　　　 3,529,853千円
　　計
　　　納税義務者　 　253,242人
  　　税額　　　　 9,698,443千円
※土地、家屋の状況（平成15年度概要調書）
　　土地
　　　筆数(免税点以上)　　　　191,651筆
　　　面積(　　〃　　) 　　43,342,000㎡
　　家屋
　　　棟数(免税点以上)　　　  135,883棟
　　　床面積(　〃　　)　　 25,001,987㎡

【目的】
　都市計画税（土地、家屋）の課税

【内容】
①税率
　　０．３％
②納期
　　第１期　５月１５日～５月３１日
　　第２期　７月１日～７月３１日
　　第３期　１２月１日～１２月２５日
　　第４期　２月１日～２月末日
③市街化区域農地の課税
　城山町は三大都市圏の特定市でないため、市街
　化区域内の農地については宅地並み課税を行っ
　ていない

【参考】
①課税状況（平成14年度課税状況）
　　土地
　　　納税義務者　 　5,364人
  　　税額　　　　 165,506千円
　　家屋
　　　納税義務者　 　5,206人
  　　税額　　　　  89,747千円
　　計
　　　納税義務者　  10,570人
  　　税額　　　　 255,253千円
※土地、家屋の状況（平成15年度概要調書）
　　土地
　　　筆数(免税点以上)　　　11,520筆
　　　面積(　〃　　　) 　1,874,000㎡
　　家屋(H15年度概要調書）
　　　棟数(免税点以上)　　 　6,206棟
　　　床面積(　〃　　)　　 741,828㎡

課税なし

都市計画税の取扱い

合併協議事項

地方税の取扱い

大分類項目

財務部会

中分類項目

事務事業名
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大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

11

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 市民税課 税務課・収納課 税務課 税務課

歳出予算額（平成16年度） 363千円 0千円 0千円 0千円

根拠法令等

地方税法、市税条例 地方税法、町税条例 地方税法、町税条例 地方税法、町税条例

会計の種別 一般会計 一般会計 一般会計 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円 0千円 0千円 0千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
【課題】
なし

■①現行のまま存続
□②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

市民税課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

【調整方針】
現行のまま新市に引き継ぐ。

【目的】
　町たばこ税の課税

【内容】
①税率
　旧３級品以外　　　　　1,000本につき2,977円
　旧３級品　　　　　　  1,000本につき1,412円

【参考】
①平成14年度課税状況
　納税義務者数　　　　　　　 　　　　   4社
　旧３級品以外       　　　      20,347千本
　　　　　　　　　　　　　　     54,287千円
　旧３級品　　　　　　　　　　　 　 240千本
　　　　　　　　　　　　　　　　    304千円
　合　計　　　　　　　　         20,587千本
　　　　　　　　　　　　　       54,591千円

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
　市たばこ税の課税

【内容】
①税率
　旧３級品以外　　　　　1,000本につき2,977円
　旧３級品　　　　　　  1,000本につき1,412円

【参考】
①平成14年度課税状況
　納税義務者数　　　　　　　　　　　　  20社
　旧３級品以外　　             1,274,463千本
　　　　　　　　　　　         3,400,267千円
　旧３級品　　　　　　　　     　 10,188千本
　　　　　　　　　　　　　      　11,396千円
　合　計　　　　　         　　1,282,510千本
　　　　　　　　　　         　3,410,455千円

【目的】
　町たばこ税の課税

【内容】
①税率
　旧３級品以外　　　　　1,000本につき2,977円
　旧３級品　　　　　　  1,000本につき1,412円

【参考】
①平成14年度課税状況
　納税義務者数　　　　　　　      　　　4社
　旧３級品以外　　　　　　　　　 44,169千本
　　　　　　　　　　　　　　　　119,844千円
　旧３級品　　　　　　　　　　　　  267千本
　　　　　　　　　　　　　　　　　　338千円
　合計　　　　　　　　　　　　　 44,437千本
　　　　　　　　　　　　　　　　118,183千円

【目的】
　町たばこ税の課税

【内容】
①税率
　旧３級品以外　　　　　1,000本につき2,977円
　旧３級品　　　　　　  1,000本につき1,412円

【参考】
①平成14年度課税状況
　納税義務者数     　　　　　　 　　　5社
　旧３級品以外　　　　　　　　 49,621千本
　　　　　　　　　　　　　　　132,390千円
　旧３級品　　　　　　　　　　　  527千本
　　　　　　　　　　　　　　　　　667千円
　合計　　　　　　　　　　　　 50,148千本
　　　　　　　　　　　　　　　133,059千円

市たばこ税の取扱い

合併協議事項

地方税の取扱い

大分類項目

財務部会

中分類項目

事務事業名



 

 
協議第 19 号 国民健康保険事業の取扱いについて 

 



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

20
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

6

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 国民健康保険課 町民課・収納課・税務課 保険年金課 町民課

歳出予算額（平成16年度） 0千円 0千円 0千円 0千円

根拠法令等

地方税法、相模原市税条例 地方税法、城山町国民健康保険税条例 地方税法･
津久井町国民健康保険税条例

地方税法･
相模湖町国民健康保険条例

会計の種別 特別会計 特別会計 特別会計 特別会計

歳入予算額（平成16年度） 17,374,132千円 1,799,000千円 995,225千円 356,846千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別 電算システム 電算システム 電算システム 電算システム

電算システム名 国民健康保険業務システム 国民健康保険業務システム 国民健康保険税システム NewLife/LIFEシステム　国保賦課異動プログラム

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
【課題】
・１市３町それぞれ税率等が異なる。
・保険税率等【医療分】
　①所得割（前年中の総所得金額ー基礎控除）の
　　　相模原市　　５．７％
　　　城山町　　　６.６５％
　　　津久井町　　６.０％
　　　相模湖町　　６．５％
　　※最高６.６５％、最低５．７％であり、
　　　０.９５％の差がある。
　②資産割（固定資産税額＜土地・家屋＞）の
　　　相模原市　　１３.２％
　　　城山町　　　３５．０３％
　　　津久井町　　３９.０％
　　　相模湖町　　４０.０％
　　※最高４０.０％、最低１３.２％であり、
　　　２６.８％の差がある。
　③均等割（１人当たり年間）
　　　相模原市　　２１,９００円
　　　城山町　　　２２,６６０円
　　　津久井町　　２１,５００円
　　　相模湖町　　２５,２００円
　　※最高２５,２００円、最低２１,５００円
　　　であり、３,７００円の差がある。
　④平等割（１世帯当たり年間）
　　　相模原市　　２２,２００円
　　　城山町　　　１９,８１０円
　　　津久井町　　２５,０００円
　　　相模湖町　　２５,９００円
　　※最高２５,９００円、最低１９,８１０円
　　　であり、６,０９０円の差がある。
・保険税率等【介護分】
　①所得割（前年中の総所得金額ー基礎控除）の
　　　相模原市　　１.０％
　　　城山町　　　１.０５％
　　　津久井町　　１.１％
　　　相模湖町　　１.０５％
　　※最高１.１％、最低１.０％であり、
　　　０.１％の差がある。
　②資産割（固定資産税額＜土地・家屋＞）の
　　　相模原市　　３.５％
　　　城山町　　　７.１０％
　　　津久井町　　７.９％
　　　相模湖町　　７.０％
　　※最高７.９％、最低３.５％であり、

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

国民健康保険課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

【調整方針】
合併時に相模原市の制度に統合する。

【目的】
国民健康保険は、加入者の皆さんが病気やけがを
されたとき、安心して医療が受けることができる
よう普段から経費（保険税）を出し合い、お互い
に助け合おうという制度。国民健康保険税はその
財源の一つ。一般被保険者と退職被保険者とあ
り、それぞれ医療分と介護分がある。
【内容】
保険税の計算方法は、次の①～④の４つの項目を
もとに医療分と介護分をそれぞれ計算し、合算額
をおさめていただく。
・保険税（医療分）
　①所得割
　（前年中の総所得金額－基礎控除）の６．５％
　　基礎控除３３０，０００円
  ②資産割
　　固定資産税（土地・家屋）の４０．０％
　③均等割額（１人当たり年間）
　　２５，２００円
　④平等割額（１世帯年間）
　　２５，９００円
　課税限度額５３万円

・保険税（介護分）
　①所得割
　（前年中の総所得金額－基礎控除）の
　　１．０５％
　②資産割
　　固定資産税〈土地・家屋）の７．０％
　③均等割額（１人当たり年間）
　　６，０００円
　④平等割額（１世帯年間）
　　６，０００円
　課税限度額８万円

【１６年度予算の積算内訳】
・医療給付費現年課税分　一般被保険者分
　262,496千円
・介護納付金現年課税分　一般被保険者分
　 24,377千円
・医療給付費滞納繰越分　一般被保険者分
　  8,000千円
・介護納付金滞納繰越分　一般被保険者分
      200千円
・医療給付費現年課税分　退職被保険者分
　 55,465千円

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
国民健康保険は、加入者の皆さんが病気やけがを
されたとき、安心して医療が受けることができる
よう普段から経費（保険税）を出し合い、お互い
に助け合おうという制度。国民健康保険税はその
財源の一つ。
一般被保険者と退職被保険者とある。
【内容】
保険税の計算方法は、次の①～④の４つの項目を
もとに医療分と介護分をそれぞれ計算し、合算額
をおさめていただく。
・保険税（医療分）
　①所得割
  （前年中の総所得金額－基礎控除）の５．７％
　  基礎控除　３３０，０００円
　②資産割
    固定資産税（土地・家屋）の1３．２％
　③均等割額（１人当たり年間）
　　２１，９００円
　④平等割額（１世帯当たり年間）
　　２２，２００円
　課税限度額　５３万円

・保険税（介護分）
　①所得割
 （前年中の総所得金額－基礎控除）の１．０％
　②資産割
    固定資産税（土地・家屋）の３．５％
　③均等割額（１人当たり年間）
　　４，５００円
　④平等割額（１世帯当たり年間）
　　４，８００円
　課税限度額７万円

【１６年度予算の積算内訳】
 ・医療給付費現年課税分　一般被保険者分
１６年度予算額１２，７１５，６００千円
所得割
　課税標準１６５，０６０，２２３千円
　税率５．７％
　調定見込額
　　税　額９，４０８，４３３千円
　　超過額１，７６９，１６９千円
　　調定額７，６３９，２６４千円
　　賦課割合６０．８％

【目的】
国民健康保険は、加入者の皆さんが病気やけがを
されたとき、安心して医療を受けることができる
ように普段から経費（保険税）を出し合い、お互
いに助け合おうという制度。国民健康保険税は、
その財源の一つ。
一般被保険者と退職被保険者とがある。
【内容】
保険税の計算方法は、次の①～④の4つの項目を
もとに医療分と介護分をそれぞれ計算し、合算額
を納めていただく。
・保険税（医療分）
　①所得割
　（前年中の総所得金額－基礎控除）の
　　６．６５％
　　基礎控除　３３０，０００円
　②資産割
　　固定資産税（土地・家屋）の３５．０３％
　③均等割額（１人当たり年間）
　　２２，６６０円
　④平等割額（１世帯年間）
　　１９，８１０円
　課税限度額　５３万円

・保険税（介護分）
　①所得割
　（前年中の総所得金額－基礎控除）の
　　１．０５％
　②資産割
　　固定資産税（土地・家屋）の７．１０％
　③均等割額（１人当たり年間）
　　６，２００円
　④平等割額（１世帯年間）
　　３，８００円
　課税限度額　８万円

【１６年度予算の積算内訳】
・医療給付費現年課税分　一般被保険者分
１６年度予算額　５５４，９６８千円
所得割
　課税標準　５，９６２，８５４千円
　税率　６．６５％
　調定見込額
　　税額　　　　３８９，８８０千円
　　超過額　　　　７６，０２３千円

【目的】
国民健康保険は、加入者の皆さんが病気やけがを
されたとき、安心して医療が受けることができる
よう普段から経費（保険税）を出し合い、お互い
に助け合おうという制度。国民健康保険税はその
財源の一つ。
一般被保険者と退職被保険者とある。
【内容】
保険税の計算方法は、次の①～④の４つの項目を
もとに医療分と介護分をそれぞれ計算し、合算額
をおさめていただく。
・保険税（医療分）
　①所得割
　（前年中の総所得金額－基礎控除）の６．０％
　　基礎控除　３３０，０００円
  ②資産割
　　固定資産税（土地・家屋）の３９．０％
　③均等割額（１人当たり年間）
　　２１，５００円
　④平等割額（１世帯年間）
　　２５，０００円
　課税限度額５３万円

・保険税（介護分）
　①所得割
　（前年中の総所得金額－基礎控除）の１．１％
　②資産割
　　固定資産税〈土地・家屋）の７．９％
　③均等割額（１人当たり年間）
　　４，７００円
　④平等割額（１世帯年間）
　　５，３００円
　課税限度額８万円

【１６年度予算の積算内訳】
 ・医療給付費現年課税分　一般被保険者分
１６年度予算額７２９，１５１千円
所得割
　課税標準７，６１３，２８３千円
　税率６．０％
　調定見込額
　　税額４５６，７９６千円
　　超過額４９，５５９千円
　　調定額４０７，２３７千円
　　賦課割合６１．８％

国民健康保険税の取扱い

合併協議事項

国民健康保険事業の取扱い

大分類項目

市民部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

20
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

6

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

国民健康保険課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

国民健康保険税の取扱い

合併協議事項

国民健康保険事業の取扱い

大分類項目

市民部会

中分類項目

事務事業名

【事務事業の内容】 資産割
　課税標準８，８８５，８３７千円
税率１３．２％
　調定見込額
　　税額　１，１７２，９３１千円
　　超過額　　２１７，２５２千円
　　調定額　　９５５，６７９千円
　　賦課割合６０．８％
被保険者均等割
　課税標準１８８，８７８人
　均等割額２１，９００円
　調定見込額
　　税額　４，１３６，４２８千円
　　軽減額　　４７６，８０７千円
　　調定額３，６５９，６２１千円
　　賦課割合３９．２％
世帯別平等割
　課税標準９８，７７０世帯
　平等割額２２，２００円
　調定見込額
　　税額　２，１９２，６９４千円
　　軽減額　　３１８，８１３千円
　　調定額１，８７３，８８１千円
　　賦課割合３９．２％
合計
　税額　１６，９１０，４８６千円
　超過額等２，７８２，０４１千円
　調定額１４，１２８，４４５千円
　収納率９０．００％

・介護納付金分現年課税分一般被保険者分
１６年度予算額９０３，９９０千円
所得割
　課税標準７５，１２７，７５２千円
　税率１．０％
　調定見込額
　　税額　７５１，２７８千円
　　超過額１６８，０６４千円
　　調定額５８３，２１４千円
　　賦課割合６１．６％
資産割
　課税標準２，６５０，０４８千円
　税率３．５％
　調定見込額
　　税額　　９２，７５２千円
　　超過額　２１，０５３千円
　　調定額　７１，６９９千円
　　賦課割合６１．６％
被保険者均等割
　課税標準５５，９０５人
　均等割額４，５００円
　調定見込額
　　税額　２５１，５７３千円
　　軽減額　２５，５９８千円
　　調定額２２５，９７５千円
　　賦課割合３８．４％
世帯別平等割
　課税標準４１，９６５世帯
　平等割額４，８００円
　調定見込額
　　税額　２０１，４３２千円
　　軽減額　１８，８０３千円
　　調定額１８２，６２９千円
　　賦課割合３８．４％
合計
　税額　１，２９７，０３５千円
　超過額等　２３３，５１８千円
　調定額１，０６３，５１７千円
　収納率８５．００％

　　調定額　　　３１３，８５７千円
　　賦課割合　５０．９０％
資産割
　課税標準　　　３１９，５８９千円
　税率　３５．０３％
　調定見込額
　　税額　　　　１１１，９５２千円
　　超過額　　　　２１，８２９千円
　　調定額　　　　９０，１２３千円
　　賦課割合　１４．６２％
被保険者割均等割
　課税標準　　　　　７，３１３人
　均等割額　２２，６６０円
　調定見込額
　　税額　　　　１６５，７１３千円
　　軽減額　　　　１５，１７４千円
　　調定額　　　１５０，５３９千円
　　賦課割合　２４．４１％
世帯別平等割
　課税標準　　　　　３，５４８世帯
　平等割額　１９，８１０円
　調定見込額
　　税額　　　　　７０，２８６千円
　　軽減額　　　　　８，１７３千円
　　調定額　　　　６２，１１３千円
　　賦課割合　１０．０７％
合計
　税額　　　　　７３７，８３１千円
　超過額等　　　１２１，１９９千円
　調定額　　　　６１６，６３２千円
　収納率　９０．００％

・介護納付金現年課税分　一般被保険者分
１６年度予算額　　５１,３３２千円
所得割
　課税標準　３，５４５，０３５千円
　税率　１．０５％
　調定見込額
　　税額　　　　　３７，２２３千円
　　超過額　　　　　３，７４２千円
　　調定額　　　　３３，４８１千円
　　賦課割合５８．７０％
資産割
　課税標準　　　１２４，１２８千円
　税率　７．１０％
　調定見込額
　　税額　　　　　　８，８１４千円
　　超過額　　　　　　　８８６千円
　　調定額　　　　　７，９２８千円
　　賦課割合１３．９０％
被保険者均等割
　課税標準　１，９５２人
　均等割額　６，２００円
　調定見込額
　　税額　　　　　１２，１０２千円
　　軽減額　　　　　１，１４２千円
　　調定額　　　　１０，９６０千円
　　賦課割合１９．２２％
世帯別平等割
　課税標準　１，３８１世帯
　平等割額　３，８００円
　調定見込額
　　税額　　　　　　５，２４８千円
　　軽減額　　　　　　　５８１千円
　　調定額　　　　　４，６６７千円
　　賦課割合８．１８％
合計
　　税額　　　　　６３，３８７千円
　　超過額等　　　　６，３５１千円

資産割
　課税標準３００，０００千円
税率３９．０％
　調定見込額
　　税額　１１７，０００千円
　　超過額　１２，６８１千円
　　調定額１０４，３１９千円
　　賦課割合６１．８％
被保険者均等割
　課税標準１０，７０６人
　均等割額２１，５００円
　調定見込額
　　税額　２３０，１７９千円
　　軽減額　２５，６５９千円
　　調定額２０４，５２０千円
　　賦課割合３８．２％
世帯別平等割
　課税標準５，１７７世帯
　平等割額２５，０００円
　調定見込額
　　税額　１２９，４２５千円
　　軽減額　１７，８６０千円
　　調定額１１１，５６５千円
　　賦課割合３８．２％
合計
　税額　　９３３，４００千円
　超過額等１０５，７５９千円
　調定額　８２７，６４１千円
　収納率８８．１０％

・介護納付金分現年課税分一般被保険者分
１６年度予算額６３，９７６千円
所得割
　課税標準４，０４９，９０９千円
　税率１．１％
　調定見込額
　　税額　　４４，５４９千円
　　超過額　　５，０４５千円
　　調定額　３９，５０４千円
　　賦課割合６３．２％
資産割
　課税標準１０６，３５４千円
　税率７．９％
　調定見込額
　　税額　　８，４０２千円
　　超過額　　　９６６千円
　　調定額　７，４３６千円
　　賦課割合６３．２％
被保険者均等割
　課税標準３，５５１人
　均等割額４，７００円
　調定見込額
　　税額　１６，６９０千円
　　軽減額　１，４０４千円
　　調定額１５，２８６千円
　　賦課割合３６．８％
世帯別平等割
　課税標準２，５３０世帯
　平等割額５，３００円
　調定見込額
　　税額　１３，４０９千円
　　軽減額　１，３３０千円
　　調定額１２，０７９千円
　　賦課割合３６．８％
合計
　税額　　８３，０４９千円
　超過額等　８，７４４千円
　調定額　７４，３０５千円
　収納率８６．１０％

・介護納付金現年課税分　退職被保険者分
　  6,107千円
・医療給付費滞納繰越分　退職被保険者分
　    200千円
・介護納付金滞納繰越分　退職被保険者分
        1千円

※当初予算算定時に使用しない数値については、
　平成１５年度本算定時の数値を用いている。

 ・医療給付費現年課税分　一般被保険者分
１６年度予算額２６２，４９６千円
所得割
　課税標準２，２０１，５５３千円
　税率６．５％
　調定見込額
　　税　額　１４３，１０１千円
　　超過額　　１８，０４６千円
　　調定額　１２５，０５５千円
　　賦課割合　４２．４％

資産割
　課税標準１３０，６７５千円
　税率４０．０％
　調定見込額
　　税　額　５２，２７０千円
　　超過額　　８，３２４千円
　　調定額　４３，９４６千円
　　賦課割合　１４．９％
被保険者均等割
　課税標準　３，６６７人
　均等割額２５，２００円
　調定見込額
　　税　額　９２，４３１千円
　　軽減額　　９，８４８千円
　　調定額　８２，５８３千円
　　賦課割合　２８．０％
世帯別平等割
　課税標準１，８５３世帯
　平等割額２５，９００円
　調定見込額
　　税　額　４７，９９５千円
　　軽減額　　４，６３９千円
　　調定額　４３，３５６千円
　　賦課割合　１４．７％
合計
　税　額　　３３５，７９７千円
　超過額等　　４０，８５７千円
　調定額　　２９４，９４０千円
　収納率　８９．００％

・介護納付金分現年課税分一般被保険者分
１６年度予算額２４，３７７千円
所得割
　課税標準１，４３８，５７１千円
　税率１．０５％
　調定見込額
　　税　額　１５，１０５千円
　　超過額　　　　９８３千円
　　調定額　１４，１２２千円
　　賦課割合　５０．４％
資産割
　課税標準４８，１７１千円
　税率７．０％
　調定見込額
　　税　額　３，３７２千円
　　超過額　　　２８９千円
　　調定額　３，０８３千円

　　　４.４％の差がある。
　③均等割（１人当たり年間）
　　　相模原市　　４,５００円
　　　城山町　　　６,２００円
　　　津久井町　　４,７００円
　　　相模湖町　　６,０００円
　　※最高６,２００円、最低４,５００円
　　　であり１,７００円の差がある。
　④平等割（１世帯当たり年間）
　　　相模原市　　４,８００円
　　　城山町　　　３,８００円
　　　津久井町　　５,３００円
　　　相模湖町　　６,０００円
　　※最高６,０００円、最低３,８００円
　　　であり、２,２００円の差がある。
　⑤課税限度額
　　　相模原市　　７０,０００円
　　　城山町　　　８０,０００円
　　　津久井町　　８０,０００円
　　　相模湖町　　８０,０００円
　　※最高８０,０００円、最低７０,０００円
　　　であり、１０,０００円の差がある。

・平成１８年度歳出見込みの早急な策定を要す
　る。
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合併協議事項番号 専門部会名
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大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

6

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

国民健康保険課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

国民健康保険税の取扱い

合併協議事項

国民健康保険事業の取扱い

大分類項目

市民部会

中分類項目

事務事業名

【事務事業の内容】 ・医療給付費滞納繰越分　一般被保険者分
１６年度予算額　４８０，０００千円
　調定見込額３，２００，０００千円
　
収納率１５．００％
　収入見込額４８０，０００千円

・介護納付金分納繰越分　一般被保険者分
１６年度予算額３０，０００千円
　調定見込額２５０，０００千円
　収納率１２．００％
　収入見込額　３０，０００千円

・医療給付費現年課税分　退職被保険者等分
１６年度予算額２，９５６，７４４千円
所得割
　課税標準３２，０５０，４２６千円
　税率５．７％
　調定見込額
　　税額　１，８２６，８７４千円
　　超過額　　１２１，８９５千円
　　調定額１，７０４，９７９千円
　　賦課割合６２．５％
資産割
　課税標準１，４７８，７９０千円
　税率１３．２％
　調定見込額
　　税額　１９５，２００千円
　　超過額　１３，０２４千円
　　調定額１８２，１７６千円
　　賦課割合６２．５％
被保険者均等割
　課税標準３４，１２２人
　均等割額２１，９００円
　調定見込額
　　税額　７４７，２７２千円
　　軽減額　３７，０７６千円
　　調定額７１０，１９６千円
　　賦課割合３７．５％
世帯別平等割
　課税標準２０，２３０世帯
　平等割額２２，２００円
　調定見込額
　　税額　４４９，１０６千円
　　軽減額　２９，３７１千円
　　調定額４１９，７３５千円
　　賦課割合３７．５％
合計
　税額　３，２１８，４５２千円
　超過額等　２０１，３６６千円
　調定額３，０１７，０８６千円
　収納率９８．００％

・介護納付金分現年課税分退職被保険者分
１６年度予算額２７０，５９８千円
所得割
　課税標準１４，５１１，８９８千円
　税率１．０％
　調定見込額
　　税額　１４５，１１９千円
　　超過額　１３，１４６千円
　　調定額１３１，９７３千円
　　賦課割合５４．６％
資産割
　課税標準５８９，６８６千円
　税率３．５％
　調定見込額
　　税額　　２０，６３９千円
　　超過額　　１，８７０千円
　

　　調定額　　　　５７，０３６千円
　　収納率　９０．００％
・医療給付費滞納繰越分　一般被保険者分
１６年度予算額　　２１，３４０千円
　調定見込額　　２９６，５０６千円
　
収納率　７．２０％
　収入見込額　　　２１，３４０千円

・介護納付金分滞納繰越分　一般被保険者分
１６年度予算額　　　１，５５４千円
　調定見込額　　　１６，６９６千円
　収納率　９．３０％
　収入見込額　　　　１，５５４千円

・医療費給付費現年課税分　退職被保険者等分
１６年度予算額　　１２２，４６６千円
所得割
　課税標準　　　　９８６，９９６千円
　税率　６．６５％
　調定見込額
　　税額　　　　　　６５，６３５千円
　　超過額　　　　　　５，００６千円
　　調定額　　　　　６０，６２９千円
　　賦課割合４９．０１％
資産割
　課税標準　　　　　４８，４４３千円
　税率　３５．０３％
　調定見込額
　　税額　　　　　　１６，９７０千円
　　超過額　　　　　　１，２９４千円
　　調定額　　　　　１５，６７６千円
    賦課割合
被保険者均等割１２．６７％
　課税標準　１，４６８人
　均等割額　２２，６６０円
　調定見込額
　　税額　　　　　　３３，２６５千円
　　軽減額　　　　　　１，０８４千円
　　調定額　　　　　３２，１８１千円
　　賦課割合２６．０２％
世帯別平等割
　課税標準　８０２世帯
　平等割額　１９，８１０円
　調定見込額
　　税額　　　　　　１５，８８８千円
　　軽減額　　　　　　　　６７０千円
　　調定額　　　　　１５，２１８千円
　　賦課割合１２．３０％
合計
　税額　　　　　　１３１，７５８千円
　超過額等　　　　　　８，０５４千円
　調定額　　　　　１２３，７０４千円
　収納率　９９．００％
　
・介護納付金分現年課税分　退職被保険者等分
１６年度予算額　　　１６，２１０千円
所得割
　課税標準　　　　７４０，４７０千円
　税率　１．０５％
　調定見込額
　　税額　　　　　　　７，７７５千円
　　超過額　　　　　　　　１８８千円
　　調定額　　　　　　７，５８７千円
　　賦課割合４６．３３％
資産割
　課税標準　　　　　３４，３１５千円
　税率　７．１０％
　調定見込額

・医療給付費滞納繰越分　一般被保険者分
１６年度予算額　３７，５２６千円
　調定見込額　３４１，１４８千円
　
収納率１１．００％
　収入見込額３７，５２６千円

・介護納付金分納繰越分　一般被保険者分
１６年度予算額２，８５６千円
　調定見込額２５，９６４千円
　収納率１１．００％
　収入見込額　２，８５６千円

・医療給付費現年課税分　退職被保険者等分
１６年度予算額１４６，６５６千円
所得割
　課税標準１，２９８，６１６千円
　税率６．０％
　調定見込額
　　税額　７７，９１６千円
　　超過額　２，０３５千円
　　調定額７５，８８１千円
　　賦課割合６６．２％
資産割
　課税標準６０，６４８千円
　税率３９．０％
　調定見込額
　　税額　２３，６５２千円
　　超過額　　　６１５千円
　　調定額２３，０３７千円
　　賦課割合６６．２％
被保険者均等割
　課税標準１，７２１人
　均等割額２１，５００円
　調定見込額
　　税額　３７，００２千円
　　軽減額　２，１８５千円
　　調定額３４，８１７千円
　　賦課割合３３．８％
世帯別平等割
　課税標準　６６６世帯
　平等割額２５，０００円
　調定見込額
　　税額　１６，６５０千円
　　軽減額　１，０４０千円
　　調定額１５，６１０千円
　　賦課割合３３．８％
合計
　税額　１５５，２２０千円
　超過額等　５，８７５千円
　調定額１４９，３４５千円
　収納率９８．２０％

・介護納付金分現年課税分退職被保険者分
１６年度予算額１３，９０６千円
所得割
　課税標準９６，７１６千円
　税率１．１％
　調定見込額
　　税額　　５，８０３千円
　　超過額　　　１９２千円
　　調定額　５，６１１千円
　　賦課割合５１．２％
資産割
　課税標準２１，５５６千円
　税率７．９％
　調定見込額
　　税額　　１，７０３千円
　　超過額　　　　５５千円
　

　　賦課割合　１１．０％
被保険者均等割
　課税標準１，１０６人
　均等割額６，０００円
　調定見込額
　　税　額　６，６３７千円
　　軽減額　　　４４５千円
　　調定額　６，１９２千円
　　賦課割合　２２．１％
世帯別平等割
　課税標準８３６世帯
　平等割額６，０００円
　調定見込額
　　税　額　５，０１３千円
　　軽減額　　　３９０千円
　　調定額　４，６２３千円
　　賦課割合　１６．５％
合計
　税額　　３０，１２７千円
　超過額等　２，１０７千円
　調定額　２８，０２０千円
　収納率８７．０％

・医療給付費滞納繰越分　一般被保険者分
１６年度予算額　８，０００千円
　調定見込額　６７，０５４千円
　
　収納率１１．９％
　収入見込額８，０００千円

・介護納付金分納繰越分　一般被保険者分
１６年度予算額２００千円
　調定見込額４，９６１千円
　収納率４．００％
　収入見込額　２００千円

・医療給付費現年課税分　退職被保険者等分
１６年度予算額５５，４６５千円
所得割
　課税標準４５８，６３１千円
　税率６．５％
　調定見込額
　　税　額　２９，８１１千円
　　超過額　　　　９９２千円
　　調定額　２８，８１９千円
　　賦課割合　５０．４％
資産割
　課税標準２１，８０８千円
　税率４０．０％
　調定見込額
　　税　額　８，７２３千円
　　超過額　　　２０３千円
　　調定額　８，５２０千円
　　賦課割合　１４．９％
被保険者均等割
　課税標準５８５人
　均等割額２５，２００円
　調定見込額
　　税　額　１４，７４４千円
　　軽減額　　　　６２０千円
　　調定額　１４，１２４千円
　　賦課割合　２４．７％
世帯別平等割
　課税標準　２３３世帯
　平等割額２５，９００円
　調定見込額
　　税　額　６，０３４千円
　　軽減額　　　３１６千円
　　調定額　５，７１８千円
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相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

国民健康保険課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

国民健康保険税の取扱い

合併協議事項

国民健康保険事業の取扱い

大分類項目

市民部会

中分類項目

事務事業名

　　賦課割合１０．０％
合計
　税額　　５９，３１２千円
　超過額等　２，１３１千円
　調定額　５７，１８１千円
　収納率９７．０％

・介護納付金分現年課税分退職被保険者分
１６年度予算額６，１０７千円
所得割
　課税標準２６０，１９０千円
　税率１．０５％
　調定見込額
　　税　額　２，７３２千円
　　超過額　　　　　０千円
　　調定額　２，７３２千円
　　賦課割合　４３．４％
資産割
　課税標準１２，０５７千円
　税率７．０％
　調定見込額
　　税　額　８４４千円
　　超過額　　　０千円
　　調定額　８４４千円
　　賦課割合　１３．４％
被保険者均等割
　課税標準２７３人
　均等割額６，０００円
　調定見込額
　　税　額　１，６３９千円
　　軽減額　　　　４０千円
　　調定額　１，５９９千円
　　賦課割合　２５．４％
世帯別平等割
　課税標準１９１世帯
　平等割額６，０００円
　調定見込額
　　税　額　１，１５０千円
　　軽減額　　　　２９千円
　　調定額　１，１２１千円
　　賦課割合　１７．８％
合計
　税額　　６，３６５千円
　超過額等　　　　６９円
　調定額　６，２９６千円
　収納率９７．０％

・医療給付費滞納繰越分
１６年度予算額　２００千円
　調定見込額２，４３２千円
　収納率　１５．０％
　収入見込額　　２００千円

・介護納付金分滞納繰越分
１６年度予算額　１千円
　調定見込額　１６０千円
　収納率０．６％
　収入見込額　１千円

【電算システムの概要】
機種　東芝クライアントサーバー
（一括処理時にはオフコンを併用）
保守　日本電子計算（株）
資格賦課計算
納税通知書発行

【事務事業の内容】 　調定額　１８，７６９千円
　　賦課割合５４．６％
被保険者均等割
　課税標準１６，７３５人
　均等割額４，５００円
　調定見込額
　
　税額　７５，３０８千円
　　軽減額　２，６５１千円
　　調定額７２，６５７千円
　　賦課割合４５．４％
世帯別平等割
　課税標準１２，５３５世帯
　平等割額４，８００円
　調定見込額
　　税額　６０，１６８千円
　　軽減額　７，４４７千円
　　調定額５２，７２１千円
　　賦課割合４５．４％
合計
　税額　３０１，２３４千円
　超過額等２５，１１４千円
　調定額２７６，１２０千円
　収納率９８．００％

・医療給付費滞納繰越分
１６年度予算額１６，０００千円
　　調定見込額８０，０００千円
　収納率２０．０％
　収入見込額　１６，０００千円

・介護納付金分滞納繰越分
１６年度予算額　１，２００千円
　調定見込額　　６，０００千円
　収納率２０．０％
　収入見込額　　１，２００千円

【電算システムの概要】
機種　ＮＥＣ　ＡＣＯＳ４
保守　ＮＥＣ
資格賦課計算
納税通知書発行

　　税額　　　　　　　２，４３６千円
　　超過額　　　　　　　　　５９千円
　　調定額　　　　　　２，３７７千円
　　賦課割合１４．５２％
被保険者均等割
　課税標準　７４４人
　均等割額　６，２００円
　調定見込額

　　税額　　　　　　　４，６１３千円
　　軽減額　　　　　　　　　９２千円
　　調定額　　　　　　４，５２１千円
　　賦課割合２７．６１％
世帯別平等割
　課税標準　５０９世帯
　平等割額　３，８００円
　調定見込額
　　税額　　　　　　　１，９３４千円
　　軽減額　　　　　　　　　４５千円
　　調定額　　　　　　１，８８９千円
　　賦課割合１１．５４％
合計
　税額　　　　　　　１６，７５８千円
　超過額等　　　　　　　　３８４千円
　調定額　　　　　　１６，３７４千円
　収納率　９９．００％

・医療給付費滞納繰越分　退職被保険者等分
１６年度予算額　　　　　１千円
　　調定見込額　６，７６３千円
　　収納率　　　見込まず（科目設定）
　　収入見込額　　　　　１千円

・介護納付金滞納繰越分　退職被保険者等分
１６年度予算額　　　　　１千円
　　調定見込額　　　３８０千円
　　収納率　　　見込まず（科目設定）
　　収入見込額　　　　　１千円

【電算システムの概要】
機種　ＮＥＣ　ＩＰＸ７３００
保守　ＮＥＣ
資格賦課計算
納税通知書発行

　調定額　　１，６４８千円
　　賦課割合５１．２％
被保険者均等割
　課税標準　　　８７６人
　均等割額４，７００円
　調定見込額
　
　税額　　　４，１１８千円
　　軽減額　　　１３１千円
　　調定額　３，９８７千円
　　賦課割合４８．８％
世帯別平等割
　課税標準　　　５７２世帯
　平等割額５，３００円
　調定見込額
　　税額　　３，０３２千円
　　軽減額　　　１０２千円
　　調定額　２，９３０千円
　　賦課割合４８．８％
合計
　税額　　１４，６５６千円
　超過額等　　　４８０千円
　調定額　１４，１７６千円
　収納率９８．１０％

・医療給付費滞納繰越分
１６年度予算額１，０２７千円
　　調定見込額６，８４９千円
　収納率１５．０％
　収入見込額　１，０２７千円

・介護納付金分滞納繰越分
１６年度予算額　　１２７千円
　調定見込額　　　６３５千円
　収納率２０．０％
　収入見込額　　　１２７千円

【電算システムの概要】
機種　ＮＥＣ　ＡＣＯＳ２
保守　ＮＥＣ
資格賦課計算
納税通知書発行
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相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 国民健康保険課 町民課・収納課 保険年金課 町民課

歳出予算額（平成16年度） 0千円 0千円 0千円 0千円

根拠法令等

相模原市手数料条例･
･

城山町手数料条例･ 津久井町手数料徴収条例 相模湖町手数料条例

会計の種別 特別会計 特別会計 特別会計 特別会計

歳入予算額（平成16年度） 30千円 1千円 1千円 1千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等 使用料/手数料等 使用料/手数料等 使用料/手数料等 使用料/手数料等

事務事業の別 特定財源・電算システム 特定財源 特定財源 特定財源・電算システム

電算システム名 滞納整理支援システム Newlife/LIFEシステム証明プログラム

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
【課題】
・　国民健康保険資格証明書の手数料が、城山
　町、相模湖町は無料である。
・　納税証明書交付窓口が異なる。
・　会計種別が特別会計と一般会計とに異なって
　いる。

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

国民健康保険課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

【調整方針】
合併時に相模原市の制度に統合する。

【内容】
国民健康保険納税証明手数料
１件３００円

・納税証明は一般会計で税務課にて発行。
　　１ケ年度３００円の手数料。
　証明書項目は、「納付すべき税額」「納付済
　額」「未納税額」で必要年度別に記載。

【電算システムの概要】
機種　東芝クライアントサーバー
保守　日本電子計算（株）
納税通知書の発行

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【内容】
国民健康保険資格証明手数料及び納税証明手数料
１件３００円

・納税証明書は国民健康保険課窓口のみ発行。
　　１ケ年度で３００円の手数料。
　　証明書項目は、「納付すべき税額」「納付済
　額」、「納期限未到来額」、「未納額」で必要
　年度別に記載。

【電算システムの概要】
機種ＮＥＣ　クライアントサーバー
保守ＮＥＣフィールディング
納税通知書の発行

【内容】
国民健康保険納税証明手数料
１件３００円

・納税証明書は収納課窓口で発行。
　　１ヶ年度で３００円の手数料。
　証明項目は、「納付すべき税額」、「納付済
　額」、「納期限未到来額」、「未納額」で、必
　要年度別に記載。

【内容】
国民健康保険資格証明手数料及び納税証明手数料
１件３００円

・納税証明書は一般会計で税務課及び各支所が窓
　口で発行。
　　１ケ年度で３００円の手数料。
　証明書項目は、「納付すべき税額」「納付済
　額」、「納期限未到来額」、「未納額」で必要
　年度別に記載。

証明手数料

合併協議事項

国民健康保険事業の取扱い

大分類項目

市民部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

20
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

8

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 国民健康保険課 町民課 健康福祉課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 3,525千円 30千円

根拠法令等

国民健康保険法･ 国民健康保険法･

会計の種別 一般会計 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円 0千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等 補助金/交付金等 補助金/交付金等

事務事業の別

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
【課題】
・相模原市は７国保組合に補助を実施している。
　６国保組合に被保険者1人当たり２５０円、
　建設連合神奈川支部は１２５円の補助。
・城山町は神奈川県建設連合国保組合に被保険者
　１人当たり１５０円を補助していたが、平成
　１６年度から廃止。
・津久井町は神奈川県建設連合国保組合に被保険
　者１人当たり２５０円、建設連合神奈川支部に
　１２５円補助していたが、平成１６年度から廃
　止。
・相模湖町は神奈川県建設連合国保組合に被保険
　者１人当たり１５０円を補助している。
・上記のとおり１市１町で実施、２町は廃止して
　いる。

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

国民健康保険課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

【調整方針】
合併時に相模原市の制度に統合する。
ただし、補助金の額等については見直しを図る．

【目的】
　県内の国民健康保険組合に対して、国民健康保
険法第７５条（都道府県及び市町村は、国民健康
保険事業に要する費用に対し、補助金を交付し、
又は貸付金を貸し付けることができる）に基づ
き、補助金を交付するもの。
【補助基準】
　当該年度の４月１日現在において本町に住所を
有する者、若しくはその従事者に単価を乗じた額

【参考】
　神奈川県建設連合国民健康保険組合
　組合員数１９４×１５０円

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
　県内の国民健康保険組合（７組合）に対して、
国民健康保険法第７５条（都道府県及び市町村
は、国民健康保険事業に要する費用に対し、補助
金を交付し、又は貸付金を貸し付けることができ
る）に基づき、補助金を交付するもの。
【補助金の概要】
　相模原市における各種国保組合への補助金助成
は、昭和５４年度から開始された。
本市の補助金交付の算定根拠として、各種国保組
合被保険者が毎年、保険料算定のため組合に提出
する課税証明手数料（１００円）分を組合員数に
乗じた額を補助することとした。
　平成７年度からは、県下各市町村の補助金交付
状況等をふまえ、２５０円へ増額変更を行い、現
在に至っている。
【補助基準】
　当該年度の４月１日現在において本市に住所を
有する者、若しくはその従事者に単価を乗じた額
　補助金額＝当該年度４月１日現在の被保険者数
　　　　　　×２５０円
　（建設連合国民健康保険組合神奈川支部は
　　１２５円）

【参考】
積算根拠
神奈川県建設連合国民健康保険組合
組合員数８，５０４×２５０円
神奈川県医師国民健康保険組合
組合員数８１０×２５０円
神奈川県歯科医師国民健康保険組合
組合員数８７０×２５０円
神奈川県建設業国民健康保険組合
組合員数２，２８０×２５０円
神奈川県薬剤師国民健康保険組合
組合員数２２０×２５０円
神奈川県食品衛生国民健康保険組合
組合員数１，３００×２５０円
建設連合（神奈川支部）国民健康保険組合
組合員数２４７×１２５円･･

該当なし

＊平成15年度で終了。

【参考】
・平成15年度の補助金交付実績
　神奈川県建設連合国民健康保険組合
　組合員数２８８×１５０円＝４３，２００円

　

該当なし

＊平成15年度で終了。

【参考】
・平成15年度の補助金交付実績
　神奈川県建設連合国民健康保険組合
　組合員数８５０×１５０円＝１２７，５００円

各種国民健康保険組合補助金

合併協議事項

国民健康保険事業の取扱い

大分類項目

市民部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

20
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

9

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 国民健康保険課 町民課 保険年金課 町民課

歳出予算額（平成16年度） 13,815千円 1,000千円 1,374千円 984千円

根拠法令等

相模原市診療報酬明細書点検嘱託員設置要綱･

会計の種別 特別会計 特別会計 特別会計 特別会計

歳入予算額（平成16年度） 26千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別 特定財源

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
【課題】
相模原市は非常勤特別職職員を採用し実施して
いるが、３町は国保連合会へ委託している。

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

国民健康保険課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

【調整方針】
合併時に相模原市の制度に統合する。

該当なし
ただし、神奈川県国民健康保険団体連合会に診療
報酬明細書点検を委託。

委託料９８４千円
　積算２１円×3,900件×１２月

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
国民健康保険の医療費適正化を図ることを目的
に、専門的な知識を要するレセプトの内容審査・
点検体制の更なる充実を図るため、有資格者や経
験のある診療報酬明細書点検嘱託員（平成９年度
から非常勤特別職）の任用に要する経費
【特定財源の内訳】
・労働保険被保険者負担金　 ２６千円
【１６年度予算の積算内訳】
・報酬 　　　　　　１２，８８４千円
　　非常勤特別職員報酬
　　嘱託員報酬
　　６人×日給８，８００円×２４４日
･ 共済費　　　　　　　　６６７千円
　　社会保険料　　６６６，３００円
　　社会保険料常勤２人分　６１３，９００円
　　労働保険料常勤２人分　　５２，４００円
・旅費　　　　　　　　　２１１千円
　　報酬明細書点検嘱託員研修旅費
　　連合会研修（横浜）
　　２，４２０円×９人＝２１，７８０円
　県研修（関内）
　　２，５８０円×９人＝２３，２２０円
　　診療報酬明細書点検嘱託員旅費１６６千円
・需用費５３千円
　　参考図書　５０，０００円
　　診療報酬明細書点検事務用消耗品
　　　　　　　　３，０００円

該当なし
ただし、神奈川県国民健康保険団体連合会に診療
報酬明細書点検を委託。

委託料　１，０００千円
　積算根拠　６６，６１７件×１５円

該当なし
ただし、神奈川県国民健康保険団体連合会に診療
報酬明細書点検を委託。

委託料 １，３７４千円
　積算根拠 ９１，６００件×１５円

診療報酬明細書点検嘱託員経費

合併協議事項

国民健康保険事業の取扱い

大分類項目

市民部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

20
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

10

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 国民健康保険課 町民課 保険年金課 町民課

歳出予算額（平成16年度） 7,149千円 403千円 516千円 237千円

根拠法令等

国民健康保険法･ 国民健康保険法 国民健康保険法･
･

国民健康保険法

会計の種別 特別会計 特別会計 特別会計 特別会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円 403千円 516千円 237千円

関係団体・慣行 一部事務組合等 一部事務組合等 一部事務組合等 一部事務組合等

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別 特定財源 特定財源 特定財源

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
【課題】
課題なし

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

国民健康保険課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

【調整方針】
合併時に相模原市の制度に統合する。

【目的】
国民健康保険団体連合会の設置「保険者は、共同
してその目的を達成するため、国民健康保険団体
連合会を設立することができる。」連合会は法人
とする。国民健康保険団体連合会の年会費等負担
金。
【内容】
・算出方法
　保険者割
　　１００,０００円×１町＝１００,０００円
　被保険者割
　　　　　　　　　　　　　 １３４,５５０円
　診療施設割
　　　　　　　　　　　　　　　 ２,０００円
　保険者割１００.０００円＋被保険者割
　１３４,５５０＋診療施設２,０００円
　　　　　　　　　　　　＝２３５，５５０円
【特定財源の内訳】
　一般会計繰入金　２３７千円
【一部事務組合等の概要】
神奈川県国民健康保険団体連合会
国民健康保険法第８３条
「保険者は、共同してその目的を達成するため、
国民健康保険団体連合会を設立することができ
る。」
・主な業務
　診療報酬の審査・支払委託
・国民健康保険団体連合会の主事業
　保険者の事務の共同処理及び連絡等
　診療報酬の審査及び支払
　国保運営資金の融資
　保健事業に関すること
　国保に関する調査研究
　その他必要な事業

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
国民健康保険団体連合会の設置「保険者は、共同
してその目的を達成するため、国民健康保険団体
連合会を設立することができる。連合会は法人と
する。国民健康保険団体連合会の年会費等負担
金。
【内容】
・算出方法
　保険者割
　　１００，０００円×１市＝１００，０００円
　被保険者割（各市町村の被保険者により算出）
　　　　　　　　　　　　７，０４８，５００円
　保険者割１００，０００＋被保険者割
　　７，０４８，５００＝７，１４８，５００円
【一部事務組合等の概要】
神奈川県国民健康保険団体連合会
国民健康保険法第８３条
「保険者は、共同してその目的を達成するため、
国民健康保険団体連合会を設立することができ
る。」
・主な業務
　診療報酬の審査・支払委託
・国民健康保険団体連合会の主事業
　保険者の事務の共同処理及び連絡等
　診療報酬の審査及び支払
　国保運営資金の融資
　保健事業に関すること
　国保に関する調査研究
　その他必要な事業

【目的】
国民健康保険団体連合会の設置「保険者は、共同
してその目的を達成するため、国民健康保険団体
連合会を設立することができる」連合会は法人と
する。国民健康保険団体連合会の年会費等負担
金。
【内容】
・算出方法
　保険者割
　　１００，０００円×１町＝１００，０００円
　・被保険者割（各市町村の被保険者により算
　　出）
　　　８，７８１人×３４円５０銭＝
　　　　　　　　　　　　　　３０２，９４４円
　　　合計（保険者割＋被保険者割）
　　　　　　　　　　　　　　４０２，９４４円
【特定財源の内訳】
一般会計繰入金　４０３千円
【一部事務組合等の概要】
神奈川県国民健康保険団体連合会
国民健康保険法第８３条
「保険者は、共同してその目的を達成するため、
国民健康保険団体連合会を設立することができ
る。」
・主な業務
　診療報酬の審査・支払委託
・国民健康保険団体連合会の主事業
　保険者の事務の共同処理及び連絡等
　診療報酬の審査及び支払
　国保運営資金の融資
　保健事業に関すること
　国保に関する調査研究
　その他必要な事業

【目的】
国民健康保険団体連合会の設置「保険者は、共同
してその目的を達成するため、国民健康保険団体
連合会を設立することができる。連合会は法人と
する。国民健康保険団体連合会の年会費等負担
金。
【内容】
・算出方法
　保険者割
　　１００,０００円×１町＝１００,０００円
　被保険者割（各市町村の被保険者により算出）
　　　　　　　　　　　　　４１４，０００円
　診療施設割
　　　　　　　　　　　　　　　２，０００円
　保険者割１００,０００＋被保険者割
　　　４１４，０００＋診療施設２，０００
　　　　　　　　　　　　 ＝５１６,０００円
【特定財源の内訳】
　一般会計繰入金　５１６千円
【一部事務組合等の概要】
神奈川県国民健康保険団体連合会
国民健康保険法第８３条
「保険者は、共同してその目的を達成するため、
国民健康保険団体連合会を設立することができ
る。」
・主な業務
　診療報酬の審査・支払委託
・国民健康保険団体連合会の主事業
　保険者の事務の共同処理及び連絡等
　診療報酬の審査及び支払
　国保運営資金の融資
　保健事業に関すること
　国保に関する調査研究
　その他必要な事業

国民健康保険団体連合会負担金

合併協議事項

国民健康保険事業の取扱い

大分類項目

市民部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

20
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

11

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 国民健康保険課 町民課・収納課 保険年金課 町民課

歳出予算額（平成16年度） 51,467千円 0（一般会計から歳出） 747千円

根拠法令等

相模原市国民健康保険収納推進員設置要綱 城山町国民健康保険税を滞納している世帯に係る･
被保険者等の取扱いに関する要綱

津久井町国民健康保険税滞納者の被保険者証等の･
取扱いに関する要綱

会計の種別 特別会計 特別会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円 0千円 0千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別 電算システム

電算システム名 滞納整理支援システム

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
【課題】
・３町では収納推進員による訪問徴収を行って
　いない。
・３町の納税相談の窓口の取扱い
・交付対象世帯等が異なっている。

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

国民健康保険課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

【調整方針】
合併時に相模原市の制度に統合する。

【目的】
　主として、税務課管理収納班による保険税未納
者の個人情報管理を行い税務課及び全課の課長、
課長補佐、主幹で構成された特別収納対策班によ
り滞納整理を行い収納率の向上を図る。
【内容】
国民健康保険収納率向上特別対策事業
・収納対策会議設置
・休日臨戸訪問　毎月１回４名（２班）
・夜間徴収及び夜間窓口開設
　　年６回（１回につき１週間）
・滞納世帯に短期被保険者証を交付している
　　期間６月及び１２月
・短期被保険証の交付世帯のうち納付相談又は納
付指導に応じようとしない世帯等に被保険者資格
証明書を交付している。
　短期証・資格証の詳細は要綱どおり

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
　平成４年度から事務費負担金中、人件費及び助
産費補助金が一般財源化されたことに伴い新設さ
れた国民健康保険特別対策費補助金のうち、「保
険税収納率向上特別対策事業」に対して補助金が
交付されたものである。
　主として、収納推進員による保険税未収納分徴
収を進めるほか、サーバを利用した滞納整理を推
進し、収納率向上を図る。
【内容】
国民健康保険収納率向上特別対策事業
・収納率向上対策本部会議の設置
・休日納税相談　年６回
・休日臨戸訪問　年３回（管理職２回）
・夜間納税相談　年３回（１２日）
・夜間臨戸訪問　年１回（６日）
・滞納整理強化月間　年３回
・滞納世帯に短期被保険者証を交付している
　　期間６月
・短期被保険証の交付世帯のうち納付相談又は納
　付指導に応じようとしない世帯等に被保険者資
　格証明書を交付している。
【１６年度予算の積算内訳】
・報酬　３９，７５６千円
　　未納分徴収給　　１５，６００，０００円
　　訪問調査給＠３００円×７８，０００件
　　　　　　　　　＝２３，４００，０００円
　　口座振替推進給＠１，０００円×７５６
　　　　　　　　　　　　＝７５６，０００円
・共済費　４，３８６千円
・旅　費　　　７７７千円
　　収納推進員　　　　　　６６７，０００円
　　遠隔地滞納整理　　　　１００，０００円
・需用費　　　７８１千円
・使用料及び賃借料（サーバー端末機借料）
　　　　　５，２１８千円
【電算システムの概要】
機種ＮＥＣ
保守ＮＥＣフィールディング
・欠損判定
・交渉記録の管理
・処分の管理
・再発行、分割納付書の発行
・資格証対象者の抽出
・各種統計資料

【目的】
　平成４年度から事業費負担金中、人件費及び助
産費補助金が一般財源化されたことに伴い、新設
された国民健康保険特別対策費補助金のうち「保
険税収納率向上特別対策」に対して、補助金が交
付されたものである。
　主として、収納課による保険税未納者の個人情
報管理を行い、徴収を進めるほか、サーバを利用
した滞納整理を行い収納率の向上を図る。
【内容】
国民健康保険収納率向上特別対策事業
・夜間来庁納付約束のみ夜間対応
・滞納世帯に短期被保険者証を交付している。
　期間　６月及び１２月
・短期被保険者証の交付世帯のうち納付相談又は
　納付指導に応じようとしない世帯等に被保険者
　資格証明書を交付している。
　短期証・資格者証の詳細は要綱どおり
【１６年度予算の積算内訳】
・委託料
　　滞納管理システム保守業務委託
　　１０８，１５０円×１２ヶ月
　　　　　　　　　　＝１，２９７，８００円

【目的】
　平成４年度から事務費負担金中、人件費及び助
産費補助金が一般財源化されたことに伴い新設さ
れた国民健康保険特別対策費補助金のうち、「保
険税収納率向上特別対策事業」に対して補助金が
交付されたものである。
　主として、収納対策特別班による保険税未収納
分徴収を進めるほか、サーバを利用した滞納整理
を推進し、収納率向上を図る。
【内容】
国民健康保険収納率向上特別対策事業
・収納対策会議設置
・休日臨戸訪問　月３回
・夜間窓口開設　月２回（４名～５名）
・滞納世帯に短期被保険者証を交付している。
　期間　６月及び１２月
・短期被保険者証の交付世帯のうち納付相談又は
　納付指導に応じようとしない世帯等に被保険者
　資格証明書を交付している。
　短期証・資格者証の詳細は要綱どおり
【１６年度予算の積算内訳】
・委託料           ５７０千円
　　滞納管理システム保守管理委託料
　　　５４２，４００円×１．０５
　　　＝５６９，５２０円
・使用料及び賃借料 １７７千円
　　滞納管理システムクライアント借上料
　　　１４，０００円×１台×１２月×１．０５
　　　＝１７６，４００円

保険税収納率向上特別対策事業

合併協議事項

国民健康保険事業の取扱い

大分類項目

市民部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

20
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

12

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 国民健康保険課 町民課 保険年金課 町民課

歳出予算額（平成16年度） 506千円 229千円 179千円 166千円

根拠法令等

国民健康保険法･ 国民健康保険法 国民健康保険法･ 国民健康保険法

会計の種別 特別会計 特別会計 特別会計 特別会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円 229千円 179千円 166千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別 特定財源 特定財源 特定財源

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
【課題】
・１市３町でそれぞれに運営協議会が組織・運営
　されている。
・国民健康保険法では、「被保険者代表、保険
　医・保険薬剤師代表、公益代表の各委員を同数
　で組織する。また、被用者保険等保険者代表を
　加えることができる。」と規定されており、相
　模原市では１３名の委員、津久井町では１２名
　の委員、城山町・相模湖町では６名の委員で組
　織されている。

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

国民健康保険課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

【調整方針】
合併時に相模原市の制度に統合する。

【目的】
・国民健康保険の運営に関する重要事項を審議す
　るため、市町村に国民健康保険運営協議会を置
　く。
　 「重要事項」とは、
　　（１）一部負担金
　　（２）)保険料の賦課割合
　　（３）給付期間・保険給付の種類及び内容並
　　　　びに保健事業の実施大綱の策定に関する
　　　　こと。
【内容】
・委員の選任（任期２年、定数６名）
　被保険者を代表する委員２名
　保険医又は保険薬剤師を代表する委員２名
　公益を代表する委員２名
【１６年度予算の積算内訳】
・報酬　　１３５千円
　　会長年額３４,０００円
　　委員年額３２,０００円
　ただし、議員の場合は１回につき１,１００円
・旅費　　　　５千円
　　　４,１００円×１回
・需用費　　２６千円
　　　国保新聞購読料４,２５０円×６部
【特定財源の内訳】
一般会計繰入金　１６６千円

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
・国民健康保険の運営に関する重要事項を審議す
　るため、市町村に国民健康保険運営協議会を置
　く。
　 「重要事項」とは、
　　（１）一部負担金
　　（２）保険料の賦課割合
　　（３）給付期間・保険給付の種類及び内容並
　　　　びに保健事業の実施大綱の策定に関する
　　　　こと。
【内容】
・委員の選任（任期２年、定数１３名）
　公益代表各種団体から推薦４名
　被保険者代表被保険者の中から市長が選任（２
　名は公募）４名
　　保険医代表４名
　　被用者保険等保険者を代表する委員１名
【１６年度予算の積算内訳】
・報酬５０６千円
　運営協議会委員報酬１２，６００千円×４０人
　　　　　　　　　　　　＝　５０４，０００円
・旅費２，０００円
　会長研修会旅費１，０００円×１人
　　　　　　　　　　　　　　　＝１，０００円
　会長研修会随行旅費
　　　　　　１，０００円×１人＝１，０００円

【目的】
・国民健康保険の運営に関する重要事項を審議す
　るため、市町村に国民健康保険運営協議会を置
　く。
　 「重要事項」とは、
　　（１）一部負担金
　　（２）保険料の賦課割合
　　（３）給付期間・保険給付の種類及び内容並
　　　　びに保健事業の実施大綱の策定に関する
　　　　こと。
【内容】
・委員の選任（任期２年、定数６名）
　公益代表各種団体から２名
　被保険者代表被保険者の中から町長が選任２名
　保険医代表２名
【参考事項】
委員任期は、平成17年12月16日まで
【１６年度予算の積算内訳】
・報酬２１５千円
　　会長　年額３７，５００円
　　委員　年額３５，５００円×５名
　　　　　　　　　　　　＝１７７，５００円
・交際費１０千円
・需用費　２千円
　　消耗品費（事務用品代）
・役務費　２千円
　通信運搬費（会議通知等）
【特定財源】
一般会計繰入金　２２９千円
　

【目的】
・国民健康保険の運営に関する重要事項を審議す
　るため、市町村に国民健康保険運営協議会を置
　く。
　 「重要事項」とは、
　　（１）一部負担金
　　（２）)保険料の賦課割合
　　（３）給付期間・保険給付の種類及び内容並
　　　　びに保健事業の実施大綱の策定に関する
　　　　こと。
【内容】
・委員の選任（任期２年、定数１２名）
　被保険者を代表する委員４名
　保険医又は保険薬剤師を代表する委員４名
　公益を代表する委員４名
【１６年度予算の積算内訳】
・報酬　　　１７９千円
　　運営協議会委員報酬　　　１７８，８００円
　　会長８，０００円×２回×1人
　　　　　　　　　　　　　　＝１６，０００円
　　委員７，４００円×２回×１１人
　　　　　　　　　　　　　＝１６２，８００円
・旅費　１６，９００円
　　大会出席旅費
　　　３，７８０円×１人×１回＝３，７８０円
　　　１，９００円×１人×１回＝３，８００円
　　運協出席旅費（交通費支給該当者分）
　　　４，６６０円×１人×２回＝９，３２０円
・需用費（運協会議賄）
　　１２人×２回×７０円×１．０５
　　　　　　　　　　　　　　　＝１，７６４円
【特定財源の内訳】
　一般会計繰入金　　１７９千円

運営協議会経費

合併協議事項

国民健康保険事業の取扱い

大分類項目

市民部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

20
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

13

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 国民健康保険課 町民課 保険年金課 町民課

歳出予算額（平成16年度） 27,159,037千円 1,025,160千円 1,397,480千円 422,700千円

根拠法令等

国民健康保険法･ 国民健康保険法 国民健康保険法･
･
･

国民健康保険法･

会計の種別 特別会計 特別会計 特別会計 特別会計

歳入予算額（平成16年度） 16,353,563千円 531,656千円 856,871千円 236,393千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等 補助金/交付金等 補助金/交付金等 補助金/交付金等 補助金/交付金等

事務事業の別 特定財源 特定財源 特定財源 特定財源

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
【課題】
課題なし

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

国民健康保険課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

【調整方針】
合併時に相模原市の制度に統合する。

【目的】
被保険者（老人保健法の規定による医療を受ける
ことができる者を除く。）の疾病及び負傷に関し
ては次の各号に掲げる療養の給付を行う。
（１）診察
（２）薬剤
（３）処置、手術その他の治療
（４）居宅における療養上の管理及びその療養に
　　伴う世話、その他の看護
（５）病院又は診療所への入院及びその療養に伴
　　う世話、その他の看護。
給付期間（治ゆ、中止、死亡）まで。
【特定財源の内訳】
（一般被保険者療養給付費）
　一般被保険者療養給付費等負担金
　　　　　　　　　　　　　１１５，８７４千円
　普通調整交付金　　　　　　　８，０００千円
　一般会計繰入金　　　　　　３９，５８０千円
　国保運営強化促進対策補助金
　　　　　　　　　　　　　　　１，８００千円
合計　　　　　　　　　　　１６５，２５４千円
（退職被保険者等療養給付費）
（現年度分）７１，１１８千円
　諸収入　　　　　　２１千円
合計　　　　７１，１３９千円
【１６年度予算の積算内訳】
（一般被保険者療養給付費）
１６年度予算額３００，０００千円
（支出内訳）
被保険者 ２，２５７人
件数 　１９，０３８件（Ｈ１５年報Ｃ表）
保険者負担額　　３００，０００，０００円
保険者負担額（１件当り）　１５，７５８円
保険者負担額（１人当り）１３２，９２０円
受診率
・１件当たり保険者負担額＝保険者負担額÷件数
　１６年度一般被保険者見込み総件数（老健対象
　者を除く）　　　　　　　件
・１人当たり保険者負担額＝保険者負担額÷一般
　被保険者数件
　１６年度一般被保険者（老健対象者を除く）見
　込み　　　　　　　　　　　２，２５７人
・受診率＝件数÷平均被保険者数
　（退職被保険者等療養給付費）
　１６年度予算額１２２，７００千円

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
被保険者（老人保健法の規定による医療を受ける
ことができる者を除く。）の疾病及び負傷に関し
ては次の各号に掲げる療養の給付を行う。
（１）診察
（２）薬剤
（３）処置、手術その他の治療
（４）居宅における療養上の管理及びその療養に
　　伴う世話、その他の看護
（５）病院又は診療所への入院及びその療養に伴
　　う世話、その他の看護。
給付期間（治ゆ、中止、死亡）まで。
【特定財源の概要】
（一般被保険者療養給付費）
　一般被保険者療養給付費等負担金
　　　　　　　　　　　６，６６８，５７４千円
　特別調整交付金　　　　　２００，０００千円
　一般被保険者療養給付費補助金８，０００千円
　一般被保険者療養給付費繰入金
　　　　　　　　　　　　　８４０，０１９千円
　一般被保険者療養給付費繰入金
　　　　　　　　　　　　　２４８，３２５千円
合計　　　　　　　　　７，９８０，９１８千円
（退職被保険者等療養給付費）
（現年度分）８，３６８，６４５千円
【１６年度予算の積算内訳】
（一般被保険者療養給付費）
１６年度予算額１７，７５９，２６７千円
（支出内訳）
被保険者 １５０，０００人
件数 １，４３８，５３５件
保険者負担額　１７，７５９，２６７，０００円
保険者負担額（１件当り）１２，３４５円
保険者負担額（１人当り）１１８，３９５円
受診率  ９．５９
・１件当たり保険者負担額＝保険者負担額÷件数
　１６年度一般被保険者見込み総件数（老健対象
　者を除く）１，４３８，５３５件
・１人当たり保険者負担額＝保険者負担額÷一般
　被保険者数
　１６年度一般被保険者（老健対象者を除く）見
　込み　　　　　　　　　１５０，０００人
・受診率＝件数÷平均被保険者数
　（退職被保険者等療養給付費）
　１６年度予算額９，３９９，７７０千円

【目的】
被保険者（老人保健法の規定による医療を受ける
ことができる者を除く。）の疾病及び負傷に関し
ては次の各号に掲げる療養の給付を行う。
（１）診察
（２）薬剤
（３）処置、手術その他の治療
（４）居宅における療養上の管理及びその療養に
　　伴う世話、その他の看護
（５）病院又は診療所への入院及びその療養に伴
　　う世話、その他の看護。
給付期間（治ゆ、中止、死亡）まで。
【特定財源の内訳】
（一般被保険者療養給付費）
　一般被保険者療養給付費等負担金
　　　　　　　　　　　　　２９３，６２５千円
　国保運営強化事業促進対策費補助金
　　　　　　　　　　　　　　　３，９５３千円
合計　　　　　　　　　　　２９７，５７８千円
（退職被保険者等療養給付費）
　療養給付費負担金（現年度分）
　　　　　　　　　　　　　２３４，０７８千円
【１６年度予算の積算内訳】
（一般被保険者療養給付費）
１６年度予算額７１１，６１０千円
（支出内訳）
被保険者　　　　　　　　　　　　５，７４６人
件数　　　　　　　　　　　　　４８，９８４件
保険者負担額　　　　７１１，６１０，０００円
保険者負担額（１件当たり）　　１４，５２７円
保険者負担額（１人当たり）　１２３，８４４円
受診率　　　　　　　　　　　　　　８．５２
・１件当たり保険者負担額＝保険者負担額÷件数
　１６年度一般被保険者見込み総件数（老健対象
　者を除く）　４８，９８４件
・１人当たり保険者負担額＝保険者負担額÷一般
　被保険者数
　１６年度一般被保険者（老健対象者を除く）見
　込み　　　　　　　　　　　５，７４６人
・受診率＝件数÷平均被保険者数
　（退職被保険者等療養給付費）
　１６年度予算額３１３，５５０千円
（支出内訳）
被保険者　　　　　　　　　　　　１，４６８人
件数　　　　　　　　　　　　　２３，７５６件

【目的】
被保険者（老人保健法の規定による医療を受ける
ことができる者を除く。）の疾病及び負傷に関し
ては次の各号に掲げる療養の給付を行う。
（１）診察
（２）薬剤
（３）処置、手術その他の治療
（４）居宅における療養上の管理及びその療養に
　　伴う世話、その他の看護
（５）病院又は診療所への入院及びその療養に伴
　　う世話、その他の看護。
給付期間（治ゆ、中止、死亡）まで。
【特定財源の内訳】
（一般被保険者療養給付費）
　一般被保険者療養給付費等負担金
　　　　　　　　　　　　　３８５，１８３千円
　普通調整交付金　　　　　　１０，０００千円
　一般会計繰入金　　　　　１１９，４６３千円
　基金繰入金　　　　　　　　２０，０００千円
合計　　　　　　　　　　　５３４，６４６千円
（退職被保険者等療養給付費）
（現年度分）３２２，２２５千円
【１６年度予算の積算内訳】
（一般被保険者療養給付費）
１６年度予算額１，００３，８００千円
（支出内訳）
被保険者 １０，０００人
件数 ６７，０２０件
保険者負担額　９０２，０６５，６９３円
保険者負担額（１件当り）１３，４６０円
保険者負担額（１人当り）９０，２０７円
受診率  ６．７０
・１件当たり保険者負担額＝保険者負担額÷件数
　１６年度一般被保険者見込み総件数（老健対象
　者を除く）　６７，０２０件
・１人当たり保険者負担額＝保険者負担額÷一般
　被保険者数
　１６年度一般被保険者（老健対象者を除く）見
　込み　　　　　　　　　　１０，０００人
・受診率＝件数÷平均被保険者数
　（退職被保険者等療養給付費）
　１６年度予算額３９３，６８０千円
（支出内訳）
被保険者２，０００人
件数２７，２２８件

療養給付費

合併協議事項

国民健康保険事業の取扱い

大分類項目

市民部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

20
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号
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□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

国民健康保険課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

療養給付費

合併協議事項

国民健康保険事業の取扱い

大分類項目

市民部会

中分類項目

事務事業名

（支出内訳）
被保険者５９５人
件数　９，５６０件（Ｈ１５年報Ｃ表）
保険者負担額　 １２２，７００，０００円
保険者負担額（1件当り） １２，８３５ 円
保険者負担額（1人当り）２０６，２１８円
受診率
・１件当たり保険者負担額＝保険者負担額÷件数
　16年度退職被保険者等見込み総件数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　件
・１人当たり保険者負担額＝保険者負担額÷退職
　被保険者数
・１６年度退職被保険者等数見込み
　　　　　　　　　　　　　　　　　　５９５人
・受診率＝件数÷平均被保険者

【事務事業の内容】 （支出内訳）
被保険者３７，０００人
件数６１０，１７４件
保険者負担額　９，３９９，７７０，０００円
保険者負担額（1件当り）１５，４０５円
保険者負担額（1人当り）２５４，０４８円
受診率 １６．４９
・１件当たり保険者負担額＝保険者負担額÷件数
　16年度退職被保険者等見込み総件数
　　　　　　　　　　　　　　６１７，２７６件
・１人当たり保険者負担額＝保険者負担額÷退職
　被保険者数
　　１６年度退職被保険者等数見込み
　　　　　　　　　　　　　　　３７，０００人
・受診率＝件数÷平均被保険者数

保険者負担額　　　　３１３，５５０，０００円
保険者負担額（１件当たり）　　１３，１９９円

保険者負担額（１人当たり）　２１３，５９０円
受診率　　　　　　　　　　　　　１６．１８
・１件当たり保険者負担額＝保険者負担額÷件数
　１６年度退職被保険者等見込み総件数
　　　　　　　　　　　　　　　２３，７５６件
・１人当たり保険者負担額＝保険者負担額÷退職
　被保険者数
・１６年度退職被保険者等数見込み
　　　　　　　　　　　　　　　　１，４６８人
・受診率＝件数÷平均平均被保険者等数

保険者負担額　３６１，９０５，９７９円
保険者負担額（1件当り）１３，２９２円
保険者負担額（1人当り）１８０，９５３円
受診率 １３．６１
・１件当たり保険者負担額＝保険者負担額÷件数
　16年度退職被保険者等見込み総件数
　　　　　　　　　　　　　　　　２，１５０件
・１人当たり保険者負担額＝保険者負担額÷退職
　被保険者数
・１６年度退職被保険者等数見込み
　　　　　　　　　　　　　　　　２，０００人
・受診率＝件数÷平均被保険者数
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相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 国民健康保険課 町民課 保険年金課 町民課

歳出予算額（平成16年度） 374,844千円 14,910千円 14,650千円 4,100千円

根拠法令等

国民健康保険法 国民健康保険法 国民健康保険法･
･

国民健康保険法

会計の種別 特別会計 特別会計 特別会計 特別会計

歳入予算額（平成16年度） 194,934千円 5,153千円 10,563千円 2,137千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別 特定財源 特定財源 特定財源 特定財源

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
【課題】
・やむを得ない理由で保険証を使用した時、柔道
　整復、あんま・マッサージの施術を受けた時、
　海外で治療を受けた時など、事後に保険適用
　の７～９割分を給付するもの。
・原則として１市３町とも連合会へ審査を委託
　し、返送後支給手続きを行っている。事務処理
　は相模原市がホストコンピュータ、城山町、津
　久井町、相模湖町はパソコン、紙ベースとなっ
　ている。
・支給時期は１市３町で異なる。

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

国民健康保険課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

【調整方針】
合併時に相模原市の制度に統合する。

【目的】
　被保険者が療養の給付、入院時食事療養費の支
給若しくは特定療養費の支給を受けられなかった
場合、事後に保険者から現金をもって支払を受け
る現金支給制度。
【内容】
療養費の支給要件
１療養の給付を行うことが困難であると認めると
　き
２緊急その他やむを得ない理由により保険医療機
　関以外で診療等を受けた場合で必要があると認
　めるとき
３被保険者証を提示しないで診療を受け、提示し
　なかったことが緊急その他やむを得ない理由に
　よると認めるとき（主として旅行中の急病）そ
　の他柔道整復師による施術を受けた場合、あん
　ま、はりきゅう、マッサージを受けた場合など
　は療養の給付に代えて療養費を支給するものと
　する。
【特定財源の内訳】
（一般被保険者療養費）
一般被保険者療養給付費等負担金１,３４７千円
その他一般会計繰入金　　　　　　 １４５千円
（退職被保険者療養費）
現年度分                         ６４５千円
【１６年度予算の積算内訳】
（一般被保険者療養費）
１６年度予算額         ２,９００千円
被保険者数２，２５７人
件数          ５４２件
保険者負担額　　　２，９００千円
保険者負担額１件当り５，３５１円
保険者負担額１人当り１，２８５円
（退職被保険者療養費）
１６年度予算額　　　　 １,２００千円
被保険者数５９５人
件数１７９件
保険者負担額　　　１，２００千円
保険者負担額１件当り　　６７０円
保険者負担額１人当り２，０１６円

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
　被保険者が療養の給付、入院時食事療養費の支
給若しくは特定療養費の支給を受けられなかった
場合、事後に保険者から現金をもって支払を受け
る現金支給制度。
【内容】
療養費の支給要件
１療養の給付を行うことが困難であると認めると
　き
２緊急その他やむを得ない理由により保険医療機
　関以外で診療等を受けた場合で必要があると認
　めるとき
３被保険者証を提示しないで診療を受け、提示し
　なかったことが緊急その他やむを得ない理由に
　よると認めるとき（主として旅行中の急病）そ
　の他柔道整復師による施術を受けた場合、あん
　ま、はりきゅう、マッサージを受けた場合など
　は療養の給付に代えて療養費を支給するものと
　する。
【特定財源の内訳】
（一般被保険者療養費）
一般被保険者療養給付費等負担金
　　　　　　　　　９９，３２１千円
（退職被保険者療養費）
現年度分　　　　　９５，６１３千円
【１６年度予算の積算内訳】
（一般被保険者療養費）
１６年度予算額　２７１，８０４千円
被保険者数１５０，０００人
件数３８，６７８件
保険者負担額 ２７１，８０４千円
保険者負担額1件当り７，０２７円
保険者負担額1人当り１，８１２円
（退職被保険者療養費）
１６年度予算額　１０３，０４０千円
被保険者数３７，０００人
件数1１２，２２６件
保険者負担額 １０３，０４０千円
保険者負担額1件当り８，４２８円
保険者負担額1人当り２，７８５円

【目的】
　被保険者が療養の給付、入院時食事療養費の支
給若しくは特定療養費の支給を受けられなかった
場合、事後に保険者から現金をもって支払を受け
る現金支給制度。
【内容】
療養費の支給要件
１療養の給付を行うことが困難であると認めると
　き
２緊急その他やむを得ない理由により保険医療機
　関以外で診療等を受けた場合で、必要があると
　認めるとき
３被保険者証を提示しないで診療を受け、提示し
　なかったことが緊急その他やむを得ない理由に
　よると認めるとき（主として旅行中の急病）そ
　の他柔道整復師による施術を受けた場合、あん
　ま、はりきゅう、マッサージを受けた場合など
　は療養の給付に代えて療養費を支給するものと
　する。
【特定財源の内訳】
（一般被保険者療養費）
療養給付費負担金　　　　　　２，６０５千円
国保運営強化事業促進対策費補助金　４７千円
（退職被保険者等）
療養給付費交付金（現年度分）２，５０１千円
【１６年度予算の積算内訳】
（一般被保険者療養費）
１６年度予算額　　　　９，１６０千円
被保険者数　５，７４６人
件数　　　　１，３４２件
保険者負担額　　　　９，１６０千円
保険者負担額１件当たり６，８２６円
保険者負担額１人当たり１，５９４円
（退職被保険者等療養費）
１６年度予算額　　　　 ５，７５０千円
被保険者数　１，４６８人
件数　　　　　　６８７件
保険者負担額　　　　５，７５０千円
保険者負担額１件あたり８，３７０円
保険者負担額１人あたり３，９１７円

【目的】
　被保険者が療養の給付、入院時食事療養費の支
給若しくは特定療養費の支給を受けられなかった
場合、事後に保険者から現金をもって支払を受け
る現金支給制度。
【内容】
療養費の支給要件
１療養の給付を行うことが困難であると認めると
　き
２緊急その他やむを得ない理由により保険医療機
　関以外で診療等を受けた場合で必要があると認
　めるとき
３被保険者証を提示しないで診療を受け、提示し
　なかったことが緊急その他やむを得ない理由に
　よると認めるとき（主として旅行中の急病）そ
　の他柔道整復師による施術を受けた場合、あん
　ま、はりきゅう、マッサージを受けた場合など
　は療養の給付に代えて療養費を支給するものと
　する。
【特定財源の内訳】
（一般被保険者療養費）
一般被保険者療養給付費等負担金５，１３５千円
一般会計繰入金　　　　　　　　１，７９２千円
（退職被保険者療養費）
現年度分　　　　　　　　　　　３，６３６千円
【１６年度予算の積算内訳】
（一般被保険者療養費）
１６年度予算額　　　　１０，８５０千円
被保険者数１０，０００人
件数　　　　１，８５７件
保険者負担額 １３，０１３，１８１円
保険者負担額1件当り　　６，９７０円
保険者負担額1人当り　　１，３０１円
（退職被保険者療養費）
１６年度予算額　　　　　３，８００千円
被保険者数　２，０００人
件数　　　　　　５７８件
保険者負担額　 ４，５３６，０７６円
保険者負担額1件当り　　７，８４８円
保険者負担額1人当り　　２，２６８円

療養費

合併協議事項

国民健康保険事業の取扱い

大分類項目

市民部会

中分類項目

事務事業名
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合併協議事項番号 専門部会名

20
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

15

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 国民健康保険課 町民課 保険年金課 町民課

歳出予算額（平成16年度） 110,861千円 4,880千円 5,238千円 1,793千円

根拠法令等

国民健康保険法 国民健康保険法 国民健康保険法･
･

国民健康保険法

会計の種別 特別会計 特別会計 特別会計 特別会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円 4,000千円 0千円 0千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等 補助金/交付金等

事務事業の別 特定財源

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
【課題】
課題なし

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

国民健康保険課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

【調整方針】
合併時に相模原市の制度に統合する。

【内容】
国民健康保険法第４５条第５項の規定による審査
支払いに関する事務委託手数料
国民健康保険法第８７条により診療報酬審査委員
会を国保連合会に設置し、審査委員（１８５人）
は、県知事が委嘱する。
【１６年度予算の積算内訳】
支出内訳
被保険者数（一般＋退職）２,８５２人
（被保険者数は、老健給付対象者を除いた数
件数（一般＋退職）３９,８４４件
審査手数料総額１,７９３,０００円

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【内容】
国民健康保険法第４５条第5項の規定による審査
支払いに関する事務委託手数料
国民健康保険法第８７条により診療報酬審査委員
会を国保連合会に設置し、審査委員（１８５人）
は、県知事が委嘱する。
【１６年度予算の積算内訳】
支出内訳
被保険者数（一般＋退職）1８７，０００人
（被保険者数は、老健給付対象者を除いた数
件数（一般＋退職）２，１３０，８８９件
審査手数料総額１１０，８６１，０００円

【内容】
国民健康保険法第45条第5項の規定による審査支
払いに関する事務委託手数料
国民健康保険法第87条により診療報酬審査委員会
を神奈川県国民健康保険団体連合会に設置し、審
査委員（185人）は、県知事が委嘱する。
【１６年度予算の積算内訳】
支出内訳
被保険者数（一般＋退職）　　　　７，２１４人
＊被保険者数は、老健給付対象者を除いた数
　件数（一般＋退職）　　　　　７４，７７２件
　件審査手数料総額　　　４，８８０，０００円

【特定財源の内訳】
　特別調整交付金  ４，０００千円

【内容】
国民健康保険法第４５条第５項の規定による審査
支払いに関する事務委託手数料
国民健康保険法第８７条により診療報酬審査委員
会を国保連合会に設置し、審査委員（１８５人）
は、県知事が委嘱する。
【１６年度予算の積算内訳】
支出内訳
被保険者数（一般＋退職）９，７００人
（被保険者数は、老健給付対象者を除いた数
件数（一般＋退職）１１６，４００件
審査手数料総額５，２３８，０００円

診療報酬審査支払手数料

合併協議事項

国民健康保険事業の取扱い

大分類項目

市民部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

20
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

16

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 国民健康保険課 町民課 保険年金課 町民課

歳出予算額（平成16年度） 2,374,871千円 106,710千円 136,800千円 51,900千円

根拠法令等

国民健康保険法 国民健康保険法 国民健康保険法･
津久井町高額療養費貸付基金条例･

国民健康保険法･
相模湖町国民健康保険高額医療費資金貸付条例

会計の種別 特別会計 特別会計 特別会計 特別会計

歳入予算額（平成16年度） 2,214,643千円 61,586千円 124,277千円 33,813千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等 補助金/交付金等 補助金/交付金等

事務事業の別 特定財源・電算システム 特定財源 特定財源 特定財源

電算システム名 国民健康保険業務システム

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
【課題】
・通常の高額療養費(償還払い)については、国民
　健康保険法に基づく給付であり、支給時期が異
　なる以外、１市３町で差異はない。支給時期は
　申請月の翌月までに支払いを行っている。
・電算システムは相模原市は自己開発、３町は国
　保連合会へ委託している。
・一部負担金の支払いが困難な被保険者に対し、
　相模原市が高額療養費受領委任払い制度を実
　施。津久井町と相模湖町が高額療養費資金貸付
　制度を実施。城山町が両制度ともに実施してい
　る。

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

国民健康保険課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

【調整方針】
合併時に相模原市の制度に統合する。

【目的】
　高額療養費制度は、被保険者の療養に要した費
用が著しく高額であるときに、一部負担金として
支払った額の一部を支給する制度である。
【内容】
　同一の月に受けた療養に係る一部負担金等の自
己負担限度額が合算対象基準額以上のものについ
て国保世帯単位で合算を行い、合算額から自己負
担限度額（高額療養費算定基準額）を控除した額
を高額療養費として支給する。
【参考事項」
平成６年１０月から入院給食の部分は、高額対象
から除かれた。
さらに、平成１３年１月１日に国保法が改正され
負担限度額を負担能力や医療費に応じたものとす
るため、これまでの「一般」と「低所得者」に
「上位所得者」を加えた３区分とするとともに、
かかった医療費が一定額を超えた場合、その額の
１％が加算される。
【特定財源の内訳】
・一般被保険者高額療養費
　　一般被保険者療養給付費等負担金
　　　　　　　　　　　　　　１７,５１６千円
　　一般被保険者高額療養費交付金
　　　　　　　　　　　　　　１０,０００千円
　　一般会計繰入金
　　　　　　　　　　　　　　　２,２２５千円
　　　　　　合　　計　　　　２９,７４１千円
・退職被保険者等高額療養費
　　現年度分　　　　　　　　　４,０７２千円
【１６年度予算の積算内訳】
・一般被保険者高額療養費
　１６年度予算額　　　　　　４４，５００千円
（支出内訳）
被保険者（若人）　　　　　　　　２，２５７人
件数　　　　　　　　　３７９件（Ｈ１５年報）
保険者負担額　　　　　４４，５００，０００円
１件当り保険者負担額＝保険者負担額÷件数
１人当り保険者負担額＝保険者負担額÷退職被保
険者等数
・退職被保険者等高額療養費
　１６年度予算額　　　　　　　７，４００千円
（支出内訳）
被保険者　　　　　　　　　　　　　　５９５人

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
　高額療養費制度は、被保険者の療養に要した費
用が著しく高額であるときに、一部負担金として
支払った額の一部を支給する制度である。
【内容】
　同一の月に受けた療養に係る一部負担金等の自
己負担限度額が合算対象基準額以上のものについ
て国保世帯単位で合算を行い、合算額から自己負
担限度額（高額療養費算定基準額）を控除した額
を高額療養費として支給する。
【参考事項」
平成６年１０月から入院給食の部分は、高額対象
から除かれた。
さらに、平成１３年１月１日に国保法が改正され
負担限度額を負担能力や医療費に応じたものとす
るため、これまでの「一般」と「低所得者」に
「上位所得者」を加えた３区分とするとともに、
かかった医療費が一定額を超えた場合、その額の
１％が加算される。
【特定財源の内訳】
・一般被保険者高額療養費
　　一般被保険者療養給付費等負担金
　　　　　　　　　　　　　５８０，１３８千円
　　一般被保険者高額療養費交付金
　　　　　　　　　　　　　９９２，３２７千円
　　　　　　合　　計　１，５７２，４６５千円
・退職被保険者等高額療養費
　　現年度分６４２，１７８千円
【１６年度予算の積算内訳】
・一般被保険者高額療養費
　１６年度予算額　　　１，５８６，６６７千円
（支出内訳）
　　被保険者（若人）　　　　１５０，０００人
　　件数　　　　　　　　　　　２１，３７６件
　　保険者負担額１，５８６，６６７，０００円
　１件当り保険者負担額＝保険者負担額÷件数
　１人当り保険者負担額＝保険者負担額÷退職被
　保険者等数
・退職被保険者等高額療養費
　１６年度予算額　　　　　７８８，２０４千円
（支出内訳）
被保険者　　　　　　　　　　　３７，０００人
件数　　　　　　　　　　　　　　９，９００件
保険者負担額　　　　７８８，２０４，０００円
１件当り保険者負担額＝保険者負担額÷件数

【目的】
　高額療養費制度は、被保険者の療養に要した費
用が著しく高額であるときに、一部負担金として
支払った額の一部を支給する制度である。
【内容】
　同一の月に受けた療養にかかる一部負担金の自
己負担限度額が合算対象基準額異常のものについ
て国保世帯単位で合算を行い、合算額から自己負
担限度額（高額療養費算定基準額）を控除した額
を高額療養費として支給する。
【参考事項】
　平成６年10月から入院給食の部分は、高額対象
から除かれた。
　さらに、平成13年1月１日に国民健康保険法が
改正され、負担限度額を負担能力や医療費に応じ
たたものとするため、これまでの「一般」と「低
所得者」に「上位所得者」を加えた３区分とする
とともに、かかった医療費が一定額を超えた場
合、その額の1%が加算される。
【特定財源の内訳】
・一般被保険者高額療養費
　　一般被保険者療養給付費等負担金
                    　　　　３２，８４９千円
　　高額療養費共同事業負担金
　　　　　　　　　　　　　　１９，４３６千円
　　　　　　合　　計　　　　５２，２８５千円
・退職被保険者等高額療養費
　　療養給付費交付金（現年度分）
　　　　　　　　　　　　　　　９，３０１千円
【１６年度予算の積算内訳】
・一般被保険者高額療養費
　１６年度予算額　　　　　　８０，０２０千円
（支出内訳）
　被保険者数（若人）　　　　　　５，７４６人
　件数　　　　　　　　　　　　　　　７１２件
　保険者負担額　　　　８０，０２０，０００円
　１件当たり保険者負担額＝保険者負担額÷件数
　１人当たり保険者負担額＝保険者負担額÷被保
　険者数（老健該当者を除く）
・退職被保険者等高額療養費
　１６年度予算額　　　　　　２６，６９０千円
（支出内訳）
被保険者等数　　　　　　　　　　１，４６８人
件数　　　　　　　　　　　　　　　　３１２件
保険者負担額　　　　　２６，６９０，０００円

【目的】
　高額療養費制度は、被保険者の療養に要した費
用が著しく高額であるときに、一部負担金として
支払った額の一部を支給する制度である。
【内容】
　同一の月に受けた療養に係る一部負担金等の自
己負担限度額が合算対象基準額以上のものについ
て国保世帯単位で合算を行い、合算額から自己負
担限度額（高額療養費算定基準額）を控除した額
を高額療養費として支給する。
【参考事項」
平成６年１０月から入院給食の部分は、高額対象
から除かれた。
さらに、平成１３年１月１日に国保法が改正され
負担限度額を負担能力や医療費に応じたものとす
るため、これまでの「一般」と「低所得者」に
「上位所得者」を加えた３区分とするとともに、
かかった医療費が一定額を超えた場合、その額の
１％が加算される。
【特定財源の内訳】
・一般被保険者高額療養費
　　一般被保険者療養給付費等負担金
　　　　　　　　　　　　　　５１，３５７千円
　　一般被保険者高額療養費交付金
　　　　　　　　　　　　　　２２，８０１千円
　　一般会計繰入金
　　　　　　　　　　　　　　２４，６６１千円
　　　　　　合　　計　　　　９８，８１９千円
・退職被保険者等高額療養費
現年度分　２５，４５８千円
【１６年度予算の積算内訳】
・一般被保険者高額療養費
　１６年度予算額　　　　　１１０，４００千円
（支出内訳）
被保険者（若人）　　　　　　　１０，０００人
件数　　　　　　　　　　　　　　１，０５０件
保険者負担額　　　　１１０，４００，０００円
１件当り保険者負担額＝保険者負担額÷件数
１人当り保険者負担額＝保険者負担額÷退職被保
険者等数
・退職被保険者等高額療養費
１６年度予算額　　　　　　　２６，４００千円
（支出内訳）
被保険者　　　　　　　　　　　　２，０００人
件数　　　　　　　　　　　　　　　　３００件

高額療養費

合併協議事項

国民健康保険事業の取扱い

大分類項目

市民部会

中分類項目

事務事業名
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16

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

国民健康保険課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

高額療養費

合併協議事項

国民健康保険事業の取扱い

大分類項目

市民部会

中分類項目

事務事業名

件数　　　　　　　　　１２４件（Ｈ１５年報）
保険者負担額７，４００，０００円
１件当り保険者負担額＝保険者負担額÷件数
１人当り保険者負担額＝保険者負担額÷退職被保
険者等数

◎受領委任払い制度は実施していない。
　高額医療費資金貸付を実施している。
【目的】
　国民健康保険法第５７条の２の規定による高額
医療費の支給を受けることが見込まれる者属する
世帯の世帯主に対し、高額医療費の支給を受ける
までの間、当該医療費の支給にかかる療養に要す
る費用を支払うための資金を貸付けることによ
り、被保険者の福祉の向上に寄与する。
【内容】
基金の額３，０００千円
貸付額は、高額療養費支給見込額の１０分の８
平成１５年度貸付件数　　　　　　　　　２０件
平成１５年度貸付額　　　　　　４，２１７千円

【事務事業の内容】 １人当り保険者負担額＝保険者負担額÷退職被保
険者等数

◎受領委任払制度を実施
　一部負担金の支払いが困難な人に限って適用さ
れるもので、自己負担限度額だけを医療機関へ支
払い、被保険者が申請して受けとるべき高額療養
費に相当する金額を保険者（市）が直接医療機関
へ支払う制度。

【電算システムの概要】
機種ＮＥＣ　ＡＣＯＳ４
保守ＮＥＣ
資格の判定
滞納有無の判定
対象者の判定

１件当たり保険者負担額＝保険者負担額÷件数
１人当たり保険者負担額＝保険者負担額÷被保険
者等数

◎受領委任払い制度を実施
　一部負担金の支払いが困難な人に限って適用さ
れるもので、自己負担限度額だけを医療機関へ支
払い、被保険者が申請して受け取るべき高額療養
費に相当する金額を保険者（町）が直接医療機関
へ支払う制度。
（参考）
１５年度
　　実績　全９３１件　９２，４０５，８９８円
　のうち　　　６０件　　７，７１４，３５０円
(８医療機関、被保険者２１人）

◎高額療養費資金貸付を実施
【目的】
　国民健康保険法第57条の2の規定による高額療
養費の支給を受けることが見込まれる者の属する
世帯の世帯主に対し、高額療養費の支給を受ける
までの間、当該高額療養費の支給する係る療養に
要する費用を支払うための資金を貸付けることに
より、被保険者の福祉の向上に寄与する。
【内容】
基金の額　　　　２，０００千円
貸 付 額　　　　高額療養費支給見込み額の９割
利　息　　　　　無利息
１５年度実績　　なし
１５年度末現在　１件　２５千円
１５年度末現在高３，１４０，０６３円
＊現在、受領委任払が主流になっていて、貸付は
　休止に近い状態である。

保険者負担額　　　　　２５，４００，０００円
１件当り保険者負担額＝保険者負担額÷件数
１人当り保険者負担額＝保険者負担額÷退職被保
険者等数

◎受領委任払い制度は実施していない。
　高額医療費資金貸付を実施している。
【目的】
　国民健康保険法第５７条の２の規定による高額
医療費の支給を受けることが見込まれる者属する
世帯の世帯主に対し、高額医療費の支給を受ける
までの間、当該医療費の支給にかかる療養に要す
る費用を支払うための資金を貸付けることによ
り、被保険者の福祉の向上に寄与する。
【内容】
基金の額５，０００千円
貸付額は、高額療養費支給見込額の範囲以内
平成１５年度貸付件数１１３件
平成１５年度貸付額２０，４０５千円
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相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 国民健康保険課 町民課 保険年金課 町民課

歳出予算額（平成16年度） 1,500千円 80千円 100千円 2千円

根拠法令等

国民健康保険法 国民健康保険法 国民健康保険法 国民健康保険法

会計の種別 特別会計 特別会計 特別会計 特別会計

歳入予算額（平成16年度） 374千円 30千円 0千円 0千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別 特定財源 特定財源

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
【課題】
・法定給付のため、支給時期が異なる以外、１市
　３町で差異はない。
・１市３町とも連合会へ審査を委託し、返送後、
　支給手続きを実施。相模原市はホストコンピュ
　ータ、城山町、津久井町、相模湖町はパソコ
　ン、紙ベース処理となっている。

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

国民健康保険課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

【調整方針】
合併時に相模原市の制度に統合する。

【目的】
　負傷、疾病等により移動が困難な患者が、医師
の指示により、一時的、緊急的な必要性があって
移送された場合に、経済的な補てんを行い、必要
な医療を受けることを可能にするとの考え方によ
る現金給付。
【内容】
・支給額
最も経済的な通常の経路及び方法により移送され
た場合の費用により算定した額。
・支給要件
　①移送により法に基づく適切な療養を受けたこ
　　と。
　②移送の原因である疾病又は負傷により移動す
　　ることが著しく困難であったこと。
　③緊急その他やむを得なかったこと。
【１６年度予算額】
一般被保険者移送費１千円
退職被保険者等移送費１千円

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
　負傷、疾病等により移動が困難な患者が、医師
の指示により、一時的、緊急的な必要性があって
移送された場合に、経済的な補てんを行い、必要
な医療を受けることを可能にするとの考え方によ
る現金給付。
【内容】
・支給額
最も経済的な通常の経路及び方法により移送され
た場合の費用により算定した額。
・支給要件
　①移送により法に基づく適切な療養を受けたこ
　　と。
　②移送の原因である疾病又は負傷により移動す
　　ることが著しく困難であったこと。
　③緊急その他やむを得なかったこと。
【特定財源の内訳】
・一般被保険者移送費
　一般被保険者療養給付費等負担金３７４千円
・退職被保険者移送費
　現年度分４６２千円
【１６年度予算額】
一般被保険者移送費１，０００千円
退職被保険者等移送費５００千円

【目的】
　負傷、疾病等により移動が困難な患者が、医師
の指示により、一時的、緊急的な必要性があって
移送された場合に、経済的な補てんを行い、必要
な医療を受けることを可能にするとの考え方によ
る現金給付。
【内容】
・支給額
最も経済的な通常の経路及び方法により移送され
た場合の費用により算定した額。
・支給要件
　①移送により法に基づく適切な療養を受けたこ
　　と。
　②移送の原因である疾病又は負傷により移動す
　　ることが著しく困難であったこと。
　③緊急その他やむを得なかったこと。
【特定財源の内訳】
・一般被保険者移送費
　療養給付費等負担金　　　　　　　　２０千円
・退職被保険者等移送費
　療養給付費交付金　　　　　　　　　１０千円
【１６年度予算額】
一般被保険者移送費　　　　　　　　　５０千円
退職被保険者等移送費　　　　　　　　３０千円

【目的】
　負傷、疾病等により移動が困難な患者が、医師
の指示により、一時的、緊急的な必要性があって
移送された場合に、経済的な補てんを行い、必要
な医療を受けることを可能にするとの考え方によ
る現金給付。
【内容】
・支給額
最も経済的な通常の経路及び方法により移送され
た場合の費用により算定した額。
・支給要件
　①移送により法に基づく適切な療養を受けたこ
　　と。
　②移送の原因である疾病又は負傷により移動す
　　ることが著しく困難であったこと。
　③緊急その他やむを得なかったこと。
【１６年度予算額】
一般被保険者移送費５０千円
退職被保険者等移送費５０千円

移送費

合併協議事項

国民健康保険事業の取扱い

大分類項目

市民部会

中分類項目

事務事業名
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相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 国民健康保険課 町民課 保険年金課 町民課

歳出予算額（平成16年度） 397,500千円 13,500千円 18,000千円 4,500千円

根拠法令等

国民健康保険法、相模原市国民健康条例 国民健康保険法、城山町国民健康保険条例 国民健康保険法･
津久井町国民健康条例･
津久井町国民健康保険出産費貸付基金条例･

国民健康保険法･
相模湖町国民健康保険条例

会計の種別 特別会計 特別会計 特別会計 特別会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円 9,000千円 12,000千円 3,000千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別 電算システム 特定財源 特定財源 特定財源

電算システム名 国民健康保険業務システム

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
【課題】
・出産育児一時金の給付額は１市３町とも同額で
　ある。支給時期は申請月の翌月までに支給して
　いる。
・事務処理は、相模原市がホストコンピュータ、
　城山町、津久井町、相模湖町がパソコン、紙ベ
　ースとなっている。
・出産に伴う分娩費の支払いが困難な被保険者に
　対して、相模原市、城山町、相模湖町が受領委
　任払い制度を実施、津久井町が貸付制度を実
　施。

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

国民健康保険課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

【調整方針】
合併時に相模原市の制度に統合する。

【目的】
平成６年国保法改正により、「出産」という保険
事故に対する「助産費」と「育児手当金」を統合
して創設。
【内容】
妊娠８５日以上の出産で、生産､死産、人工流産
の別なく、また妊娠の原因のいかんを問わず給付
対象となる。１人につき３０万円が支給される。
被保険者の出産に対する現金給付
【１６年度予算の積算内訳】
３００千円×１５件
【特定財源の内訳】
　一般会計繰入金３，０００千円

◎受領委任払い制度を実施
　国民健康保険税の未納のない世帯の被保険者の
申請により受けとるべき出産育児一時金（３０万
円）の受領を病院等へ委任し、出産費に相当する
金額を保険者（市）が直接医療機関へ支払う制
度。
【参考】
１５年度実績　全　１２件　３，６００千円
のうち　　　　　　　２件　　　６００千円
を受領委任払い

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
平成６年国保法改正により、「出産」という保険
事故に対する「助産費」と「育児手当金」を統合
して創設。
【内容】
妊娠８５日以上の出産で、生産､死産、人工流産
の別なく、また妊娠の原因のいかんを問わず給付
対象となる。１人につき３０万円が支給される。
被保険者の出産に対する現金給付
【１６年度予算の積算内訳】
３００千円×１，３２５件

◎受領委任払い制度を実施
　出産費の支払いが困難な人に限って適用される
もので、被保険者が申請して受けとるべき出産育
児一時金（３０万円）の受領を病院等へ委任し、
出産費に相当する金額を保険者（市）が直接医療
機関へ支払う制度。
【参考】
１５年度実績全１，２３７件３７１，１００千円
のうち　　　　　　２５２件　７５，６００千円
を受領委任払い

【電算システムの概要】
機種　ＮＥＣ　ＡＣＯＳ４
保守　ＮＥＣ
資格の判定
滞納有無の判定
対象者の判定

【目的】
平成６年、国民健康保険法改正により、「出産」
という保険事故に対する「助産費」と「育児手当
金」を統合して創設。
【内容】
妊娠85日以上の出産で、生産、死産、人工流産の
別なく、また妊娠の原因のいかんを問わず給付対
象となる。1人につき30万円が支給される。被保
険者の出産に対する現金給付。
【１６年度予算の積算内訳】
３００千円×４５件
【特定財源の内訳】
　一般会計繰入金９，０００千円

◎受領委任払い制度を実施
　出産費の支払いが困難な人に限って適用される
もので、被保険者が申請して受け取るべき出産育
児一時金の受領を病院等へ委任し，出産費に相当
する金額を保険者（町）が直接医療機関へ支払う
制度。
【参考】
１５年度実績　全６０件　１８，０００千円
のうち　　　　　　６件　　１，８００千円
を受領委任払い

【目的】
平成６年国保法改正により、「出産」という保険
事故に対する「助産費」と「育児手当金」を統合
して創設。
【内容】
妊娠８５日以上の出産で、生産､死産、人工流産
の別なく、また妊娠の原因のいかんを問わず給付
対象となる。１人につき３０万円が支給される。
被保険者の出産に対する現金給付
【１６年度予算の積算内訳】
３００千円×６０件
【特定財源の内訳】
　一般会計繰入金１２，０００千円

◎出産費貸付制度を実施
　国民健康保険税の世帯の被保険者の申請により
受けとるべき出産育児一時金（３０万円）の１０
分の８の範囲以内で、資金を貸付することによ
り、被保険者の福祉の向上に寄与する制度。

・基金の額１，０００千円
・平成１５年度貸付件数１３件
・平成１５年度貸付金額３，０２０千円

出産育児一時金

合併協議事項

国民健康保険事業の取扱い

大分類項目

市民部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

20
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

19

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 国民健康保険課 町民課 保険年金課 町民課

歳出予算額（平成16年度） 187,760千円 5,600千円 7,800千円 3,120千円

根拠法令等

国民健康保険法･
相模原市国民健康保険条例･

国民健康保険法、城山町国民健康保険条例 国民健康保険法･
津久井町国民健康保険条例･

国民健康保険法･
相模湖町国民健康保険条例

会計の種別 特別会計 特別会計 特別会計 特別会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円 0千円 0千円 0千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別 電算システム

電算システム名 国民健康保険業務システム

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
【課題】
・相模原市と城山町は８万円、津久井町と相模湖
　町は６万円と支給額が異なる。支給時期は申請
　月の翌月までに支給している。
・事務処理は、相模原市がホストコンピュータ、
　城山町、津久井町、相模湖町がパソコン、紙ベ
　ースとなっている。

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

国民健康保険課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

【調整方針】
合併時に相模原市の制度に統合する。

【内容】
被保険者が死亡したとき、葬祭を行った人に対し
６万円が支給される。
被保険者の死亡に対する現金給付
【１６年度予算の積算内訳】
＠６０千円×５２件

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【内容】
被保険者が死亡したとき、葬祭を行った人に対し
８万円が支給される。
被保険者の死亡に対する現金給付
【１６年度予算の積算内訳】
＠８０千円×２，３４７件

【電算システムの概要】
機種　ＮＥＣ　ＡＣＯＳ４
保守　ＮＥＣ
資格の判定
滞納有無の判定
対象者の判定

【内容】
被保険者が死亡したとき、葬祭を行った人に対し
8万円を支給する。
被保険者の死亡に対する現金給付
【１６年度予算の積算内訳】
８０千円×７０件

【内容】
被保険者が死亡したとき、葬祭を行った人に対し
６万円が支給される。
被保険者の死亡に対する現金給付
【１６年度予算の積算内訳】
＠６０千円×１３０件

葬祭費

合併協議事項

国民健康保険事業の取扱い

大分類項目

市民部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

20
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

20

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 国民健康保険課 町民課 保険年金課 町民課

歳出予算額（平成16年度） 38,121千円

根拠法令等

国民健康保険法、･
相模原市国民健康保険条例･

会計の種別 特別会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
【課題】
・精神または結核の公費負担医療を受診した場
　合、保険者負担７０％、公費負担２５％、残り
　５％が自己負担となるが、相模原市ではその自
　己負担額を条例で市単独助成している。３町で
　は助成していない。支給方法は現物給付。

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

国民健康保険課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

【調整方針】
合併時に相模原市の制度に統合する。

該当なし

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
平成７年７月に「精神保健法」が改正されたこと
に伴い、従来の当該公費負担医療にかかる一部負
担金免除の相模原市国民健康保険条例を廃止し、
任意給付としての付加金制度を創設したもの。
【内容】
　被保険者（老人保健医療の対象者を除く）が、
精神または結核の公費負担医療（精神保健及び精
神障害者福祉に関する法律に定める措置入院及び
通院医療、結核予防法に定める命令入所及び適正
医療）を受療した場合には、医療機関の窓口にお
いて一部費用を支払う必要がない。
　これは、受療した被保険者の診療費用につい
て、公費（県費）負担以外の部分につき、精神・
結核医療付加金として、本市がその被保険者に代
わって直接医療機関へ支払う。
　なお、医療機関の窓口で、これらの公費負担医
療に係る一部負担金を被保険者が支払った場合
は、申請に基づき当該一部費用相当額の精神・結
核医療付加金を世帯主に支給する。
【１６年度予算の積算内訳】
被保険者数（一般＋退職）老健を除く
1８７，０００人
件数４１，５８１件
給付費総額３８，１２１，０００円

該当なし 該当なし

精神・結核医療付加金

合併協議事項

国民健康保険事業の取扱い

大分類項目

市民部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

20
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

21

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 国民健康保険課 町民課 保険年金課 町民課

歳出予算額（平成16年度） 11,962,000千円 385,549千円 655,042千円 202,316千円

根拠法令等

老人保健法 老人保健法 老人保健法 老人保健法

会計の種別 一般会計 特別会計 特別会計 特別会計

歳入予算額（平成16年度） 4,019,085千円 170,931千円 264,013千円 105,484千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別 特定財源 特定財源 特定財源

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
【課題】
課題なし

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

国民健康保険課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

【調整方針】
合併時に相模原市の制度に統合する。

【老人医療拠出金制度の概要】
　老人保健医療に要する費用については、この制
度の国及び地方公共団体の公的責任を従来の制度
（老人福祉法）による負担割合等勘案して国が１
０分の２、都道府県及び市町村は１０分の０．５
を負担し、残りの１０分の７を医療保険各法の保
険者が共同で拠出するものとされていた。
　なお、平成３年の改正により老人保健施設療養
費、老人訪問看護療養費等については、公費負担
が２分の１に引き上げられている。
　拠出金の算定については、前々年度の確定数値
に予想伸び率（医療費、老人加入率等）を基に当
該年度の概算拠出額を算定し、あわせて前々年度
の概算拠出額の確定に伴う精算を行う。
　健康保険法等の一部を改正する法律（平成１４
年法律だい１０２号）が平成１４年１０月１日施
行され、平成１４年１０月１日から、上記保険者
負担分が５年間で段階的に１０分の５まで引き下
げられることとなった。
【特定財源の内訳】
・療養給付費負担金
　　　　　　　　　　　　　　６９，４０４千円
・一般会計繰入金
　　　　　　　　　　　　　　　９，９８０千円
・療養給付費交付金
　　　　　　　　　　　　　　２６，１００千円
【１６年度予算の積算内訳】
・老人保健医療費拠出金
　　　　　　　　　　　　　１９９，６６２千円
（内訳）
　一般（老人）　　　　　　　　　１，０２０人
　加入割合　　　　　　　　　　　２６．３０％
　医療費拠出金
　　　　　　　　　　１９９，６６１，５８０円
・老人保健事務費拠出金　　　　２，６４５千円
（内訳）
　一般（老人）　　　　　　　　　１，０２０人
　加入割合　　　　　　　　　　　２６．２０％
　事務費拠出金　　　　　２，６５３，４９４円
【参考】
　事務費拠出金は、市町村における審査支払の事
務の執行に要する費用並びに社会保険診療報酬支
払基金における保険者拠出金の徴収及び市町村に
対する交付金の交付業務の処理に要する費用に充
てられる。

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【内容】
　老人保健医療に要する費用については、この制
度の国及び地方公共団体の公的責任を従来の制度
（老人福祉法）による負担割合等勘案して国が１
０分の２、都道府県及び市町村は１０分の０．５
を負担し、残りの１０分の７を医療保険各法の保
険者が共同で拠出するものとされていた。
　なお、平成３年の改正により老人保健施設療養
費、老人訪問看護療養費等については、公費負担
が２分の１に引き上げられている。
　拠出金の算定については、前々年度の確定数値
に予想伸び率（医療費、老人加入率等）を基に当
該年度の概算拠出額を算定し、あわせて前々年度
の概算拠出額の確定に伴う精算を行う。
　健康保険法等の一部を改正する法律（平成１４
年法律だい１０２号）が平成１４年１０月１日施
行され、平成１４年１０月１日から、上記保険者
負担分が５年間で段階的に１０分の５まで引き下
げられることとなった。
【特定財源の概要】
・老人保健医療費拠出金
  　老人保健医療費拠出金負担金
　　　　　　　　　　　４，０１９，０８５千円
【１６年度予算の積算内訳】
・老人保健医療費拠出金
  　　　　　　　　　１１，８３７，０００千円
　内訳
　一般（老人）　　　　　　　　３６，０００人
　加入割合　　　　　　　　　　　　１６．１％
　医療費拠出金
　　　　　　　１１，８３７，０００，０００円
・老人保健事務費拠出金
　　　　　　　　　　　　　１２５，０００千円
　内訳
　一般（老人）　　　　　　　　３６，０００人
　加入割合　　　　　　　　　　　　１６．１％
　事務費拠出金
　　　　　　　　　　１２５，０００，０００円
【参考】
　事務費拠出金は、市町村における審査支払の事
務の執行に要する費用並びに社会保険診療報酬支
払基金における保険者拠出金の徴収及び市町村に
対する交付金の交付業務の処理に要する費用に充
てられる。

【内容】
　老人保健医療に要する費用については、この制
度の国及び地方公共団体の公的責任を従来の制度
（老人福祉法）による負担割合等を勘案して国が
10分の２、都道府県及び市町村は10分の0.5を負
担し、残りの10分の7を医療保険各法の保険者が
共同で拠出するものとされていた。
　なお、平成3年の改正により老人保健施設療養
費、老人訪問看護療養費等については、公費負担
が2分の1に引き上げられている。
　拠出金の算定については、前々年度の確定数値
に予想伸び率（医療費、老人加入率等）をもとに
当該年度の概算拠出額を算定し、あわせて前々年
度の概算拠出額の確定に伴う精算を行う。
　健康保険法等の一部を改正する法律（平成14年
法律第102条）が平成14年10月1日施行され、同日
から上記保険者負担分が5年間で段階的に10分の5
まで引き下げられることとなった。
【特定財源の内訳】
・老人保健医療費拠出金
　　老人保健医療費拠出金負担金
　　　　　　　　　　　　　１２４，８１１千円
　　療養給付費等負担金
　　　　　　　　　　　　　　４６，１２０千円
合計　　　　　　　　　　　１７０，９３１千円
【１６年度予算の積算内訳】
・老人保健医療費拠出金　　３８０，４９６千円
（内訳）
　一般（老人）　　　　　　　　　１，５６７人
　加入割合　　　　　　　　　　　　１７．８％
　医療費拠出金　　　３８０，４９６，０００円
・老人保健事務費拠出金　　　　５，０５３千円
（内訳）
　一般（老人）　　　　　　　　　１．５６７人
　加入割合　　　　　　　　　　　　１７．８％
　事務費拠出金　　　　　５，０５３，０００円
【参考】
　事務費拠出金は、市町村における審査支払の事
務の執行に要する費用並びに社会保険診療報酬支
払基金における保険者拠出金の徴収及び市町村に
対する交付金の交付業務の処理に要する費用に充
てられる。

【内容】
　老人保健医療に要する費用については、この制
度の国及び地方公共団体の公的責任を従来の制度
（老人福祉法）による負担割合等勘案して国が１
０分の２、都道府県及び市町村は１０分の０．５
を負担し、残りの１０分の７を医療保険各法の保
険者が共同で拠出するものとされていた。
　なお、平成３年の改正により老人保健施設療養
費、老人訪問看護療養費等については、公費負担
が２分の１に引き上げられている。
　拠出金の算定については、前々年度の確定数値
に予想伸び率（医療費、老人加入率等）を基に当
該年度の概算拠出額を算定し、あわせて前々年度
の概算拠出額の確定に伴う精算を行う。
　健康保険法等の一部を改正する法律（平成１４
年法律だい１０２号）が平成１４年１０月１日施
行され、平成１４年１０月１日から、上記保険者
負担分が５年間で段階的に１０分の５まで引き下
げられることとなった。
【特定財源の内訳】
・療養給付費負担金
　　　　　　　　　　　　　２１９，０１３千円
・一般会計繰入金
　　　　　　　　　　　　　　２０，０００千円
・基金繰入金
　　　　　　　　　　　　　　２５，０００千円
【１６年度予算の積算内訳】
・老人保健医療費拠出金
　　　　　　　　　　　　　６４９，００２千円
（内訳）
　　一般（老人）　　　　　　　　２，００５人
　　加入割合　　　　　　　　　　　１７．１％
　　医療費拠出金
　　　　　　　　　　６４９，００２，０００円
・老人保健事務費拠出金　　　　６，０４０千円
（内訳）
　一般（老人）　　　　　　　　　２，００５人
　加入割合　　　　　　　　　　　　１７．１％
　事務費拠出金　　　　　６，０４０，０００円
【参考】
　事務費拠出金は、市町村における審査支払の事
務の執行に要する費用並びに社会保険診療報酬支
払基金における保険者拠出金の徴収及び市町村に
対する交付金の交付業務の処理に要する費用に充
てられる。

老人保健拠出金

合併協議事項

国民健康保険事業の取扱い

大分類項目

市民部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

20
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

22

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 国民健康保険課 町民課 保険年金課 町民課

歳出予算額（平成16年度） 2,899,000千円 127,749千円 188,447千円 50,410千円

根拠法令等

介護保険法 介護保険法 介護保険法 介護保険法

会計の種別 特別会計 特別会計 特別会計 特別会計

歳入予算額（平成16年度） 1,159,527千円 47,894千円 117,559千円 20,322千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等 補助金/交付金等 補助金/交付金等

事務事業の別 特定財源 特定財源 特定財源 特定財源

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
【課題】
課題なし

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

国民健康保険課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

【調整方針】
合併時に相模原市の制度に統合する。

【内容】
　医療保険者は、国民健康保険税を徴収し、社会
保険診療報酬支払基金に対し、納付金を納付する
義務を負う。
　支払基金は、各年度につき各医療保険者が納付
すべき納付金額を決定し通知する。
　納付金の算定については、前々年度の第２号被
保険者数から当該年度の予想被保険者数を求め、
これに１人当り負担見込額を乗じ、当該年度の概
算納付額を算定し、あわせて前々年度の概算納付
額の確定に伴なう精算を行う。
【１６年度予算の積算内訳】
介護納付金額５０，４１０千円
２号被保険者数１，１６３人
【特定財源の内訳】
療養給付費負担金　２０，３２２千円

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【内容】
　医療保険者は、国民健康保険税を徴収し、社会
保険診療報酬支払基金に対し、納付金を納付する
義務を負う。
　支払基金は、各年度につき各医療保険者が納付
すべき納付金額を決定し通知する。
　納付金の算定については、前々年度の第２号被
保険者数から当該年度の予想被保険者数を求め、
これに１人当り負担見込額を乗じ、当該年度の概
算納付額を算定し、あわせて前々年度の概算納付
額の確定に伴なう精算を行う。
【１６年度予算の積算内訳】
２号被保険者数６７，７２９人
介護納付金額２，８９９，０００千円
【特定財源の内訳】
介護納付金負担金１，１５９，５２７千円

【内容】
　医療保険者は、国民健康保険税を徴収し、社会
保険診療報酬支払基金に対し、納付金を納付する
義務を負う。
　支払基金は、各年度につき各医療保険者が納付
すべき納付金額を決定し通知する。
　納付金の算定については、前々年度の第2号被
保険者数から当該年度の予想被保険者数を求め、
これに1人当たり負担見込額を乗じ、当該年度の
概算納付額を算定し、あわせて前々年度の概算納
付額の確定に伴う精算を行う。
【１６年度予算の積算内訳】
介護納付金額　　　　　　　１２７，４４９千円
２号被保険者数　　　　　　　　２，６９６人
【特定財源の内訳】
療養給付費負担金　　　　　　４１，８９４千円
普通調整交付金　　　　　　　　６，０００千円
合計　　　　　　　　　　　　４７，８９４千円

【内容】
　医療保険者は、国民健康保険税を徴収し、社会
保険診療報酬支払基金に対し、納付金を納付する
義務を負う。
　支払基金は、各年度につき各医療保険者が納付
すべき納付金額を決定し通知する。
　納付金の算定については、前々年度の第２号被
保険者数から当該年度の予想被保険者数を求め、
これに１人当り負担見込額を乗じ、当該年度の概
算納付額を算定し、あわせて前々年度の概算納付
額の確定に伴なう精算を行う。
【１６年度予算の積算内訳】
介護納付金額１８８，４４７千円
２号被保険者数４，１９６人
【特定財源の内訳】
療養給付費負担金　７１，９０３千円
普通調整交付金　　１２，３６７千円
一般会計繰入金　　２８，２８９千円
基金繰入金　　　　　５，０００千円

介護納付金

合併協議事項

国民健康保険事業の取扱い

大分類項目

市民部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

20
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

23

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 国民健康保険課 町民課 保険年金課 町民課

歳出予算額（平成16年度） 995,050千円 38,876千円 57,654千円 17,840千円

根拠法令等

会計の種別 特別会計 特別会計 特別会計 特別会計

歳入予算額（平成16年度） 497,436千円 31,100千円 57,654千円 8,920千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等 補助金/交付金等 補助金/交付金等 補助金/交付金等 補助金/交付金等

事務事業の別 特定財源 特定財源 特定財源 特定財源

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
【課題】
課題なし。

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

国民健康保険課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

【調整方針】
合併時に相模原市の制度に統合する。

【目的】
　高額療養費共同事業は、高度な医療費に対する
保険者間の再保険制度として昭和５８年度に創設
されたが、平成１５年度から平成１７年度までの
３年間、更なる国保財政の安定的な運営を図るた
め、制度が法制化されるとともに、対象医療費に
ついて８０万円を超える額から７０万円を超える
額に拡充が図られた。
　実施主体は、県国民健康保険団体連合会であ
り、保険者から拠出金を徴し、１か月１件当り７
０万円を超える医療費が発生した場合、各保険者
に交付金として交付する。
【特定財源の内訳】
　高額医療費共同事業医療費拠出金（国庫）
　　　４，４６０千円
　高額医療費共同事業医療費拠出金（県）
　　　４，４６０千円
　合計８，９２０千円

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
　高額療養費共同事業は、高度な医療費に対する
保険者間の再保険制度として昭和５８年度に創設
されたが、平成１５年度から平成１７年度までの
３年間、更なる国保財政の安定的な運営を図るた
め、制度が法制化されるとともに、対象医療費に
ついて８０万円を超える額から７０万円を超える
額に拡充が図られた。
　実施主体は、県国民健康保険団体連合会であ
り、保険者から拠出金を徴し、１か月１件当り７
０万円を超える医療費が発生した場合、各保険者
に交付金として交付する。
【特定財源の内訳】
　高額医療費共同事業医療費拠出金（国庫）
　　　２４８，７１８千円
　高額医療費共同事業医療費拠出金（県）
　　　２４８，７１８千円
　合計４９７，４３６千円

【目的】
　高額療養費共同事業は、高度な医療費に対する
保険者間の再保険制度として昭和58年度に創設さ
れたが、平成15年度から17年度までの3年間、更
なる国保財政の安定的な運営を図るため、制度が
法制化されるとともに、対象医療費について「80
万円を超える額」から「70万円を超える額」に拡
充が図られた。
　実施主体は、神奈川県国民健康保険団体連合会
であり、保険者から拠出金を徴し、1か月1件当た
り70万円を超える医療費が発生した場合、各保険
者に交付金として交付する。
【特定財源の内訳】
高額医療費共同事業医療費拠出金
　　　　　　　　　　　　　　３１，１００千円

【目的】
　高額療養費共同事業は、高度な医療費に対する
保険者間の再保険制度として昭和５８年度に創設
されたが、平成１５年度から平成１７年度までの
３年間、更なる国保財政の安定的な運営を図るた
め、制度が法制化されるとともに、対象医療費に
ついて８０万円を超える額から７０万円を超える
額に拡充が図られた。
　実施主体は、県国民健康保険団体連合会であ
り、保険者から拠出金を徴し、１か月１件当り７
０万円を超える医療費が発生した場合、各保険者
に交付金として交付する。
【特定財源の内訳】
　高額医療費共同事業交付金
　　　　５７，６５４千円

高額医療費共同事業医療費拠出金

合併協議事項

国民健康保険事業の取扱い

大分類項目

市民部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

20
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

24

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 国民健康保険課 町民課 保険年金課 町民課

歳出予算額（平成16年度） 50千円 5千円 5千円 1千円

根拠法令等

会計の種別 特別会計 特別会計 特別会計 特別会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円 5千円 0千円 0千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別 特定財源

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
【課題】
課題なし。

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

国民健康保険課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

【調整方針】
合併時に相模原市の制度に統合する。

【内容】
・退職者高額医療費共同事業医療費拠出金
【１６年度予算の積算内訳】
　国保連合会に拠出するもので、年金受給者一覧
表の作成件数が毎年異なることから、１５年度と
同額を見込み名目計上。
５７件×単価６円＝３４２円
【参考】
退職者医療共同事業に対する拠出に要する経費
社会保険庁が所有する年金受給者データを国保連
合会を通じて、参照するための経費。
国保連合会が作成する年金受給者一覧表の作成件
数の実績に応じて拠出する。

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【内容】
・退職者高額医療費共同事業医療費拠出金
【１６年度予算の積算内訳】
　国保連合会に拠出するもので、年金受給者一覧
表の作成件数が毎年異なることから、１５年度と
同額を見込み名目計上。
５，０００件×単価１０円＝５０，０００円
【参考】
退職者医療共同事業に対する拠出に要する経費
社会保険庁が所有する年金受給者データを国保連
合会を通じて、参照するための経費。
国保連合会が作成する年金受給者一覧表の作成件
数の実績に応じて拠出する。

【内容】
・退職者高額医療費共同事業医療費拠出金
【１６年度予算の積算内訳】
　神奈川県国民健康保険団体連合会に拠出するも
ので、年金受給権者一覧表の作成件数が毎年異な
ることから、同額を見込み名目計上。
７００件×単価６円＝４，２００円
【特定財源】
職員給与費等繰入金　　　　　　　　　　５千円
【参考】
　退職者医療共同事業に対する拠出に要する経
費。社会保険庁が所有する年金受給者データを神
奈川県国民健康保険団体連合会を通じて、参照す
るための経費。
　神奈川県国民健康保険団体連合会が、作成する
年金受給者一覧表の件数に応じて拠出する。

【内容】
・退職者高額医療費共同事業医療費拠出金
【１６年度予算の積算内訳】
　国保連合会に拠出するもので、年金受給者一覧
表の作成件数が毎年異なることから、１５年度と
同額を見込み名目計上。
２５８件×単価８円×２回＝４，１２８円
【参考】
退職者医療共同事業に対する拠出に要する経費
社会保険庁が所有する年金受給者データを国保連
合会を通じて、参照するための経費。
国保連合会が作成する年金受給者一覧表の作成件
数の実績に応じて拠出する。

退職者医療共同事業拠出金

合併協議事項

国民健康保険事業の取扱い

大分類項目

市民部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

20
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

25

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 国民健康保険課 町民課 保険年金課 町民課

歳出予算額（平成16年度） 7,912千円

根拠法令等

会計の種別 特別会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
【課題】
・相模原市のみで実施している。４０歳以上が対
　象の人間ドック助成事業を補完する事業。
・審査項目は、老人保健法に基づく基本健康審査
　と同じ。自己負担１０００円。

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

国民健康保険課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

【調整方針】
合併時に相模原市の制度に統合する。

該当なし

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
　加入者の健康づくりを応援するための保健事業
【内容】
３０歳代の加入者を対象とした健康審査（費用
１，０００円）保険税の未納がない世帯の人が対
象。
【１６年度予算の積算内訳】
需用費４９千円
　健康診査票７０．０円×７００枚
　　　　　＝４９，０００円
委託料７，８６３千円
・健康審査等委託の内訳
一般審査
５５０人×＠１１，７６８円（消費税込み）
　　　　＝６，４７２，４００円
精密検査料２７５人×＠３，０００円（消費税込
　　　　　　み）
　　　　＝８２５，０００円
精密検査指導料２７５人×＠１，１００円（消費
税込み１，１５５円）＝３１７，６２５円
事務費（考察料）２４７，６９５円
合計　７，８６２，７２０円

該当なし 該当なし

健康診査等委託事業

合併協議事項

国民健康保険事業の取扱い

大分類項目

市民部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

20
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

26

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 国民健康保険課 町民課 保険年金課 町民課

歳出予算額（平成16年度） 75,037千円 5,019千円 7,536千円 900千円

根拠法令等

相模原市国民健康保険人間ドック事業実施要綱 城山町国民健康保険人間ドック事業実施要綱 津久井町国民健康保険一日人間ドック施設運営要･
綱

相模湖町国民健康保険短期人間ドック施設運営要･
綱･
･

会計の種別 特別会計 特別会計 特別会計 特別会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円 0千円 2,404千円 900千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等 補助金/交付金等

事務事業の別 電算システム 特定財源 特定財源

電算システム名 国民健康保険業務システム

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
【課題】
・相模原市は対象年齢が４０歳以上、助成額が
　２５０００円、城山町は対象年齢は３５歳以上
　７２歳未満、助成額が２５０００円、津久井町
　は対象年齢が３５歳以上、助成額が２５０００
　円、相模湖町は対象年齢が３５歳以上、助成額
　が１５０００円となっている。
・対象年齢３５歳以上４０歳未満は、相模原市の
　健康審査と重複する。
・相模原市では応募者多数のため抽選を実施して
　いる。３町は定員を超える場合、補正予算で対
　応するなど落選者を出したことがない。

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

国民健康保険課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

【調整方針】
合併時に相模原市の制度に統合する。
ただし、助成額については見直しを図る。

【目的】
加入者の健康づくりを応援するための保健事業
【内容】
人間ドックを利用しようとする日の前年度から年
間を通じて相模湖町の被保険者で、３５歳以上の
被保険者（老人保健法による医療受給対象者は除
く。）を対象として、人間ドックの検診料の一部
助成を実施。
【１６年度予算の積算内訳】
・委託料　　　　　　　　　　　　７５０千円
　　町外２医療機関に委託
　　　５０人×１５，０００円
　　　　＝７５０,０００円
・負担金補助及び交付金　　　　　１５０千円
　　契約医療機関外受検者
　　　１０人×１５,０００円
　　　　＝１５０,０００円
【特定財源の内訳】
　一般会計繰入金　　　　　　　　９００千円

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
加入者の健康づくりを応援するための保健事業
【内容】
４０歳以上の被保険者を対象として、人間ドック
検診料の一部助成を実施。
【１６年度予算の積算内訳】
・需用費　　　　　　　　　　　　　３７千円
　　消耗品費３７千円
・委託料　　　　　　　　　６２，５００千円
　　人間ドック助成委託（市内８医療機関に委
　　託）
　　２，５００人×２５，０００円
　　＝６２，５００，０００円
・負担金、補助及び交付金　　２，５００千円
　　運営費等補助金
　　１００人×２５，０００円
　　　＝２，５００，０００円
【電算システムの概要】
機種　ＮＥＣ　ＡＣＯＳ４
保守　ＮＥＣ
対象者の判定

【目的】
加入者の健康づくりを応援するための保健事業
【内容】
満35歳以上72歳未満の被保険者（老健対象者を除
く）を対象者として、人間ドック検査料の一部助
成を実施。
【１６年度予算の積算内訳】
・需用費　　　　　　　　　　　　　　　３千円
　消耗品費
・役務費　　　　　　　　　　　　　　１６千円
　通信運搬費
・委託料　　　　　　　　　　　５，０００千円
　人間ドック受検料助成（４指定医療機関）
　２００人×２５，０００円
　　＝５，０００，０００円
　

【目的】
加入者の健康づくりを応援するための保健事業
【内容】
３５歳以上の被保険者を対象として、人間ドック
検診料の一部助成を実施。
【１６年度予算の積算内訳】
・需用費　　　　　　　　　　　　　１６千円
　　印刷製本費１６千円
・役務費　　　　　　　　　　　　　２０千円
　　通信運搬費２０千円
・委託料　　　　　　　　　　７，５００千円
　　人間ドック助成委託（町内外３医療機関に委
　　託）
　　　３００人×２５，０００円
　　　　＝７，５００，０００円
　　【特定財源の内訳】
　国保運営強化事業促進補助金（県支出金）
　　　　　　　　　　　　　　２，４０４千円

人間ドック助成事業

合併協議事項

国民健康保険事業の取扱い

大分類項目

市民部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

20
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

27

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 国民健康保険課 町民課 保険年金課 町民課

歳出予算額（平成16年度） 500千円

根拠法令等

会計の種別 特別会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
【課題】
相模原市のみで実施している。

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

国民健康保険課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

【調整方針】
合併時に相模原市の制度に統合する。

該当なし

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【内容】
疾病分析の国民健康保険事業運営上の基礎資料と
するため、医科分については毎年５月分の診療報
酬明細書を全件調査し、柔道施術分については、
３か月分（１１月・２月・８月分）の療養費支給
申請書の抽出を行いそれぞれの内容分析を実施。
【１６年度予算の積算内訳】
　委託料５００千円
　　疾病分類調査委託　　　４１６，４３０円
　　柔道施術疾病分類調査委託８３，１６０円

該当なし 該当なし

疾病分類調査委託事業

合併協議事項

国民健康保険事業の取扱い

大分類項目

市民部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

20
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

28

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 国民健康保険課 町民課 保険年金課 町民課

歳出予算額（平成16年度） 0千円 0千円 0千円 0千円

根拠法令等

国民健康保険法･
国民健康保険法施行規則

国民健康保険法、国民健康保険法施行規則 国民健康保険法･
国民健康保険法施行規則･
･
･

国民健康保険法･
国民健康保険法施行規則･

会計の種別 特別会計 特別会計 特別会計 特別会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円 0千円 0千円 0千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別 電算システム 電算システム

電算システム名 国民健康保険業務システム 国民健康保険システム

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
【課題】
・国民健康保険法に基づく制度であり、証交付、
　差額支給に１市３町で差異はない。支給時期は
　申請月の翌月までに支給している。
・事務処理は、１市３町ともパソコン、紙ベース
　処理。

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

国民健康保険課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

【調整方針】
合併時に相模原市の制度に統合する。

【内容】
＜７０歳未満＞
・町民税非課税世帯（世帯主と加入者全員が町民
　税非課税の場合）に該当する方が入院される場
　合、あらかじめ申請することにより「国民健康
　保険標準負担額減額認定証」が交付される。医
　療機関等で保険証とあわせて提示することによ
　り、入院時の食事代（標準負担額）の負担額が
　軽減される。

　※過去１２ヶ月の入院日数９０日までの入院１
　　日当たりの食事代　　　　　　　　６５０円
　※９０日を超える入院　1日当たりの食事代
　　　　　　　　　　　　　　　　　　５００円

＜７０歳以上＞
・町民税非課税世帯に該当する方が入院される場
　合、あらかじめ申請することにより「国民健康
　保険限度額適用・標準負担額減額証」が交付さ
　れる。医療機関等で保険証及び高齢受給者証と
　あわせて提示することにより、入院に係る１か
　月当たりの自己負担限度額及び入院時食事代
　（標準負担額）の負担額が軽減される。
・自己負担限度額
　町民税非課税世帯
　○世帯主と加入者全員が町民税非課税の場合の
　　自己負担限度額
　　※外来（個人ごと）　　　　　 ８,０００円
　　※外来＋入院（世帯）　　　 ２４,６００円
　○世帯主と加入者全員が町民税非課税でいずれ
　　の人も一定基準以下の場合
　　※外来（個人ごと）　　　　　 ８,０００円
　　※外来＋入院（世帯）　　　 １５,０００円
・入院時食事代
　町民税非課税世帯
　○世帯主と加入者全員が町民税非課税の場合
　　※過去１２ヶ月の入院日数９０日までの入院
　　　１日当たりの食事代　　　　　　６５０円
　　※９０日を超える入院１日当たりの食事代
　　　　　　　　　　　　　　　　　　５００円
　　※世帯主と加入者全員が町民税非課税でいず
　　　れの人も一定基準以下の場合１日当たりの
　　　食事代　　　　　　　　　　　　３００円

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【内容】
＜７０歳未満＞
・市民税非課税世帯（世帯主と加入者全員が市民
　税非課税の場合）に該当する方が入院される場
　合、あらかじめ申請することにより「国民健康
　保険標準負担額減額認定証」が交付される。医
　療機関等で保険証とあわせて提示することによ
　り、入院時の食事代（標準負担額）の負担額が
　軽減される。

　※過去１２ヶ月の入院日数９０日までの入院１
　　日当たりの食事代　　　　　　　　６５０円
　※９０日を超える入院　1日当たりの食事代
　　　　　　　　　　　　　　　　　　５００円

＜７０歳以上＞
・市民税非課税世帯に該当する方が入院される場
　合、あらかじめ申請することにより「国民健康
　保険限度額適用・標準負担額減額証」が交付さ
　れる。医療機関等で保険証及び高齢受給者証と
　あわせて提示することにより、入院に係る１か
　月当たりの自己負担限度額及び入院時食事代
　（標準負担額）の負担額が軽減される。
・自己負担限度額
　市民税非課税世帯
　○世帯主と加入者全員が市民税非課税の場合の
　　自己負担限度額
　　※外来（個人ごと）　　　　　８，０００円
　　※外来＋入院（世帯）　　　２４，６００円
　○世帯主と加入者全員が市民税非課税でいずれ
　　の人も一定基準以下の場合
　　※外来（個人ごと）　　　　　８，０００円
　　※外来＋入院（世帯）　　　１５，０００円
　・入院時食事代
　　　市民税非課税世帯
　　世帯主と加入者全員が市民税非課税の場合
　　過去12ヶ月の入院日数
　　※９０日までの入院１日当たりの食事代
　　　　　　　　　　　　　　　　　　６５０円
　　※９０日を超える入院１日当たりの食事代
　　　　　　　　　　　　　　　　　　５００円
　　※世帯主と加入者全員が市民税非課税でいず
　　　れの人も一定基準以下の場合１日当たりの
　　　食事代　　　　　　　　　　　　３００円

【内容】
＜７０歳未満＞
・町民税非課税世帯（世帯主と加入者全員が町民
　税非課税の場合）に該当する方が入院される場
　合、あらかじめ申請することにより「国民健康
　保険標準負担額減額認定証」を交付する。医療
　機関等で保険証とあわせて提示することによ
　り、入院時の食事代（標準負担額780円）の負
　担額が次のように軽減される。

　過去12ヶ月の入院日数　入院1日当たりの食事
　代
　　90日まで　　　　　　　　　　　 ６５０円
　　90日を超えたとき　　　　　　　 ５００円
　
＜７０歳以上＞
・町民税非課税世帯に該当する方が入院される場
　合、あらかじめ申請することにより「国民健康
　保険限度額適用・標準負担額減額証」を交付す
　る。医療機関等で保険証及び高齢受給者証とあ
　わせて提示することにより、入院に係る1か月
　当たりの自己負担限度額及び入院時食事代（標
　準負担額780円）の負担額が軽減される。
・自己負担限度額
　町民税非課税世帯
　○世帯主と加入者全員が町民税非課税の場合の
　　自己負担限度額
　　※外来（個人ごと）　　　　　８，０００円
　　※外来＋入院（世帯）　　　２４，６００円
　○世帯主と加入者全員が町民税非課税で、いず
　　れの人も一定基準以下の場合の自己負担限度
　　額
　　※外来（個人ごと）　　　　　８，０００円
　　※外来＋入院（世帯）　　　１５，０００円
・入院時食事代
　　世帯主と加入者全員が町民税非課税の場合
　過去12ヶ月の入院日数　 入院1日当たりの食事
　代
　　※９０日まで　　　　　　　　　　６５０円
　　※９０日を超えたとき　　　　　　５００円
　　※世帯主と加入者全員が町民税非課税で、い
　　　ずれの人も一定基準以下の場合、入院1日
　　　当たりの食事代　　　　　　　　３００円

【内容】
＜７０歳未満＞
・町民税非課税世帯（世帯主と加入者全員が町民
　税非課税の場合）に該当する方が入院される場
　合、あらかじめ申請することにより「国民健康
　保険標準負担額減額認定証」が交付される。医
　療機関等で保険証とあわせて提示することによ
　り、入院時の食事代（標準負担額）の負担額が
　軽減される。

　※過去１２ヶ月の入院日数９０日までの入院１
　　日当たりの食事代　　　　　　　　６５０円
　※９０日を超える入院　1日当たりの食事代
　　　　　　　　　　　　　　　　　　５００円

＜７０歳以上＞
・町民税非課税世帯に該当する方が入院される場
　合、あらかじめ申請することにより「国民健康
　保険限度額適用・標準負担額減額証」が交付さ
　れる。医療機関等で保険証及び高齢受給者証と
　あわせて提示することにより、入院に係る１か
　月当たりの自己負担限度額及び入院時食事代
　（標準負担額）の負担額が軽減される。
・自己負担限度額
　町民税非課税世帯
　○世帯主と加入者全員が町民税非課税の場合の
　　自己負担限度額
　　※外来（個人ごと）　　　　　 ８,０００円
　　※外来＋入院（世帯）　　　 ２４,６００円
　○世帯主と加入者全員が町民税非課税でいずれ
　　の人も一定基準以下の場合
　　※外来（個人ごと）　　　　　 ８,０００円
　　※外来＋入院（世帯）　　　 １５,０００円
・入院時食事代
　町民税非課税世帯
　○世帯主と加入者全員が町民税非課税の場合
　　※過去１２ヶ月の入院日数９０日までの入院
　　　１日当たりの食事代　　　　　　６５０円
　　※９０日を超える入院１日当たりの食事代
　　　　　　　　　　　　　　　　　　５００円
　　※世帯主と加入者全員が町民税非課税でいず
　　　れの人も一定基準以下の場合１日当たりの
　　　食事代　　　　　　　　　　　　３００円

国民健康保険事業に係る限度額適用・標準負担額減額の認定

合併協議事項

国民健康保険事業の取扱い

大分類項目

市民部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

20
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

28

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

国民健康保険課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

国民健康保険事業に係る限度額適用・標準負担額減額の認定

合併協議事項

国民健康保険事業の取扱い

大分類項目

市民部会

中分類項目

事務事業名

【事務事業の内容】 【電算システムの概要】
機種　ＮＥＣ　ＡＣＯＳ４
保守　ＮＥＣ
減額認定対象者の判定
７０歳以上対象者に食事減額認定証の発行

【電算システムの概要】
機種ＮＥＣ
保守ＮＥＣ
減額認定対象者の判定



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

20
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

29

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 国民健康保険課 町民課 保険年金課 町民課

歳出予算額（平成16年度） 0千円 0千円 0千円 0千円

根拠法令等

国民健康保険法 国民健康保険法、城山町国民健康保険条例 国民健康保険法第４２条･
･

国民健康保険法

会計の種別 特別会計 特別会計 特別会計 特別会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円 0千円 0千円 0千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
【課題】
法定給付であり、１市３町で差異はない。

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

国民健康保険課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

【調整方針】
合併時に相模原市の制度に統合する。

【目的】
濫受診の防止と保険財政に対する負担の軽減を意
図して採用されている制度であり、被保険者は療
養の給付に要する費用の一部を負担する。
一部負担の方法は、療養の給付に要する費用の一
定率を負担させる方法をとり、保険医療機関等の
窓口で一部負担金を支払う。
【内容】
・３歳未満の乳幼児＝２割
・３歳以上７０歳未満の人＝３割
・高齢受給者証のある人＝１割（所得の状況によ
　り２割）

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
濫受診の防止と保険財政に対する負担の軽減を意
図して採用されている制度であり、被保険者は療
養の給付に要する費用の一部を負担する。
一部負担の方法は、療養の給付に要する費用の一
定率を負担させる方法をとり、保険医療機関等の
窓口で一部負担金を支払う。
【内容】
・３歳未満の乳幼児＝２割
・３歳以上７０歳未満の人＝３割
・高齢受給者証のある人＝１割（所得の状況によ
　り２割）

【目的】
　濫受診の防止と保険財政に対する負担の軽減を
意図して採用される制度であり、被保険者は療養
の給付に要する費用の一部を負担する。
　一部負担の方法は、療養の給付に要する費用の
一定率を負担させる方法をとり、保険医療機関等
の窓口で一部負担金を支払う。
【内容】
・３歳未満の乳幼児　　　　　　　　　　　２割
・３歳以上70歳未満の人　　　　　　　　　３割
・高齢受給者証のある人　　　　　　　　　１割
　（所得の状況により２割）

【目的】
濫受診の防止と保険財政に対する負担の軽減を意
図して採用されている制度であり、被保険者は療
養の給付に要する費用の一部を負担する。
一部負担の方法は、療養の給付に要する費用の一
定率を負担させる方法をとり、保険医療機関等の
窓口で一部負担金を支払う。
【内容】
・３歳未満の乳幼児＝２割
・３歳以上７０歳未満の人＝３割
・高齢受給者証のある人＝１割（所得の状況によ
　り２割）

国民健康保険事業に係る一部負担金

合併協議事項

国民健康保険事業の取扱い

大分類項目

市民部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

20
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

30

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 国民健康保険課 町民課 保険年金課 町民課

歳出予算額（平成16年度） （注）高額療養費総予算額に含まれる。 0千円 0千円 0千円

根拠法令等

国民健康保険法施行規則 国民健康保険法施行規則 国民健康保険法施行規則 国民健康保険法施行規則

会計の種別 特別会計 特別会計 特別会計 特別会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円 0千円 0千円 0千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
・国民健康保険法に基づく高額療養費の特例給付
　であり、１市３町で差異はないが、証更新の扱
　いが異なる。
・事務処理は１市３町とも、パソコン、紙ベース
　となっている。

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

国民健康保険課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

【調整方針】
合併時に相模原市の制度に統合する。

【目的】
高度な治療を著しく長期間に渡って継続しなけれ
ばならないため１か月の自己負担限度額を１万円
とし、それを超える分について高額療養費を現物
給付することにより、本人の負担を軽減させる。
【内容】
次の３つの病気にあてはまる人に特定疾病療養受
療証を発行する。
・人工腎臓を実施している慢性腎不全
・血漿分画製剤を投与している先天性血液凝固第
　Ⅷ因子障害又は先天性血液凝固第Ⅸ因子障害
　（いわゆる血友病）
・抗ウイルス剤を与している後天性免疫不全症候
　群（ＨｉＶ感染を含み、厚生労働大臣の定める
　者に係るものに限る。）

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
高度な治療を著しく長期間に渡って継続しなけれ
ばならないため１か月の自己負担限度額を１万円
とし、それを超える分について高額療養費を現物
給付することにより、本人の負担を軽減させる。
【内容】
次の３つの病気にあてはまる人に特定疾病療養受
療証を発行する。
・人工腎臓を実施している慢性腎不全
・血漿分画製剤を投与している先天性血液凝固第
　Ⅷ因子障害又は先天性血液凝固第Ⅸ因子障害
　（いわゆる血友病）
・抗ウイルス剤を与している後天性免疫不全症候
　群（ＨｉＶ感染を含み、厚生労働大臣の定める
　者に係るものに限る。）

【目的】
高度な治療を著しく長期間に渡って継続しなけれ
ばならないため1ヶ月の自己負担限度額を1万円を
とし、それを超える分について高額療養費を現物
給付することにより、本人の負担を軽減させる。
【内容】
次の3つの病気のいずれかにあてはまる人に特定
疾病療養受療証を発行する。
・人工腎臓を実施している慢性腎不全
・血漿分画製剤を投与している先天性血液凝固第
　Ⅷ因子障害又は先天性血液凝固第Ⅸ因子障害
　（いわゆる血友病）
・抗ウイルス剤を投与している後天性免疫不全症
　候群（ＨｉＶ感染を含み、厚生労働大臣の定め
　る者に係るものに限る。）

【目的】
高度な治療を著しく長期間に渡って継続しなけれ
ばならないため１か月の自己負担限度額を１万円
とし、それを超える分について高額療養費を現物
給付することにより、本人の負担を軽減させる。
【内容】
次の３つの病気にあてはまる人に特定疾病療養受
療証を発行する。
・人工腎臓を実施している慢性腎不全
・血漿分画製剤を投与している先天性血液凝固第
　Ⅷ因子障害又は先天性血液凝固第Ⅸ因子障害
　（いわゆる血友病）
・抗ウイルス剤を与している後天性免疫不全症候
　群（ＨｉＶ感染を含み、厚生労働大臣の定める
　者に係るものに限る。）

国民健康保険事業に係る特定疾病に係る認定

合併協議事項

国民健康保険事業の取扱い

大分類項目

市民部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

20
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

31

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 国民健康保険課 町民課 保険年金課 町民課

歳出予算額（平成16年度） 0千円 0千円 0千円 0千円

根拠法令等

国民健康保険法施行規則 国民健康保険法施行規則 国民健康保険法施行規則 国民健康保険法施行規則･

会計の種別 特別会計 特別会計 特別会計 特別会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円 0千円 0千円 0千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別 電算システム 電算システム 電算システム 電算システム

電算システム名 国民健康保険業務システム 国民健康保険業務システム 国民健康保険システム NewLife/Lifeシステム　国保資格異動システム

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
【課題】
・事業内容は１市３町同一であるが、証の形態が
異なっている。（相模原市のみカード型）

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

国民健康保険課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

【調整方針】
合併時に相模原市の制度に統合する。

【目的】
現行の国民健康保険制度は国民皆保険であり、市
町村又は特別区の区域内に住所を有する者は、当
該市町村が行う国民健康保険の被保険者となるこ
とが義務づけられている。よって、保険者たる市
町村及び特別区は上記のものについて国民健康保
険の資格の認定をする必要がある（法第６条の適
用除外者除く）。
また、市町村及び特別区は国民健康保険法施行規
則第６条の規定に基づき、世帯主に対してその世
帯に属する被保険者の被保険者証の交付が義務付
けられている。
【内容】
・被保険者証等の交付
１交付
　被保険者証の交付は、以下の場合を除き原則郵
　送扱いとし、回収を含め慎重に取り扱う。ま
　た、通院等の理由で、すぐに被保険者証を必要
　とする場合は、被保険者証明書にて対応する。
（１）窓口交付できる場合
　　①適正な加入等の手続きを経て、加入者又は
　　　世帯員（国保加入者を要件としない）の者
　　　が、証明書等（運転免許証・パスポート・
　　　障害者手帳、雇用保険受給資格証等）によ
　　　り、窓口にてその本人と確認できる場合。
　　②加入者が証明書等（運転免許証・パスポー
　　　ト、障害者手帳、雇用保険受給資格証等）
　　　等により、窓口にてその本人と確認できな
　　　い場合でも、旧証（現に有効な既交付済国
　　　保被保険者証を原則）を持参した場合。
　　　（ただし、転居、世帯分離などで加入者と
　　　同一世帯でない被保険者証は郵送）
（２）証回収について
　　　　資格異動などに伴い、被保険者証が変更
　　　される場合は、旧証は速やかに回収する。
　　　窓口回収ができない場合は、返信用封筒を
　　　渡し郵送にて返還させる。
２．更新時の交付
　　　隔年の１０月１日をもって被保険者証の更
　　新を行っている。
　　　新証は、居住・滞納状況などを考慮の上、
　　書留（配達記録郵便）にて送付する。

【電算システムの概要】
機種　東芝クライアントサーバー

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
現行の国民健康保険制度は国民皆保険であり、市
町村又は特別区の区域内に住所を有する者は、当
該市町村が行う国民健康保険の被保険者となるこ
とが義務づけられている。よって、保険者たる市
町村及び特別区は上記のものについて国民健康保
険の資格の認定をする必要がある（法第６条の適
用除外者除く）。
また、市町村及び特別区は国民健康保険法施行規
則第６条の規定に基づき、世帯主に対してその世
帯に属する被保険者の被保険者証の交付が義務付
けられている。
【内容】
・被保険者証等の交付
１交付
　被保険者証の交付は、以下の場合を除き原則郵
　送扱いとし、回収を含め慎重に取り扱う。ま
　た、通院等の理由で、すぐに被保険者証を必要
　とする場合は、被保険者証明書にて対応する。
（１）窓口交付できる場合
　　①適正な加入等の手続きを経て、加入者又は
　　　世帯員（国保加入者を要件としない）の者
　　　が、写真付証明書等（運転免許証・パスポ
　　　ート・市民証、障害者手帳、雇用保険受給
　　　資格証等）により、窓口にてその本人と確
　　　認できる場合。
　　②加入者が写真付証明書等（運転免許証・パ
　　　スポート・市民証等障害者手帳、雇用保険
　　　受給資格証等）等により、窓口にてその本
　　　人と確認できない場合でも、旧証（現に有
　　　効な既交付済国保被保険者証を原則）を持
　　　参した場合。（ただし、転居、世帯分離な
　　　どで加入者と同一世帯でない被保険者証は
　　　郵送）
（２）証回収について
　　　　資格異動などに伴い、被保険者証が変更
　　　される場合は、旧証は速やかに回収する。
　　　窓口回収ができない場合は、返信用封筒を
　　　渡し郵送にて返還させる。
２．更新時の交付
　　　隔年の１０月１日をもって被保険者証の更
　　新を行っている。
　　　新証は、居住・滞納状況などを考慮の上、
　　書留（配達記録郵便）にて送付する。

【目的】
　現行の国民健康保険制度は国民皆保険であり、
市町村又は特別区の区域内に住所を有する者は、
当該市町村が行う国民健康保険の被保険者となる
ことが義務づけられている。よって、保険者たる
市町村及び特別区は上記のものについて国民健康
保険の資格の認定をする必要がある（法第6条の
適用除外者を除く）。
　また、市町村及び特別区は国民健康保険法施行
規則第6条の規定に基づき、世帯主に対してその
世帯に属する被保険者の被保険者証の交付が義務
づけられている。
【内容】
・被保険者証等の交付
１　交付
　被保険者証の交付は、以下の場合を除き原則郵
　送扱いとし、回収を含め慎重に取り扱う。ま
　た、通院等の理由で、すぐに被保険者証を必要
　とする場合は、被保険者証明書にて対応する。
（１）窓口交付できる場合
　　①適正な加入等の手続きを経て、加入者又は
　　　世帯員（国保加入者を要件としない）の者
　　　が、写真付証明書等（運転免許証、パスポ
　　　ート、障害者手帳、雇用保険受給資格証
　　　等）により、窓口にてその本人と確認でき
　　　る場合。
　　②加入者が写真付証明書等（運転免許証、パ
　　　スポート、障害者手帳、雇用保険受給資格
　　　証等）により、窓口にてその本人と確認で
　　　きない場合でも、旧証（現に有効な既交付
　　　済の国民健康保険被保険者証を原則）を持
　　　参した場合。（ただし、加入者と同一住所
　　　でない場合は郵送）
（２）証回収について
　　　　資格異動などに伴い、被保険者証が変更
　　　される場合は、旧証を速やかに回収する。
　　　窓口回収ができない場合は、郵送にて返還
　　　させるようにする。
２　更新時の交付
　　　隔年の10月1日を持って被保険者証の更新
　　を行っている。
　　　新証は、居住・滞納状況などを考慮のう
　　え、配達記録郵便にて有効期限1週間前に届
　　けることができるように送付する。

【目的】
現行の国民健康保険制度は国民皆保険であり、市
町村又は特別区の区域内に住所を有する者は、当
該市町村が行う国民健康保険の被保険者となるこ
とが義務づけられている。よって、保険者たる市
町村及び特別区は上記のものについて国民健康保
険の資格の認定をする必要がある（法第６条の適
用除外者除く）。
また、市町村及び特別区は国民健康保険法施行規
則第６条の規定に基づき、世帯主に対してその世
帯に属する被保険者の被保険者証の交付が義務付
けられている。
【内容】
・被保険者証等の交付
１交付
　被保険者証の交付は、以下の場合を除き原則郵
　送扱いとし、回収を含め慎重に取り扱う。ま
　た、通院等の理由で、すぐに被保険者証を必要
　とする場合は、被保険者証明書にて対応する。
（１）窓口交付できる場合
　　①適正な加入等の手続きを経て、加入者又は
　　　世帯員（国保加入者を要件としない）の者
　　　が、証明書等（運転免許証・パスポート・
　　　障害者手帳、雇用保険受給資格証等）によ
　　　り、窓口にてその本人と確認できる場合。
　　②加入者が証明書等（運転免許証・パスポー
　　　ト、障害者手帳、雇用保険受給資格証等）
　　　等により、窓口にてその本人と確認できな
　　　い場合でも、旧証（現に有効な既交付済国
　　　保被保険者証を原則）を持参した場合。
　　　（ただし、転居、世帯分離などで加入者と
　　　同一世帯でない被保険者証は郵送）
（２）証回収について
　　　　資格異動などに伴い、被保険者証が変更
　　　される場合は、旧証は速やかに回収する。
　　　窓口回収ができない場合は、返信用封筒を
　　　渡し郵送にて返還させる。
２．更新時の交付
　　　隔年の１０月１日をもって被保険者証の更
　　新を行っている。
　　　新証は、居住・滞納状況などを考慮の上、
　　書留（配達記録郵便）にて送付する。

【電算システムの概要】
機種ＮＥＣ

被保険者資格の認定及び被保険者証等の交付

合併協議事項

国民健康保険事業の取扱い

大分類項目

市民部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

20
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

31

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

国民健康保険課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

被保険者資格の認定及び被保険者証等の交付

合併協議事項

国民健康保険事業の取扱い

大分類項目

市民部会

中分類項目

事務事業名

保守　日本電子計算（株）
資格認定
被保険者証の発行

【事務事業の内容】 【電算システムの概要】
機種　ＮＥＣ　ＡＣＯＳ４
保守　ＮＥＣ
対象者の抽出
保険証の発行

【電算システムの概要】
機種　ＮＥＣ　ＩＰＸ７３００
保守　ＮＥＣ
対象者の抽出
保険証の発行

保守ＮＥＣ
対象者の抽出



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

20
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

32

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 国民健康保険課 町民課 保険年金課 町民課

歳出予算額（平成16年度） 57,800千円 101,508千円

根拠法令等

津久井町国民健康保険診療所条例･
津久井町国民健康保険診療所規則･
津久井町国民健康保険診療所の使用料及び手数料･
徴収条例･
津久井町国民健康保険診療所職員の特殊勤務手当･
に関する条例

相模湖町国民健康保険診療施設条例･
相模湖町国民健康保険診療施設施行規則･
相模湖町国民健康保険施設の使用量及び手数料関･
する条例･
相模湖町国民健康保険施設の使用量及び手数料に･
関する条例施行規則

会計の種別 特別会計 特別会計

歳入予算額（平成16年度） 8,219千円 17,993千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等 使用料/手数料等 使用料/手数料等

事務事業の別 特定財源・電算システム 特定財源・電算システム

電算システム名 医療事務システム 富士通医療事務システム　ＨＯＰＥ／ＳＸ－Ｐ

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
【課題】
津久井町及び相模湖町の２町には、直営診療所
が設置されている。

■①現行のまま存続
□②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

国民健康保険課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

【調整方針】
　現行のまま新市に引き継ぐ。

【目的】
　一般患者の診療及び本町における保健施設の中
核として、公衆衛生の向上及び増進に寄与する。

【内容】
  ・健康診断及び健康相談
　・療養の指導及び相談
  ・診察
　・薬剤又は治療材料の投与及び支給
　・処置、手術及びその他の治療

【１５年度決算見込】
　　　 年間診療日数　　　１９３日
　　　 年間診療人数　８，２９８人
             （１日当たり４２．９人）
       年間診療収入９０，１８４千円
            （１日当たり４６７千円）

【特定財源の内訳】
 一般会計繰入金　１７，９９３千円

【診療所使用料】
　診療
　　健康保険法の規定による療養に要する費用の
　　額の算定方法（平成6年厚生省告示第54号）
　　により算定した額及び老人保健法の規定によ
　　る医療に要する費用の額の算定に関する基準
　　（平成6年厚生省告示第72号）により算定し
　　た額。ただし、健康保険法（大正11年法律第
　　70号）その他の法令の規定により、給付又は
　　負担される額については、当該機関から徴収
　　する。
　被保険者証等を提出しない者の一般診療
　　同上（診療）の算定額に１５０／１００を
　　乗じて得た額
　死体の処置
　　１体につき４，３８０円
　往診車の使用料
　　相模湖町の区域内　　　　　３００円
　　相模湖町の区域外
　　　片道２キロメートル以下　３００円
　　　片道２キロメートルを超えるとき
　　　　300円に、2キロメートルを超える片道の
　　　　往診距離2キロメートル（2キロメートル
　　　　未満の端数があるときは、それを2キロ
　　　　メートルとして計算する。）につき150

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 該当なし 該当なし 【目的】
　 国民健康保険の被保険者に対し、療養の給付
を行なうため、診療施設を津久井町青根に設置。

【内容】
　・健康診断及び健康相談
　・療養の指導及び相談
  ・診察
　・薬剤又は治療材料の投与及び支給
　・処置、手術及びその他の治療

【１５年度決算】
　　　 年間診療日数　２４９日
　　　 年間診療人数５，６８０人
             （１日当たり２３．０人）
       年間診療収入３９，９８５千円
            （１日当たり１５６千円）

【特定財源の内訳】
　一般会計繰入金　３，０００千円
　事業勘定繰入金　５，２１９千円
　（半径４キロ以内に医療機関が無いため、国か
　　らへき地診療施設に指定されており、調整交
　　付金でへき地診療分の補助金を交付されてい
　　る。当該補助金は、国保事業勘定会計で受け
　　国保診療所勘定に繰出している。）
【診療所使用料】

　診療
　　　健康保険法の規定による療養に要する費
　　　用の額の算定方法（平成6年厚生省告示
　　　第72号）により算定した額。ただし、健
　　　康保険法（大正11年法律第70号）その他
　　　の法令の規定により、給付又は負担され
　　　る額については、当該機関から徴収す
　　　る。

　被保険者証等を提出しない者の一般診療
　　　同上（診療）の算定額に１５０／１００を
　　　乗じて得た額

　死体の処置
　　　１体につき４，２００円

　健康診断

国民健康保険診療所管理運営事業

合併協議事項

国民健康保険事業の取扱い

大分類項目

市民部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

20
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

32

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

■①現行のまま存続
□②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

国民健康保険課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

国民健康保険診療所管理運営事業

合併協議事項

国民健康保険事業の取扱い

大分類項目

市民部会

中分類項目

事務事業名

　　　　円の割合による金額を加算した金額
　
　容器使用料
　　投薬ビン　　　　３０円
　　点眼ビン　　　　３０円
　　軟こうつぼ（小）２０円
　　軟こうつぼ（大）３０円

【診療所手数料】
　　死亡診断書　１通につき２，９３０円
　　普通診断書　１通につき１，４８０円
　　死体検案書　１通につき２，９３０円
　　特別の様式による診断書
　　　　　　　　１通につき４，３８０円
　　証明書　　　１通につき　　９９０円

【医療機器】
　平成１６年度予算
　　内視鏡・携帯用気管支ファイバースコープ・
　　超音波診断装置・高周波手術装置・パルスオ
　　キシメーター
　　リース料　１，９６６千円
　　医療事務システム保守管理委託料
　　　　　　　　　２１６千円
　　医療事務機器リース料７０４千円

【事務事業の内容】 　　　１件につき１，０５０円

　往診車の使用料
　　　次により算出した額とその額に消費税法
　　　（昭和６３年法律第１０８号）第２９条の
　　　税率を乗じて得た額（以下「消費税額」と
　　　いう。）及び消費税額に地方税法（昭和
　　　２５年法律第２２６号）第７２条の８３の
　　　税率を乗じて得た額（その額に１０円未満
　　　の端数があるときは、これを切り捨てた
　　　額）との合計額とする。
　
　　　　片道２キロメートルまで３００円
　　　　片道４キロメートルまで４００円
　　　　片道４キロメートル以上２キロメートル
　　　　　　増すごと（端数切上げ）３００円

　その他
　　　健康診断において特別の経費を要したとき
　　　は、診療報酬点数表（乙）により算定した
　　　額

【診療所手数料】

　普通診断書　１通につき１，５７０円
　特別診断書　１通につき４，２００円
　死亡診断書　１通につき３，１５０円
　死体検案書　１通につき３，１５０円
　証明書　　　１通につき１，０５０円

【医療機器】

　平成１６年度予算

　　レントゲン保守点検委託料
　　　　　　　　２１０千円
　　医療事務システム保守管理委託料
　　　　　　　　１５８千円
　　医療事務機械器具借上料
　　　　　　　　６７０千円

【電算システムの概要】
機種　ＮＥＣ
保守　ＮＥＣ



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

20
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

33

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 国民健康保険課 町民課 保険年金課 町民課

歳出予算額（平成16年度） 1千円 50,000千円 5,111千円

根拠法令等

地方自治法、城山町国民健康保険診療報酬等支払･
準備基金の設置、管理および処分に関する条例

地方自治法･
津久井町国民健康保険診療報酬等支払準備基金条･
例

地方自治法･
相模湖町国民健康保険給付費支払準備基金条例

会計の種別 特別会計 特別会計 特別会計

歳入予算額（平成16年度） 1千円 1千円 30千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別 特定財源 特定財源 特定財源

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
【課題】
・国民健康保険財政の基盤安定のため、保険者の
　規模に応じて基金を積み立てることが、毎年、
　国からの通知に挙げられており、県の定期指
　導においても毎年改善事項とされている。
・相模原市は設置していないが、３町は設置して
　いる。

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

国民健康保険課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

【調整方針】
　相模原市においても基金の設置を検討し、合併
時に３町の基金残高を統合する。

【目的】
国民健康保険給付費支払の財源に不足を生じた時
の財源に充てるため設置。
【内容】
国民健康保険給付費支払の財源が不足する場合、
基金の全部又は一部を財源として処分する。
【基金の現在高】
平成１５年度末現在高　　６４，０００円
【特定財源の内訳】
基金利子　　　　　　　　３０，０００円

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 該当なし 【目的】
国民健康保険給付費支払の財源に不足を生じた時
の財源に充てるため設置。
【内容】
国民健康保険給付費支払の財源が不足する場合、
基金の全部又は一部を財源として処分する。
【基金の現在高】
平成１５年度末現在高　１１，６７２，７６２円
【特定財源の内訳】
基金利子　　　　　　　　　　　　１，０００円

【目的】
国民健康保険給付費支払の財源に不足を生じた時
の財源に充てるため設置。
【内容】
国民健康保険給付費支払の財源が不足する場合、
基金の全部又は一部を財源として処分する。
【基金の現在高】
平成１５年度末現在高　５２，７９１千円
【特定財源の内訳】
基金利子　　　　　　　　　１，０００円

財政調整基金

合併協議事項

国民健康保険事業の取扱い

大分類項目

市民部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

20
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

34

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 国民健康保険課 町民課 保険年金課 町民課

歳出予算額（平成16年度） 4,667千円 689千円 1,256千円 345千円

根拠法令等

会計の種別 特別会計 特別会計 特別会計 特別会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円 0千円 0千円 0千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別 電算システム

電算システム名 国民健康保険業務システム

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
【課題】
・相模原市は一部受診世帯送付、一部医療機関対
　象。３町は全受診世帯送付、全医療機関対象。
・相模原市は、毎年県の定期指導で、医療費通知
　の全受診世帯送付の指導を受けている。
・相模原市は単独実施、３町は連合会へ委託して
　いる。

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

国民健康保険課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

【調整方針】
相模原市においても医療費通知の神奈川県国民健
康保険団体連合会に委託することを検討し、合併
時に統合する。

【目的】
　医療費通知は、医療費の適正化対策の一環と
して、健康に対する認識を深めさせ、国保事業の
健全な運営に資することをねらいとして加入者へ
通知している。
【内容】
　神奈川県国民健康保険団体連合会に委託
・通知回数　年６回
・通知件数１回約８３０件
　年間約４，９８０件
・通知対象　全世帯
・通知内容　受診年月、受診者名、入院・通院・
　歯科・薬局・柔整・訪問の別、入院・通院の
　日数、医療費の額・食事療養金額

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
　医療費通知は、医療費の適正化対策の一環とし
て、健康に対する認識を深めさせ、国保事業の健
全な運営に資することをねらいとして加入者へ通
知している。
【内容】
・通知回数　年６回
・通知件数１回約１５，４００件
　年間約９２，４００件
・通知対象　抽出による
・通知内容　受診年月、受診者名、入院・通院・
　歯科・薬局の別、入院・通院の日数、医療費の
　額
【電算システムの概要】
機種ＮＥＣ　ＡＣＯＳ４
保守ＮＥＣ
対象者の抽出

【目的】
　医療費通知は、医療費の適正化対策の一環とし
て、健康に対する認識を深めさせ、国民健康保険
事業の健全な運営に資することをねらいとして加
入者へ通知している。
【内容】
　神奈川県国民健康保険団体連合会に委託
・通知回数　年５回
・通知件数　１回につき約２，０００件
　　　　　　年間約１０，１００件
・通知対象　全世帯
・通知内容　受診年月、受診者名、入院・通院・
　　　　　　歯科・薬局・柔整・訪問の別、入
　　　　　　院・通院の日数、医療費の額・食事
　　　　　　療養金額

【目的】
　医療費通知は、医療費の適正化対策の一環と
して、健康に対する認識を深めさせ、国保事業の
健全な運営に資することをねらいとして加入者へ
通知している。
【内容】
　神奈川県国民健康保険団体連合会に委託
・通知回数　年６回
・通知件数１回約２，５００件
　年間約１５，０００件
・通知対象　全世帯
・通知内容　受診年月、受診者名、入院・通院・
　歯科・薬局・柔整・訪問の別、入院・通院の
　日数、医療費の額・食事療養金額

医療費通知

合併協議事項

国民健康保険事業の取扱い

大分類項目

市民部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名
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大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

35

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 国民健康保険課 町民課 保険年金課 町民課

歳出予算額（平成16年度） 0千円 0千円 0千円 0千円

根拠法令等

国民健康保険法、算定政令 国民健康保険法，算定政令 国民健康保険法、算定政令･
･

国民健康保険法、算定政令

会計の種別 特別会計 特別会計 特別会計 特別会計

歳入予算額（平成16年度） 200,000千円 10,000千円 15,219千円 9,492千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別 特定財源 特定財源 特定財源 特定財源

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
【課題】
　特別調整交付金の申請項目と直営診療施設整備
分の申請方法の把握。

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

国民健康保険課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

【調整方針】
合併時に相模原市の制度に統合する。

目的】
　国保事業の財政は、定率の国庫負担のほかは保
険税をその財源としてこれを賄うのが原則である
が、市町村の産業構造、住民所得、家族構成等の
差異により、被保険者の保険税負担能力には市町
村間においてかなりの格差が存在している。調整
交付金は、このような定率の国庫負担のみでは解
消できない市町村間の財政力の不均衡を調整する
ため昭和３３年に設けられた制度。
【内容】
・普通調整交付金
　当該市町村で負担した医療費、介護納付金の納
　付に要する（調整対象需要額）から保険料収入
　額（調整対象収入額）を控除した不足額を公平
　に賄うことを目途として交付。
・特別調整交付金
　災害等による保険料（税）の減免額がある場
　合、結核・精神病に係る医療費が多額である場
　合等、普通調整交付金の配分により措置できな
　い特別の事情がある場合に、その事情を考慮し
　て交付。

【平成１５年度決算見込み】
・普通調整交付金２３，３０８，０００円
・特別調整交付金　１，９７６，０００円
特別調整交付金交付状況
１０年度　　　　　　　　　　　　　０円
１１年度　　　　　３，３４５，０００円
１２年度　　　　　　　８２６，６８１円
１３年度　　　　１０，３８６，０００円
１４年度　　　　　２，６２３，０００円
※算定政令第４条抜粋
　第１項　調整交付金は普通交付金及び特別調整
　　交付金とする。
　第３項　特別調整交付金は、災害その他特別の
　　事情がある市町村に対し厚生省令で定めると
　　ころにより交付する。
　第５項　特別調整交付金の総額は、調整交付金
　　の総額の２０／１００に相当する額とする。
　調整交付金については、上記の算定政令に明記
されているように、交付要件が不確定である。
　

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
　国保事業の財政は、定率の国庫負担のほかは保
険税をその財源としてこれを賄うのが原則である
が、市町村の産業構造、住民所得、家族構成等の
差異により、被保険者の保険税負担能力には市町
村間においてかなりの格差が存在している。調整
交付金は、このような定率の国庫負担のみでは解
消できない市町村間の財政力の不均衡を調整する
ため昭和３３年に設けられた制度。
【内容】
・普通調整交付金
　当該市町村で負担した医療費、介護納付金の納
　付に要する（調整対象需要額）から保険料収入
　額（調整対象収入額）を控除した不足額を公平
　に賄うことを目途として交付。
・特別調整交付金
　災害等による保険料（税）の減免額がある場
　合、結核・精神病に係る医療費が多額である場
　合等、普通調整交付金の配分により措置できな
　い特別の事情がある場合に、その事情を考慮し
　て交付。

【平成１５年度決算見込み】
・普通調整交付金３０１，８５５，０００円
・特別調整交付金３１７，５００，０００円
特別調整交付金交付状況
１０年度　　　　　２７，２９７，０００円
１１年度　　　　３５４，８４０，０００円
１２年度　　　　３２２，５６４，０００円
１３年度　　　　３２５，９５１，０００円
１４年度　　　　３１３，７５０，０００円
※１０年度は特別事情分は交付されず。
※算定政令第４条抜粋
　第１項　調整交付金は普通交付金及び特別調整
　　交付金とする。
　第３項　特別調整交付金は、災害その他特別の
　　事情がある市町村に対し厚生省令で定めると
　　ころにより交付する。
　第５項　特別調整交付金の総額は、調整交付金
　　の総額の２０／１００に相当する額とする。
　調整交付金については、上記の算定政令に明記
されているように、交付要件が不確定である。

【目的】
　国保事業の財政は、定率の国庫負担のほかは保
険税をその財源としてこれを賄うのが原則である
が、市町村の産業構造、住民所得、家族構成等の
差異により、被保険者の保険税負担能力には市町
村間においてかなりの格差が存在している。調整
交付金は、このような定率の国庫負担のみでは解
消できない市町村間の財政力の不均衡を調整する
ため昭和３３年に設けられた制度。
【内容】
・普通調整交付金
　当該市町村で負担した医療費、介護納付金の納
　付に要する（調整対象需要額）から保険料収入
　額（調整対象収入額）を控除した不足額を公平
　に賄うことを目途として交付。
・特別調整交付金
　災害等による保険料（税）の減免額がある場
　合、結核・精神病に係る医療費が多額である場
　合等、普通調整交付金の配分により措置できな
　い特別の事情がある場合に、その事情を考慮し
　て交付。

【平成１５年度決算見込み】
・普通調整交付金　２６，２０８，０００円
・特別調整交付金　　　　　　　　　　０円
特別調整交付金交付状況
１０年度　　　　　　３，８２５，０００円
１１年度　　　　　　９，６４３，０００円
１２年度　　　　　　５，０８６，０００円
１３年度　　　　　１２，０００，０００円
１４年度　　　　　　５，５００，０００円
※算定政令第４条抜粋
　第１項　調整交付金は普通交付金及び特別調整
　　交付金とする。
　第３項　特別調整交付金は、災害その他特別の
　　事情がある市町村に対し厚生省令で定めると
　　ころにより交付する。
　第５項　特別調整交付金の総額は、調整交付金
　　の総額の２０／１００に相当する額とする。
　調整交付金については、上記の算定政令に明記
されているように、交付要件が不確定である。

【目的】
　国保事業の財政は、定率の国庫負担のほかは保
険税をその財源としてこれを賄うのが原則である
が、市町村の産業構造、住民所得、家族構成等の
差異により、被保険者の保険税負担能力には市町
村間においてかなりの格差が存在している。調整
交付金は、このような定率の国庫負担のみでは解
消できない市町村間の財政力の不均衡を調整する
ため昭和３３年に設けられた制度。
【内容】
・普通調整交付金
　当該市町村で負担した医療費、介護納付金の納
　付に要する（調整対象需要額）から保険料収入
　額（調整対象収入額）を控除した不足額を公平
　に賄うことを目途として交付。
・特別調整交付金
　災害等による保険料（税）の減免額がある場
　合、結核・精神病に係る医療費が多額である場
　合等、普通調整交付金の配分により措置できな
　い特別の事情がある場合に、その事情を考慮し
　て交付。

【平成１５年度決算見込み】
・普通調整交付金８１，３５２，０００円
・特別調整交付金　６，３４１，０００円
特別調整交付金交付状況
１０年度　　　　　６，３２４，０００円
１１年度　　　　１２，７２４，０００円
１２年度　　　　　３，９８９，０００円
１３年度　　　　２０，６１２，０００円
１４年度　　　　１２，９７６，０００円
※算定政令第４条抜粋
　第１項　調整交付金は普通交付金及び特別調整
　　交付金とする。
　第３項　特別調整交付金は、災害その他特別の
　　事情がある市町村に対し厚生省令で定めると
　　ころにより交付する。
　第５項　特別調整交付金の総額は、調整交付金
　　の総額の２０／１００に相当する額とする。
　調整交付金については、上記の算定政令に明記
されているように、交付要件が不確定である。
　

調整交付金

合併協議事項

国民健康保険事業の取扱い

大分類項目

市民部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

20
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

36

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 国民健康保険課 町民課 保険年金課 町民課

歳出予算額（平成16年度） 0千円 0千円 0千円 0千円

根拠法令等

国民健康保険法、民法 国民健康保険法、民法 国民健康保険法、民法 国民健康保険法、民法

会計の種別 特別会計 特別会計 特別会計 特別会計

歳入予算額（平成16年度） 30,725千円 20千円 2千円 110千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
【課題】
　事務処理は、相模原市がホストコンピュータと
パソコン、城山町、津久井町、相模湖町が紙ベー
スとなっている。

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

国民健康保険課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

【調整方針】
合併時に相模原市の制度に統合する。

【内容】
　交通事故等のように他人（第三者）の不法行為
によって生じた場合、不法行為による損害賠償と
保険者による保険給付との関係の調整が必要とな
る。この調整のため、国民健康保険で保険医療機
関等にかかる場合は、事前に町民課に届出をしな
ければなりません。届出を受けた場合、保険者
（町）は保険給付した価額の限度において
第三者に対する求償権を取得する。

【１６年度予算の積算内訳】
一般被保険者第三者納付金
<給付事由が第三者行為（交通事故等）により生
じた場合の損害賠償請求による収入。>
　　　　　　　　　　　１００，０００円
退職被保険者等第三者納付金
　　　　　　　　　　　　１０，０００円

平成１５年度累計
・一般被保険者
　　賠償金　　　　　　　　　　　　０件
　　保険者負担額　　　　　　　　　０円
・退職被保険者
　　賠償金　　　　　　　　　　　　０件
　　保険者負担額　　　　　　　　　０円

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【内容】
　交通事故等のように他人（第三者）の不法行為
によって生じた場合、不法行為による損害賠償と
保険者による保険給付との関係の調整が必要とな
る。この調整のため、国民健康保険で保険医療機
関等にかかる場合は、事前に国民健康保険課に届
出をしなければなりません。届出を受けた場合、
保険者（市）は保険給付した価額の限度において
第三者に対する求償権を取得する。
【１６年度予算の積算内訳】
一般被保険者保険給付費賠償金
<給付事由が第三者行為（交通事故等）により生
じた場合の損害賠償請求による収入。>
　　　　　　　　３０，５２５，０００円
退職被保険者等保険給付費賠償金
　　　　　　　　　　　２００，０００円

平成１５年度累計
・一般被保険者
　　賠償金　　　　　　　　　　３５３件
　　保険者負担額４５，３３４，５０２円
・退職被保険者
　　賠償金　　　　　　　　　　　３４件
　　保険者負担額１２，８６２，０８４円

【内容】
　交通事故等のように他人（第三者）の不法行為
によって生じた場合、不法行為による損害賠償と
保険者による保険給付との関係の調整が必要とな
る。この調整のため、国民健康保険で保険医療機
関等にかかる場合は、事前に国民健康保険課に届
出をしなければなりません。届出を受けた場合、
保険者（市）は保険給付した価額の限度において
第三者に対する求償権を取得する。
【１６年度予算の積算内訳】
一般被保険者保険給付費賠償金
<給付事由が第三者行為（交通事故等）により生
じた場合の損害賠償請求による収入。>
　　　　　　　　　　　　１０，０００円
退職被保険者等保険給付費賠償金
　　　　　　　　　　　　１０，０００円

平成１５年度累計
・一般被保険者
　　賠償金　　　　　　　　　　　　６件
　　保険者負担額　２，３２３，２０７円
・退職被保険者等
　　賠償金　　　　　　　　　　　　０件
　　保険者負担額　　　　　　　　　０円

【内容】
　交通事故等のように他人（第三者）の不法行為
によって生じた場合、不法行為による損害賠償と
保険者による保険給付との関係の調整が必要とな
る。この調整のため、国民健康保険で保険医療機
関等にかかる場合は、事前に町民課に届出をしな
ければなりません。届出を受けた場合、保険者
（町）は保険給付した価額の限度において
第三者に対する求償権を取得する。
【１６年度予算の積算内訳】
一般被保険者第三者納付金
<給付事由が第三者行為（交通事故等）により生
じた場合の損害賠償請求による収入。>
　　　　　　　　　　　　　１，０００円
退職被保険者等第三者納付金
　　　　　　　　　　　　　１，０００円

平成１５年度累計
・一般被保険者
　　賠償金　　　　　　　　　　　　０件
　　保険者負担額　　　　　　　　　０円
・退職被保険者
　　賠償金　　　　　　　　　　　　２件
　　保険者負担額　３，０５１，０２０円

第三者行為

合併協議事項

国民健康保険事業の取扱い

大分類項目

市民部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名
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大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

37

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 国民健康保険課 町民課 保険年金課 町民課

歳出予算額（平成16年度） 0千円 0千円 0千円 0千円

根拠法令等

民法 民法 民法･
･

民法

会計の種別 特別会計 特別会計 特別会計 その他

歳入予算額（平成16年度） 5,200千円 2千円 0千円 20千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別 電算システム

電算システム名 国民健康保険業務システム

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
【課題】
　事務処理は、相模原市がホストコンピュータと
パソコン、城山町、津久井町、相模湖町が紙ベー
スとなって
いる。

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

国民健康保険課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

【調整方針】
合併時に相模原市の制度に統合する。

【目的】
法律上の原因がなく、他人の財産又は労務によっ
て利益を受け、これが為に他人に損失を及ぼし、
その利益と損失との間に因果関係があるとき、不
当利得が発生する。具体的には、国民健康保険に
よる保険給付を受けることができないにもかかわ
らず、保険給付を受けた場合である。
【内容】
　社会保険等へ加入後「国保の被保険者証」で受
診すると、国保が支払った医療給付費分は、町へ
返還してもらう。
　これは、社会保険加入日から社会保険の資格が
あるにもかかわらず、職場から「被保険者証」の
交付がおくれるため、「国保被保険者証」で受診
してしまうからである。
【１６年度予算の積算内訳】
・一般被保険者返納金
　（不当利得によって保険給付を得たものについ
　て、その給付について返納請求した収入。）
　　　　　　　　　　　　　　１０，０００円
・退職被保険者保険給付費返納金
　　　　　　　　　　　　　　１０，０００円

※平成１５年度累計
・一般被保険者
　　戻入　　　　　　　　　　　　　　１０件
　　保険者負担額　　　　　２６０，２９５円
　　返納金　　　　　　　　　　　　　　０件
　　保険者負担額　　　　　　　　　　　０円
・退職被保険者
　　戻入　　　　　　　　　　　　　　　０件
　　保険者負担額　　　　　　　　　　　０円
　　返納金　　　　　　　　　　　　　　０件
　　保険者負担額　　　　　　　　　　　０円

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
法律上の原因がなく、他人の財産又は労務によっ
て利益を受け、これが為に他人に損失を及ぼし、
その利益と損失との間に因果関係があるとき、不
当利得が発生する。具体的には、国民健康保険に
よる保険給付を受けることができないにもかかわ
らず、保険給付を受けた場合である。
【内容】
　社会保険等へ加入後「国保の被保険者証」で受
診すると、国保が支払った医療給付費分は、市へ
返還してもらう。
　これは、社会保険加入日から社会保険の資格が
あるにもかかわらず、職場から「被保険者証」の
交付がおくれるため、「国保被保険者証」で受診
してしまうからである。
【１６年度予算の積算内訳】
・一般被保険者保険給付費返納金
　（不当利得によって保険給付を得たものについ
　て、その給付について返納請求した収入。）
　　　　　　　　　　　５，０００，０００円
・退職被保険者保険給付費返納金
　　　　　　　　　　　　　２００，０００円

※平成１５年度累計
・一般被保険者
　　戻入　　　　　　　　　　　２，９６７件
　　保険者負担額　　１８，９４６，９１３円
　　返納金　　　　　　　　　　２，２５６件
　　保険者負担額　　１３，８２７，１８４円
・退職被保険者
　　戻入　　　　　　　　　　　　　２５７件
　　保険者負担額　　　２，０８９，３４０円
　　返納金　　　　　　　　　　　　３３７件
　　保険者負担額　　　５，６２９，７０３円

【電算システムの概要】
機種　ＮＥＣ　ＡＳＯＳ４
保守　ＮＥＣ
対象者の抽出

【目的】
法律上の原因がなく、他人の財産又は労務によっ
て利益を受け、これが為に他人に損失を及ぼし、
その利益と損失との間に因果関係があるとき、不
当利得が発生する。具体的には、国民健康保険に
よる保険給付を受けることができないにもかかわ
らず、保険給付を受けた場合である。
【内容】
　社会保険等へ加入後「国保の被保険者証」で受
診すると、国保が支払った医療給付費分は、市へ
返還してもらう。
　これは、社会保険加入日から社会保険の資格が
あるにもかかわらず、職場から「被保険者証」の
交付がおくれるため、「国保被保険者証」で受診
してしまうからである。
【１６年度予算の積算内訳】
・一般被保険者保険給付費返納金
　（不当利得によって保険給付を得たものについ
　て、その給付について返納請求した収入。）
　　　　　　　　　　　　　　　１，０００円
・退職被保険者等保険給付費返納金
　　　　　　　　　　　　　　　１，０００円

※平成１５年度累計
・一般被保険者
　　戻入　　　　　　　　　　　　　　　０件
　　保険者負担額　　　　　　　　　　　０円
　　返納金　　　　　　　　　　　　　　０件
　　保険者負担額　　　　　　　　　　　０円
・退職被保険者等
　　戻入　　　　　　　　　　　　　　　０件
　　保険者負担額　　　　　　　　　　　０円
　　返納金　　　　　　　　　　　　　　１件
　　保険者負担額　　　　　　２６，２７１円

【目的】
法律上の原因がなく、他人の財産又は労務によっ
て利益を受け、これが為に他人に損失を及ぼし、
その利益と損失との間に因果関係があるとき、不
当利得が発生する。具体的には、国民健康保険に
よる保険給付を受けることができないにもかかわ
らず、保険給付を受けた場合である。
【内容】
　社会保険等へ加入後「国保の被保険者証」で受
診すると、国保が支払った医療給付費分は、町へ
返還してもらう。
　これは、社会保険加入日から社会保険の資格が
あるにもかかわらず、職場から「被保険者証」の
交付がおくれるため、「国保被保険者証」で受診
してしまうからである。
【１６年度予算の積算内訳】
・一般被保険者返納金
　（不当利得によって保険給付を得たものについ
　て、その給付について返納請求した収入。）
　　　　　　　　　　　　　　１，０００円
・退職被保険者保険給付費返納金
　　　　　　　　　　　　　　１，０００円

※平成１５年度累計
・一般被保険者
　　戻入　　　　　　　　　　　　　　２件
　　保険者負担額　　　　　２５，３５１円
　　返納金　　　　　　　　　　　　　０件
　　保険者負担額　　　　　　　　　　０円
・退職被保険者
　　戻入　　　　　　　　　　　　　　０件
　　保険者負担額　　　　　　　　　　０円
　　返納金　　　　　　　　　　　　　０件
　　保険者負担額　　　　　　　　　　０円

不当利得

合併協議事項

国民健康保険事業の取扱い

大分類項目

市民部会

中分類項目

事務事業名
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合併協議事項番号 専門部会名

21
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

6

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 介護保険課 高齢者福祉課・収納課 保険年金課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度）

根拠法令等

介護保険法、市介護保険条例 介護保険法、町介護保険条例 介護保険法、町介護保険条例･
･

介護保険法、町介護保険条例

会計の種別 特別会計 特別会計 特別会計 特別会計

歳入予算額（平成16年度） 3,307,653千円 121,533千円 153,303千円 63,859千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等 使用料/手数料等 使用料/手数料等 使用料/手数料等 使用料/手数料等

事務事業の別 電算システム 電算システム 電算システム 電算システム

電算システム名 介護保険事務処理システム 介護保険事務処理システム 介護保険事務処理システム 介護保険事務処理システム

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC

保健福祉部会

中分類項目

事務事業名

介護保険料の取扱い

合併協議事項

介護保険事業の取扱い

大分類項目

【事務事業の内容】 １　目　的
　　介護保険事業に要する費用のうち、第１号被
　保険者分を能力に応じて負担する。

２　納付義務者
　　①　市内に居住する６５歳以上の者（第１号
　　　被保険者）
　　②　第１号被保険者が属する世帯の世帯主及
　　　び第１号被保険者の配偶者

３　保険料額　割合　年額保険料
　　第１段階　0.47　17,300円　生活保護受給・
　　　老齢福祉年金受給者非課税世帯
　　第２段階　0.72　26,600円　世帯全員が市民
　　　税非課税
　　第３段階　1.00　36,900円　本人が市民税非
　　　課税
　　第４段階　1.25　46,100円　本人が市民税課
　　　税で合計所得金額が200万円未満
　　第５段階　1.50　55,400円　本人が市民税課
　　　税で合計所得金額が200万以上1000万円未
　　　満
　　第６段階　2.00　73,800円　本人が市民税課
　　　税で合計所得金額が1000万円以上

４　納期（普通徴収）
　　第１期・・・・６月１日～　６月３０日
　　第２期・・・・７月１日～　７月３１日
　　第３期・・・・８月１日～　８月３１日
　　第４期・・・・９月１日～　９月３０日
　　第５期・・・１０月１日～１０月３１日
　　第６期・・・１１月１日～１１月３０日
　　第７期・・・１２月１日～１２月２５日
　　第８期・・・・１月１日～　１月３１日
　　第９期・・・・２月１日～　２月末日
　　第10期・・・・３月１日～　３月３１日

５　保険料減免（生活困窮）
　　第１・第２段階で収入が生活保護基準以下、
　預貯金が１００万円以下の者・・・第１段階の
　２分の１に減額
　
６　平成１５年度決算見込
　　３，０７２，９２８千円

１　目　的
　　介護保険事業に要する費用のうち、第１号被
　保険者分を能力に応じて負担する。

２　納付義務者
　　①　町内に居住する６５歳以上の者（第１号
　　　被保険者）
　　②　第１号被保険者が属する世帯の世帯主及
　　　び第１号被保険者の配偶者

３　保険料額　割合　年額保険料
　　第１段階　0.50　17,880円　生活保護受給・
　　　老齢福祉年金受給者非課税世帯
　　第２段階　0.75　26,820円　世帯全員が住民
　　　税非課税
　　第３段階　1.00　35,760円　本人が住民税非
　　　課税
　　第４段階　1.25　44,700円　本人が住民税課
　　　税で合計所得金額が200万円未満
　　第５段階　1.50　53,640円　本人が住民税課
　　　税で合計所得金額が200万円以上

４　納期（普通徴収）
　　第１期・・・・７月１日～　７月３１日
　　第２期・・・・８月１日～　８月３１日
　　第３期・・・・９月１日～　９月３０日
　　第４期・・・１０月１日～１０月３１日
　　第５期・・・１１月１日～１１月３０日
　　第６期・・・１２月１日～１２月２５日
　　第７期・・・・１月１日～　１月３１日
　　第８期・・・・２月１日～　２月末日

５　保険料減免（生活困窮）
　　第１・第２段階で収入が生活保護基準以下、
　預貯金が１００万円以下の者・・・第１段階の
　２分の１に減額
　
６　平成１５年度決算見込
　　１１９，０４８千円

１　目　的
　　介護保険事業に要する費用のうち、第１号被
　保険者分を能力に応じて負担する。

２　納付義務者
　　①　町内に居住する６５歳以上の者（第１号
　　　被保険者）
　　②　第１号被保険者が属する世帯の世帯主及
　　　び第１号被保険者の配偶者

３　保険料額　割合　年額保険料
　　第１段階　0.50　16,200円　生活保護受給・
　　　老齢福祉年金受給者非課税世帯
　　第２段階　0.75　24,300円　世帯全員が住民
　　　税非課税
　　第３段階　1.00　32,400円　本人が住民税非
　　　課税
　　第４段階　1.25　40,500円　本人が住民税課
　　　税で合計所得金額が200万円未満
　　第５段階　1.50　48,600円　本人が住民税課
　　　税で合計所得金額が200万円以上

４　納期（普通徴収）
　　第１期・・・・８月１６日～　８月３１日
　　第２期・・・・９月１日～　９月３０日
　　第３期・・・１０月１日～１０月３１日
　　第４期・・・１１月１日～１１月３０日
　　第５期・・・１２月１日～１２月２８日
　　第６期・・・・１月１日～　１月３１日
　　第７期・・・・２月１日～　２月末日
　　第８期・・・・３月１日～　３月３１日

５　保険料減免（生活困窮）
　
　　独自減免は規定なし。
　
　
６　平成１５年度決算見込
　　１５５，０２６千円

・保険料の段階設定について相模原市の６段階
　に対し、各町　については５段階の設定であり
　相違がある。

・普通徴収の納期が８回から１０回と相違があ
　る。

・独自減免の規程について相違がある。

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

介護保険課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

【調整方針】
合併時に相模原市の制度に統合する。

１　目　的
　　介護保険事業に要する費用のうち、第１号被
　保険者分を能力に応じて負担する。

２　納付義務者
　　①　町内に居住する６５歳以上の者（第１号
　　　被保険者）
　　②　第１号被保険者が属する世帯の世帯主及
　　　び第１号被保険者の配偶者

３　保険料額　割合　年額保険料
　　第１段階　0.50　16,200円　生活保護受給・
　　　老齢福祉年金受給者非課税世帯
　　第２段階　0.75　24,300円　世帯全員が住民
　　　税非課税
　　第３段階　1.00　32,400円　本人が住民税非
　　　課税
　　第４段階　1.25　40,500円　本人が住民税課
　　　税で合計所得金額が200万円未満
　　第５段階　1.50　48,600円　本人が住民税課
　　　税で合計所得金額が200万円以上

４　納期（普通徴収）
　　第１期・・・・７月１６日～７月３１日
　　第２期・・・・８月１６日～８月３１日
　　第３期・・・・９月１６日～９月３０日
　　第４期・・・１０月１６日～１０月３１日
　　第５期・・・１１月１６日～１１月３０日
　　第６期・・・１２月１６日～１２月２５日
　　第７期・・・・１月１６日～１月３１日
　　第８期・・・・２月１６日～２月末日
　　第９期・・・・３月１６日～３月３１日
　

　
５　保険料減免（生活困窮）
　　第１・第２段階で収入が生活保護基準以下
　の者・・・当該対象者の保険料額の２分の１
　に減額
　
６　平成１５年度決算見込
　　６３，４７４千円

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

21
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

8

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 介護保険課 高齢者福祉課 健康福祉課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 11,048千円 300千円 350千円 399千円

根拠法令等

・法施行時の訪問介護利用者に対する利用者負担･
　軽減措置事業実施要綱･
・障害者ホームヘルプサービス利用者に対する支･
　援措置事業実施要綱

・介護保険施行時の訪問介護利用者に対する利用･
　者負担軽減措置事業実施要綱･
・障害者ホームヘルプサービス利用者に対する支･
　援措置事業実施要綱･
･

・介護保険施行時の訪問介護利用者に対する利用･
　者負担軽減措置事業実施要綱･
・障害者ホームヘルプサービス利用者に対する支･
　援措置事業実施要綱

・法施行時の訪問介護利用者に対する利用者負担･
　軽減措置事業実施要綱･
・障害者ホームヘルプサービス利用者に対する支･
　援措置事業実施要綱･
･

会計の種別 一般会計 一般会計 一般会計 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円 0千円 0千円 0千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等 補助金/交付金等 補助金/交付金等 補助金/交付金等 補助金/交付金等

事務事業の別

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC

保健福祉部会

中分類項目

事務事業名

訪問介護サービス利用者負担助成事業

合併協議事項

介護保険事業の取扱い

大分類項目

【事務事業の内容】 １　目　的
    保険制度施行の際、現に訪問介護を利用して
　いた高齢者及び平成１２年度以降訪問介護サー
　ビスを利用する障害者で、利用料の負担が困難
　な者に対して、経過措置として利用者負担を軽
　減し、軽減した利用料部分を助成する。

２　事業の内容
　○対象者
　 ・　高齢者　　介護保険施行の際、現に訪問
　　　　　　　　介護を利用しており、引き続き
　　　　　　　　訪問介護サービスを利用する
　　　　　　　　者。生計中心者が所得税非課税
　　　　　　　　の者。

　　　　　　　　利用者負担６％

　・　身障者　　訪問介護サービスを利用してい
　　　　　　　　る障害者、生計中心者が所得税
　　　　　　　　非課税の者
　
　　　　　　　　利用者負担３％
　
３　平成１５年度認定者数
　（実　績）高齢者　２２５人　障害者　７４人
　
４　平成１５年度決算見込　　　９，４７３千円
　
５　その他
　　本事業については、平成１６年度をもって終
　了の予定であるが、障害者のサービスについ
　ては、未定である。

１　目　的
    保険制度施行の際、現に訪問介護を利用して
　いた高齢者及び平成１２年度以降訪問介護サー
　ビスを利用する障害者で、 利用料の負担が困
　難な者に対して、経過措置として利用者負担を
　軽減し、軽減した利用料部分を助成する。

２　事業の内容
　○対象者
　 ・　高齢者　　介護保険施行の際、現に訪問
　　　　　　　　介護を利用しており、引き続き
　　　　　　　　訪問介護サービスを利用する
　　　　　　　　者。生計中心者が所得税非課税
　　　　　　　　の者。

　　　　　　　　利用者負担６％

　・　身障者　　訪問介護サービスを利用してい
　　　　　　　　る障害者、生計中心者が所得税
　　　　　　　　非課税の者
　
　　　　　　　　利用者負担３％
　
３　平成１５年度認定者数
　（実　績）高齢者　２人　障害者　３人
　
４　平成１５年度事業費　　　２３２千円
　
５　その他
　　本事業については、平成１６年度をもって終
　了の予定であるが、障害者のサービスについ
　ては、未定である。

１　目　的
    保険制度施行の際、現に訪問介護を利用して
　いた高齢者及び平成１２年度以降訪問介護サー
　ビスを利用する障害者で、利用料の負担が困難
　な者に対して、経過措置として利用者負担を軽
　減し、軽減した利用料部分を助成する。

２　事業の内容
　○対象者
　 ・　高齢者　　介護保険施行の際、現に訪問
　　　　　　　　介護を利用しており、引き続き
　　　　　　　　訪問介護サービスを利用する
　　　　　　　　者。生計中心者が所得税非課税
　　　　　　　　の者。

　　　　　　　　利用者負担６％

　・　身障者　　訪問介護サービスを利用してい
　　　　　　　　る障害者、生計中心者が所得税
　　　　　　　　非課税の者
　
　　　　　　　　利用者負担３％
　
３　平成１５年度認定者数
　（実　績）高齢者　８人　障害者　６人
　
４　平成１５年度決算額　　　４７２千円
　
５　その他
　　本事業については、平成１６年度をもって終
　了の予定であるが、障害者のサービスについ
　ては、未定である。

課題なし。

■①現行のまま存続
□②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

介護保険課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

【調整方針】
現行のまま新市に引き継ぐ。

１　目　的
    保険制度施行の際、現に訪問介護を利用して
　いた高齢者及び平成１２年度以降訪問介護サー
　ビスを利用する障害者で、利用料の負担が困難
　な者に対して、経過措置として利用者負担を軽
　減し、軽減した利用料部分を助成する。

２　事業の内容
　○対象者
　 ・　高齢者　　介護保険施行の際、現に訪問
　　　　　　　　介護を利用しており、引き続き
　　　　　　　　訪問介護サービスを利用する
　　　　　　　　者。生計中心者が所得税非課税
　　　　　　　　の者。

　　　　　　　　利用者負担６％

　・　身障者　　訪問介護サービスを利用してい
　　　　　　　　る障害者、生計中心者が所得税
　　　　　　　　非課税の者
　
　　　　　　　　利用者負担３％
　
３　平成１５年度認定者数
　（実　績）高齢者　１１人　障害者　１人
　
４　平成１５年度決算額　　　３９８千円
　
５　その他
　　本事業については、平成１６年度をもって終
　了の予定であるが、障害者のサービスについ
　ては、未定である。

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

21
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

9

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 介護保険課 高齢者福祉課 健康福祉課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 800千円 127千円 0千円

根拠法令等

国　社会福祉法人等による生計困難者に対する介･
　　護保険サービスに係る利用者負担額減免措置･
　　事業実施要綱

国　社会福祉法人等による生計困難者に対する介･
　　護保険サービスに係る利用者負担額減免措置･
　　事業実施要綱･
･
･

国　社会福祉法人等による生計困難者に対する介･
　　護保険サービスに係る利用者負担額減免措置･
　　事業実施要綱･
･

会計の種別 一般会計 一般会計 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円 0千円 0千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等 補助金/交付金等 補助金/交付金等 補助金/交付金等

事務事業の別

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC

保健福祉部会

中分類項目

事務事業名

社会福祉法人利用者負担助成事業

合併協議事項

介護保険事業の取扱い

大分類項目

【事務事業の内容】 １　目的
　　介護保険サービスの提供を行う社会福祉法人
　が、その社会的役割に鑑み、低所得で特に生計
　困難である者に対して、利用者負担を減免する
　場合に、その一部を助成する。

２　事業の内容
　　〇減免対象事業
　　　訪問介護・通所介護・短期入所生活介護・
　　　特別養護老人ホーム
　　〇申請者
　　　助成金の申請者は社会福祉法人
  　〇減免対象者及び減免の割合
　　　市民税非課税世帯のうち、特に生計困難
　　　である者
　　　利用者負担額の１／２程度
　　〇助成の範囲
　　　減免した総額が利用者負担総額の１％を
　　　超えた部分の１／２の範囲内

３　１５年度決算見込
　　〇負担金補助及び交付金　６１０千円
   　 認定者の数　　　４２人

１　目的
　　介護保険サービスの提供を行う社会福祉法人
　が、その社会的役割に鑑み、低所得で特に生計
　困難である者に対して、利用者負担を減免する
　場合に、その一部を助成する。

２　事業の内容
　　〇減免対象事業
　　　訪問介護・通所介護・短期入所生活介護・
　　　特別養護老人ホーム
　　〇申請者
　　　助成金の申請者は社会福祉法人
  　〇減免対象者及び減免の割合
　　　町民税非課税世帯のうち、特に生計困難
　　　である者
　　　利用者負担額の１／２程度
　　〇助成の範囲
　　　減免した総額が利用者負担総額の１％を
　　　超えた部分の１／２の範囲内

３　１５年度決算見込
　　〇なし

該当なし 課題なし

■①現行のまま存続
□②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

介護保険課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

【調整方針】
現行のまま新市に引き継ぐ。

１　目的
　　介護保険サービスの提供を行う社会福祉法人
　が、その社会的役割に鑑み、低所得で特に生計
　困難である者に対して、利用者負担を減免する
　場合に、その一部を助成する。

２　事業の内容
　　〇減免対象事業
　　　訪問介護・通所介護・短期入所生活介護・
　　　特別養護老人ホーム・小規模生活単位型指
　　　定介護老人福祉施設・一部小規模生活単位
　　　型指定介護老人福祉施設
　　〇申請者
　　　助成金の申請者は社会福祉法人
  　〇減免対象者及び減免の割合
　　　町民税非課税世帯のうち、特に生計困難
　　　である者
　　　利用者負担額の１／２程度
　　〇助成の範囲
　　　減免した総額が利用者負担総額の１％を
　　　超えた部分の１／２の範囲内

３　１５年度決算見込
　　　※平成１２年度より実績なし。

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

21
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

10

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 介護保険課 高齢者福祉課 健康福祉課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 1,986千円

根拠法令等

市　訪問入浴利用者負担助成事業実施要綱

会計の種別 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等 補助金/交付金等

事務事業の別

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC

保健福祉部会

中分類項目

事務事業名

訪問入浴サービス利用者負担助成事業

合併協議事項

介護保険事業の取扱い

大分類項目

【事務事業の内容】 １　目　的
　　介護保険施行以前、市では入浴サービス利用
　者に独自の助成を行い、利用者負担なしとして
　いたが介護保険への移行により、利用者負担が
　導入されるため、低所得世帯の激変緩和策とし
　て利用者負担を１０％から５％とするもの。

２　事業の内容
　　〇対象者　訪問入浴サービス利用者で、生計
　　　　　　　中心者が市民税非課税世帯
　　〇助成内容　利用者負担を軽減する５％部分
　　　　　　　　について、市で助成する。

３　平成１５年度決算見込
　　〇認定者数　５４人　１，２１３千円

該当なし 該当なし 本事業については、国の制度改正時に合わせ
て見直しを行う予定である。

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

介護保険課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

【調整方針】
合併時に相模原市の制度に統合する。ただし、事
業の継続について検討する。

該当なし

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

21
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

11

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 介護保険課 高齢者福祉課 保険年金課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 3,535千円 598千円

根拠法令等

国　高齢者在宅福祉事業費補助金交付要綱 国　高齢者在宅福祉事業費補助金交付要綱 ･
･

会計の種別 一般会計 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円 440千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等 補助金/交付金等 補助金/交付金等

事務事業の別

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC

保健福祉部会

中分類項目

事務事業名

介護サービス適正実施指導事業

合併協議事項

介護保険事業の取扱い

大分類項目

【事務事業の内容】 １　目　的
　　介護保険制度が導入され、これまで行政措置
　によって提供されていたサービスが利用者と事
　業者の契約による利用に切り替わったことから
　保険者としてサービスの質の向上・確保に努め
　る。

２　事業の内容
　(1)　介護相談員の派遣（市内介護保険施設）
　　　　施設に介護相談員が訪問し、利用者の相
　　　　談に応じ、利用者と施設職員との橋渡し
　　　　役としてサービスの改善を行う。
　
　　　　平成１５年度末　１２人

　(2)　介護支援専門員支援事業（市内在勤対象
　　　者１５０人）
　　　　介護支援専門員（ケアマネジャー）がそ
　　　の役割を十分に果たすことがサービスの向
　　　上に不可欠であり、その人材確保と育成を
　　　支援していく。
　(3)　介護サービス評価制度助成事業
　　　　評価事業を実施した事業者に、費用の一
　　　部を助成する。

３　平成１５年度決算見込
  (1) 介護相談員の派遣　　　　１，２２２千円
  (2) 介護支援専門員支援事業　　　９４９千円
  (3) 介護サービス事業者等支援事業
　　　　　　　　　　　　　　　　  ２００千円
　　　　　合　　計　　　　　　２，３７１千円
　

１　目　的
　　介護保険制度が導入され、これまで行政措置
　によって提供されていたサービスが利用者と事
　業者の契約による利用に切り替わったことから
　保険者としてサービスの質の向上・確保に努め
　る。

２　事業の内容
　　介護相談員の派遣（郡内介護保険施設）
　　　施設に介護相談員が訪問し、利用者の相
　　　談に応じ、利用者と施設職員との橋渡し
　　　役としてサービスの改善を行う。
　
　　　　平成１５年度末　３人

３　平成１５年度決算見込
  　　介護相談員の派遣　　　　　　４４５千円
 

該当なし 課題なし。

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

介護保険課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

【調整方針】
合併時に相模原市の制度に統合する。

該当なし

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

21
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

12

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 介護保険課 高齢者福祉課 保険年金課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 74,312千円 3,871千円 4,574千円 3,717千円

根拠法令等

介護保険法、市介護保険条例等 介護保険法、町介護保険条例等･
･

介護保険法、町介護保険条例等･ 介護保険法、町介護保険条例等、相模湖町藤野町･
介護認定審査会設置規約･
･
･

会計の種別 特別会計 特別会計 特別会計 特別会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円 0千円 0千円 0千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別 電算システム 電算システム 電算システム 電算システム

電算システム名 介護保険認定システム 介護保険認定システム 介護保険認定システム 介護保険認定システム

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC

保健福祉部会

中分類項目

事務事業名

介護認定審査会

合併協議事項

介護保険事業の取扱い

大分類項目

【事務事業の内容】 １　目　　的
　　被保険者が要介護者又は要支援者に該当する
　かを審査・判定するため、介護認定審査会を開
　催する。

２　平成１６年度事業の内容
　○内　　容……介護認定審査会の運営に要する
　　　　　　　　経費
　○条例委員定数……１８０人以内
　　　（１６年度……１５０人）
　○合議体数……３０合議体（南北各１５部会）
　　　　　　　　一合議体定数５人
　○委員の任期……２年
　　　第１期　H11.10.1　～　H13.3.31
　　　第２期　H13. 4.1　～　H15.3.31
　　　第３期　H15. 4.1  ～　H17.3.31

３　平成１５年度事業の概要
　○開催日………毎週火曜日～金曜日
　○開催時間……午後１時３０分～３時３０分
　○開催場所……北部　市役所第３別館
　　　　　　　　南部　南合同庁舎
　○開催回数……６５０回（北部　３２６回
　　　　　　　　　　　　　南部　３２４回）
　○審査・判定件数……１５,２５６件
　○合議体数……３０(南北各１５部会）
　○委員数………１５０人(医師４０、看護師３
　　　　　　　０、施設代表３０、その他５０）

４　平成１６年度事業費の内訳
　〇報酬　73,593千円
   　非常勤特別職員報酬
　　　　審査会開催件数年２３回×３０部会
　　　　（部会長会議、委嘱式、研修を含む。）
　　　　　　医師・歯科医師　＠30,000円
　　　　　　その他委員　　  ＠19,000円
　〇報償費    45千円　委員研修講師謝礼
　〇旅費　　 351千円　審査会委員旅費
　〇需用費   131千円　消耗品費
　〇使用料及び賃借料
　　　　　    92千円　審査会会場使用料、委嘱
　　　　　　　　　　　式会場賃借料
　〇備品購入費
　　　　　　 100千円　録音機器

１　目　　的
　　被保険者が要介護者又は要支援者に該当する
　かを審査・判定するため、介護認定審査会を開
　催する。

２　平成１６年度事業の内容
　○内　　容……介護認定審査会の運営に要する
　　　　　　　　経費
　○条例委員定数……８人以内
　　　（１６年度……８人）
　○委員の任期……２年
　　　第１期　H11.10.1　～　H13.3.31
　　　第２期　H13. 4.1　～　H15.3.31
　　　第３期　H15. 4.1  ～　H17.3.31

３　平成１５年度事業の概要
　○開催日………月２回開催（隔週開催）
　○開催時間……午後１時１5分～
　○開催場所……町保健福祉センター３階会議室
　○開催回数……２４回
　○審査・判定件数……５８６件
　○合議体数……１
　○委員数………８人(医師３、歯科医師２、保
　　　　　　　　　　 健師１、社会福祉士１、
　　　　　　　　　　 介護福祉士１）

４　平成１６年度事業費の内訳
　〇報酬　 2,565千円　認定審査会委員報酬
            医師・歯科医師　＠27,000円
　　　　　　その他委員　　  ＠19,000円
　〇報償費    24千円　審査会委員研修講師謝礼
　〇旅費　　  71千円　費用弁償、普通旅費
　〇需用費    78千円　消耗品費、食糧費
　〇役務費   513千円　電話料、郵便料、手数料
　〇委託料   620千円　認定審査会会議録作成委
　　　　　　　　　　　託

１　目　　的
　　被保険者が要介護者又は要支援者に該当する
　かを審査・判定するため、介護認定審査会を開
　催する。

２　平成１６年度事業の内容
　○内　　容……介護認定審査会の運営に要する
　　　　　　　　経費
　○条例委員定数……９人以内
　　　（１６年度……９人）
　○合議体数……２合議体
　　　　　　　　一合議体定数５人
　○委員の任期……２年
　　　第１期　H11.10.1　～　H13.3.31
　　　第２期　H13. 4.1　～　H15.3.31
　　　第３期　H15. 4.1  ～　H17.3.31

３　平成１５年度事業の概要
　○開催日………月２～３回（第２木・第４金
　　　　　　　　曜他）
　○開催時間……午後１時００分～３時３０分
　○開催場所……町役場
　○開催回数……２７回
　
　○審査・判定件数……７７０件
　○合議体数……２
　○委員数………９人(医師６、保健師１、
　　　　　　　　施設代表１、その他１）

４　平成１６年度事業費の内訳
　〇報酬　 2,886千円　認定審査会委員報酬
　　　　　　　　　　　審査会開催件数
 　　　　　　　　　　年２６回×２部会
　　　　　　医師・歯科医師　＠27,000円
　　　　　　その他委員　　  ＠19,000円
　〇旅費　　 127千円　審査会委員旅費
　〇需用費   847千円　消耗品費、燃料費、食料
　　　　　　　　　　　費
　〇役務費   233千円　郵便料
　〇委託料　 481千円　会議録浄書委託
　
　

・介護認定審査会委員の分野別構成や医師及び歯
　科医師の委員報酬単価に相違がある。

・認定審査会の開催場所、開催頻度等に相違があ
　る。

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

介護保険課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

【調整方針】
合併時に相模原市の制度に統合する。

１　目　　的
　　被保険者が要介護者又は要支援者に該当する
　かを審査・判定するため、介護認定審査会を開
　催する。

２　平成１６年度事業の内容
　○内　　容……介護認定審査会の運営に要する
　　　　　　　　経費
　○条例委員定数……１０人以内
　　　（１６年度……９人）
　○合議体数……２合議体
　　　　　　　　一合議体定数５人
　○委員の任期……２年
　　　第１期　H11.10.1　～　H13.3.31
　　　第２期　H13. 4.1　～　H15.3.31
　　　第３期　H15. 4.1  ～　H17.3.31

３　平成１５年度事業の概要
　○開催日………月２～３回（月曜日）
　
　○開催時間……午後１時３０分～３時３０分
　○開催場所……町役場
　○開催回数……２７回
　
　○審査・判定件数……３３９件
　○合議体数……２
　○委員数………９人(医師２、保健師２、
　　　　　　　　施設代表２、看護師１、
　　　　　　　　その他１）

４　平成１６年度事業費の内訳
　〇報酬　  1,498千円　認定審査会委員報酬
　　　　　　医師・歯科医師　＠27,000円
　　　　　　その他委員　　  ＠19,000円
　〇職員手当  327千円　臨時職員手当
　〇共催費 　 169千円　臨時職員保険料
　〇賃金　  1,392千円　非常勤職員賃金
　〇旅費　　   46千円　審査会委員旅費
　〇需用費     53千円　消耗品費、燃料費
　〇役務費   　98千円　郵便料
　〇委託料　   44千円　機器保守委託
　〇使用料及び賃借料
　             90千円　コピー使用料
※審査会を藤野町と共同設置のため事業費は１／
　２を計上しています。

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

21
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

13

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 介護保険課 高齢者福祉課 保険年金課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 168,456千円 3,055千円 5,449千円 3,687千円

根拠法令等

介護保険法、市条例 介護保険法、町条例･
･

介護保険法、町条例･ 介護保険法、町条例、相模湖町・藤野町介護認定･
審査会設置規約･

会計の種別 特別会計 特別会計 特別会計 特別会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円 0千円 0千円 0千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC

保健福祉部会

中分類項目

事務事業名

要介護認定事務

合併協議事項

介護保険事業の取扱い

大分類項目

【事務事業の内容】 1  目的
　　被保険者からの認定申請に基づき、認定調査
　及び主治医意見書をもとに要介護及び要支援の
　認定を行う。

２　平成１６年度の事業内容
　○内容…要介護認定事務に要する経費
　　　　　　①認定調査に係る経費
　　　　　　②主治医意見書に係る経費
　　　　　　③認定システムに係る経費
　○申請者数…１７，５００件（予定）

３　平成１５年度の事業概要
　○申請者数……１５,３１４件（新規３,８６１
　　　件、更新１０,７２５件、変更７２８件）
　○認定調査
　　　直営調査　５,７１０件（常勤２,１５３
　　　　　　　　　件、非常勤２,５５３件）
　　　委託調査　９,３６８件（在宅６,９６９
　　　　　　　　　件、施設２,３９９件）
　　　委託単価　在宅　＠5,250円
　　　　　　　　施設　＠3,150円
　
　○主治医意見書…１４,９４１件（在宅１０,
　　　　　　　　　６８０件、施設４,２６１
　　　　　　　　　件）
　○認定システム…認定支援システム保守委託
　　　　　　　　　認定支援システムバージョン
　　　　　　　　　アップ

４　平成１６年度事業費の内訳
　〇報酬　17,160千円　認定調査員報酬
　〇報償費    45千円　認定調査員研修講師謝礼
　〇旅費　　 438千円　費用弁償、普通諸費
　〇需用費 4,423千円　消耗品費、印刷壱製本費
　〇役務費85,703千円　電話料、郵便料、手数料
　〇委託料59,048千円　認定調査事務委託、認定
　　　　　　　　　　　システム保守委託、主治
　　　　　　　　　　　医意見書記入研修会委託
  〇使用料及び賃借料
　　　　　   749千円　認定調査時駐車料、認定
　　　　　　　　　　　支援システム機器リース
　　　　　　　　　　　料
　〇備品購入費
　　　　　　 890千円　レーザプリンタ

1  目的
　　被保険者からの認定申請に基づき、認定調査
　及び主治医意見書をもとに要介護及び要支援の
　認定を行う。

２　平成１６年度の事業内容
　○内容…要介護認定事務に要する経費
　　　　　　①認定調査に係る経費
　　　　　　②主治医意見書に係る経費
　
　○申請者数…６３０件（予定）

３　平成１５年度の事業概要
　○申請者数……５８６件（新規１２３件、更新
　
　　　　　　　　４４０件、変更２３件）
　○認定調査
　　　直営調査　４７２件（常勤４７２件、非常
　　　　　　　　　　　　　勤０件）

　　　委託調査　１２５件（在宅１２件、施設
　　　　　　　　　　　　　　１１３件）
　　　委託単価　在宅　＠4,200円
　　　　　　　　施設　＠3,150円
　
　○主治医意見書…５７３件（在宅３８１件、施
　　　　　　　　　　　　　　設１９２件）
　
４　平成１６年度事業費の内訳
　〇旅費　　   7千円　普通旅費
　〇需用費    61千円　消耗品費
　〇役務費 2,490千円　郵便料、手数料
　〇委託料   494千円　認定調査事務委託
　〇使用料及び賃借料
　　　　　     3千円　駐車場使用料

1  目的
　　被保険者からの認定申請に基づき、認定調査
　及び主治医意見書をもとに要介護及び要支援の
　認定を行う。

２　平成１６年度の事業内容
　○内容…要介護認定事務に要する経費
　　　　　　①認定調査に係る経費
　　　　　　②主治医意見書に係る経費
　
　○申請者数…１，１００件（予定）

３　平成１５年度の事業概要
　○申請者数……８２９件（新規２５１件、更新
　　　　　　　　５４５件、変更３３件）
　○認定調査
　　　直営調査　６５８件（常勤・非常勤の区別
　　　　　　　　は不明）
　　　委託調査　１２８件（在宅・施設の区別は
　　　　　　　　不明）
　　　委託単価　在宅　＠3,150円
　　　　　　　　施設　＠3,150円
　
　○主治医意見書…７８８件（在宅５４２件、施
　　　　　　　　　設２４６件）
　
４　平成１６年度事業費の内訳
　〇旅費　　   4千円　特別旅費（現任研修）
　〇需用費   122千円　消耗品費、燃料費
　〇役務費 4,678千円　電話料、郵便料、主治医
　　　　　　　　　　　意見書作成料、手数料
　〇委託料   642千円　認定調査事務委託
　〇使用料及び賃借料
　　　　　     3千円　認定調査時駐車料

・認定調査委託料の単価、認定調査員の選定方法
　等に相違がある

・認定情報を相模原市のシステムに取り込むた
　め、調整が必要になる。

・住民サービスの低下を招かない受付体制を検討
　する必要がある。

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

介護保険課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

【調整方針】
合併時に相模原市の制度に統合する。

1  目的
　　被保険者からの認定申請に基づき、認定調査
　及び主治医意見書をもとに要介護及び要支援の
　認定を行う。

２　平成１６年度の事業内容
　○内容…要介護認定事務に要する経費
　　　　　　①認定調査に係る経費
　　　　　　②主治医意見書に係る経費
　
　○申請者数… ３５０件（予定）

３　平成１５年度の事業概要
　○申請者数……３３９件（新規９３件、更新
　　　　　　　　２３１件、変更１５件）
　○認定調査
　　　直営調査　２４０件（常勤１９３件・非常
　　　　　　　　　　　　　勤４７件）
　　　委託調査　　８４件（在宅２件・施設８２
　　　　　　　　　　　　　件）
　　　委託単価　在宅　＠3,150円
　　　　　　　　施設　＠3,150円
　
　○主治医意見書…３４４件（在宅２１５件、施
　　　　　　　　　設１２９件）
　
４　平成１６年度事業費の内訳
　〇賃金 　1,698千円　認定調査員賃金
　〇旅費　　  11千円　普通旅費
　〇役務費 1,978千円　意見書作成料、郵便料
　
＊　審査会を藤野町と共同設置のため賃金以外の
事業費は１／２を計上しています。

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

21
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

14

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 介護保険課 高齢者福祉課 保険年金課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 15,869,083千円 686,422千円 854,000千円 347,142千円

根拠法令等

介護保険法、市介護保険条例 介護保険法、市介護保険条例･
･

介護保険法･
･

介護保険法、町介護保険条例･
･

会計の種別 特別会計 特別会計 特別会計 特別会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円 0千円 0千円 0千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC

保健福祉部会

中分類項目

事務事業名

介護(支援)サービス等給付事業

合併協議事項

介護保険事業の取扱い

大分類項目

【事務事業の内容】 〇介護保険で利用できるサービスは、国で定めた
　以下の１７種類のサービス。

１　自宅で受けるサービス
　(1)訪問介護（ホームヘルプサービス）
　(2)訪問入浴介護
　(3)訪問看護
　(4)訪問リハビリテーション
　(5)居宅療養管理指導
２　通所して受けるサービス
　(1)通所介護（デイサービス）
　(2)通所リハビリテーション（デイケア）
３　短期入所するサービス
　(1)短期入所生活介護
　(2)短期入所療養介護
４　入所先を自宅とみなすサービス
　(1)痴呆対応型共同生活介護
　　　　　　 （グループホーム）
　(2)特定施設入所者生活介護
５　その他自宅で受けられるサービス
　(1)福祉用具の貸与・購入費の支給
　(2)住宅改修費の支給
　(3)居宅介護支援（ケアプランの作成など）
６　施設サービス
　(1)介護老人福祉設（特別養護老人ホーム）
　(2)介護老人保健施設
　(3)介護療養型医療施設
７　平成１６年度事業費の内訳
　(1)居宅介護（支援）サービス等給付費
　　　　　６，９１３，３８０千円
　(2)施設介護サービス等給付費
　　　　　７，９８８，０８６千円
　(3)居宅介護（支援）福祉用具購入費
  　　　　　　　４３，４４８千円
　(4)居宅介護（支援）住宅改修費
　　　　　　　１２９，８３７千円
　(5)居宅介護（支援）サービス計画等給付費
　　　　　　　６６６，８５９千円
　(6)介護報酬審査支払手数料
　　　　　　　　２８，９７０千円
　(7)高額介護（居宅支援）サービス費
　　　　　　　　９６，５０３千円

〇平成15年度介護（支援）サービス等給付事業決
　算見込　　　　１４，０９７，９２０円

〇介護保険で利用できるサービスは、国で定めた
以下の１７種類のサービス。

１　自宅で受けるサービス
　(1)訪問介護（ホームヘルプサービス）
　(2)訪問入浴介護
　(3)訪問看護
　(4)訪問リハビリテーション
　(5)居宅療養管理指導
２　通所して受けるサービス
　(1)通所介護（デイサービス）
　(2)通所リハビリテーション（デイケア）
３　短期入所するサービス
　(1)短期入所生活介護
　(2)短期入所療養介護
４　入所先を自宅とみなすサービス
　(1)痴呆対応型共同生活介護
             （グループホーム）
　(2)特定施設入所者生活介護
５　その他自宅で受けられるサービス
　(1)福祉用具の貸与・購入費の支給
　(2)住宅改修費の支給
　(3)居宅介護支援（ケアプランの作成など）
６　施設サービス
　(1)介護老人福祉設（特別養護老人ホーム）
　(2)介護老人保健施設
　(3)介護療養型医療施設
７　平成１６年度事業費の内訳
　(1)居宅介護（支援）サービス等給付実績
　　　　　２３５，８４３千円
　(2)施設介護サービス等給付費
　　　　　４１１，６７６千円
　(3)居宅介護（支援）福祉用具購入費
　　　　　　　２，１５４千円
　(4)居宅介護（支援）住宅改修費
　　　　　　　５，３２５千円
　(5)居宅介護（支援）サービス計画等給付費
　　　　　　２６，１８５千円
　(6)介護報酬審査支払手数料
　　　　　　　１，０８３千円
　(7)高額介護（居宅支援）サービス費
　　　　　　　４，１５６千円

〇平成15年度介護（支援）サービス等給付事業決
　算見込　　　　　　　６３４，５５６円

〇介護保険で利用できるサービスは、国で定めた
以下の１７種類のサービス。

１　自宅で受けるサービス
　(1)訪問介護（ホームヘルプサービス）
　(2)訪問入浴介護
　(3)訪問看護
　(4)訪問リハビリテーション
　(5)居宅療養管理指導
　　※(4)訪問リハは実績なし
２　通所して受けるサービス
　(1)通所介護（デイサービス）
　(2)通所リハビリテーション（デイケア）
３　短期入所するサービス
　(1)短期入所生活介護
　(2)短期入所療養介護
４　入所先を自宅とみなすサービス
　(1)痴呆対応型共同生活介護
　　　       （グループホーム）
　(2)特定施設入所者生活介護
５　その他自宅で受けられるサービス
　(1)福祉用具の貸与・購入費の支給
　(2)住宅改修費の支給
　(3)居宅介護支援（ケアプランの作成など）
６　施設サービス
　(1)介護老人福祉設（特別養護老人ホーム）
　(2)介護老人保健施設
　(3)介護療養型医療施設
７　平成１６年度事業費の内訳
　(1)居宅介護（支援）サービス等給付
　　　　　　　２３２，６４０千円
　(2)施設介護サービス等給付費
　　　　　　　５６４，１１０千円
　(3)居宅介護（支援）福祉用具購入費
　　　　　　　　　４，８００千円
　(4)居宅介護（支援）住宅改修費
　　　　　　　　　９，９００千円
　(5)居宅介護（支援）サービス計画等給付費
　　　　　　　　３２，７５０千円
　(6)介護報酬審査支払手数料
　　　　　　　　　１，５００千円
　(7)高額介護（居宅支援）サービス費
　　　　　　　　　８，３００千円
〇平成15年度介護（支援）サービス等給付事業決
　算見込　　　　　　　７００，３５９円

高額介護サービス費等の窓口での支払方法につい
て課題がある。

■①現行のまま存続
□②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

介護保険課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

【調整方針】
現行のまま新市に引き継ぐ。

介護保険で利用できるサービスは、国で定めた
以下の１７種類のサービス。

１　自宅で受けるサービス
　(1)訪問介護（ホームヘルプサービス）
　(2)訪問入浴介護
　(3)訪問看護
　(4)訪問リハビリテーション
　(5)居宅療養管理指導
２　通所して受けるサービス
　(1)通所介護（デイサービス）
　(2)通所リハビリテーション（デイケア）
３　短期入所するサービス
　(1)短期入所生活介護
　(2)短期入所療養介護
４　入所先を自宅とみなすサービス
　(1)痴呆対応型共同生活介護
　　　       （グループホーム）
　(2)特定施設入所者生活介護
５　その他自宅で受けられるサービス
　(1)福祉用具の貸与・購入費の支給
　(2)住宅改修費の支給
　(3)居宅介護支援（ケアプランの作成など）
６　施設サービス
　(1)介護老人福祉設（特別養護老人ホーム）
　(2)介護老人保健施設
　(3)介護療養型医療施設
７　平成１６年度事業費の内訳
　(1)居宅介護（支援）サービス等給付費
　　　　　１１０，０００千円
　(2)施設介護サービス等給付費
　　　　　２２０，０００千円
　(3)居宅介護（支援）福祉用具購入費
　　　　　　　　　８５０千円
　(4)居宅介護（支援）住宅改修費
　　　　　　　２，３００千円
　(5)居宅介護（支援）サービス計画等給付費
　　　　　　１１，０００千円
　(6)介護報酬審査支払手数料
　　　　　　　　　４９２千円
　(7)高額介護（居宅支援）サービス費
　　　　　　　２，５００千円

〇平成15年度介護（支援）サービス等給付事業決
　算見込　　　　　　　３３７，２０１円

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会
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合併協議事項番号 専門部会名

21
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

26

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 介護保険課 高齢者福祉課 保険年金課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 15,833千円 614千円 851千円 351千円

根拠法令等

介護保険法 介護保険法･
･

介護保険法 介護保険法･
･

会計の種別 特別会計 特別会計 特別会計 特別会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円 0千円 0千円 0千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC

保健福祉部会

中分類項目

事務事業名

財政安定化基金拠出金

合併協議事項

介護保険事業の取扱い

大分類項目

【事務事業の内容】 １　事業内容
　
　(1)県が設置する財政安定化基金に対して、
　　国・県・市がそれぞれ３分の１づつ負担す
　　る。

　(2)標準給付費の０．１％を、第１号被保険者
　　保険料を財源として拠出する。

２　基金設置の目的

　(1)通常の努力をもってなお生じる保険料収納
　　状況の悪化により介護保険財政に不足が生じ
　　る場合、当該財政不足額の２分の１を交付す
　　る。

　(2)給付費の見込み誤り、収納率の悪化等を理
　　由として財政収支の不均衡が生じた場合、
　　介護保険財政に赤字が生じないよう必要な資
　　金を貸し付ける。

３　平成１５年度決算見込　15,833千円

４　平成１６年度拠出額　　15,833千円

１　事業内容
　
　(1)県が設置する財政安定化基金に対して、
　　国・県・町がそれぞれ３分の１づつ負担す
　　る。

　(2)標準給付費の０．１％を、第１号被保険者
　　保険料を財源として拠出する。

２　基金設置の目的

　(1)通常の努力をもってなお生じる保険料収納
　　状況の悪化により介護保険財政に不足が生じ
　　る場合、当該財政不足額の２分の１を交付す
　　る。

　(2)給付費の見込み誤り、収納率の悪化等を理
　　由として財政収支の不均衡が生じた場合、
　　介護保険財政に赤字が生じないよう必要な資
　　金を貸し付ける。

３　平成１５年度決算見込　　 614千円

４　平成１６年度拠出額　　   614千円

１　事業内容
　
　(1)県が設置する財政安定化基金に対して、
　　国・県・町がそれぞれ３分の１づつ負担す
　　る。

　(2)標準給付費の０．１％を、第１号被保険者
　　保険料を財源として拠出する。

２　基金設置の目的

　(1)通常の努力をもってなお生じる保険料収納
　　状況の悪化により介護保険財政に不足が生じ
　　る場合、当該財政不足額の２分の１を交付す
　　る。

　(2)給付費の見込み誤り、収納率の悪化等を理
　　由として財政収支の不均衡が生じた場合、
　　介護保険財政に赤字が生じないよう必要な資
　　金を貸し付ける。

３　平成１５年度決算見込　　 851千円

４　平成１６年度拠出額　　   851千円

課題なし

■①現行のまま存続
□②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

介護保険課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

【調整方針】
現行のまま新市に引き継ぐ。

１　事業内容
　
　(1)県が設置する財政安定化基金に対して、
　　国・県・町がそれぞれ３分の１づつ負担す
　　る。

　(2)標準給付費の０．１％を、第１号被保険者
　　保険料を財源として拠出する。

２　基金設置の目的

　(1)通常の努力をもってなお生じる保険料収納
　　状況の悪化により介護保険財政に不足が生じ
　　る場合、当該財政不足額の２分の１を交付す
　　る。

　(2)給付費の見込み誤り、収納率の悪化等を理
　　由として財政収支の不均衡が生じた場合、
　　介護保険財政に赤字が生じないよう必要な資
　　金を貸し付ける。

３　平成１５年度決算見込　　 351千円

４　平成１６年度拠出額　　   351千円

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

21
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

27

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 介護保険課 高齢者福祉課 保険年金課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 1,000千円 0千円 0千円

根拠法令等

市　介護保険給付費支払準備基金条例 町　介護保険給付費支払基金条例･
･

町　介護保険給付費支払基金条例･ 町　介護保険給付費支払基金条例･
･
･

会計の種別 特別会計 その他 特別会計 特別会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円 0千円 114千円 13千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC

保健福祉部会

中分類項目

事務事業名

介護保険給付費支払準備基金積立金

合併協議事項

介護保険事業の取扱い

大分類項目

【事務事業の内容】 １　事業内容

　(1)目　的
　　 　年度間の財政の調整に必要な資金を積み
　　 立て、財政の健全な運営に資する。

　(2)積立て
　　 　決算上、余剰金を生じたとき、余剰金の
　　 全部又は一部を翌年度に繰り越さないで基
     金に編入することができる。

　(3)処　分
　　 　保険料又は国庫支出金等の歳入に不足を
　　 生じたとき、又は介護保　険の給付財源等
　　 に不足を生じたとき処分をすることができ
     る。

２　基金残高

　　平成15年度末　　　735,751千円
　
３　平成１５年度決算見込　142千円

１　事業内容

　(1)目　的
　　 　年度間の財政の調整に必要な資金を積み
　　 立て、財政の健全な運営に資する。

　(2)積立て
　　　 決算上、余剰金を生じたとき、余剰金の
     全部又は一部を翌年度に繰り越さないで基
　　 金に編入することができる。

　(3)処　分
　　 　保険料又は国庫支出金等の歳入に不足を
　　 生じたとき、又は介護保険の給付財源等に
　　 不足を生じたとき処分をすることができ
     る。

２　基金残高

　　平成15年度末　　 21,337千円
　
３　平成１５年度決算見込　19千円

１　事業内容

　(1)目　的
　　 　年度間の財政の調整に必要な資金を積み
　　 立て、財政の健全な運営に資する。

　(2)積立て
　　 　決算上、余剰金を生じたとき、余剰金の
　　 全部又は一部を翌年度に繰り越さないで基
     金に編入することができる。

　(3)処　分
　　   保険料又は国庫支出金等の歳入に不足を
     生じたとき、又は介護保　険の給付財源に
     不足を生じたとき処分をすることができ
     る。

２　基金残高

　　平成15年度末　　　109,591千円
　
３　平成１５年度決算見込　111千円

市及び各町の基金残高に相違がある。

■①現行のまま存続
□②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

介護保険課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

【調整方針】
現行のまま新市に引き継ぐ。ただし、基金残高に
ついては、合併時に統合する。

１　事業内容

　(1)目　的
　　   年度間の財政の調整に必要な資金を積み
     立て、財政の健全な運営に資する。

　(2)積立て
　　   決算上、余剰金を生じたとき、余剰金の
     全部又は一部を翌年度に繰り越さないで基
     金に編入することができる。

　(3)処　分
　　   保険料又は国庫支出金等の歳入に不足を
     生じたとき、又は介護保　険の給付財源等
     に不足を生じたとき処分をすることができ
     る。

２　基金残高

　　平成15年度末　 　　51,342千円
　
３　平成１５年度決算見込　 13千円

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

21
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

28

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 介護保険課 高齢者福祉課 保険年金課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 0千円 0千円 0千円 0千円

根拠法令等

介護保険法 介護保険法 介護保険法 介護保険法

会計の種別 特別会計 特別会計 特別会計 特別会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円 0千円 0千円 0千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC

保健福祉部会

中分類項目

事務事業名

介護保険事業計画

合併協議事項

介護保険事業の取扱い

大分類項目

【事務事業の内容】 １　事業内容

　　介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を
　確保するため、厚生大臣が定めた基本方針に即
　し、３年ごとに５年を１期とする市の介護保険
　事業計画を定める。

２　事業策定期間

　　第１期　Ｈ１２年度～Ｈ１４年度
　　第２期　Ｈ１５年度～Ｈ１７年度
　　第３期　Ｈ１８年度～Ｈ２０年度

※第３期の策定はＨ１７年度に実施予定

１　事業内容

　　介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を
　確保するため、厚生大臣が定めた基本方針に即
　し、３年ごとに５年を１期とする町の介護保険
　事業計画を定める。

２　事業策定期間

　　第１期　Ｈ１２年度～Ｈ１４年度
　　第２期　Ｈ１５年度～Ｈ１７年度
　　第３期　Ｈ１８年度～Ｈ２０年度

※第３期の策定はＨ１７年度に実施予定

１　事業内容

　　介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を
　確保するため、厚生大臣が定めた基本方針に即
　し、３年ごとに５年を１期とする町の介護保険
　事業計画を定める。

　※　第２期計画は、町高齢者保健福祉計画・町
　　介護保険事業計画改定委員会を要綱により設
　　置し、審議。改定終了をもって失効のため、
　　現在当該組織はなし。

２　事業策定期間

　　第１期　Ｈ１２年度～Ｈ１４年度
　　第２期　Ｈ１５年度～Ｈ１７年度
　　第３期　Ｈ１８年度～Ｈ２０年度

　※　第３期の策定は、Ｈ１７年度に実施予定。

第３期事業計画（平成１８年～２０年）の策定方
法について検討する必要がある。

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

介護保険課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

【調整方針】
合併時に相模原市の制度に統合する。ただし、第
３期事業計画については、平成１７年度中に合
併後を想定した事業計画を策定する。

１　事業内容

　　介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を
　確保するため、厚生大臣が定めた基本方針に即
　し、３年ごとに５年を１期とする町の介護保険
　事業計画を定める。

　
２　事業策定期間

　　第１期　Ｈ１２年度～Ｈ１４年度
　　第２期　Ｈ１５年度～Ｈ１７年度
　　第３期　Ｈ１８年度～Ｈ２０年度

※第３期の策定はＨ１７年度に実施。

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

21
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

29

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 介護保険課 高齢者福祉課 保険年金課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 0千円 0千円 0千円 0千円

根拠法令等

介護保険法 介護保険法 介護保険法 介護保険法

会計の種別 特別会計 特別会計 特別会計 特別会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円 0千円 0千円 0千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC

保健福祉部会

中分類項目

事務事業名

被保険者資格の管理及び被保険者証の交付

合併協議事項

介護保険事業の取扱い

大分類項目

【事務事業の内容】 １　目　的
　　年齢到達（６５歳到達）、住民異動等の理由
　による得喪を管理し、取得者には被保険者証を
　交付、喪失者からは返還してもらう。

　〇６５歳到達者
　　到達月前月の２０日以降本人送付

　〇転入者・転居者
　　　１日～１０日→１１日以降本人送付
　　１１日～２０日→原則２１日以降本人送付
　　２１日～　末日→原則１日以降本人送付

　〇被保険者証の再交付
　　申請後１日～２日位で本人送付

※現在使用している被保険者証の有効期限
　平成１８年３月３１日

１　目　的
　　年齢到達（６５歳到達）、住民異動等の理由
　による得喪を管理し、取得者には被保険者証を
　交付、喪失者からは返還してもらう。

　〇６５歳到達者
　　到達月の上旬に本人送付

　〇転入者・転居者
　　転入者は届出日の翌日または翌々日に本人
　送付
　　転居者は届出時に被保険者証の修正または
　差替え

　〇被保険者証の再交付
　　申請後１日～２日位で本人送付

※現在使用している被保険者証の有効期限
　平成１８年３月３１日

１　目　的
　　年齢到達（６５歳到達）、住民異動等の理由
　による得喪を管理し、取得者には被保険者証を
　交付、喪失者からは返還してもらう。

　〇６５歳到達者
　　到達月の月末に本人送付

　〇転入者・転居者
　　異動票に基づき、随時本人へ送付

　〇被保険者証の再交付
　　申請後１日～２日位で本人送付

※現在使用している被保険者証の有効期限
　平成１８年３月３１日

合併前の被保険者交付に係る予算措置について検
討する必要がある。

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

介護保険課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

【調整方針】
合併時に相模原市の制度に統合する。

１　目　的
　　年齢到達（６５歳到達）、住民異動等の理由
　による得喪を管理し、取得者には被保険者証を
　交付、喪失者からは返還してもらう。

　〇６５歳到達者
　　到達月の月末に本人送付

　〇転入者・転居者
　　即時交付

　

　〇被保険者証の再交付
　　申請後、即時交付

※現在使用している被保険者証の有効期限
　平成１８年３月３１日

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

21
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

31

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 介護保険課 高齢者福祉課 保険年金課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 115千円

根拠法令等

町　介護保険訪問看護利用者負担金助成事業実施･
要綱

会計の種別 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC

保健福祉部会

中分類項目

事務事業名

訪問看護サービス利用者負担助成事業

合併協議事項

介護保険事業の取扱い

大分類項目

【事務事業の内容】 該当なし １　目　的
　　医療管理が必要な方にとって訪問看護サービ
　スは病状の悪化を防ぐとともに、利用意向があ
　りながら利用が少ないため、サービスの増進と
　低所得者対策を目的とするもの。

２　事業の内容
　　○対象者　訪問看護サービス利用者のうち町
　　　　　　　民税非課税世帯の方
　　○助成内容　利用者負担額の２分の１を町で
　　　　　　　　助成する

３　平成１５年度決算見込
　　○認定者数　２人　　２０千円

該当なし 課題なし。

□①現行のまま存続
□②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

介護保険課

調整済の可否

■　調整終了

■⑤廃止の方向で調整

【調整方針】
合併時に廃止する。

該当なし

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

21
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

32

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 介護保険課 高齢者福祉課 保険年金課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 200千円

根拠法令等

町　介護保険利用者負担額助成事業実施要綱

会計の種別 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等 補助金/交付金等

事務事業の別

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC

保健福祉部会

中分類項目

事務事業名

介護保険利用者負担額助成事業

合併協議事項

介護保険事業の取扱い

大分類項目

【事務事業の内容】 該当なし 該当なし １　事業内容
　　生活保護基準額の１２０％以下の者につい
　て、住宅改修、福祉用具購入を除く居宅サービ
　ス費を助成する。
　※　別途、貯金、資産保有に関する基準有り

２　利用者負担
　　１０％　→　３％

３　実績
　　平成１３年度施行以来、実績なし。

課題なし。

□①現行のまま存続
□②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

介護保険課

調整済の可否

■　調整終了

■⑤廃止の方向で調整

【調整方針】
合併時に廃止する。

該当なし

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

21
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

33

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 介護保険課 高齢者福祉課 保険年金課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 195千円

根拠法令等

町　介護保険訪問介護利用者負担助成要綱

会計の種別 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC

保健福祉部会

中分類項目

事務事業名

訪問介護利用者負担額助成事業

合併協議事項

介護保険事業の取扱い

大分類項目

【事務事業の内容】 該当なし 該当なし 該当なし 課題なし。

□①現行のまま存続
□②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

介護保険課

調整済の可否

■　調整終了

■⑤廃止の方向で調整

【調整方針】
合併時に廃止する。

１　目　的
    　介護保険において、訪問介護を利用する要
　　介護者等の利用者負担に対する助成を行うこ
　　とにより、要介護者等の経済的負担の軽減を
　　図る。

２　事業の内容
　○対象者
　 ・　要介護者等の属する世帯の生計中心者が
　　　 所得税非課税の者

　　　　　　　　利用者負担６％

３　平成１５年度認定者数
　（実　績）１５人
　
４　平成１５年度決算見込　　　１９５千円
　
５　その他
　　　本事業については、平成１６年度をもって
　　終了の予定である。

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会



 

 
協議第 21 号 保健衛生事業の取扱いについて 

      
 
 



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

8

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 地域保健課 保健推進課 健康福祉課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 143千円

根拠法令等

相模原市保健衛生功労者表彰要綱

会計の種別 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
なし

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

地域保健課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

保健所政令市事務により、合併時に相模原市の制
度に統合する。

津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし。

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 １．事業目的
　永年にわたり市の保健衛生事業に従事し、公衆
衛生の向上や学校保健の進展などに寄与した者・
団体及び施設に対し、その功労を顕彰することを
目的とする。
   <対象者＞
　医師、歯科医師、薬剤師、助産師、看護師、獣
　医師、理容師、美容師、学校医・歯科医、市民
　健康づくり運動普及員など地域医療，保健衛生
　事業、献血運動の推進に功労のあった個人、団
　体又は施設。
２．平成１５年度の事業の概要
　受賞者内訳（実績）
　　保健衛生事業の推進に功労のあった方
　　　　　　　１９名、５施設
　　相模原市非常勤職員等として功労のあった方
　　　　　　　　８名
　　献血運動の推進に功労のあった方
　　　　　　　　１事業所
　　　　　計　２７名　５施設　１事業所
３．事業費内訳（千円）
　　　報償費：　　６　委員謝礼
　　　需用費：１２７　消耗品費、印刷製本費
　　　使用料及び賃借料：１０　市民会館使用料
　　　　　　　　 　　　　　　盆栽賃借料
　
　

津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし。 津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし。

保健衛生功労者表彰事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

9

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 地域保健課 保健推進課 健康福祉課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 6,922千円 749千円 724千円 79千円

根拠法令等

相模原市市民健康づくり運動普及員設置運営要綱 健康しろやま普及員設置要綱 健康つくい普及員設置要綱･
健康つくい普及員連絡会規約

健康さがみこ推進員設置要綱

会計の種別 一般会計 一般会計 一般会計 特別会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円 0千円 0千円 79千円

関係団体・慣行 公共的団体 公共的団体

使用料・手数料・補助金等 補助金/交付金等 補助金/交付金等

事務事業の別

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
｢健康づくり事業｣
地域に根ざした健康づくりを推進するため、市町
がそれぞれ独自の団体がある。
事業費等の差異がある。
合併後は、市民健康づくり会議に一本化し効果的
な事業推進を図る。

｢普及員制度｣
制度の成り立ちに差異がある。
委嘱人数、方法、謝礼、養成体制及び団体等への
活動費等の差の調整。
（相模原市においては、現在、普及員制度の見直
しを図っている。）

□①現行のまま存続
□②合併時に統合
□③速やかに統合
■④段階的に統合

相模原市の課等の名称

地域保健課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

健康づくり事業については、5年以内に、相模原
市の制度に統合する。ただし、地域特性に配慮し
た新しい体制づくりを図る。

普及員制度については、合併時に相模原市の制度
に統合する。

＜健康さがみこ推進員活動事業＞
　Ｈ１５より新推進員養成（子育て支援）
【名称】
　健康さがみこ推進員
【団体の目的】
　住民が自ら健康を守り、推進するという地域に
根ざした健康づくり運動を展開するため、健康づ
くりの運動の推進としてさがみこ健康推進員を設
置する。
　町の子どもとその家族の心と身体の健康づく
り、子育て支援活動などを含む、健康づくりの活
動を担うものとする。
【活動内容等】
（１）健康づくり運動の普及、啓蒙
（２）健康づくりに関する情報の収集及び提供
（３）保健事業への参加及び協力

人数：９名
　平成１６年４月から２名加わり１１名の予定
・平成１５年度連絡会５回のべ３４人参加
・保健事業へ協力５５回のべ１３２人参加
【予算額】
活動謝礼　　　５５千円
育成講師謝礼　２４千円

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 ＜楽しむ健康づくり推進事業＞
【事業概要】
　保健医療計画『みんな元気「さがみはら健康プ
ラン21」』の推進を図る一環として、市民が身近
な場所で楽しく取り組める健康づくりを普及する
【事業内容】
　個人、家庭、地域社会が一体となって気軽に楽
しく健康づくりに取り組む「市民総ぐるみ健康づ
くり運動」を市民と行政のパートナーシップによ
り推進するため、市民のボランティア組織「さが
みはら市民健康づくり会議」へ事業委託し、地域
に根ざした健康づくりを市民の立場から効果的に
推進する。
【委託内容】
１．健康づくりに係る啓発活動
２．気軽にできる運動の推進
３．栄養・食生活改善の推進
４．健康づくり地域モデル事業の実施
【事業費】
　委託料　1,500千円

＜市民健康づくり運動普及員経費＞
補助団体
【名称】
　相模原市市民健康づくり運動普及員連絡会
【団体の目的】
　健康づくり運動を地域に根ざしたものとして推
進するための、地域のリーダーとなる。
【活動内容等】
　会議の開催、事業の実施、研修、普及啓発等
【自治体との関わり】
　市の委嘱団体・2年任期
【組織の状況】
　23公民館長の推薦により市が委嘱
【役員構成】
　会長1・副会長2・会計1・会員113名

補助金
【名称】
　市民健康づくり運動普及員連絡会補助金
【目的】
　健康づくり運動を地域に根ざしたものとするた
め、各種の事業を実施する。
【内容等】
事業活動補助費

＜地域健康づくり事業＞
【事業概要】
　町民の健康づくりの意識と知識の普及を図るた
め、地区で実施する。
【事業内容】
　健康ウォークや健康教室等手軽にできる健康づ
くりの普及・啓発事業推進する。
【事業費】
　委託料　360千円

＜健康しろやま普及員活動事業費＞
補助団体
【名称】
　健康しろやま普及員連絡会
【団体の目的】
　健康づくり運動を地域に根ざしたものとして推
進するための、地域のリーダーとなる。
【活動内容等】
　会議の開催、事業の実施、研修、普及啓発等
【自治体との関わり】
　町の委嘱団体・2年任期
【組織の状況】
　12地区の自治会長の推薦により町が委嘱
【役員構成】
　会長1・副会長1・書記1・会員48名

委託料
【名称】
　地域健康づくり事業委託料
【目的】
　健康づくり運動を地域に根ざしたものとするた
め、各種の事業を実施する。
【内容等】
　事業活動経費
【金額】360千円
【その他特記事項】
　事業費（千円）
　　報償費310(普及員謝礼240/講師謝礼70)
    賃金10
　　需用費40(消）
    役務費29

＜地区健康なまちづくり行動計画推進事業＞
【事業概要】
　町保健計画『つくい芽生芽木プラン21』の推進
を図ることを目的に町民主体の組織を設置､活動
を支援する。
【事業内容】
　①小学校区別健康なまちづくり行動計画の推進
　　に関すること
　②地区内の既存組織と連携･協調に関すること
　③その他保健計画の理念に基き会員間で合意が
　　得られた活動に関することを主体的に実施し
　　ていけるよう支援する。
【事業方法】
・町健康づくり推進協議会（平成16年度設置予
　定）
・地区健康づくり推進会議(7小学校区別9部会を
　設置し部会別の活動を夫々実施すると共に各部
　会代表からなる代表者会議･分科会等を実施）

【事務局】
　健康福祉課健康支援係
【事業費】
　H16予算：需要費　166千円
    （委員謝礼･補助金等は､現状予算は０）
  (H15実績：町一般会計…20千円
　　　　   国保補助金…186千円（謝礼30千円、
　　　　　　    需要費7千円　印刷費149千円）

＜健康つくい普及員事業＞
補助団体
【名称】
　健康つくい普及員連絡会
【団体の目的】
　コミュニティにおいて健康づくり運動を展開、
推進する。
【活動内容等】
　普及員自身が自らの役割を認識し、活動を主体
的に展開するために必要な情報を､知識･技術・体
験から得ることを目的に養成講座を実施。１コー
ス３日間
　平成１５年度実績：参加者数50名　延104名。
　その他に会議の開催、事業の実施、普及員だよ
　り発行等
【組織の状況】
　６２自治会（各自治会１～2名）

市民健康づくり運動推進事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

9

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

□①現行のまま存続
□②合併時に統合
□③速やかに統合
■④段階的に統合

相模原市の課等の名称

地域保健課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

市民健康づくり運動推進事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名

【事務事業の内容】 【金額】802千円
【その他特記事項】
　事業費（千円）
　　報償費4,550(普及員謝礼4,520/講師謝礼30)
　　需用費70(消）

推薦により町長が委嘱　2年任期(再任を妨げず）
【役員構成】
　（会員83名）
　　会長1・副会長1・会計1・書記２

補助金
【名称】
　健康つくい普及員連絡会補助金
【目的】
　健康づくり運動を地域に根ざしたものとするた
め、各種の事業を実施する。
【内容等】
　事業活動補助費
【金額】
　H16予算300千円
　その他特記事項：事業費（千円）
　　　H16予算　報償費80(普及員謝礼0b)
 　　　　　　　講師謝礼80)
　　 　　　　　需用費26(消26）



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

10

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 地域保健課 保健推進課 健康福祉課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 900千円 285千円

根拠法令等

健康増進法　･
老人保健法･

会計の種別 一般会計 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円 0千円

関係団体・慣行 公共的団体 公共的団体

使用料・手数料・補助金等 補助金/交付金等

事務事業の別

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
事業の実施団体が異なる。
事業に対しては、市町に根ざしたものであり、特
性を生かしそれぞれのエリア（市町）で開催がで
きるよう進める必要がある。

□①現行のまま存続
□②合併時に統合
■③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

地域保健課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

速やかに相模原市の制度に統合する。該当なし

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 補助団体
【名称】
　相模原市健康づくりのつどい実行委員会
【団体の目的】
　「自らの健康は自らつくる」という趣旨のも
と、健康づくりのつどいを開催する。
【活動内容等】
　健康づくりのつどいの開催
【自治体との関わり】
　事務局は地域保健課
【組織の状況】
　健康づくりのつどいの趣旨に賛同する団体をも
って組織
【役員構成】
　実行委員長１名、副実行委員長１名、監事２名

補助金
【名称】
　健康づくりのつどい補助金
【目的】
　市民の健康づくり運動についての意識の高揚を
図ることを目的として「健康づくりのつどい」を
開催するため,実行委員会へ助成する。
【内容等】
　市民健康づくり推進月間の事業として１０月下
旬に実施。健康づくりのきっかけになるよう健康
相談や健康チェックコーナーなどを行う。
【金額】900千円
【その他特記事項】
平成１６年度はＮＨＫ健康フェアと同時開催

該当なし ＜つくい健康フォーラム２１＞
【主催】
　津久井町(事務局：健康福祉課健康支援係）
【主管】
　つくい健康フォーラム２１実行委員会
【団体の目的】
　保健計画を推進していく為に、関係者だけでな
く一般町民・関係機関・行政等が合意形成を図
り、協働で取組む関係づくりを目的にフォーラム
を開催する。
【活動内容等】
　つくい健康フォーラム２１の開催
【組織の状況】
　平成15年度は各地区の健康づくり推進会議より
代表をもって組織。平成16年度は町健康づくり推
進協議会に属する団体より選出していく予定。
【役員構成】
　実行委員長１名、副実行委員長２名
【予算】
　平成15年度実績：241千円
　　町一般会計より：108千円
　　　（報償費4千円　講師費用弁償62千円
　　　　需要費42千円）
　　国保補助金より：133千円
　　　（報償費100千円　需要費33千円）
テーマによって老人保健健康教育事業補助金対象
経費

＜3万人健康ウォーク＞
【主催】
　3万人健康ウォーク実行委員会
【町との関係】
　事務局：健康福祉課健康支援係
　実行委員への指導･支援を必要に応じ実施。
　かながわ健康財団の協力を得ている。
【団体の目的】
　継続した健康ウォークイベント事業を通して、
身体の健康づくりにとどまらず、自然や人との繋
がりを深め、一人ひとりが自分らしくいきいきと
健やかに暮せる町づくりを推進する。また、実行
委員を組織し、町民レベルで横の繋がりを深める
ことを通し、協働で取組む体制づくりを構築す
る。
【活動内容等】
　3万人健康ウォークの開催

健康づくりのつどい開催事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名
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10

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

□①現行のまま存続
□②合併時に統合
■③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

地域保健課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

健康づくりのつどい開催事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名

【事務事業の内容】 【組織の状況】
　平成15年度、町ウォークリーダー研修修了者よ
り賛同者を募り企画検討委員を組織、検討を重ね
実行委員会を設立。平成16年度は会員の拡大を図
る予定。
【役員構成】
　実行委員長１名、副実行委員長２名、会計1名､
　書記1名

【予算】
　平成15年度実績：229千円
　　町一般会計より：72千円
　　　（報償費66千円　需要費6千円）
　　国保補助金より：157千円
　　　（報償費44千円　需要費113千円）
　　　老人保健健康教育事業補助金対象経費
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22
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11

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 地域保健課 保健推進課 健康福祉課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 4,214千円 40千円 120千円

根拠法令等

会計の種別 一般会計 一般会計 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円 0千円 0千円

関係団体・慣行 公共的団体 公共的団体

使用料・手数料・補助金等 補助金/交付金等 補助金/交付金等

事務事業の別

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
事業実施内容が、市町により違う。
医師会事業の調整を踏まえて、事業内容を検討す
る必要がある。

□①現行のまま存続
□②合併時に統合
□③速やかに統合
■④段階的に統合

相模原市の課等の名称

地域保健課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

5年以内に、相模原市の制度に統合する。ただ
し、関係機関との調整を踏まえて事業内容を検討
する。

【名称】
　相模湖町保健・医療・福祉連携システム推進会
議

【目的】
　Ｈ１４年度に検討した保健・医療・福祉連携シ
ステム検討報告書を受けて１５年度から実施。Ｈ
１６年度は、在宅要援護者のための連携のあり方
について医療機関相互の連携・公的サービス提供
のための連携・インフォーマルサービス提供のた
めの連携について深める。

【事業概要】
　在宅療養者に関わる医師・保健師・看護師・ケ
アマネ等を対象に、より質の高いサービスを提供
するために会議・研修を実施する。

会議・研修会・・・・３回

【予算額】　　　　　　　　　　　　120千円
【事業費内訳】
報償費
　訪問看護婦等連絡会儀謝礼
　　　　　　　　　5千円×4人×3回＝　60千円
　医師・歯科医師連絡会儀謝礼
　　　　　　　　10千円×2人×3回＝　　60千円

国保会計で実施

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 補助団体
【名称】
　相模原市医師会

補助金
【名称】
　相模原市在宅ケア対策事業補助金
【目的】
　在宅療養者に対する適切な医療体制の充実を図
るため､相模原市医師会が行う在宅ケアの充実
（在宅ケア連携室の運営）や病院､診療所等医療
機関相互の連携体制等の調査研究に対し補助を行
う。
【事業概要】
　在宅療養者に関わる訪問看護師等を対象に、よ
り質の高い在宅サービスの提供を図るため,連絡
会議や研修を実施するとともに、在宅療養者に対
する適切な医療体制の充実を図るため、市医師会
の在宅ケア事業に対し補助を行う。
【予算額】　　　　　　　　　　　　4,184千円
【事業費内訳】
報償費
　訪問看護婦等連絡会儀講師謝礼
　　　　　　　　　＠15千円×2時間＝　30千円
負担金､補助及び交付金
　　　　　　　　　　　　　　　　　4,184千円

該当なし 関係機関
【名称】
　津久井赤十字訪問看護ステーション・ＪＡ訪問
看護ステーションつくいとの連携会議
【補助金】　なし
【内容】
　健康の保持増進や疾病を予防し要介護状態にな
る事を予防するために、保健サービスと医療･福
祉及び介護保険等のサービスの調整を図り、在宅
療養者及びその家族に関する情報交換と訪問指導
計画･看護計画の立案と検討を行う事を目的に月
１回実施｡予算0円

在宅ケア連携事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名
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12

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 地域保健課 保健推進課 健康福祉課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 1,381千円 19千円 0千円 19千円

根拠法令等

安全な血液製剤の安定供給の確保に関する法律 安全な血液製剤の安定供給の確保に関する法律 安全な血液製剤の安定供給の確保に関する法律･
･

安全な血液製剤の安定供給の確保に関する法律･
･

会計の種別 一般会計 一般会計 一般会計 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円 0千円 0千円 0千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
なし

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

地域保健課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

合併時に相模原市の制度に統合する。【概要】
　医療に必要な血液を献血により確保するため、
献血思想の普及を図り、もって地域住民の健康と
福祉に寄与する。

【事業内容】
　各種団体（帝京大学薬学部等）の協力のもと献
血車を配車し、血液供給体制の確保を図る。

平成１６年度（計画）
実施会場　2　配車台数　2
平成１５年度（実績）
実施会場　3 配車台数 3
献血実績（人）　200ml：11、400ml：51、成
分：0

【事業費の内訳】
　消耗品費（献血協力者記念品19千円）
　

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【概要】
　医療に必要な血液を献血により確保するため、
献血思想の普及を図り、もって地域住民の健康と
福祉に寄与する。

【事業内容】
　企業・各種団体（ライオンズクラブ等）の協力
のもと献血車を配車し、血液供給体制の確保を図
る。
平成１６年度（計画）
実施会場105　配車台数85
平成１５年度（実績）
実施会場　113　配車台数94
献血実績（人）　200ml：469、400ml：4310、成
分：22

【事業費の内訳】
需用費　1,381千円
　消耗品費（献血協力者記念品1,045千円
　　　　　　広報用消耗品336千円）

【概要】
　医療に必要な血液を献血により確保するため、
血液の重要性と献血に対する住民の理解を深める
とともに、献血思想の普及啓発を図る。

【事業内容】
　企業等の協力のもと献血車を配車し、血液供給
体制の確保を図る。

平成１６年度（計画）
実施会場8　　配車台数4
平成１５年度（実績）
実施会場8　　配車台数4
献血実績（人）　　200ml：6、400ml：176、成
分：1

【事業費の内訳】
旅費2
　普通旅費
需用費
　消耗品（献血協力者記念品17千円）

【概要】
　医療に必要な血液を献血により確保するため、
献血思想の普及を図り、もって地域住民の健康と
福祉に寄与する。

【事業内容】
　企業等の協力のもと献血車を配車し、血液供給
体制の確保を図る。

平成１６年度（計画）
実施会場　9　配車台数　4
平成１５年度（実績）
実施会場　9 配車台数 4
献血実績（人）　200ml：8、400ml：133、成
分：0

【事業費の内訳】
　消耗品費（献血協力者記念品70千円）
　※事業費については、神奈川県日本赤十字支部
　　より支出。

献血推進事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名
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相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 地域保健課 保健推進課 健康福祉課 こども課

歳出予算額（平成16年度） 6,091千円 54千円 6千円 162千円

根拠法令等

地域保健法 地域保健法 老人保健法･
･

地域保健法･
･

会計の種別 一般会計 一般会計 一般会計 特別会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円 0千円 0千円 162千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
歯科巡回指導の対象、内容の統一が必要。
学校巡回指導については教育委員会との調整が必
要。
保育所や幼稚園に対する巡回指導については従来
の経緯を考慮し担当部署との調整を図る。

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

地域保健課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

合併時に相模原市の制度に統合する。【事業概要】
　歯科健康教育事業として実施。健康状態や生活
環境などを含めた歯科保健支援を必要とする幼児
（町立保育園・町立幼稚園）、学童（町立小学校
１、３、５年生）に対し、歯科保健指導の啓発の
ために巡回指導を実施する。
　また、津久井保健福祉事務所の協力を得て、障
害児（通園事業）に対し、歯科保健指導や予防処
置を実施する。
【事業内容】
○幼児歯科教室　４園　各園　年２回
○学校歯科教室　３校　各校　年１回
○通園事業歯科健診　　　　　年３回

【事業費内訳】単位千円
①報償費(157）
　・歯科衛生士
　　　@5,800×27人
②需用費（5）
　・医薬材料費
　　　 5,000円
＊国保会計
＊通園事業歯科健診については、保健福祉事務所
で予算計上

　

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【事業概要】
　健康状態や生活環境などを総合的に考慮した
歯科保健支援を必要とする乳幼児や在宅療養者等
に対し、歯科保健指導や予防処置を行うととも
に、歯科保健の啓発のために学校等巡回指導を実
施する。また、歯科衛生士の資質の向上を図るた
め研修を行う。
【事業内容】
　○　在宅療養者等訪問口腔衛生事業
　○　重度う蝕ハイリスク幼児予防対策事業
　○　在宅歯科衛生士研修会
　○　歯科巡回指導
　○　特別歯科相談
【事業費内訳】単位千円
①賃金（5,108）
　・サプライ室看護師
　　（＠8,890+400)×416名+
　　（年休付与分＠8,890×10名）
　・歯科衛生士（歯科巡回指導）
　　（＠5,715＋400）×155名
　・歯科健診補助職員（受付,誘導）
　　（＠2,050＋400）×84名
②報償費（108）
　・在宅歯科衛生士研修会講師謝礼
　　＠45,000×1回
　・歯科医師謝礼（乳幼児歯科健診）
　　＠31,300×2回
③需用費（600）
　・消耗品費
　　　歯科健診業務用消耗品（ペーパータオル、
　　　タオル等）
　　　オートクレープ（滅菌消毒機）用記録用紙
　・医薬材料費
　　　歯科健診業務用医薬品（手袋、歯鏡、ヒビ
　　　テン、フロアーゲル等）
④委託料（275）
　　オートクレープ保守委託

【事業概要】
　健康状態や生活環境などを総合的に考慮した
歯科保健支援を必要とする幼児（保育所・幼稚園
年長児）に対し、歯科保健指導の啓発のために巡
回指導を実施する。
【事業内容】
町立保育所・幼稚園巡回歯科保健指導
【事業費内訳】単位千円
①賃金（47）
　・歯科衛生士
　　（＠5,250＋300）×8回
②需用費（600）
　・医薬材料費
　　　歯科健診業務用医薬品（手袋、レッドコー
　　　ト等）

○重度う蝕ハイリスク幼児予防対策事業(歯科フ
　ォロー検診)については、町該当無し（一般市
　事務）。保健福祉事務所主体にて実施。平成15
　年度受診数は175人(対象数は309人)保健相談数
　は延べ31人。予防薬剤は本町母子歯科健診にお
　ける医薬材料費にて一括購入されたものを使
　用。

○歯科健康相談：年に1回、延べ12人。歯周疾患
　や口腔ケアについて個別歯科相談を行ってい
　る｡
　①賃金　5,300円
　老人保健健康相談事業経費対象

口腔衛生事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

14

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 地域保健課 保健推進課 健康福祉課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 3,034千円 78千円 258千円 84千円

根拠法令等

健康増進法 健康増進法･
･

健康増進法 健康増進法･
･

会計の種別 一般会計 一般会計 一般会計 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 150千円 0千円 120千円 0千円

関係団体・慣行 公共的団体 公共的団体 公共的団体

使用料・手数料・補助金等 補助金/交付金等

事務事業の別 特定財源 一般市事務

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
食生活改善推進員養成講座の開催状況の相違があ
るため、食生活改善推進員養成講座開催にあた
り、市町の状況を踏まえ実施する。

団体については、各団体と調整のうえ、統合化の
方向で進める。（委託事業・育成支援等について
は、一本化を図る。食生活改善推進団体の活動内
容・組織・助成金・育成支援・委託事業等が異な
る。）

特定給食施設等指導・栄養表示推進事業について
は、保健所政令市業務のため　課題無し
（特定給食施設等指導・栄養表示推進事業につい
ては、保健所政令市業務のため　相模原市の制度
に統一する。）

□①現行のまま存続
□②合併時に統合
■③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

地域保健課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

速やかに相模原市の制度に統合する。【事業概要】
　地域における食生活改善推進員の養成を目的と
して、必要な知識と実践のための技術を習得す
る。（津久井郡四町食生活改善推進員養成講座）
　また、食生活改善推進団体「津久志会」の協力
を得て生活習慣病予防の料理教室を実施する。

【事業内容】
　・食生活改善推進員養成講座　年15回
　・食生活改善栄養指導　　　　 　6回
　・町食生活改善推進団体助成金

【金額】258千円
【事業費内訳】
　　賃金（栄養士）　　　　　　　　 　12千円
　　需用費　　　　　　　　 　　　　　12千円
　　報償費　　　　　　　 　　　　　　20千円
　　負担金、補助及び交付金　　　     40千円

【特記事項】
　食生活改善推進員養成講座の事業費について
は、津久井郡四町で各町40千円ずつ負担する。

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【事業概要】
　栄養改善思想の普及・啓発を図るため、地域に
おける栄養改善の推進者として食生活推進員を養
成する（食生活改善推進員養成講座の開催）とと
もに､地域おいて市民向けに生活習慣病予防の調
理講習会を食生活改善推進団体「わかな会」に委
託し実施する。
　また特定給食施設等に対する巡回指導､特定給
食施設等従事者に講習会を実施する。
【事業内容】
　・食生活改善推進員養成講座　年15回実施
　・特定給食施設等講習会　年2回実施
　・特定給食施設等個別指導　年間実施
　・地域食生活改善推進事業　委託6件
　・栄養表示推進事業等
【予算額】3,034千円
【事業費内訳】
　賃金：非常勤賃金（栄養士）（254人分）
　　　　　　　　　       　　   1,872千円
　報償費　                         75千円
　需要費：消耗品費・印刷製本費・賄材料費
　　　　　　　　                　290千円
　委託料：　　　　　　　　　　　  767千円
　　　（内訳）
　　栄養表示普及啓発講習会実施委託　年24回
　　調理講習会実施委託（障害者対象）年 1回
　　調理講習会実施委託（高齢者世帯）年14回
　　食生活改善推進員現任研修実施委託年 4回
　　食生活改善推進員交流事業実施委託年 1回
  　生活習慣病予防調理講習会実施委託年24回
　負担金､補助及び交付金　　　　     30千円

特定財源
【名称】保健事業負担金（国・県）
【金額】150千円
【補助率】１／３・１／３

【事業概要】
　栄養改善思想の普及・啓発を図るため、地域に
おける栄養改善の推進者として食生活推進員を養
成する（食生活改善推進員養成講座の開催）と共
に､地域おいて町民向けに生活習慣病予防の栄養
改善教室の調理を食生活改善推進団体城山支部
に委託し実施する。
　
【事業内容】
　・食生活改善推進員養成講座　年15回実施
　・地域食生活改善推進事業　　年1回
　・栄養改善教室　　　　　　　年13回
【予算額】75
【事業費内訳】
　賃金　　　　　　　　　　　　　67千円
　　非常勤賃金（栄養士）(13人分）
　報償費　                      30千円
　需要費　　　　　　　　　　　 413千円
　　消耗品費・印刷製本費・賄材料費
　委託料：　　　　　　　　　　 230千円
　　食生活改善地区組織活動委託料
　負担金               　　　　 40千円
　　食生活改善推進員養成講座負担金

【特記事項】
　食生活改善推進員養成講座は、毎年津久井郡四
町の持ち回りで合同で講座を開催している。（１
６年度は津久井町が担当。）講座の事業費につい
ては各町40千円ずつの負担であり、担当町に対し
て支出している。

一般財源
【金額】78千円

【事業概要】
　地域における食生活改善推進員の養成を目的と
して、必要な知識と実践のための技術を習得す
る。（津久井郡四町食生活改善推進員養成講座）
　また、食生活改善を地域で推進するための活動
を助成する。

【事業内容】
　・食生活改善推進員養成講座　年15回
　・各種食生活改善推進事業
　・町食生活改善推進団体助成金

【金額】258千円
【事業費内訳】
　・食生活改善推進員養成講座
　　報償費　　　　　　　　　　　　　100千円
　　需用費：消耗品費・賄材料費　　　 61千円

　・食生活改善推進事業
　　賃金：非常勤栄養士賃金（6回分）　42千円
　　需用費：消耗品費　　　　　　　 　25千円
　　負担金、補助及び交付金　　　     30千円

【特記事項】
　食生活改善推進員養成講座の事業費について
は、津久井郡四町で各町40千円ずつ負担する。

栄養改善事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

15

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 地域保健課 保健推進課 健康福祉課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 7,278千円

根拠法令等

相模原市保健所及び保健センター条例･
相模原市保健所及び保健センター条例施行規則･
相模原市保健所一般健康相談事業実施要綱･

会計の種別 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 172千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別 中核市事務・特定財源・電算システム

電算システム名 保健所業務情報システム

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
なし

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

地域保健課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

合併時に相模原市の制度に統合する。該当なし

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【事業概要】
　血液検査・尿検査・胸部Ｘ線検査等を行い､検
査結果に基づき医師・保健師等による健康相談を
実施する。
【事業内容】
　・実施場所：ウエルネスさがみはら
　・実施回数：年24回（原則毎週水曜日・隔週で
　　　　　　　　　　　検査・相談を実施）
　・実施人数：年1,200人（1回あたり50人）
【事業費内訳】
報酬：非常勤特別職員報酬
　　　　　　　24回×@31,300円×1人＝752千円
旅費：費用弁償24回× @1,000円×1人＝ 24千円
需要費：　　　　　　　　　　　　　　392千円
　　　　（消耗品費・物品修繕料・医薬材料費）
委託料　　　　　　　　　　　　　　6,192千円
　　　：一般撮影装置保守点検委託
　　　　ＣＲ装置保守点検委託
　　　　放射線線量測定委託
　　　　一般健康相談血液検査業務委託
　　　　一般健康相談実施委託
負担金､補助及び交付金
　　　：線量計厚生研究会参加負担金　　8千円

特定財源
【名称】保健事業負担金（国・県）
【金額】172千円
【補助率】1/3・1/3

該当なし 該当なし

保健所一般健康相談事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

16

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 地域保健課 保健推進課 健康福祉課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 319千円

根拠法令等

医療法･
あん摩指圧師、はり師、きゅう師等に関する法律･
臨床検査技師、衛生検査技師等の関する法律･
柔道整復師法　等

会計の種別 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等 使用料/手数料等

事務事業の別 中核市事務

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
なし

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

地域保健課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

保健所政令市事務により、合併時に相模原市の制
度に統合する。

津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし。

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【事業概要】
　医療法等の規定に基づき病院,診療所等の許
可、規制指導を行い、地域医療の向上を図るも
の。

（対象施設）
　病院３０　医科診療所３４０
　歯科診療所３０１　助産所　１２
　衛生検査所　４
　施術所（あんま、はり、きゅう、柔道整復）
　５４８

【事業内容】
　病院、衛生検査所、介護老人保健施設等への立
入検査
　各法令に基づく許可事務、届出

【事業の実績】（平成１５年度）
　　立入検査
　病院３１　衛生検査所４　介護老人保健施設５
　有床診療所３
　　許可、届出等
　病院２２１　医科診療所２２０
　歯科診療所１０４　助産所２　衛生検査所４
　歯科技工所１４　あはき６４
　柔道整復３４
　
　衛生検査所の立入検査には、制度管理専門委員
４名が同行している。

【事業費の内訳】
　報酬　１８０千円　　報償費　１６千円
　旅費　３４千円　需用費　８９千円

津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし。 津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし。

病院・診療所等指導事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

17

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 地域保健課 保健推進課 健康福祉課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 2,179千円

根拠法令等

統計法、人口動態調査令、国民生活基礎調査規･
則、医療法、介護保険法、母体保護法、地域保健･
法他関係法令、地方自治法

会計の種別 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 2,179千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
なし

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

地域保健課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

保健所政令市事務により、合併時に相模原市の制
度に統合する。

津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし。

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【事業概要】
　保健衛生に関する基礎資料を得ることを目的と
して、厚生労働省からの委託により保健衛生統計
調査を実施する。
　・人口動態調査　　・病院報告　　・医療施設
　動態調査　　・地域保健,老人保健事業報告
　・不妊手術及び人工妊娠中絶年報作成　　・国
　民生活基礎調査　　・介護サービス施設、事業
　所調査
【事業の内容】
　・国民生活基礎調査（毎年）
　　国民生活基礎調査（５地区）、２１世紀成年
　　者縦断調査（１２地区）
　・介護サービス施設、事業所調査
　　介護老人保健施設（７施設）、介護療養型医
　　療施設（１２施設）、訪問看護ステーション
　　（１４施設）、居宅サービス事業所（１施
　　設）
　・受領行動調査（３年毎）
　　　　調査施設数１施設、調査員数３人
　・患者調査（３年毎）
　　　　調査施設数３５施設
　・三師調査（業務従事者届含む。隔年実施）
　・月例報告：医療施設動態調査、病院報告、人
　　　　　　　口動態調査
　・年度報告：衛生行政報告例
【事業費の内訳】（千円）
　　＜歳入＞
　　保健衛生統計調査委託費：２，１７９
　　＜歳出＞
　　報　酬：１，４０４　非常勤特別職員報酬
　　報償費：　　　６７　謝礼
　　旅　費：　　　４０
　　需用費：　　５８０　消耗品費
　　役務費：　　　８８　郵便料

　
　
　
　
　
　

津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし。 津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし。

保健衛生統計調査事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

18

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 地域保健課 保健推進課 健康福祉課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 849千円

根拠法令等

健康増進法

会計の種別 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 819千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別 中核市事務・特定財源

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
なし

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

地域保健課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

保健所政令市事務により、合併時に相模原市の制
度に統合する。

津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし。

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【事業説明】
　健康増進法の規定に基づき､国民の食品摂取量､
栄養素等摂取量の実態を把握するとともに､栄養
と健康の関係を明らかにし、広く健康増進対策等
に必要な基礎資料を得ることを目的とする調査を
実施する。調査は､無作為に抽出された全国で300
ヶ所の調査区を対象としてその調査区内の世帯及
び世帯員について実施する。
【事業内容】
　・調査対象予定　3調査区　150世帯
　・調査予定時期　平成16年10月～12月
【経費内訳】
・賃金：非常勤（栄養士・看護師）
　　　　　　　　　　　　　36人分　　266千円
・旅費　　　　　　　　　　    　　　  3千円
・需用費　　　　　　　　　　　　　　436千円
　　消耗品費
　　　国民栄養調査用消耗品
　　　　歩数計：120個､キッチンスケール：70個
　　　調査協力者記念品
　　医薬材料費
・委託料：血液検査業務委託（35人分）139千円
　
・使用料及び賃借料
　　　　　　     　　　　　　　　　　 5千円

特定財源
【名称】国民健康・栄養調査委託金（国）
【内容等】健康増進法に基づく、国民健康・栄養
調査に係る事務費
【金額】819千円
【補助率】10／10

津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし。 津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし。

国民健康・栄養調査等事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

19

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 地域保健課 保健推進課 健康福祉課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 20,135千円 0千円 1,418千円

根拠法令等

会計の種別 一般会計 一般会計 特別会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円 0千円 1,418千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
データの移行については、相模原市システムと津
久井保健福祉事務所及び各町のシステムの内容を
確認の上調整する。

□①現行のまま存続
□②合併時に統合
■③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

地域保健課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

速やかに相模原市の制度に統合する。健康管理システム（ヘルセンオール）を運用する
ためのコンピューターリース及び維持管理をおこ
なっている。（国保会計）
機器の構成：クライアント2台、プリンター1台

平成15年度実績
　使用料及び賃借料　1,248千円
平成16年度予算
　使用料及び賃借料　1,248千円

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 保健所業務情報システム
　　次の１５のサブシステムからなるシステムの
運用･維持（結核予防対策、精神保健福祉対策、
難病対策、機能訓練事業、保健指導相談日計、環
境衛生施設管理、環境衛生営業管理、クリニッ
ク、衛生検査、犬の登録管理、手数料管理、医事
管理、薬事管理、食品衛生管理、健康度評価）。
マイクロソフトアクセスで作成したシステム。シ
ステム保守委託を行っている。
　○機器の構成
　　サーバー５台、クライアント８０台、プリン
　　ター９台（機器はメンテナンスリース）
　○ＷＩＳＨ（厚生労働総合情報システム）
　　インターネットを利用した厚生労働省のシス
　　テムで公衆衛生予防や全国的な保健統計へ情
　　報提供を行う。
平成１６年度の事業の予算額には、今年度のみ保
守委託のなかに、機器更新に伴うシステム修正の
金額が含まれている

平成１５年度実績（単位：千円）
事業費計　　１２，８７７
需用費　　　　　　６０５
役務費　　　　　　　５９
委託料　　　　２，９８７
使用・賃借料　９，２２９

津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし。 予算計上し、情報システムの運用管理を行ってい
る事業の該当はなし

基本健康診査事業は、15年度より保健所と4町の
協力で、アクセスで作成した入力フォームにより
データ入力を行ている。
健康教育該当者の抽出や、健康課題の分析などに
使っている。
基本健康診査の問診票が健康度評価のA0票同様な
ので、必要により相談・教育の該当者として抽
出。

入力は保健係と健康支援係での手入力

保健所情報化推進事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

20

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 地域保健課 保健推進課 健康福祉課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 13,000千円

根拠法令等

地域保健法

会計の種別 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
なし

■①現行のまま存続
□②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

地域保健課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

現行のまま新市に引き継ぐ。該当なし

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 １　背景等
　　平成１0年2月に県と締結した覚書により、
　　平成16年度で無償借用期間が終了するために
　　整備するもの。なお、財政状況等から建設が
　　遅れており、1年間の借用期間の延長を求め
　　ており、内諾を得ている。
　　　整備に当たっては、環境検査センター、環
　　境情報センター及び犬の一時抑留施設との合
　　築とする。
２　施設の概要
（１）建物　富士見１丁目5320番地５に所在する
　　　　　　旧メディカルセンター（築30年）
（２）規模　鉄筋コンクリート造陸屋根4階建て
　　　　　　延べ面積　2,920㎡
（３）工事方法　改築（耐震改修を含む）
（４）利用形態　4つの複合施設として利用
３　スケジュール
　平成１６年度　耐震調査、設計委託
　平成１７年度　改修工事、備品等整備、移転
　平成１８年度　開所（４月）

該当なし 該当なし

保健所衛生検査施設整備事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

21

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 地域保健課 保健推進課 健康福祉課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 201,051千円 7,417千円

根拠法令等

会計の種別 一般会計 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円 0千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等 使用料/手数料等

事務事業の別 特定財源

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
なし

■①現行のまま存続
□②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

地域保健課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

現行のまま新市に引き継ぐ。該当なし

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 相模原市総合保健医療センター（ウェルネスさ
がみはら）の施設管理･維持補修を行うもの。
延べ床面積　２０，９７８．７４㎡（Ａ館８階建
Ｂ館５階建）メディカルセンターなどがあり、夜
間も開館している施設の性格等を考慮し、警備・
設備については、総合管理委託を採用している。
その他については、清掃業務委託、植栽管理委
託、一般廃棄物及び紙類等リサイクル処分委託、
機械警備委託、自家用電気工作物保守業務管理、
ペットボトルリサイクル処分委託、施設諸室の行
事案内・予約等のシステムである管理情報システ
ムの機器保守及びプログラム保守、機器リースを
行っている。

１５年度実績（単位：千円）
　維持管理費
　　事業計　１９３，１２２
　　需用費　　６３，１６４
　　役務費　　　　　３５８
　　委託料　１２７，３４１
　　使用・賃借　２，１５６
　　備品購入費　　　１００
　　負担金・補助　　　　５

　修繕費
　　事業計　　　１，１３７
　　需用費　　　１，１３７

該当なし 津久井町保健センターの施設管理･維持補修を
行うもの。
（２階建）
清掃業務、機械警備、自家用電気工作物保守業務
管理、空調機保守、エレベーター保守、自動ドア
保守等の委託中心

１６年度予算（単位：千円）
維持管理費
事業計　　　７，４１７

委託料　　　３，５７２
役務費　　　　　１９４
使用・賃借　　　　３０
備品購入費　　　　　０
修繕費　　　　　２１９
その他　　　３，４０２

総合保健医療センター維持管理補修事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

22

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 地域保健課 保健推進課 健康福祉課 町民課

歳出予算額（平成16年度） 1,219千円 30千円 16千円 10千円

根拠法令等

老人保健法･
国保健事業実施要領･
相模原市成人保健事業実施要綱

老人保健法 老人保健法･ 老人保健法･
･

会計の種別 一般会計 一般会計 一般会計 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 646千円 10千円 7千円 3千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別 特定財源 特定財源 特定財源 特定財源

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
配布方法・掲載内容の相違がある。

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

地域保健課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

合併時に相模原市の制度に統合する。【事業概要】
　老人保健法に基づき、健康診査の記録、その他
健康の保持のために必要な事項を記載し、自らの
健康管理を行うとともに、適切な医療の確保に資
するため作成し配布する。
【事業内容】
　・配布対象：40歳以上の町民（39歳以下の希望
　　　　　　　者にも配布）
　・配布窓口：町民課
　・配布方法：老人保健法医療受給者証交付時
　　　　　　　（75歳到達時）
　　　　　　　その他随時再交付
【予算額】10千円
【事業費内訳】
　需用費
　　消耗品費　　　　 10千円
　　　　健康手帳(ビニールカバー付）
　　　　　　　　　　　40冊　　　10千円

特定財源
【名称】保健事業負担金（国・県）
【金額】3千円
【補助率】1/3・1/3

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【事業概要】
　老人保健法に基づき､健康診査の記録､その後老
後における健康の保持のために必要な事項を記載
し、自らの健康管理と適切な医療の確保に資する
ため作成し配布する。
【事業内容】
　・配布対象：40歳以上の市民(39歳以下の希望
　　　　　　　者にも配布）
　・配布窓口：地域保健課
　　　　　　　中央保健センター
　　　　　　　保健福祉総合相談課
　　　　　　　地域医療課
　・配布時期：基本健康診査受診券一斉送付時
　　　　　　　(4月末：50・60歳の人）
　　　　　　　健康相談実施時
　　　　　　　老人保健法医療受給者証交付時
　　　　　　　(75歳到達時）
　　　　　　　その他再交付等については交付希
　　　　　　　望時に随時配布
【予算額】1,219千円
【事業費内訳】
　需用費
　　消耗品費　　　　　　　1,219千円
　　　　健康手帳(ビニールカバー付）
　　　　　　　　　　1,000冊　261千円
　　　　健康手帳(ビニールカバーなし）
　　　　　　　　　11,700冊　 958千円

特定財源
【名称】保健事業負担金（国・県）
【金額】　646千円
【補助率】1/3・1/3

【事業概要】
　老人保健法に基づき、健康診査の記録、その他
健康の保持のために必要な事項を記載し、自らの
健康管理を行うとともに、適切な医療の確保に資
するため作成し配布する。
【事業内容】
　・配布対象：40歳以上の町民（39歳以下の希望
　　　　　　　者にも配布）
　・配布窓口：保健推進課
　　　　　　　町民課
　・配布方法：健康相談実施時
　　　　　　　老人保健法医療受給者証交付時
　　　　　　　（75歳到達時）
　　　　　　　その他随時再交付
【予算額】30千円
【事業費内訳】
　需用費
　　消耗品費　　　　 30千円
　　　　健康手帳
　　　　　　　350冊　23千円
　　　　ビニールカバー（三つ折り）
　　　　　　　150枚　 3千円
　　　　ビニールカバー（二つ折り）
　　　　　　　200枚　 4千円

特定財源
【名称】保健事業負担金（国・県）
【金額】10千円
【補助率】1/3・1/3

【事業概要】
　老人保健法に基づき､健康診査の記録､その後老
後における健康の保持のために必要な事項を記載
し、自らの健康管理と適切な医療の確保に資する
ため配布する。
【事業内容】
　・配布対象：40歳以上の町民(39歳以下の希望
　　　　　　　者にも配布）
　・配布窓口：健康福祉課
　・配布時期：15年度までは40歳の誕生月に一斉
　　　　　　送付。16年度から中止
　　　　　　　健康相談・健康教育実施時
　　　　　　　老人保健法医療受給者証交付
　　　　　　(75歳到達）時
　　　　　　　その他再交付等については交付希
　　　　　　望時に随時配布
　15年度実績：医療受給資格者　59名
　　　　　　　　　　それ以外　399名

【予算額】　　　16千円
【事業費内訳】
　需用費
　　消耗品費　　　16千円
　　　　健康手帳(ビニールカバー付）
　　　　　　　　　　50冊　6千円
　　　　健康手帳(ビニールカバーなし）
　　　　　　　　　１00冊　 10千円

特定財源
【名称】保健事業負担金（国・県）
【金額】　　7千円
【補助率】1/3・1/3
　

健康手帳交付事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名
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23

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 地域保健課 保健推進課 健康福祉課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 13,815千円 138千円

根拠法令等

老人保健法

会計の種別 一般会計 特別会計

歳入予算額（平成16年度） 4,902千円 138千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別 特定財源

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
各市町の事業実施内容が異なるため地域に合う事
業の実施を考慮する必要がある。

○事業内容の相違
　・相模原市
　　・運動プログラム作成コース48回
　　・運動習慣定着コース240回
　　・運動体験教室48回（2日間×12回）
　　・高齢者健康増進教室48回（4日間×12回）
　・城山町
　　・健康運動室利用講習12回
　　・健康運動室トレーナー配置11回
　　・リフレッシュ体操教室10回
　・津久井町
　　・みどりと水のフィットネスクラブ1回15日
　　　コース
　　・津久井町健康づくり講座1回
　・相模湖町
　　・３Ｂ体操教室3回1コース 2コース実施
　　・体力測定3回

○施設の相違

○事業の位置付けの相違
　・津久井町　生涯学習課事業と抱き合わせで実
　　施

○会計の相違
　・相模湖町　国保会計で実施

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

地域保健課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

合併時に相模原市の制度に統合する。ただし、事
業内容については地域特性に配慮し調整する。

【事業概要】
　高齢期の寝たきり予防、中高年の健康づくりの
ための運動実践と事業効果判定のために体力測定
を行う。

【事業内容】
平成16年度事業予定
　3B体操教室　　3回1コース　2コース実施予定
　体力測定　　　年3回

平成15年度実績
　生命の貯蓄体操　　　10回　　228人参加
　体力測定　　　　　　 4回     40人

【事業費】
　平成16年度予算額
　　報償費　110千円
　　賃金　　 28千円

国保会計で実施

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【事業概要】
　高齢期の身体活動の維持、中高年の生活習慣病
に着目し、身体活動の実践等を中心とした健康増
進事業を健康教育の一環として実施するもの。ま
た虚弱高齢者の介護予防のために、鍛えたい筋肉
を効率よく安全に鍛えることができる機器を用い
た筋力トレーニングを実施する。
【事業内容】
対象者：基本健康診査､職域の健康診査等により､
　　　　生活習慣の改善に運動が必要とされた原
　　　　則40歳以上の人､及び健康度評価事業の
　　　　アセスメントの結果転倒等のリスクが高
　　　　く､筋力のトレーニングを必要とする人
　　　　など。

・運動プログラム作成コース：年間48回実施
　　　　　(有料・体力度測定手数料　1千円）
・運動習慣定着コース：年間24回実施
　　　　　(10日間コース）
・運動体験教室　　　：年間24回実施
　　　　　(2日間コース）
・高齢者健康増進教室：年間12回実施
　　　　　(4日間コース）
・高齢者筋力トレーニング事業：年間3回実施
　　　 　（24日間コース）
【事業費内訳】
需用費
　消耗品費　　健康増進マニュアル　12千円
　　　　　　　健康増進用消耗品　　23千円
　印刷製本費　リーフレット　　　 543千円
委託料
　施策事業委託料
　　　健康増進事業運営委託
　　　　　　　　　　　　　　　 9,900千円
　　　高齢者筋力向上トレーニング事業運営委託
　　　　　　　　　　　　　　　   569千円
使用料及び賃借料
　　　高齢者用筋力向上トレーニング機器使用料
　                               541千円
報償費　１,728千円
　　　医師謝礼（平日）@31,000円×24回、
　　　（夜間）@39,100円×１２回
　　　（休日）@42,300円×12回

【目的】
　心身の健康に関する個別の相談に応じ必要な指
導及び助言を行い、家庭における健康管理に役立
てる。

【内容】
　予定回数　39回、予定延人数　530人
　
【財政的な影響を把握するための基礎的数値】
　○重点健康相談
　　・病態別　　予定回数8回、延人数150人
　○介護家族健康相談
　　　　予定回数1回、延人数30人
　○総合健康相談
　　　　予定回数30回、延人数350人
　○事業費の内訳
　　・需用費　　　77千円
　　　　消耗品費　72千円円
　　　　物品修繕料　5千円
　
特定財源
　○国庫支出金　保健事業負担金
　○県支出金　　保健事業負担金
　

　いきいき体操教室開催事業
【目的】
　寝たきりや痴呆を予防する為、体操や健康相談
を実施し、老後の健康を保持する。

【事業内容】
　毎週水曜日と月２回の火曜日に年齢や身体の状
況によりクラス分けをして実施。参加者は自動血
圧計で血圧と脈を測定し、その後、保健師による
健康相談、運動トレーニング指導士によるリズム
体操、ゲームストレッチ体操を約１時間実施。

【対象】
　町内に住民登録されている６０歳以上の者。

生涯学習課事業に抱き合わせて実施。予算計上な
し。
健康福祉課の役割：保健師・管理栄養士が講師と
して健康教育を実施。

概要
【事業概要】
　運動、スポーツ活動をきっかけに生活習慣を見
直し、主体的で、積極的な健康づくりを推進する
ことで町民の生活習慣病や筋力低下による転倒が
原因となる寝たきりを予防する。
　生涯学習課部門と健康支援部門と協力体制を確
立し健康を保つ環境づくりをすすめ町民の健康づ
くり活動を推進する。

【事業内容】
対象者：原則20歳から65歳の町民希望者
　　　　基本健康診査等により､生活習慣の改善
　　　　に運動が効果的と思われる人

・みどりと水のフィットネスクラブ　年間1回
　15日コース
　（アクアビクス・マットコア・エアロ・ハイキ
　　ング・調理実習・健康講話）

対象者：20歳から79歳までの町民希望者
・津久井町健康づくり講座　年間1回　1日コース
　（体力測定・健康講話・サークル紹介）

健康増進事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名
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相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

地域保健課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

健康増進事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名

【事務事業の内容】 需要費　499千円
　　　消耗品費　409千円
　　　　健康増進機器類記録用紙
　　　物品修繕費　90千円
　　　　健康増進機器類修繕費

特定財源
【名称】保健事業費負担金（国・県）
【金額】4,902千円
【補助率】1/3・1/3
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合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

24

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 地域保健課 保健推進課 健康福祉課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 1,238,687千円 33,305千円 0千円 14,939千円

根拠法令等

老人保健法･
国保健事業実施要領･
相模原市基本健康診査実施要領

老人保健法･
保健事業実施要領（国）

老人保健法･
保健事業実施要領（国）

老人保健法･
保健事業実施要領（国）･
･

会計の種別 一般会計 一般会計 一般会計 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 302,316千円 33,305千円 45,721千円 6,020千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別 特定財源・電算システム 特定財源 特定財源 特定財源

電算システム名 成人健康管理システム 健康管理システム

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
委託単価
受益者負担金
実施期間
検査項目
受診券送付方法等

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

地域保健課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

合併時に相模原市の制度に統合する。ただし、関
係機関との調整を要する。
　

【事業概要】
　近年の疾病動向を踏まえ、保健対策上重要な課
題である心臓病、脳卒中等の循環器疾患及び肝疾
患の予防及び早期発見を図り、栄養や運動等の生
活指導や適切な治療に結び付けるため、郡医師会
加入の町内協力医療機関において実施する。
　また、厚生労働省の「Ｃ型肝炎緊急総合対策」
の動向を踏まえ、肝炎に起因する肝硬変や肝がん
への移行を未然に防ぐことを目的に、平成14年度
から5年間で肝炎を実施する。
【事業内容】
・対象者：40歳以上の職場等で健診を受ける機会
　　　　　の無い町民(肝炎検査は、40歳から70
　　　　　歳までの5歳刻みの節目年齢該当者及
　　　　　び肝機能異常等の指摘を受けた節目年
　　　　　齢該当外の者。）
・想定対象者：2,800人
・受診予定者：1,000人（受診率35.7％）
【予算額】　14,939千円
【事業費内訳】
　需用費　:　　　　　　　　 　　67千円
　　消耗品費　　　　　　　 　　  8千円
　　印刷製本費　　    　　   　 59千円
　　委託料 :　　　　　　　　14,872千円
　　施策事業委託料
　　基本健康診査委託  　　　14,872千円

特定財源
【名称】保健事業負担金(国・県）
【内容等】
【金額】6,020千円
【補助率】1/3・1/3

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【事業概要】
　近年の疾病動向を踏まえ、保健対策上重要な課
題である心臓病、脳卒中等の循環器疾患及び肝疾
患の予防及び早期発見を図り、栄養や運動等の生
活指導や適切な治療に結び付けるため、市医師会
加入の協力医療機関において実施する。
　また、厚生労働省の「Ｃ型肝炎緊急総合対策」
の動向を踏まえ、肝炎に起因する肝硬変や肝がん
への移行を未然に防ぐことを目的に、平成14年度
から5年間で肝炎検査を実施する。
【事業内容】
・対象者：40歳以上の職場等で健診を受ける機会
　　　　　の無い市民(肝炎検査は、40歳から70
　　　　　歳までの5歳刻みの節目年齢該当者及
　　　　　び肝機能異常等の指摘を受けたことの
　　　　　ある節目年齢外対象者。）
・通知等：（１）過去3年間に受診歴のある人
　　　　　　　・・・（4月末に受診券を送付）
　　　　　（２）受診歴のない40歳から70歳まで
　　　　　　　　の5歳刻みの節目年齢該当者
　　　　　　　・・・（4月、8月に受診勧奨はが
　　　　　　　　　　　きを送付）
・想定対象者：103,662人
・受診予定者： 53,060人（受診率51.2％）
【予算額】　1,238,687千円
【事業費内訳】
　需用費　:　　　　　　　　 　2,458千円
　　消耗品費　　　　　　　       60千円
　　印刷製本費　　            2,398千円
　委託料 :　　　　　　　　1,236,229千円
　　事務作業等委託料
　　　基本健診受診券封入封かん作業委託
　                             2,058千円
　　　基本健診等受診勧奨通知封かん作業委託
                                 997千円
　　施策事業委託料
　　　基本健康診査委託   　1,195,674千円
      確定診断検査委託     　 37,500千円

特定財源
【名称】保健事業負担金(国・県）
【内容等】
【金額】302,316千円
【補助率】1/3・1/3

【事業概要】
　生活習慣病等の疾患の早期発見を図り、必要な
者に対し栄養や運動等に関する保健指導、健康管
理に結び付けるため、郡医師会に加入する町内医
療機関の協力の下、各医療機関において実施す
る。
　また、厚生労働省の「Ｃ型肝炎緊急総合対策」
の動向を踏まえ、肝炎に起因する肝硬変や肝がん
への移行を未然に防ぐことを目的に、平成14年度
から5年間で肝炎検査を実施する。
【事業内容】
・対象者：40歳以上の職場等で健診を受ける機会
　　　　　の無い町民(肝炎検査は、40歳から70
　　　　　歳までの5歳刻みの節目年齢該当者及
　　　　　び肝機能異常等の指摘を受けた節目年
　　　　　齢該当外の者。）
・通知等：町内に住所を有する４０歳以上の者全
　　　　　員に対し５月下旬に受診券を送付。

・受診券送付数：12,415人
・受診予定者：   2,483人（受診率20.0％）
【予算額】　    33,305千円
【事業費内訳】
　需用費 :
　　印刷製本費　　              115千円
　委託料 :
　　基本健康診査業務委託料　 33,190千円
　　（基本健康診査分　　　　 27,030千円）
    （肝炎検査分　　　　　　  6,160千円）

特定財源
【名称】　　保健事業費負担金（国・県）
【内容等】
【金額】　　33,305千円
【補助率】　1/3・1/3

【事業概要】
　生活習慣病等の疾患の早期発見を図り、必要な
者に対し栄養や運動等に関する保健指導、健康管
理に結び付けるため、郡医師会に加入する町内医
療機関の協力の下、各医療機関において実施す
る。
　また、厚生労働省の「Ｃ型肝炎緊急総合対策」
の動向を踏まえ、肝炎に起因する肝硬変や肝がん
への移行を未然に防ぐことを目的に、平成14年度
から5年間で肝炎検査を実施する。併せてB型肝炎
検査も実施する。
【事業内容】
・対象者：40歳以上の職場等で健診を受ける機会
　　　　　の無い町民(肝炎検査は、40歳から70
　　　　　歳までの5歳刻みの節目年齢該当者及
　　　　　び肝機能異常等の指摘を受けた節目年
　　　　　齢該当外の者。）
・通知等：町内に住所を有する４０歳以上の者全
　　　　　員に対し８月下旬に受診券を送付。

・受診券送付数：16,790人
・受診予定者：   3,000人（受診率17.9％）
【予算額】　    45,721千円
【事業費内訳】
　需用費 :                     182千円
　 消耗品費　                   10千円
   印刷製本費　　              172千円
　委託料 :
　　基本健康診査業務委託料　 44,685千円
　　（基本健康診査分　　　　 42,962千円）
    （肝炎検査分　　　　　　  1,723千円）

特定財源
【名称】　　保健事業費負担金（国・県）
【内容等】
【金額】　　45,721千円
【補助率】　1/3・1/3

基本健康診査事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名
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大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

25

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 地域保健課 保健推進課 健康福祉課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 403,971千円 7,232千円 6,522千円 5,344千円

根拠法令等

相模原市施設検診実施要綱･
相模原市集団検診実施要綱

津久井町施設検診実施要領

会計の種別 一般会計 一般会計 一般会計 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円 0千円 0千円 0千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別 電算システム 電算システム

電算システム名 成人健康管理システム 健康管理システム

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
検査項目の整理
（３町の施設検診の項目の差異）
委託単価・一部負担金の整理
検診データの管理方法
検診の実施方法
(住民の申込方法・受診券の配布等）

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

地域保健課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

合併時に相模原市の制度に統合する。ただし、関
係機関との調整を要する。

＜がん施設検診事業＞
【事業概要】
　がんの早期発見、早期治療を図るため、がん検
診事業を津久井郡医師会に委託し、郡内協力医療
機関において実施する。
【事業内容】
検診項目：子宮がん・乳がん
対象者　：子宮がん   25歳以上の女性
　　　 　 乳がん 　　30歳以上の女性
【予算額】　94千円
【事業費内訳】
委託料:                   　　 94千円
　施策事業委託料
　　子宮がん施設検診委託       73千円
　　乳がん施設検診委託　       21千円
＜がん集団検診事業＞
【事業概要】
　がんの早期発見、早期治療を図るため、がん検
診事業を検診機関に委託し、町内公共施設におい
て検診車等により実施する。
【事業内容】
健診項目：胃がん・子宮がん・乳がん・肺がん・
　　　　　大腸がん
対象者　：40歳以上の町民（乳がんについては
　　　　　30歳以上の女性、子宮がんについては
　　　　　25歳以上の女性）
【予算額】　5,237千円
【事業費内訳】
賃金　：看護師賃金(１人分) 　　 　 29千円
需要費：印刷代　　　　　　　　 　 214千円
役務費：郵送料　　　　　　　　　  316千円
委託料：集団検診委託料　　    　4,678千円
＜がん検診精密検査等経費＞
【事業概要】
がん(施設・集団）検診の受診結果が、「精密検
査を要する」となった者について、精密検査を受
診した医療機関からの報告書の提出を受け、精密
検査の受診結果の正確な把握と、それに基づく適
切な事後指導を実施する。
【事業内容】
・精密検査予定者数　　　　60人
【予算額】 13千円
【事業費内訳】
報償費
　がん検診精検結果連絡手数料　60件  　13千円

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 ＜がん施設検診事業＞
【事業概要】
　がんの早期発見、早期治療を図るため、がん検
診事業を相模原市医師会に委託し、市の協力医療
機関及びメディカルセンターにおいて実施する。
【事業内容】
検診項目：胃がん・子宮がん・乳がん・肺がん・
　　　　　大腸がん
対象者　：40歳以上の市民（子宮がん、乳がんに
　　　　　ついては30歳以上の女性）
【予算額】　308,335千円
【事業費内訳】
需用費 :                          2,890千円
　消耗品費　　喀痰細胞診容器　　　　567千円
　印刷製本費　検診用帳票・実施結果票等
　　　　　　　　　　　　　        2,323千円
委託料:                         305,445千円
　施策事業委託料
　　胃がん施設検診委託      　   80,646千円
　　子宮がん施設検診委託        100,213千円
　　乳がん施設検診委託　　       41,201千円
　　肺がん施設検診委託　         47,769千円
　　大腸がん施設検診委託         35,616千円

＜がん集団検診事業＞
【事業概要】
　がんの早期発見、早期治療を図るため、がん検
診事業を検診機関に委託し、市内公共施設・小学
校などにおいて検診車等により実施する。
【事業内容】
健診項目：胃がん・子宮がん・乳がん・肺がん・
　　　　　大腸がん
対象者　：40歳以上の市民（子宮がん、乳がんに
　　　　　ついては30歳以上の女性）
【予算額】　76,496千円
【事業費内訳】
賃金　：非常勤賃金(２０７人分)　　  805千円
報償費：委員謝礼(9人分）　　　　　  114千円
需要費：消耗品等　　　　　　　　　  547千円
役務費：手数料・保険料等　　　　　   40千円
委託料：集団検診委託料　　　     74,914千円
使用料及び賃借料                     50千円
公課費　　　　　　                   26千円

＜がん検診事業（施設、集団検診及び精密検査
　　　　　　　　受診連絡事務）＞
【事業概要】
　がんの早期発見、早期治療に結び付けるため、
胃がん、大腸がん、子宮がん、乳がん、肺がん、
喀痰細胞診検診を実施する。また、「精密検査を
要する」と結果が出た者については、精密検査を
受診した医療機関から報告書の提出を受ける事に
より検査結果の把握を行うとともに町保健師によ
る適切な事後指導を実施する。
【事業内容】
・施設検診
　　郡医師会に加入する町内の医療機関のうち検
　診実施が可能な医療機関。
検診項目：子宮がん・乳がん
対象者　：子宮がん・・・・25歳以上の町民
　　　　　乳がん・・・・・30歳以上の町民
・集団検診
　　検診事業を検診機関に委託し、町保健福祉セ
　ンターにおいて検診車等を用いて実施。
　（平成１６年度は年５回実施。）
検診項目：胃がん・大腸がん・子宮がん・乳がん
　　　　　肺がん・喀痰細胞診
対象者　：胃がん・・・・・40歳以上の町民
　　　　　大腸がん・・・・40歳以上の町民
　　　　　肺がん・・・・・40歳以上の町民
　　　　　喀痰細胞診・・・40歳以上の町民
　　　　　子宮がん・・・・25歳以上の町民
　　　　　乳がん・・・・・30歳以上の町民
・精密検査連絡事務手数料
　　「精密検査を要する」と結果が出た者の、精
　密検査の結果を報告してもらう事に対する事務
　手数料を負担する。
項目：全てのがん検診項目
対象：精密検査対象者のうち精密検査を受けた
　　　者。
【予算額】　　7,232千円
【事業費内訳】
需用費：　　　　　　　　　　　　　103千円
　印刷製本費
　　検診票印刷等
役務費：　　　　　　　　　　　　　 24千円
　手数料
　　精密検査連絡手数料

＜がん施設検診事業＞
【事業概要】
　がんの早期発見、早期治療を図るため、がん検
診事業を津久井郡医師会に委託し、町内及び郡内
の協力医療機関において実施する。
【事業内容】
検診項目：子宮がん・乳がん
対象者　：30歳以上の女性（子宮がんについて
　　　　　は25歳以上）
【予算額】　1,086千円
【事業費内訳】
需用費 :消耗品等　　　　　　　　　 　51千円
委託料：子宮がん施設検診委託　　　　863千円
        乳がん施設検診委託　　　　　172千円
　
＜がん集団検診事業＞
【事業概要】
　がんの早期発見、早期治療を図るため、がん検
診事業を検診機関に委託し、町内公共施設などに
おいて検診車等により実施する。
【事業内容】
健診項目：胃がん・子宮がん・乳がん・肺がん・
　　　　　大腸がん
対象者　：40歳以上の町民（子宮がんについては
　　　　　25歳以上、乳がんについては30歳以上
　　　　　の女性）
【予算額】　5,404千円
【事業費内訳】
需要費：消耗品等　　　　　　　　　  142千円
委託料：集団検診委託料　　　      5,262千円

＜がん検診精密検査等経費＞
【事業概要】
がん(施設・集団）検診の受診結果が、「精密検
査を要する」となった者について、精密検査を受
診した医療機関からの報告書の提出を受け、精密
検査の受診結果の正確な把握と、それに基づく適
切な事後指導を実施する。
【事業内容】
・精密検査予定者数　　　施設検診　 30人
　　　　　　　　　　　　集団検診　118人
【予算額】   32千円
【事業費内訳】
役務費
　手数料　　　　　　　　　　        32千円

がん検診事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名
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合併協議事項番号 専門部会名
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大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

25

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

地域保健課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

がん検診事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名

【事務事業の内容】 ＜がん検診精密検査等経費＞
【事業概要】
がん(施設・集団）検診の受診結果が、「精密検
査を要する」となった者について、精密検査を受
診した医療機関からの報告書の提出を受け、精密
検査の受診結果の正確な把握と、それに基づく適
切な事後指導を実施する。
【事業内容】
・精密検査予定者数　　　施設検診　6,710人
　　　　　　　　　　　　集団検診　1,770人
【予算額】 19,140千円
【事業費内訳】
報消費
　がん精密検査個人票・連絡票作成謝礼
　　　　　　　　8,480件　　　  　18,699千円
需要費
　消耗品費等　　　　　　　　　　    441千円
　

委託料：　　　　　　　　　　　　7,105千円
　胃がん（集団）検診委託料　　　　1,984千円
　大腸がん（集団）検診委託料　　　　575千円
　肺がん（集団）検診委託料　　　　　531千円
　（喀痰細胞診を含む。）
　子宮がん（集団）検診委託　　　　1,039千円
　子宮がん（施設）検診委託　　　　1,777千円
　乳がん（集団）検診委託　　　　　　974千円
　乳がん（施設）検診委託　　　　　　225千円
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大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

27

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 地域保健課 保健推進課 健康福祉課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 7,055千円 296千円 40千円 40千円

根拠法令等

相模原市成人歯科健康診査実施要領

会計の種別 一般会計 一般会計 一般会計 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 254千円 0千円 0千円 0千円

関係団体・慣行 公共的団体 公共的団体 公共的団体

使用料・手数料・補助金等 補助金/交付金等 補助金/交付金等 補助金/交付金等

事務事業の別 特定財源・電算システム

電算システム名 成人保健管理システム

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
なし

□①現行のまま存続
□②合併時に統合
■③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

地域保健課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

速やかに相模原市の制度に統合する。ただし、関係
機関との調整を要する。

補助団体
【名称】津久井郡歯科医師会

助成金
【名称】
　要介護者歯科診療助成金
【内容】
　要介護高齢者の介護予防を目的に口膣ケ
　アを行う在宅訪問歯科指導など歯科医師会の実
　施する事業に助成を行う。
【予算額】                      40千円

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 補助団体
【名称】相模原歯科医師会

補助金
【名称】
①高齢者よい歯のコンクール事業補助金
②高齢者等歯科保健医療事業補助金
【金額】
①高齢者よい歯のコンクール事業補助金
　　　　　　　　　　　　           600千円
②高齢者等歯科保健医療事業補助金
　　　　　　                     1,556千円
概要
【事業概要】
国において提唱・推進されている「8020運動」の
本市における具体化を図るため､日頃から歯科健
診などを受ける機会に恵まれない成人を対象に健
診を実施し歯科保健対策を推進するとともに､歯
科医師会が実施する歯科保健啓発活動の充実を図
るため補助を行う。
【事業内容】
・成人歯科健康診査の実施
　対象者：40歳～50歳の市民
　実施機関：相模原歯科医師会加入の協力医療機
　　　　　　関
・「高齢者よい歯のコンクール」開催への助成
　相模原歯科医師会が実施する「高齢者よい歯の
　コンクール」の開催に対し､座間市とともに人
　口比率に応じた助成を行う。
・高齢者等歯科保健医療事業に対する助成
　要介護高齢者を寝たきりにさせないために､介
　護予防に視点を置いた口腔ケアや市民に広く歯
　周疾患の予防などを理解してもらうための教育
　活動など歯科医師会の実施する事業に助成を行
　う。
【予算額】                         7,055千円
【事業費内訳】
需要費
　印刷製本費　成人歯科健診帳票等　　 153千円
委託料
　成人歯科健診委託　　800件　　　  4,746千円
負担金､補助及び交付金              2,156千円

補助団体
【名称】
　津久井郡歯科医師会

助成金
【名称】
　要介護者歯科診療助成金
【内容】
　要介護高齢者の介護予防を目的に口膣ケアを行
　う在宅訪問歯科指導など歯科医師会の実施する
　事業に助成を行う。
【予算額】                      40千円
※以前、県の補助事業であった「在宅寝たきり老
　人歯科診療」について、県では事業を終了して
　いるが郡歯科医師会では事業の継続をしたい旨
　の要望があり、現在でも町の単独事業として継
　続している。）

事業名：歯磨きサロン

概要
【事業概要】
保健福祉センターで行われる集団がん検診の際に
がん検診受診者及び一般成人を対象にした歯周疾
患指導等を実施。
【予算額】　　　　　　　　　　　　 256千円
【事業費内訳】
　賃金　　　　　　　　　　　　　　 146千円
　　非常勤職員賃金（歯科衛生士）
　報償費　　　　　　　　　　　　　 100千円
　　講師謝礼
　需用費　　　　　　　　　　　　　　10千円
　　消耗品費（資料代）
※当初は東京歯科大学の先生からモデル事業とし
　て事業実施を依頼され事業が始まった。現在で
　はモデル事業自体は終了しているが事業終了せ
　ずに継続して行っている。

補助団体
【名称】津久井郡歯科医師会

助成金
【名称】
　要介護者歯科診療助成金
【内容】
　要介護高齢者の介護予防を目的に口膣ケアを行
　う在宅訪問歯科指導など歯科医師会の実施する
　事業に助成を行う。
【予算額】     40千円

成人歯科保健対策推進事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名
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合併協議事項番号 専門部会名
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大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

27

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

□①現行のまま存続
□②合併時に統合
■③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

地域保健課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

成人歯科保健対策推進事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名

【事務事業の内容】 特定財源
【名称】保健事業負担金（国・県）
【金額】254千円
【補助率】1/3・1/3



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

28

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 地域保健課 保健推進課 健康福祉課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 5,501千円 131千円 76千円 86千円

根拠法令等

老人保健法･
相模原市骨粗しょう症予防事業実施要綱

老人保健法 老人保健事業･

会計の種別 一般会計 一般会計 一般会計 特別会計

歳入予算額（平成16年度） 234千円 0千円 0千円 86千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別 特定財源

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
各市町の事業内容の検討

○事業内容の相違
　・相模原市、城山町
　　・骨密度測定と栄養・運動指導
　・城山町
　　・健康ウォークを実施
　・津久井町
　　・あるけあるけ教室の中で骨密度測定
　・相模湖町
　　・骨密度測定と運動指導

○参加者の費用の有無
　

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

地域保健課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

合併時に相模原市の制度に統合する。【事業概要】
　骨粗しょう症による骨折からの寝たきりを防ぐ
ため、その予防方法を学び自分自身の生活習慣を
改善していくことを目的とする。

【事業内容】
①骨づくりセミナー
　骨密度の測定、運動指導等
　年1回（5日間）

　国保会計で実施

【参考】
①骨づくりセミナー
　○予定回数など
　　　1回（5日間）　延人数　56人
　○事業費の内訳
　　　報償費　　　　80千円
　　　需用費　　　　 6千円
【特記事項】
なし

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【事業概要】
　高齢者が健康で質の高い生活を送るため、ねた
　きりの原因の第２位となっている骨折の主要因
　の骨粗しょう症を予防し、ねたきり等要介護状
　態になることを防止するとともにねたきり者の
　減少を図る。
【事業内容】
　対象者　：３５歳～６５歳の市民
　実施会場：ウェルネスさがみはら・南メディカ
　　　　　　ルセンター・シティプラザはしもと
　実施内容：骨密度の測定及び測定結果に基づ
く事後指導
実施予定回数：年１２回
実施予定人員：年２４００人（２００人×１２
回）
費用：有料（骨密度測定手数料）　１回７００円
【事業費内訳】
骨密度測定委託料
（＠420千円+＠15千円）×１２か月×1.05＝
　5,481千円
・需用費　20千円
　　　　消耗品費　20千円

特定財源
【名称】　保健事業負担金（国・県）
【金額】　234千円
【補助率】1/3・1/3
　

【事業概要】
　骨粗しょう症による骨折からの寝たきりを防ぐ
ため自らの健康づくりのきっかけを与え方法を身
につける。さらに、日常生活の中の身近なところ
から「歩く」ことでの健康づくりを勧める。
【事業内容】
①骨づくりセミナー
　対象者：町内在住在勤の女性、年齢不問
　実施会場：城山町保健福祉センター
　実施内容：骨密度の測定、栄養及び運動指導
　実施予定回数：年1回（2日間）
　実施予定人員：30名
②健康ウォーク
　対象者：町民
　実施会場：町内及び近隣
　実施内容：ヘルスチェック、ウォーク
　実施予定回数：年11回
　実施予定人員：年220人（20人×11回）
【事業費内訳】
①骨づくりセミナー
　骨密度測定委託料　80千円×1.05＝84千円
　栄養士賃金　12千円
　健康運動士謝礼　25千円
②健康ウォーク
　消耗品費　10千円

【事業概要】
　あるけあるけ教室の中で骨密度測定を実施して
いる。自らの健康問題や生活習慣を具体的に振り
返りながら各自が歩くことや仲間を通して、継続
的に健康を保持増進する。体力測定や骨密度測定
により自分自身の体を知り生活習慣予防に努め
る。
【事業内容】
　対象者　：概ね６０歳までの町民
　実施会場：保健センター
　実施内容：骨密度の測定及び測定結果に基づ
く事後指導>
実施予定回数：年１回
実施予定人員：年1回,30人
【事業費内訳】
骨密度測定委託料（神奈川健康財団）
　76千円　：1回（30人まで）
　72千円×1.05
老人保健健康教育事業経費対象

特定財源
【名称】　保健事業負担金（国・県）
【金額】　老人保健事業健康教育
【補助率】1/3・1/3

骨粗しょう症予防事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名
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大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

29

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 地域保健課 保健推進課 健康福祉課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 24,125千円 40千円

根拠法令等

会計の種別 一般会計 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円 0千円

関係団体・慣行 公共的団体 公共的団体

使用料・手数料・補助金等 補助金/交付金等 補助金/交付金等

事務事業の別

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
なし

□①現行のまま存続
□②合併時に統合
■③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

地域保健課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

速やかに相模原市の制度に統合する。ただし、関
係機関との調整を要する。

【事業概要】
　津久井郡医師会が実施している肺疾患に係る精
度管理事業に対し助成を行う。

補助団体
【名称】津久井郡医師会

補助金
【名称】肺疾患研究会助成金

【金額】40千円

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 補助団体
【名称】相模原市医師会

補助金
【名称】
　①地域住民検診事業補助金
　②成人病栄養相談指導事業補助金
【金額】24,095千円

【事業概要】
　相模原市医師会が実施するがん検診に係る精度
管理等の事業（地域住民検診事業）、栄養相談及
び食事指導事業（成人病栄養相談指導事業）に対
し助成を行う。
　また､循環器疾患やがん等生活習慣病の予防を
図るため､市民を対象とした講演会を実施する。
【事業内容】
①地域住民検診事業
　がん一次検診（胃・子宮・乳・肺）、がん精密
　検査（胃・子宮・乳・肺・大腸）に係る精度管
　理に関して､相模原市医師会が実施する､読影判
　定・検診部会などの事業に補助を行う。
②成人病栄養相談指導事業
　高血圧､糖尿病及び肥満などの疾患を有する者
　に医師会が実施する栄養相談及び食事指導事業
　に対し補助を行う。
【予算額】 24,125千円
【事業費内訳】
報償費：　＠15千円×2時間＝　 30千円
負担金､補助及び交付金
①地域住民検診事業補助金  23,805千円
②成人病栄養相談事業補助金
　　　　　　                 290千円

該当なし 該当なし

特記事項】
　　津久井郡医師会に対して４０千円助成。
　№Ｅ－２ー７の結核定期健康診断・予防接種事
業に記載。

生活習慣病対策事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名
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大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

30

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 地域保健課 保健推進課 健康福祉課 こども課

歳出予算額（平成16年度） 2,177千円 61千円 366千円 13千円

根拠法令等

母子保健法 母子保健法 母子保健法 母子保健法･
･

会計の種別 一般会計 一般会計 一般会計 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円 0千円 0千円 0千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
・母子健康手帳の規格等の統一
・副読本、パンフレット類の統一
・母子健康手帳交付方法の検討

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

地域保健課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

合併時に相模原市の制度に統合する。【目的】
　　母と子の健康管理の保持増進に役立てるとと
　もに、安心して妊娠期間を過ごせるよう交付時
　に妊婦の健康と生活について相談を行う。

【事業内容】
　　対象者　町に住民登録又は外国人登録されて
　いる妊婦
　
【平成15年度事業概要】
　　交付数　54冊
　　外国語版交付数　1冊（英語1冊）

【事業費の内訳】
　　需用費　　12,549円
　　消耗品費
　　　　　外国語版母子健康手帳＠788×3冊
　　　　　母子健康手帳＠178.5円×50冊
　　　　　母子健康手帳袋(100冊入り）
　　　　　　　　　　　＠1,260円×1袋
　

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
　　母と子の健康管理の保持増進に役立てる。
【事業内容】
　　対象者　市内に居住する妊婦
　　配付先　戸籍住民課、各出張所、保健福祉総
　　　合相談課、南保健福祉総合相談課、中央保
　　　健センター、南保健指導班

【平成15年度事業概要】
　　交付数　6,338冊
　　外国語版交付数　78冊（英語37冊、中国11
    冊、ポルトガル10冊、タガログ19冊、
    スペイン語1冊、点字版１冊）
【事業費の内訳】
　報償費　　　120千円
　　　翻訳謝礼　＠20,000×6回
　需用費　　2,057千円
　　消耗品費
　　　　　外国語版母子健康手帳＠788×100冊
　　　　　母子健康手帳＠132.3×7,000冊
　　　　　母子健康手帳袋＠70×7,000袋
　   印刷製本費
         妊婦健康診査受診票
　　　   先天性代謝異常症検査申込書
　　　   出生連絡票
　　　   ほほえみ（副読本）

【目的】
　母子の健康の保持増進のため、妊娠・出産・育
児を通し一貫した健康管理に役立てる。

【事業内容】
　対象者　町内に居住する妊婦
　交付場所　保健福祉センター保健推進課

【平成15年度事業概要】
交付数　192冊
外国語版交付数　2冊（英語版）

【事業費の内訳】
需用費　　　61千円
　消耗品費
　　母子健康手帳＠178.5 円×250冊
　　外国語版母子手帳＠1,575円×10冊

　

【目的】(保健師による相談も実施）
①主体的意識の動機付けの場となり、必要な情報
　を得ることで安心感を体験できる。また、見通
　しを持った妊娠生活を過ごし、主体的な出産を
　支えていく。
②妊婦の現状や不安など問題を明らかにし、施策
　につなげる妊婦のニーズ把握を行なう。

【事業内容】
・対象者　町内在住の妊婦
・配布先  健康福祉課
　　　　　各支所（串川・鳥屋・青野原・青根）

【平成１５年度事業概要】
・交付数　193冊　（うち再発行10冊）
・外国語版交付数　3冊（韓国語1冊、中国語2
　冊）

【事業費の内訳】
　需用費
　　消耗品費
　　　母子健康手帳交付時事務用品＠5,460円
　　　外国語版母子健康手帳
　　　750×10冊×1.05＋送料735＝8,610円
　　　（Ｈ16年度は在庫があるため予算計上せ
　　　ず）
　　　パンプレット＠58,200円
　印刷製本費
　　母子健康手帳＠780円×300冊×1.05＝
　　　　　　　　　　　　　　245,700円
　　母子健康手帳カバー＠180円×300枚×1.05
　　　　　　　　　　　　＝56,700円

母子健康手帳交付事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

31

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 地域保健課 保健推進課 健康福祉課 こども課

歳出予算額（平成16年度） 101,054千円 3,528千円 2,804千円 671千円

根拠法令等

母子保健法 母子保健法 母子保健法･
･

母子保健法

会計の種別 一般会計 一般会計 一般会計 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円 0千円 0千円 0千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
委託内容・委託料ともに同一なので、合併時に
現行であっても、特に課題は生じないと思われ
る。

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

地域保健課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

合併時に相模原市の制度に統合する。【目的】
　妊婦の健康管理のため、妊娠中２回の健康診査
を協力医療機関に委託して実施する。

【事業の内容】
対象：妊娠の届出をし、妊婦健康診査受診票の交
付を受け（母子健康手帳の交付を受けた者を含
む）、受診日において、町内に住所を有するも
の。

【平成１６年度受診予定者数】
　○協力医療機関分１回目　４０人
　　　　　　　　　２回目　４０人
　○協力医療機関以外で受けた場合の助成
                     実施なし
　○検査内容
１回目
　浮腫　尿蛋白　尿糖　ウロビリノーゲン　血色
　素　血小板　血圧　血液型　梅毒血清反応　Ｈ
　Ｂs抗原
２回目
　浮腫　尿蛋白　尿糖　ウロビリノーゲン　血色
　素　血小板　血圧

【平成１５年度の事業の概要】
受診状況実績
　対象者数　　　５４人
　受診者数　　　４４人
　受診率　　８１．５％

【事業費の内訳】
委託料
　妊婦健康診査委託料　640,449円
１回目　＠9,688.5円　 44件
　　　　　　　 426,294円※事務費含む
２回目　＠7,138.5円　 30件
　　　　　　　 214,155円※事務費含む

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
　妊婦の健康管理のため、妊娠中２回の健康診査
を協力医療機関に委託して実施する。

【事業の内容】
対象：妊娠の届出をし、妊婦健康診査受診票の交
　　　付を受け（母子健康手帳の交付を受けた者
　　　を含む）、受診日において、市内に住所を
　　　有するもの。

　<平成１６年度受診予定者数>
　○協力医療機関分１回目６,１００人
　　　　　　　　　２回目５,８５０人
　○協力機関以外で受けた場合の助成分
　　　　　　　　　１回目１０人
　　　　　　　　　２回目１０人
　○検査内容
１回目
  浮腫　尿蛋白　尿糖　ウロビリノーゲン　血色
　素　血小板　血圧　血液型　梅毒血清反応　Ｈ
　Ｂs抗原
２回目
　浮腫　尿蛋白　尿糖　ウロビリノーゲン　血色
　素　血小板　血圧
【平成１５年度の事業の概要】
受診状況実績
　対象者数１３,００５人
　受診者数１１,１２２人
　受診率　　　８５,５％
【事業費の内訳】
需用費
　消耗品費
　　事務用消耗品　２０,０００円
委託料
　施策事業委託料
　　妊婦健康診査委託　１００,８６９,０００円
１回目　＠９６８８．５円　　６,１００件
　　５９,０９９,８５０円　　※事務費含む
２回目　＠７１３８．５円　　５,８５０件
　　４１,７６０,２２５円　　※事務費含む
負担金、補助金及び交付金
　運営費等補助金
　　妊婦健康診査助成
　　　１回目　＠９,５１０円　１０件
　　　２回目　＠６,９６０円　１０件

【目的】
　妊婦の健康管理のため、妊娠中２回の健康診査
を協力医療機関に委託して実施する。

【事業の内容】
対象：妊娠の届出をし、妊婦健康診査受診票の交
　　　付を受け（母子健康手帳の交付を受けた者
　　　を含む）、受診日において、町内に住所を
　　　有するもの。

　<平成１６年度受診予定者数>
　○協力医療機関分１回目２１６人
　　　　　　　　　２回目２００人
　○検査内容
１回目
　浮腫　尿蛋白　尿糖　ウロビリノーゲン　血色
　素　血小板　血圧　血液型　梅毒血清反応　Ｈ
　Ｂs抗原
２回目
　浮腫　尿蛋白　尿糖　ウロビリノーゲン　血色
　素　血小板　血圧

【平成１５年度の事業の概要】
受診状況実績
　対象者数　　　３８４人
　受診者数　　　３５２人
　受診率　　　 ９１.７％

【事業費の内訳】
委託料
　妊婦健康診査委託料　　３,５２０,４１６円
１回目　＠９,６８８．５円　　２１６件
　　２,０９２,７１６円　　※事務費含む
２回目　＠７，１３８．５円　　２００件
　　１,４２７,７００円　　※事務費含む

【目的】
　妊婦の健康管理のため、妊娠中２回の健康診査
を協力医療機関に委託して実施する。

【事業の内容】
対象：妊娠の届出をし、妊婦健康診査受診票の交
　　　付を受け（母子健康手帳の交付を受けた者
　　　を含む）、受診日において、町内に住所を
　　　有するもの。

　<平成１６年度受診予定者数>
　○協力医療機関分１回目　　１６５人
　　　　　　　　　２回目　　１６５人
　
　○検査内容
１回目
　浮腫　尿蛋白　尿糖　ウロビリノーゲン　血色
　素　血小板　血圧　血液型　梅毒血清反応　Ｈ
　Ｂs抗原
２回目
　浮腫　尿蛋白　尿糖　ウロビリノーゲン　血色
　素　血小板　血圧
　
【平成１５年度の事業の概要】
受診状況実績
　対象者数　　　３６０人
　受診者数　　　２９８人
　受診率　　　 ８２,８％

【事業費の内訳】
需用費
　印刷製本費　　　　　　 　　２７,３００円
委託料
　妊婦健康診査委託料　　２,７７６,４５４円
１回目　＠９，６８８．５円　　１６５件
　　１,５９８,６０２円　　※事務費含む
２回目　＠７，１３８．５円　　１６５件
　　１,１７７,８５２円　　※事務費含む

妊婦健康診査事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

32

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 地域保健課 保健推進課 健康福祉課 こども課

歳出予算額（平成16年度） 185,287千円 3,864千円 5,162千円 1,524千円

根拠法令等

母子保健法 母子保健法 母子保健法

会計の種別 一般会計 一般会計 一般会計 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 6,639千円 500千円 465千円 348千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等 補助金/交付金等 補助金/交付金等

事務事業の別 特定財源・電算システム 特定財源 特定財源 特定財源

電算システム名 乳幼児管理システム

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
・健診メニュー、健診方式、健診会場・実施回数
（集団健診）の相違
・関係機関（各医師会等）との調整・個別検診に
した場合の委託医療機関の確保

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

地域保健課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

合併時に相模原市の制度に統合する。【目的】
　乳幼児の発育、発達を診査し、母子の健康と育
児支援を図る。
【事業内容】
１）４か月児健康診査　　　　　　（集団）
　　町内１会場で実施　1回/2ヶ月
　　未受診者については個別通知
２）９か月児健康診査　　　　　　（集団）
　　町内１会場で実施　５回/年
　　未受診者については個別通知
３）１歳６か月児健康診査（医科/歯科）(集団）
　　町内１会場で実施　1回/2ヶ月
　　未受診者については個別通知
４）２歳児歯科健康診査　（歯科）　　（集団）
　　町内１会場で実施　５回/年
　　未受診者については個別通知
５）２歳６か月児歯科健康診査（歯科）（集団）
　　町内１会場で実施　５回/年
　　未受診者については個別通知
６）３歳６ヶ月児健康診査　（医科・歯科）
　　視聴覚検査アンケート回収　　　　（集団）
　　町内１会場で実施　３回/年
　　未受診者については個別通知
７）乳幼児精密健康診査
　　＊乳幼児精密健康診査に係る経費については
　　　母子保健事業に計上
８）乳幼児経過健康診査　なし
【事業費の内訳】
　　医師賃金@28,500×10回＝285千円
　　医師委託料@28,500×9回＝257千円
　　歯科医師賃@26,500×13回＝345千円
　　心理相談員賃金3,000×4時間×8回＝96千円
　　３歳６か月児視聴覚検査委託料　84千円
　　需用費　95千円
　　役務費　14千円
＊中央保健センター「母子保健事業」欄にも計上
【特定財源】
・国庫負担金　母子保健衛生負担金　174千円
・県費負担金　母子保健衛生負担金　174千円
　
　

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 〈目的〉
　乳児の健康増進を図るとともに、疾病の早期発
見を図り、適切な指導を行うことを目的として健
康診査を行う。

〈事業内容〉
　１）４か月児健康診査　　　　　　（集団）
　　　　市内３会場で実施　７回／月
        未受診者については個別に通知対応
　２）８か月児健康診査　　　　　　（個別）
　　　　協力医療機関で実施
　      未受診者については個別に通知対応
  ３）１歳児健康診査　　　　　　　（個別）
　　　　協力医療機関で実施
　４）１歳６か月児健康診査（医科) （個別）
　　　　協力医療機関で実施
　５）１歳６か月児健康診査（歯科）（集団）
　　　　市内３会場で実施　５回／月
　　　　医科、歯科共未受診者については個別に
　　　　通知対応
　６）２歳６か月児歯科健康診査　　（集団）
　　　　市内３会場で実施　５回／月
　　　　（希望者にフッ素塗布）
　７）３歳６か月児健康診査　　　　（集団）
　　　　市内３会場で実施　６回／月
　　　　（医科・歯科・視聴覚検査）
　　　　未受診者については個別に通知対応
　８）乳幼児精密健康診査
　　　　＊乳幼児精密健康診査に係る経費につい
　　　　　ては母子保健事業に計上
　９）乳幼児経過検診
　　　　 市内２会場で実施　１８回／年
 
〈事業費の内訳〉
　報　酬  非常勤特別職員報酬
　　　　　医師報酬
　　　　　@ 31,300 ×　438人  　 13,709千円
          心理相談員報酬
　　　　　@13,200×2人×60回  = 　1,584千円
　　　　　@13,200×4人×72回  = 　3,801千円
　　                           　 5,385千円
          視覚検査員報酬
　　　　　@ 13,200 ×　1人　×　72回
　　　　　　　　　　　　　　　　　　950千円
　委託料  施設事業委託料（健康診査委託料）
　　　　　　　　　　　　　　　　164,196千円

【目的】
　乳幼児の心身の健康状態を把握し、生活習慣・
養育状況の確認を通して総合的な育児支援を行
う。
【事業内容】
１）４か月児健康診査　　　　　　（集団）
　　町内１会場で実施　1回/2ヶ月
　　未受診者については個別通知
２）１０か月児健康診査　　　　　　（集団）
　　町内１会場で実施　1回/2ヶ月
　　未受診者については個別通知
３）１歳６か月児健康診査（医科/歯科）(集団）
　　町内１会場で実施　1回/2ヶ月
　　未受診者については個別通知
４）２歳児歯科健康診査　（歯科）　　（集団）
　　町内１会場で実施　1回/2ヶ月
　　未受診者については個別通知
５）２歳６か月児歯科健康診査（歯科）（集団）
　　町内１会場で実施　1回/2ヶ月
　　未受診者については個別通知
６）３歳児健康診査　（医科・歯科）　（集団）
　　町内１会場で実施　1回/2ヶ月
　　未受診者については個別通知
７）３歳１０か月児歯科・視聴覚健康診査
　　（歯科・視聴覚検査）　　　　　　（集団）
８）乳幼児精密健康診査
　　＊乳幼児精密健康診査に係る経費については
　　　母子保健事業に計上
９）乳幼児経過健康診査　なし
【事業費の内訳】
賃金　非常勤職員賃金
　　　　医師賃金 @28,500×48人　1,368千円
報償費　心理指導士謝礼
　　　　@17,000×12回＝　　　　 204千円
委託料
　　視聴覚検査委託　　　　　　　367千円
　　腎エコー検診委託　　　　　　433千円
需用費
　　消耗品費　22千円
　　役務費　　16千円
＊中央保健センター「母子保健事業」欄にも計上
【特定財源】
・国庫負担金　母子保健衛生負担金　250千円
・県費負担金　母子保健衛生負担金　250千円
　

※特記事項
　乳幼児健康診査についての予算は、全てこの地
域保健課で計上している（中央保健ｾﾝﾀｰ　No.16
「母子保健事業」及びNo.18「乳幼児健康診査の
実施」についての内容を含む）。

【目的】
1.親の育児力を高める。
　①子どものことや自分のことなど、今抱えてい
　　る悩みや心配が解消できるように支援する。
　②今の子どもの発達を理解した上で、発達を促
　　す手がかりがつかめるように支援する。
2.健康を阻害する因子の早期発見、適正な医療と
　回復の援助を行う。

【内容】
　乳幼児健康診査等に係る非常勤職員（事務職、
保育士,保健師,栄養士､看護師）の賃金及び需用
費等

【事業内容】
　・４か月児健康診査
　・９か月児健康診査
　・１歳６か月児健康診査
　・２歳６か月児歯科健康診査
　・３歳６か月児健康診査
　・乳幼児経過検診

【参考】
○開催回数
　・４か月児健康診査　　予定回数　6回
　・９か月児健康診査　　予定回数　6回
　・１歳６か月児健康診査　　予定回数　6回
　・２歳６か月児歯科健康診査　予定回数　6回
　・３歳６か月児健康診査　　予定回数　6回
　・乳幼児経過検診　　予定回数　12回
○非常勤職員
　・乳幼児健診補助（事務職）　　　　30人
　・乳幼児健診補助（保健師）　　　　54人
　・乳幼児健診補助（看護師）　　　　30人
　・乳幼児健診補助（保育士）　　　　12人
　・乳幼児健診補助（歯科衛生士）  　72人
　・乳幼児健診補助（歯科助手）  　　18人

乳幼児健康診査事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

32

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

地域保健課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

乳幼児健康診査事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名

【事務事業の内容】 　旅　費　費用弁償 　             　626千円
　需用費　医薬材料費　　　　　　　　126千円
　負担金、補助及び交付金　　　　　　292千円

【事業費の内訳】
○賃金　2,409千円
　・歯科医師  26,500×18回　477千円
　・心理相談員
　　　(5,000×5時間＋1340)×6回　　159千円
　　　(5,000×5時間＋2000)×6回　　１62千円
　　　（30,000円＋1730円）×12回　　381千円
　・非常勤職員　　1,230千円
○需用費　 390千円
　　　消耗品費・医薬材料費　220千円
　　　印刷製本費　170千円
○役務費　34千円
　　　通信運搬費（未受診通知）　7千円
　　　クリーニング代　27千円
○委託料　2,329千円
　・委託に伴う医師賃金
　　　　　　　　　28,500×48人　1,368千円
　・腎ｴｺｰ検査委託料　433千円
　・視聴覚検査委託料　420千円
　・精密健康診査委託料　医科　42千円
　　　　　　　　　　　　視聴覚　66千円
　
＜特定財源＞
　・国庫支出金　母子保健衛生費国庫負担金
　・県支出金　　母子保健衛生費県負担金
　　　　　　　　育児等健康支援事業費補助金



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

33

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 地域保健課 保健推進課 健康福祉課 こども課

歳出予算額（平成16年度） 1,062千円

根拠法令等

会計の種別 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
・歯科医師会委託事業のため、城山町、津久井
町、相模湖町の分をどう開催するか検討する。

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

地域保健課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

合併時に相模原市の制度に統合する。該当なし（口腔衛生事業として６月に幼児歯科教
室を実施している。）

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【事業概要】
　歯科保健に対する正しい知識の普及と意識の向
上を図ることを目的に実施する。
　・実施期日
　　6月4日から10日の歯の衛生週間に前後する日
　　曜日に、実施する。
　・対象者
　　市内在住,在勤の乳幼児から成人まで

（委託料）
　施策事業委託料（相模原歯科医師会へ）
                      　　　　　　1,062千円

該当なし 該当なし

歯の衛生週間歯科保健事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

34

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 地域保健課 保健推進課 健康福祉課 こども課

歳出予算額（平成16年度） 4,707千円 306千円 390千円 0千円

根拠法令等

母子保健法 母子保健法 母子保健法 母子保健法･
･

会計の種別 一般会計 一般会計 一般会計 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円 0千円 103千円 0千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別 電算システム 特定財源

電算システム名 乳幼児管理システム・日報管理システム 乳幼児健康管理台帳

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
・訪問者の身分、報酬（賃金）、勤務条件等の相
違
・対象者、訪問内容の相違

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

地域保健課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

合併時に相模原市の制度に統合する。【目的】
　　妊産婦の妊娠、分娩、産褥期における健康増
　進及び新生児の発育並びに育児不安等に対応す
　るため、保健師の家庭訪問により保健指導を実
　施する。
【事業内容】
　対象　　　第１子及び訪問指導を必要と認める
　　　　　新生児及び妊産婦
　訪問内容
　　①日常生活指導、相談
　　②疾病の早期発見
　　③新生児の発育、栄養状態及び生活環境に関
　　する指導
【事業概要】
　　平成15年度訪問人数　 46 人
【事業費内訳】
　　予算計上なし
　

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
　　妊産婦の妊娠、分娩、産褥期における健康増
　進及び新生児の発育並びに育児不安等に対応す
　るため、母子訪問相談員、保健師の家庭訪問に
　より保健指導を実施する。
【事業内容】
（１）対象　　　訪問指導を必要と認める生後６
　　　　　　　週間以内の第１子を持つ産婦、新
　　　　　　　生児及び妊婦
（２）訪問内容
　　①日常生活指導、相談
　　②疾病の早期発見
　　③新生児の発育、栄養状態及び生活環境に関
　　する指導
【事業概要】
　　訪問予定数　　　　　 1,308　世帯
　　平成15年度訪問人数　 1,813 人
　　　　　　　所内指導　 1,170 人
【事業費内訳】
　　非常勤特別職員報酬　　4,666千円
     母子訪問相談員報酬　 ＠10,700×436人
     母子訪問相談員費用弁償　＠1,000×30人
　　 需用費　　　　　　　11千円
　　　　消耗品費　　　　　11千円
【電算システム】
　　名称　乳幼児管理システム
　　内容　乳幼児健康診査結果のデータベース化
　　　　　による統計管理及び保健指導に必要な
　　　　　情報の管理、指導計画支援
　　名称　日報管理システム
　　内容　事業報告書の作成と統計事務を支援

【目的】
　親子の心身の健康状態の把握と、育児に関する
適切な保健情報の提供により、育児不安の軽減を
図る。

【事業内容】
（１）対象　訪問指導を必要とする妊婦、及び新
　　　　　　生児と産婦の全数
（２）訪問内容
　　①親子の健康状態の観察
　　　エジンバラ式産後うつチェックシート記入
　　②育児環境・養育環境の把握
　　③育児相談
　　④予防接種相談
　　⑤他
【事業概要】
　　訪問予定数　        230世帯
    平成15年度訪問人数　326人
【事業費内訳】
　　非常勤職員賃金　321千円
　　　助産師賃金　@6,420円×50人
　　需用費　　　　　 56千円
　　　消耗品費　      2千円
　　　印刷製本費　　 54千円

【目的】
　妊産婦並びに新生児の健康を守るため、保健
師・助産師が妊産婦及び新生児を家庭訪問し、日
常生活全般の保健指導を行い、母子保健の向上を
図る

【事業内容】
　対象：①初妊婦の訪問希望者
　　　　②第１子の産婦及び新生児
　訪問内容
　　　　①日常生活全般の指導
　　　　②母体の回復に関する生活指導
　　　　③新生児の発育・栄養状態や適切な養育
　　　　　環境 に関する指導
　　　　④疾病の早期発見

【事業概要】
　平成１５年度訪問人数（延べ）　　121件
　

【事業費内訳】
・賃金　　363千円
　　指導員（保健師・助産師）賃金
          2300円×150件
　　会議時賃金　　　　 　　18千円

・需要費　　7360円
　　消耗品　　　7360円

・役務費　　19,200円
　　通信運搬費　　　19,200円

妊産婦新生児訪問指導事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

35

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 地域保健課 保健推進課 健康福祉課 こども課

歳出予算額（平成16年度） 25,941千円 0千円 0千円 0千円

根拠法令等

母子保健法 母子保健法･
･

母子保健法 母子保健法･
･

会計の種別 一般会計 一般会計 一般会計 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 1,590千円 0千円 0千円 0千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別 電算システム

電算システム名 乳幼児管理システム・日報管理システム

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
・母子保健事業協議会の委員の人数、選任
　方法、単価等の調整
・非常勤職員、心理相談員賃金の調整
・医療援護システム、日報管理システム、乳幼児
　管理システムの調整
・腎エコー検診の実施
　城山町
各種システムの設置
データの入力（過去分の扱い）

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

地域保健課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

合併時に相模原市の制度に統合する。【目　的】
　母子保健事業推進に係る費用及び乳幼児健康
診査全般の経費を一括計上し、事業を円滑に実施
する。
　
【平成16年度事業の内容】
 ・乳幼児健康診査の補助等に係る非常勤職員の
　 賃金等
 ・乳幼児健康診査の精密健康診査に係る経費
 
【事業費の内容】

　賃金
  非常勤職員賃金
   　乳幼児健康診査事務補助等579千円
   　心理相談員賃金3000×4時間×8回＝96千円
　旅費　　　　　54千円
　需用費
　　消耗品費　95千円
　  役務費 14千円
　委託料
　　乳幼児精密健康診査委託料　20千円
　　視聴覚検査委託　　　     84千円
　  妊婦健康診査委託　 671千円
 

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
　母子保健事業推進に係る費用及び乳幼児健康
診査全般の経費を一括計上し、事業を円滑に実施
する。
　なお、国からの委託事業である「環境サーベイ
ランス事業」経費を含む。
　
【平成16年度事業の内容】
 ・乳幼児健康診査の補助等に係る非常勤職員の
　賃金等
 ・母子保健事業推進協議会経費
　　協議会開催予定　２回
　　協議会委員数　１３人
 ・乳幼児健康診査の精密健康診査に係る経費
 ・環境サーベイランス事業の経費
　　３歳６か月児健康診査の際、大気汚染と呼吸
　器系の疾病との関係をアンケート調査

【事業費の内容】

　賃金
    非常勤職員賃金
  （乳幼児健康診査事務補助等）10,905,290円
　 (環境サーベランス事務）470,960円
  報償費
　　母子保健事業推進協議会委員謝礼
　　 @12,600×  2回×10人＝252,000円
　旅費　　　　　21千円
　需用費
　　消耗品費　453千円
　　印刷製本費　1,789千円
  　医薬材料費  1,137 千円
　役務費
　　郵便料　　4,070千円
    傷害保険料　468千円
　　クリーニング代　348千円
　委託料
　　事務作業委託料　2,569千円
　　施設事業委託料
  （各種精密健康診査）1,394千円
　使用料及び賃借料
　　母子保健システム機器使用料等
                  　1,764千円
  負担金、補助及び交付金
　　運営費等補助金　50千円

【目的】
　母子保健事業推進に係る費用及び乳幼児健康
診査全般の経費を一括計上し、事業を円滑に実施
する。
　
【平成16年度事業の内容】
 ・乳幼児健康診査の補助等に係る非常勤職員の
　賃金等
 ・母子保健推進会議経費
　　会議開催予定　２回
　　会議委員数　１５人
 ・乳幼児健康診査の精密健康診査に係る経費
 
【事業費の内容】

　賃金
    非常勤職員賃金
  （乳幼児健康診査事務補助等）2752,000円
  報償費
　　母子保健推進会議委員謝礼
　　 @5,000×  2回×5人＝50,000円
    心理指導士謝礼　　　204千円
　旅費　　　　　21千円
　需用費
　　消耗品費　10千円
　　医薬材料費　12千円
　役務費
　　手数料　16千円
　委託料
　　乳幼児精密健康診査委託料　70千円
　　腎エコー検診委託　　　 　433千円
 
 

・『母子保健事業推進協議会』については、地域
　保健課の『保健医療計画』に記載

・『乳幼児健康診査の補助にかかわる非常勤職員
　の賃金』
・『精密健康診査にかかわる経費』
　については、地域保健課の『乳幼児健康診査事
　業』に記載

母子保健事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

35

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

地域保健課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

母子保健事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名

【事務事業の内容】 【特定財源】

　国庫支出金　母子保健衛生費負担金
　　　　　　　児童環境づくり基盤性事業費
　　　　　　補助金
　　　　　　　環境保健サーベイランス調査
　　　　　　委金金

【電算システム】

　名称　乳幼児管理システム
　内容　乳幼児健康診査結果のデータベース化に
　　　　よる統計管理及び保健指導に必要な情報
　　　　管理､指導計画支援
　名称　日報管理システム
　内容　事業報告書の作成、統計事務を支援
　



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

36

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 地域保健課 保健推進課 健康福祉課 こども課

歳出予算額（平成16年度） 458千円

根拠法令等

母子保健法

会計の種別 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
なし

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

地域保健課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

保健所政令市事務により、合併時に相模原市の制
度に統合する。

津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし。

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
　疾病により長期にわたり療養を必要とする児童
等について適切な療育を確保するため、その問題
及び療育の状況に応じた適切な指導を行い、日常
生活における健康保持、増進及び福祉の向上を図
る。そのための講演会、相談会を開催する。

【内容】
①慢性疾患予防講演会
　テーマ：アレルギー疾患、口唇口蓋裂など
　会場：ウエルネスさがみはら、南メディカルセ
　　　　ンターなど
　回数：8回
　講師謝礼：37,500円／回（8人分）
　保育士謝礼：2,625円／回（40人分）
　周知方法：広報さがみはら、ちらし

②未熟児教室
　対象：出生体重がおおむね2000ｇ未満のお子さ
　　　　んとその家族
　内容：座談会、親子遊びなど
　会場：ウエルネスさがみはら、大野南公民館な
　　　　ど
　回数：本庁地区、南地区各2回
　保育士謝礼：2,625円／回（2人分）
　周知方法：広報さがみはら、ちらし
　
③多胎児教室
　対象：双子、三つ子のお子さまとその家族
　内容：座談会、親子遊びなど
　会場：ウエルネスさがみはらなど
　回数：本庁地区、南地区各1回
　保育士謝礼：2,625円／回（18人分）
　周知方法：広報さがみはら、ちらし

④慢性疾患児訪問指導
　対象：慢性疾患により長期療養が必要である児
　　　　および家族
　従事者：歯科医師、保健師、栄養士、歯科衛生
　　　　　士など

津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし。 町該当なし
（保健福祉事務所で実施）
　

（内容）
①慢性疾患予防講演会
　町該当なし
（保健福祉事務所で実施）

②未熟児教室
　町該当なし
　　年間２０００ｇ未満未熟児出生数
　　　Ｈ１３：1人
　　　Ｈ１４：4人

③多胎児教室
　平成15年度　初めて保健福祉事務所と共催で実
施。
　1回　主体は保健福祉事務所。
　町保健師1名協力．町予算０円

④慢性疾患児訪問指導
　町該当なし
（保健福祉事務所で実施）

慢性疾患児保健指導事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

37

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 地域保健課 保健推進課 健康福祉課 こども課

歳出予算額（平成16年度） 158千円 86千円 561千円 115千円

根拠法令等

母子保健法･ 母子保健法 母子保健法

会計の種別 一般会計 一般会計 一般会計 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円 0千円 500千円 8千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別 中核市事務 一般市事務・特定財源

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
・事業の主催部署が異なるため調整を図る必要が
ある。
　津久井町のＣＡＰﾜｰｸｼｮｯﾌﾟは、相模原市では教
育委員会が担当
　たばこの防止教育、アルコール防止教育は地域
保健課成人保健企画班が担当
　薬物乱用防止教育は生活衛生課
　エイズ教育は保健予防課
・事業内容の相違
・講師謝礼金の支出科目の相違
・講師謝礼金の相違

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

地域保健課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

合併時に相模原市の制度に統合する。ただし、
事業内容については地域特性に配慮し調整する。

【目的】
　思春期に関する正しい知識の普及・啓発を図る
ことを目的に健康教育を開催｡

【事業内容】
①たばこの防止教育
　年１回、町内小学校（３ヶ所）小学６年生
　報償費：15,000円

②アルコール防止教育
　年１回、町内中学校（２ヶ所）中学２年生
　報償費:10,000円

③薬物乱用防止教育
　年１回、町内中学校（２ヶ所）中学２年生
　報償費:5,000円
　健康福祉課の医事薬事等指導事業にも該当

④エイズ教育
　年１回、町内中学校（２ヶ所）中学３年生
　報償費：80,000円
　健康福祉課のエイズ予防対策事業に該当

　需用費：5千円

・県費負担金
　育児等健康支援事業費補助金　8千円

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
　思春期に関する正しい知識の普及・啓発を図る
ことを目的に健康教育や思春期セミナー等を開催
する。また、思春期の様々な課題に対応するた
め、思春期保健担当者連絡会を開催する。

【内容】
①思春期保健セミナー
　テーマ：思春期特有の第二次性徴に関する内容
　　　　　や性教育。
　会場：ウェルネスさがみはら
　回数：年２回
　講師謝礼：30,000円/回
　周知方法：広報、チラシ等
②赤ちゃんとふれあい体験教室
　目的：思春期の子ども達に赤ちゃんとふれあう
　　　　機会を与え、育児のイメージを広げると
　　　　共に生命の大切さを理解する。
　会場：ウェルネスさがみはら、南メディカルセ
　　　　ンター、橋本公民館
　回数：年３回
　対象：市内在住･在学の中学生・高校生
　周知方法：広報、市内中学校･高等学校へチラ
　　　　　　シ
③高校生のためのピア・カウンセリング講座
　目的：性に関する正しい知識を持った看護学生
　　　　から高校生に向けて伝え、語り合う性教
　　　　育。
　会場：上溝高等学校
　回数：年１回
　周知方法：学校輪番制で行う為周知しません。
④思春期相談
　目的：思春期に関する様々な悩みや相談に応じ
　　　　る。
　受付日時：電話は平日8:30～17:00まで
　　　　　　面接希望の場合は要予約
⑤思春期保健担当者連絡会
　目的：思春期の様々な課題への対策を図る。
　ﾒﾝﾊﾞｰ：産婦人科医師、精神科医師、警察、PTA
　　　　法務局、小学校･中学校・高等学校養護
　　　　教諭、市学校関係機関等の代表。委員長
　　　　は保健所長が務める。
　回数：年２回
　委員謝礼：医師のみ＠12,600円×2人×2回
　＊消耗品費：教室関係で使用　40,000円

【目的】
　思春期に関する正しい知識の普及・啓発を図る
ことを目的に主に児童・生徒の保護者や地域住民
に対して健康教育を実施する。

【内容】
①思春期講座（保護者向け）
　テーマ：思春期の子どもを持つ保護者や地域住
　　　　　民を対象とした性や人権に対する健康
　　　　　教育
　会場：城山町保健福祉センター
　回数：年２回
　講師謝礼：40,000円/回
　需用費：800円
　周知方法：広報、チラシ等

○　ＣＡＰワークショップ
平成１5年度実施状況：
　　１地区をモデル地区とし、保育所年長児・小
　学3年生・中学1年生を対象に、心の健康づくり
　に向けた取り組みを実施。こどもワークショッ
　プの前に大人・教員向けにもワークショップを
　実施。
　対象：おとな・保育所年長児・小学３年生・中
　　　　学１年生　(平成16年度は町内全小学3年
　　　　生・中学1年生、大人・教員を対象に実
　　　　施予定）
　会場：対象となる保育所・小学校・中学校
　回数：１１コース　（平成16年度延24コース予
　　　　定）
　延べ人数：５６８名
　　おとな･･１０５名　　保育所年長児･･２２名
　　　　　　（＋保育士２名）
　　小学生･･１１６名（＋教員５名）
　　中学生･･３１０名（＋教員８名）
　周知方法：広報・ちらし等
平成16年度予算：
　コミュニティ助成事業助成金｢青少年健全育成
助成事業」
　講師謝礼：
　　　ＣＡＰ529,000円　　保育士･･･12,840円
　消耗品：7,140円
　食料費：10,143円
　印刷製本費：1,848円
　
○思春期保健セミナー
　町該当なし
　（ただし、町内小中学校より、町保健師へ性教
    育の講師等依頼があった時に、可能な限り協
　　力している）
　
○赤ちゃんとふれあい体験教室
　町該当なし
　　対象：町在住･在学の
　　　　　中学生：５校　約１１００人
　　　　　高校生：１校　約６００人

③高校生のためのピア・カウンセリング講座
　町該当なし

思春期保健事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

37

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

地域保健課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

思春期保健事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名

【事務事業の内容】

④思春期相談
　町該当なし（保健福祉事務所実施）
　　保健師による随時所内相談（電話・面接）と
　しては対応しているが、事業として標榜してい
　るわけでなく、実際の相談件数もごくわずか。
　受付日時：電話は平日8:30～17:00まで
　
⑤思春期保健担当者連絡会
　町該当なし（保健福祉事務所実施）



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

38

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 地域保健課 保健推進課 健康福祉課 こども課

歳出予算額（平成16年度） 13,836千円 0千円

根拠法令等

国その他ー市要綱

会計の種別 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 6,918千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等 補助金/交付金等

事務事業の別 中核市事務・特定財源

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
なし

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

地域保健課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

中核市事務により、合併時に相模原市の制度に統
合する。

津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし。

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
　不妊治療を受けている夫婦に対して、その治療
に要する費用の一部を助成することにより、経済
的負担の軽減を図る。
【事業の内容】
助成対象者：市内に住民登録・外国人登録があ
　　　　　　り、特定不妊治療を行っている夫婦
所得要件：夫及び妻の前年の所得の合計額が６５
　　　　　０万円未満
助成対象の治療法：配偶者間の体外受精及び顕微
　　　　　　　　授精（上記以外での治療法では
　　　　　　　　妊娠の見込みがないか又は極め
　　　　　　　　て少ないと医師に診断されたも
　　　　　　　　の。）
助成額及び助成期間：特定不妊治療に要した費用
　　　　　　　　　　に対し、１年度あたり１０
　　　　　　　　　　万円を限度に通算２年間と
　　　　　　　　　　する。
助成方法：償還払い
助成対象医療機関：指定医療機関
助成開始時期：平成１６年１０月１日
【平成１６年度事業費の内訳】
報償費
　謝礼
　　特定不妊治療費助成審査会委員謝礼
　　＠１３,７７０円×１人×６回＝８２,６２０
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
旅費
　費用弁償
　　　審査会委員費用弁償　　１５,４８０円
　普通旅費
　　　一般旅費　　　　　　　１５,４８０円
需用
　消耗品費
　　　事務用消耗品　　　　　１０,０００円
役務費
　郵便料
　　　郵便料　　　　　　　　１０,９６０円
扶助費
　扶助費
　　　特定不妊治療助成費
　　　　　　　　     １３,７００,０００円
【特定財源】
　国庫補助金　　母子保健衛生費補助金
　　　　　　　　　　　　　　６，９１８千円

津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし。 津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし。

特定不妊治療費助成事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

39

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 地域保健課 保健推進課 健康福祉課 こども課

歳出予算額（平成16年度） 54,113千円 0千円

根拠法令等

母子保健法

会計の種別 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 31,500千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等 補助金/交付金等

事務事業の別 中核市事務・特定財源・電算システム

電算システム名 医療援護システム

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
なし

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

地域保健課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

保健所政令市事務により、合併時に相模原市の制
度に統合する。

津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし。

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
　母子保健法に基づき、未熟児の養育医療の給付
及び訪問指導を行う。
【事業内容】
（１）対象　　未熟児
（２）治療を行う機関
　　　指定養育医療機関
（３）公費負担の内容
　　　健康保険等社会保険の給付の自己負担分の
　　うち全部又は一部を負担
【事業実績】
　平成１５年度養育医療申請件数　　183 件
　　　　　　　訪問指導件数　　　　301 件
【事業費内訳】
　需用費　　　　　　　　　　　　　36千円
　　印刷製本費　未熟児訪問連絡票
　役務費　　　　　　　　　　　　　77千円
　
　　手数料　社会保険支払基金診査手数料
　　　　　　国民健康保険団体連合会診査手数料
　扶助費　　　　　　　　　　　54,000千円
　　扶助費　養育医療費

【特定財源】
　国庫支出金　母子保健衛生費負担金20,500千円
　未熟児養育医療自己負担金　　　　11,000千円
　
【電算システム】
　　名称　医療援護システム
　　　　　養育医療の受付、決定及び支払管理を
　　　　行っている。

津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし。 津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし。

未熟児養育事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

40

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 地域保健課 保健推進課 健康福祉課 こども課

歳出予算額（平成16年度） 18,100千円 0千円

根拠法令等

児童福祉法第２０条第１項･
児童福祉法施行令（昭和２３年政令第７４号）･
児童福祉法施行規則（昭和２３年厚生省令第１１･
号）

会計の種別 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 8,000千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等 補助金/交付金等

事務事業の別 中核市事務・特定財源・電算システム

電算システム名 医療援護システム

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
なし

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

地域保健課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

中核市事務により、合併時に相模原市の制度に統
合する。

津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし。

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
　　生まれつき又は病気などで身体に障害のある
　児童に対し、生活能力を得るために必要な医療
　の給付を行う。

【事業内容】
  　基準等
（１）対　象
　　・保護者が相模原市に居住する１８歳未満の
　　　児童
（２）治療を行う医療機関
　　　指定育成医療機関
（３）公費負担の内容
　　　健康保険等社会保険の給付の自己負担分の
　　　うち全部又は一部を負担

【事業費内訳】
　
　需用費
　　消耗品費　システム用消耗品　30千円

　役務費
　　社会保険支払基金審査手数料等　70千円

　扶助費　育成医療費　18,000千円

【特定財源】
　　国庫補助金　障害障害者援護費及び結核児童
　　　　　　　療養費国庫負担金　　8,000千円

【電算システム】
　　名称　医療援護システム
　　　　　育成医療の受付、決定及び支払管理を
　　　　行っている。

津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし。 津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし。

育成医療事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

41

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 地域保健課 保健推進課 健康福祉課 こども課

歳出予算額（平成16年度） 152,062千円 0千円

根拠法令等

相模原市小児特定疾患治療研究事業実施要綱

会計の種別 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 35,635千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等 補助金/交付金等

事務事業の別 中核市事務・特定財源・電算システム

電算システム名 医療援護システム

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
なし

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

地域保健課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

中核市事務により、合併時に相模原市の制度に
統合する。

津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし。

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
　特定の疾病を持つ児童に対し、適切な医療を受
けながら健全に育成していけるよう必要な医療の
給付を行う。

【事業内容】
　基準等
　（１）治療を行う医療機関
　　　　市長が本事業を行うに適当と認められる
　　　医療機関に本事業を委託する。
　
　（２）対象年齢
　　　　１８歳未満の児童（継続の場合は、２０
　　　歳まで延長可）
　
　（３）公費負担の内容
　　　　健康保険等社会保険の給付の自己負担分
　　　が対象
 
【事業費の内訳】

　報償費  小児特定疾患協議会
　　　　　診査部会委員謝礼　@16,000×14回
　　　　　　　　　　　　　　　　　224,000円
　
　旅　 費 普通旅費 　              16,000円

　需用費  消耗品費                 83,000円
　　　　　物品等修繕料　           50,000円
　
  役務費　手数料　社会保険支払基金審査支払
　　　　　　　　　手数料等　　　1,264,000円
 
　委託料  システム入力データ作成委託
　                                425,000円
　
　扶助費　　　　　　　　　　　150,000,000円
　
【特定財源】
　　国庫補助金　小児慢性特定疾患治療研究事業
　　　　　　　　国庫補助金　　　　35,635千円
　
【電算システム】
　　名称　医療援護システム
　　　　　小児特定疾患の受付、決定及び支払
　　　　管理を行っている

津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし。 津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし。

小児特定疾患医療事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

42

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 地域保健課 環境防災課 健康福祉課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 96千円

根拠法令等

相模原市墓地等の経営の許可等に関する条例

会計の種別 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
なし

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

地域保健課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

合併時に相模原市の制度に統合する。該当なし

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【事業概要】
　　相模原市墓地等の経営の許可等に関する条例
　に基づく墓地等申請予定者（拡張申請予定者を
　含む）と近隣住民との紛争調停にあたり、市長
　が必要と認め調停を行う際に、墓地等紛争調停
　委員会に諮問し、意見を聞くもの
　　委員　3名（弁護士、学識経験者、市ＯＢ）

該当なし 該当なし

墓地等紛争調停委員会

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

43

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 地域保健課 保健推進課 健康福祉課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 0千円 0千円 320（事務事業１－９対象部分は含めず） 0千円

根拠法令等

健康増進法

会計の種別 一般会計 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円 0千円 0千円 0千円

関係団体・慣行 公共的団体

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
各市町の位置づけがあり、市として全体の調整
の中で整合を図っていく必要がある。

■①現行のまま存続
□②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

地域保健課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

現行のまま新市に引き継ぐ。ただし、次計画の策
定までは、現計画をそれぞれの地域計画とする。

国の「健康日本21]、「かながわ健康プラン
21」及び「第4次総合計画」・「県北地区保健医
療計画」との整合性を踏まえ、平成14・15年に
「健康さがみこ21計画」を策定した。
　この計画は他の障害者計画・高齢者計画・介護
保険計画…子育て支援計画…保健医療福祉連携シ
ステム計画と共に相模湖町総合保健福祉計画に位
置づけられています。
　平成16年度から25年度までの10年間を計画期間
としています。
　本計画は、「地域と共に自分らしい健康づくり
をめざして」を基本理念に、早世と健康上の障害
を予防することによって、町民の健康寿命を延長
し、町民一人ひとりが「生活の質」を高め、心豊
かに生活できる活力ある相模湖の実現をめざしま
す。
　8つの重点領域（栄養と食生活・運動習慣づく
り・休養とこころの健康づくり・健康診査と疾病
予防・適正体重・歯と口の健康・たばこ・アルコ
ール）ごとにめざす目標を定めています。

・基本方針１
　　　　　一次予防の重視
・基本方針２
　　　　　町民主体の健康づくり
・基本方針３
　　　　　健康づくり支援のための環境づくり
・基本方針４
　　　　　具体的な目標や目安となる指標の設定

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 国の「健康日本21]、「かながわ健康プラン
21」及び「相模原市21世紀総合計画」との整合性
を踏まえ、平成12年に「さがみはら健康都市宣
言」を行うとともに、21世紀の健康づくりの道標
となる『相模原市保健医療計画～みんな元気「さ
がみはら健康プラン21」～』を平成14年度から22
年度までの9ヵ年計画を策定した。
　本計画は、「さがみはら健康都市宣言」を基本
理念に、生活習慣病やその原因となる生活習慣病
の課題に対し、「栄養・食生活」、「身体活動・
運動」や「休養・こころの健康づくり」について
健康目標を定めるとともに、健康目標達成に向け
た保健医療諸施策の推進方策等について定めてい
ます。
●基本理念
健康を自らつくり、みんなで支え合う「健康都
市」さがみはら～個人家庭地域が一体となった生
涯にわたる健康づくり～
・基本目標Ⅰ
　健康づくりの実践により、生涯にわたる健康づ
　くりを進めます
・基本目標Ⅱ
　安心して暮らせるよう、社会全体で支援してい
　く環境づくりを進めます
・基本目標Ⅲ
　適切な医療サービスを受けられるよう、医療体
　制の整備を進めます
・基本目標Ⅳ
　健康目標の達成のために、より良い生活習慣へ
　の改善を進めます

国の「健康日本21]、「かながわ健康プラン
21」を推奨し、21世紀にふさわしい「健康な町し
ろやま」をめざし、前計画の「健やかさがこだま
する城山町」を築くことを継承し、平成13年度か
ら22年度までの10ヵ年計画を策定した。
　本計画は、「自らの健康は自らつくる」を基本
理念に、基本方向を（１）町民一人ひとりが自主
的な健康の保全を図る、健康づくり運動の推進
（２）生涯にわたる一貫した保健・医療・福祉サ
ービスの体制の確立、充実　（３）早世と障害を
予防し、生活の質を高め、実り豊かな生涯づくり
を推進するものである。
●基本理念
・＜町民の主体性の確立＞
　この計画は、町民の能力を重視する。従来の専
門家主導の健康づくりから、町民の主体性を優先
し、町民自身のセルフケア能力を高めるための支
援を行う。
・＜環境整備の重視＞
　健康づくりは、個人の努力のみで実現できるも
のではなく、社会環境、地域資源の開発が必要で
ある。町民が自分の健康に気をくばり、主体的な
健康づくり推進ができるよう、環境の整備を行
う。
・＜町民の自主的参加＞
　健康づくりは、町民が行政に依存せず、自分た
ちの役割を自覚し、行動する過程を重視すること
が大切である。町民を含む関係者が、科学的な事
実に基づき、効果的な事業を選択し、地域の健康
特性や健康に関連した地域資源の配置を明確にす
るなど、健康づくりの経過を共有する。

健康増進法及び「健康日本21]、「健やか親子２
１」を踏まえ、ヘルスプロモーションの視点にた
った21世紀の健康づくりの道標となる『津久井町
保健計画～つくい芽生芽木プラン２１～』を平成
15年度から24年度までの10ヵ年計画を策定した。
　本計画は、基本理念のもと「行政行動計画」と
町民による「地区健康なまちづくり行動計画」の
2本立てとし、それぞれに「目指す姿」「指標目
標｣｢数値目標」「自分･家族･地域･行政･関係機関
ができること」を定めています。
●基本理念
『子どもからお年寄りまで、津久井の全ての人た
ちが、自分らしくいきいきと健やかに暮せるよ
う、一人ひとりが自然や人とのつながりを育み､
支えあう環境を目指し､協働で取組む』
●ライフステージ別目指す姿
＜妊娠･出産期＞
　主体的に妊娠･出産にのぞめる
＜乳幼児期＞
　すべての子どもが愛されている安心感やからだ
のよろこぶ心地よい体験をしている
＜学童･思春期＞
　自分のことを大切に思え､セルフコントロール
できる
＜青壮年期＞
　生活や生き方から健康を振り返る機会を持つ
＜高齢期＞
　自分が築いてきた地域の中で、いきいきと充実
した毎日を暮せる
＜障害･在宅療養児者＞
　心のバリアフリーを感じ、元気に気持ちよく過
ごせる
●小学校区別に地区健康なまちづくり行動計画
　７地区９部会別に策定
●計画の推進体制
＜町行政計画推進体制＞
・津久井町保健計画推進会議の設置（平成１６年
度予定）
・その年度の課題に応じ専門部会を設置。平成１
６年度は「母子保健部会｣「歯科保健部会」「糖
尿病対策部会」「心の健康づくり部会｣を開催予
定。
＜地区健康なまちづくり行動計画推進体制＞
　事務事業１－９｢市民健康づくり運動推進事
業」へ記載

保健医療計画

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

45

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 地域保健課 保健推進課 健康福祉課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 0千円

根拠法令等

医師法・歯科医師法・薬剤師法・臨床検査技師･
法、衛生検査技師等に関する法律・理学療法士法･
及び作業療法士法・診療放射線技師法・視能訓練･
士法・歯科技工士法・保健師助産師看護師法・栄･
養士法・死体解剖保存法

会計の種別 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別 中核市事務

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
なし

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

地域保健課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

保健所政令市事務により、合併時に相模原市の制
度に統合する。

津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし。

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【内容】
医療関係従事者の免許について、県への経由事務
を行う。
免許事務取扱い件数･
        登録　籍訂正　再交付　登録抹消　合計
　　　　申請　　　　　　　　　免許返納
医師
　　　 　45     16      2        3         6
歯科医師
         14      2      1        1        18
薬剤師
         51     35      4        0        90
診療放射線技師
         16      4      0        0       20
診療エックス線技師
          0      0      0        0         0
臨床検査技師
         19     17      0        0        36
衛生検査技師
         20      0      0        0        20
理学療法士
         15      8      1        0        24
作業療法士
         18      4      0        0        22
視能訓練士
          4      1      0        0         5
歯科技工士･
         11      1      0        0        12
保健師
        113     35      0        0       148
助産師
          9      6      0        0        15
看護師
        234    191     11        0       436
栄養士
        101     26      6        0       133
准看護師
         50     35     15        0       100
受胎調節実地指導員
　　　　　5      0      0        0         5
麻酔科標榜･
          0      0      0        0         0
死体解剖資格認定
          1      0      0        0         1
合計    726    381     40        4      1151

津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし。 津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし。

医師等医療関係従事者の免許事務

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

6

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 保健予防課 保健推進課 健康福祉課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 1,846千円

根拠法令等

結核予防法･
結核診査協議会条例（市）

会計の種別 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円

関係団体・慣行 附属機関

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別 中核市事務

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
なし

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

保健予防課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

保健所政令市事務により、合併時に相模原市の制
度に統合する。

津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
　結核予防法第48条第1項の規定により、市長の
　諮問に応じ、結核患者に対する従業禁止及び入
　所命令並びに結核医療費の公費負担申請に関す
　る事項を審議する。

【内容】
　・委員数　5名（関係行政庁の職員及び結核の
　　予防又は結核患者の医療に関する事業に従事
　　する者のうちから市長が任命する。）
　・任　期　2年
　・開　催　原則月2回
　・委員報酬　1回につき 19,000円

津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし 津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし

結核診査協議会経費

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

7

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 保健予防課 保健推進課 健康福祉課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 52,043千円 1,717千円 1,604千円 0千円

根拠法令等

結核予防法･
結核予防法の施行に関する規則（市）･
結核健康診断事業補助金交付要綱

結核予防法 結核予防法･ 結核予防法

会計の種別 一般会計 一般会計 一般会計 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円 0千円 0千円 0千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等 補助金/交付金等 補助金/交付金等

事務事業の別 中核市事務・電算システム 電算システム

電算システム名 予防接種システム（Microsoft Access） 予防接種システム

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
①定期の健康診断
　津久井町の委託先が神奈川県厚生農業協同組合
　連合会となっている。

②乳幼児に対するツベルクリン反応検査・ＢＣＧ
　接種については、技術補助員報酬単価や事務
　補助員報酬単価が各市町で異なっている。

③学校や施設への結核健康診断補助金について
　は､３町においては、津久井保健福祉事務所の
　業務のため、課題無し。

④城山町、津久井町、相模湖町については､津久
　井郡医師会に肺疾患研究事業助成金を交付して
　いる。

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

保健予防課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

合併時に相模原市の制度に統合する。【目的】
　結核予防法第4条に基づく､定期の結核健康診断
　及び第13条に基づく乳幼児に対するツベルクリ
　ン反応検査及びＢＣＧ接種を行なう。
【内容】
①定期の健康診断（胸部Ｘ線検査）
　神奈川県結核予防会に委託して実施している。
②乳幼児のツベルクリン反応検査・ＢＣＧ
　接種
　　医師や看護師を雇用し、町役場において集団
　予防接種を行っている。

【参考】
①定期の健康診断
　・平成16年度実施回数　    6回
　・平成16年度予算額　340,000円
　・平成15年度受診者数　  537人
②乳幼児のツベルクリン反応検査・ＢＣＧ
　接種
　・医師報酬       　 延12人×31,300円
　・技術補助員賃金　  延12人× 4,500円
　・事務補助員賃金　　述 6人× 2,400円
　・医薬材料費（BCGﾜｸﾁﾝ等）　116,000円
　　（いずれも平成16年度予算額）
　・平成16年度実施時期
　　　　　　4月、6月、9月に1回づつ実施

　・平成16年度実施会場　ツベルクリン反応検
　　査、ＢＣＧ接種それぞれ町役場で実施。
（平成15年度接種者数　ツベルクリン反応検
　　査59人、ＢＣＧ接種者58人）

③津久井郡医師会肺疾患研究事業助成金
　平成16年度予算額　40,000円
　平成15年度決算額　40,000円

【電算システム（予防接種システム）の概要】
○機能　予防接種記録の履歴管理、各種統計作
　成
　

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
　結核予防法第4条に基づく､定期の結核健康診断
　及び第13条に基づく乳幼児に対するツベルクリ
　ン反応検査及びＢＣＧ接種を行なう。
【内容】
①定期の健康診断（胸部Ｘ線検査）
　神奈川県結核予防会に委託して実施している。
②乳幼児のツベルクリン反応検査・ＢＣＧ接種
　医師や看護師を非常勤特別職職員として委嘱
　し、市内の公共施設において集団予防接種
　（一部個別接種）を行っている。
③結核健康診断補助金（中核市事務）
　結核予防法第56条の規定に基づく学校や福祉
　施設が実施する定期健康診断費用の補助。
　・国の定めた基準単価×実施人数×補助率2/3
【参考】
①定期の健康診断
　・平成16年度実施回数　48回
　・平成16年度予算額　5,070,000円
　・平成15年度受診者数　5,284人
②乳幼児のツベルクリン反応検査・ＢＣＧ接種
　・嘱託医報酬　延697人×31,300円
　・技術補助員報酬　延1,238人×4,600円
　・事務補助員報酬　延466人×2,450円
　・医薬材料費（BCGﾜｸﾁﾝ等）　9,786,000円
　　（いずれも平成16年度予算額）
　・平成16年度実施時期　5/26～6/24、
　　9/1～10/1、11/24～12/24、2/2～2/24
　・平成16年度実施会場　ツベルクリン反応検
　　査、ＢＣＧ接種それぞれ延55会場
　・平成16年度接種予定者数　6,500人
　　（平成15年度接種者数　ツベルクリン反応検
　　査6,178人、ＢＣＧ接種者5,774人）
③結核健康診断補助金
　・平成16年度予算額　8,259,000円
　・平成15年度決算額　8,399,596円
（学校16校23,345人   福祉施設11施設599人）
【電算システム（予防接種システム）の概要】
○機能　予防接種記録の履歴管理、各種統計作
　成、個別接種分医療機関支払処理
○説明　システムのデータは､保健所内のサーバ
　ーで管理。データ更新・検索等の作業は、各担
　当者のパソコンで可能。

【目的】
　結核予防法第4条に基づく､定期の結核健康診断
　及び第13条に基づく乳幼児に対するツベルクリ
　ン反応検査及びＢＣＧ接種を行なう。
【内容】
①定期の健康診断（胸部Ｘ線検査）
　神奈川県結核予防会に委託して実施している。
②乳幼児のツベルクリン反応検査・ＢＣＧ
　接種
　医師や看護師を非常勤特別職職員として雇用
　し、保健福祉センターにおいて集団予防接種を
　行っている。
③津久井郡医師会肺疾患研究事業助成金
　津久井郡医師会の肺疾患研究事業に対しての助
　成（助成金40,000円）
【参考】
①定期の健康診断
　・平成16年度実施回数　4回
　・平成16年度予算額　373,000円
　・平成15年度受診者数　283人
②乳幼児のツベルクリン反応検査・ＢＣＧ接種
　・医師報酬　延26人×31,300円
　・技術補助員賃金　延36人×5,400円
　・事務補助員賃金　延24人×2,670円
　・医薬材料費（BCGﾜｸﾁﾝ等）　186,000円
　　（いずれも平成16年度予算額）
　・平成16年度実施時期　5/26～6/11、
　　9/8～9/24(春2回、秋2回実施、ＢＣＧ予備
　　日はそれぞれ1回ずつ）
　・平成16年度実施会場　ツベルクリン反応検
　　査、ＢＣＧ接種ともに保健福祉センターのみ
　・平成16年度接種予定者数　200人
　　（平成15年度接種者数　ツベルクリン反応検
　　査211人、ＢＣＧ接種者209人）
③津久井郡医師会肺疾患研究事業助成金
　平成16年度予算額　40,000円
　平成15年度決算額　40,000円
【電算システム（予防接種システム）の概要】
○該当なし

【目的】
　結核予防法第4条に基づく､定期の結核健康診断
　及び第13条に基づく乳幼児に対するツベルクリ
　ン反応検査及びＢＣＧ接種を行なう。
【内容】
①定期の健康診断（胸部Ｘ線検査）
　神奈川県厚生農業協同組合連合会に委託して実
　施している。
②乳幼児のツベルクリン反応検査・ＢＣＧ接種
　医師や非常勤看護師を雇用し、町内の公共施設
　において集団予防接種を行っている。

【参考】
①定期の健康診断
　・平成16年度実施回数　    5回
　・平成16年度予算額　420,000円
　・平成15年度受診者数　  413人
②乳幼児のツベルクリン反応検査・ＢＣＧ接種
　・医師委託        　 延22人×31,300円
　・技術補助員賃金　   延44人× 4,500円
　・医薬材料費（BCGﾜｸﾁﾝ等）　297,000円
　　（いずれも平成16年度予算額）
　・平成16年度実施時期
　　4月～3月（8月を除く）毎月実施

　・平成16年度実施会場　ツベルクリン反応検
　　査、ＢＣＧ接種それぞれ延22会場
　・平成16年度接種予定者数　220人
　　（平成15年度接種者数　ツベルクリン反応検
　　査242人、ＢＣＧ接種者218人）
③津久井郡医師会肺疾患研究事業助成金
　平成16年度予算額　40,000円
　平成15年度決算額　40,000円

【電算システム（予防接種システム）の概要】
○該当なし
　
　

結核定期健康診断・予防接種事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

8

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 保健予防課 保健推進課 健康福祉課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 884千円

根拠法令等

結核予防法･
保健事業費等国庫負担（補助）金交付要綱（国）

会計の種別 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 81千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別 中核市事務・特定財源

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
なし

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

保健予防課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

保健所政令市事務により、合併時に相模原市の制
度に統合する。

津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
　結核予防法の規定により、結核予防上特に必要
　があると認められる場合に対象者及び期日を指
　定して定期外の健康診断を行う。

【内容】
①管理検診
　結核登録者に対する精密検査。
②家族検診
　結核患者の家族及び同居者に対する定期外検
　診。
③接触者集団検診
　結核患者との接触者に対する定期外検診。
④自然陽転児（家族）検診
　ツベルクリン反応検査の結果、自然陽転したと
　思われる乳幼児及びその家族に対する定期外検
　診。
※①と②については、対象者に受診券を交付し､
　受診券の提示により、無料で保健所又は委託医
　療機関（27箇所）で検診が受けられる。
　③と④については、保健所で検診を行う。

【参考】
《平成15年度事業実績（来所者実数）》
①管理検診　5人（保健所4人、医療機関1人）
②家族検診　310人（保健所285人、医療機関25
　人）
③接触者集団検診　209人
④自然陽転児（家族）検診　309人

【特定財源】
・名称　疾病予防対策事業費等補助金
　　　　（結核予防対策事業費）
・内容　定期外検診に対する国庫補助金
・金額　81千円
・補助率　1/2

津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし 津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし

結核定期外健康診断事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

9

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 保健予防課 保健推進課 健康福祉課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 41,627千円

根拠法令等

結核予防法･
結核医療費国庫負担（補助）金交付要綱(国)･
結核予防法の施行に関する規則（市）･

会計の種別 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 30,220千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別 中核市事務・特定財源

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
なし

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

保健予防課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

保健所政令市事務により、合併時に相模原市の制
度に統合する。

津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
　結核予防法第34条及び第35条並びに第41条の規
　定により、結核医療に要した医療費に対し、公
　費負担を行う。

【内容】
　公費負担にあたっては、患者からの公費負担申
　請に基づき、結核診査協議会への諮問を経て、
　その適否を決定し、第34条申請者に対しては医
　療に要した費用の95％、第35条申請者には全額
　公費負担を行い、緊急時の特例として第41条の
　規定に基づく療養費を支給する。

【参考】
○平成15年度決算額
　・第34条分（一般患者）
　　1,953千円（支払件数 延1,160件）
　・第35条分（従業禁止・命令入所患者）
　　41,509千円（支払件数 延339件）
○患者数（平成15年12月31日現在）
　・第34条関係　58人
　・第35条関係　65人
　
【特定財源】
①結核医療費国庫負担金
　・内容　第35条の医療費に対する国庫負担金
　・金額　28,861千円（平成16年度予算額）
　・補助率　3/4
②結核医療費国庫補助金
　・内容　第34条の医療費に対する国庫補助金
　・金額　1,359千円（平成16年度予算額）
　・補助率　1/2

津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし 津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし

結核医療扶助事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

10

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 保健予防課 保健推進課 健康福祉課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 540千円

根拠法令等

結核予防法･
結核対策特別促進事業実施要綱（国）

会計の種別 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 180千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別 中核市事務・特定財源

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
なし

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

保健予防課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

保健所政令市事務により、合併時に相模原市の制
度に統合する。

津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
　結核患者であって、病状把握が困難な者につい
　て、保健師の訪問や医療機関からの情報提供に
　より、情報を入手することによって、患者管理
　の適正化を図る。

【内容】
①定期病状調査
　結核登録者のうち、医療費公費負担制度や管理
　検診制度により病状の把握が困難な者について
　医療機関から病状の報告書の提出を依頼する。
②訪問指導
　服薬継続の支援及び感染源の追及、周囲への感
　染予防のため、保健師による訪問指導を行う。

【参考】
①定期病状調査
　・単価　報告書1件につき3,000円
　・平成15年度実施件数　101件
　・平成16年度予定件数　120件
②訪問指導
　・平成15年度訪問指導件数
　　訪問154件、面接123件、電話459件
　　（保健師3名で対応）

【特定財源】
　・名称　結核対策特別促進事業補助金
　　　　　（一般対策事業分）
　・内容　地域の実情に応じた結核対策事業（定
　　　　　期病状調査）に対する国庫補助金
　・金額　180千円（平成16年度予算額）
　・補助率　1/2
　
　

津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし 津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし

結核患者管理指導事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

11

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 保健予防課 保健推進課 健康福祉課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 307千円

根拠法令等

結核予防法･
結核対策特別促進事業実施要綱（国）

会計の種別 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 120千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別 中核市事務・特定財源

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
なし

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

保健予防課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

保健所政令市事務により、合併時に相模原市の制
度に統合する。

津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
　国の結核対策特別促進事業補助金実施要綱に基
　づき、地域の実情に応じた結核対策の一層の充
　実を図る。

【内容】
○特別対策事業
　①外国籍市民結核健康診断
    保健所において年１回実施。
　　・平成15年度受診者数　21人（7か国）
　②ホームレス結核健康診断
　　神奈川県結核予防会に委託し、年1回実施。
　　・平成15年度受診者数　7人
○一般対策事業
　③結核診査協議会委員等公開研修会
　　結核診査協議会委員等を対象とした県主催の
　　研修会。年1回実施。
　　・平成15年度参加者数　3人
　④結核医療事業従事者研修会
　　指定医療機関の職員等を対象とした市主催
　　の研修会。年1回実施。
　　・平成15年度参加者数　32人

【参考】
　①外国籍市民結核健康診断
　　翻訳・通訳費用、医薬材料費等　76,000円
　②ホームレス結核健康診断
　　神奈川県結核予防会委託料　120,000円
　③結核診査協議会委員等公開研修会
　　講師謝礼、委員出席謝礼、旅費　81,000円
　④結核医療事業従事者研修会
　　講師謝礼　30,000円

【特定財源】
・名称　結核対策特別促進事業補助金
・内容　地域の実情に応じた結核対策事業に対す
　　　　る国庫補助金
・金額　120千円（平成16年度予定額）
・補助率　特別対策事業10/10、一般対策事業1/2
※平成16年度から100,000円未満の事業について
　は、補助対象外となった。

津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし 津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし

結核対策特別促進事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

12

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 保健予防課 保健推進課 健康福祉課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 1,468千円

根拠法令等

児童福祉法･
身体障害児費及び結核児童療育費国庫負担金交付･
要綱（国）･
結核児童療育給付に関する規則（市）

会計の種別 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 877千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別 中核市事務・特定財源

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
なし

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

保健予防課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

保健所政令市事務により、合併時に相模原市の制
度に統合する。

津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
　長期の療養を必要とする結核児童に対し、指定
　療育機関に入院させ、併せて学校教育を受けさ
　せることにより、心身両面にわたる健全な育成
　を図る。

【内容】
　医療費、学習用品、日用品の給付。
○平成16年度の事業内容
　・医療費　3人×6月×60,000円
　・学習用品　3人×6月×2,810円
　・日用品　3人×6月×18,550円
　※平成16年5月1日現在、対象者なし。

【参考】
○平成15年度の事業実績
　・対象者　3人
　・給付額　638,745円

【特定財源】
①結核児童療育費国庫負担金
　・内容　結核児童への療育給付に係る国庫負担
　　金
　・金額　586千円（平成16年度予算額）
　・補助率　1/2
②結核児童療育給付自己負担金
　・内容　結核児童の扶養者の所得に応じて徴収
　　する自己負担金
　・金額　291千円（平成16年度予算額）
　　　　　（3人×6月×16,200円）

津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし 津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし

結核児童療育給付事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

13

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 保健予防課 保健推進課 健康福祉課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 228千円

根拠法令等

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関･
する法律･
相模原市感染症診査協議会条例

会計の種別 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円

関係団体・慣行 附属機関

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別 中核市事務

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
なし

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

保健予防課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

保健所政令市事務により、合併時に相模原市の制
度に統合する。

津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
　感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に
関する法律第24条の規定により、市長の諮問に応
じ、一類感染症の患者(疑似症、無症状病原体保
有者、二類感染症の患者(一部疑似症を含む)が入
院した後、72時間を超える入院が必要な時は、10
日以内の期間を定めた入院勧告及び入院期間の延
長に関する必要な事項を審議する。

【内容】
 ①二類感染症の患者(一部疑似症を含む)が発生
   し、かつ必要であると認めるときに開催する
　　平成15年度実績　未実施
　委　員・6名で組織。非常勤特別職。
　内　訳・感染症指定医療機関の医師（相模原
          協同病院医師）　　　　　　　2名
　　　  ・感染症の患者の医療に関し学識経験
          を有する者（市医師会推薦医師）
                                      2名
　　　　・医療以外の学識経験者を有する者
         （市人権擁護委員）　　　 　　2名
　任　期　2年
　報　酬　1回　19,000円
　開　催　必要に応じて随時

【参考】
　平成16年度予算額
　①感染症診査協議会委員報酬　228,000円
　　・単価19,000円×2回×6人
  　感染症の予防及び感染症の患者に対する医療
　　に関する法律第24条第2項に、二以上の保健
　　所について一の協議会を置くことができると
　　規定されているため、負担増はないと見込ま
　　れる。

津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし 津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし

感染症診査協議会経費

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

14

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 保健予防課 保健推進課 健康福祉課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 7,259千円 154千円 59千円 3千円

根拠法令等

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関･
する法律

感染症予防法

会計の種別 一般会計 一般会計 一般会計 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 298千円 0千円 0千円 0千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別 中核市事務・特定財源

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
・感染症の病原体に汚染された場所の消毒の施工
方法や対応の相違
　感染症発生家屋消毒
　　相模原市、城山町、相模湖町　業者等委託
　　津久井町　業者委託予定
　浸水家屋消毒
　　相模原市　業者委託
　　城山、津久井町　対応しない
　　相模湖町　自主施工

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

保健予防課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

合併時に相模原市の制度に統合する。【目的】
　感染症発生時、感染の予防や、まん延を防止す
るため保健所の指導の下、消毒を行う。
【内容】
　消毒液の購入・消毒業務の委託
【参考】
　平成15年度未実施
　
　平成16年度予算
　　需用費　　2千円
　　委託料　　1千円

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
　感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に
関する法律第21、27、37条等の規定により、感染
症発生時における対応及び感染症に関する正しい
知識の普及啓発を実施する｡また、二類（コレラ､
細菌性赤痢、腸チフスなど）感染症患者の入院施
設（旧伝染病隔離病舎）として借上げている病棟
等相当分の土地賃借料を負担する。

【内容】
  平成15年度実績
　①感染症発生時の対応
  ・発生状況　5名   二類感染症　3名（コレラ
    1件、細菌性赤痢 2件）､三類感染症 2名(腸
    管出血性大腸菌感染症2件)
  ・当該患者家族､接触者等の対応として検便検
    査（市衛生試験所にて実施） 11名
  ②感染症患者(一類､二類感染症患者（一部疑似
    症含む）)の移送 1件
　③感染症入院患者(一類､二類感染症患者（一部
    疑似症含む）)の医療費負担　54,795円／2件
　④感染症の病原体に汚染された場所の消毒
　　未実施
　⑤旧伝染病隔離病舎土地賃借料支払い
                        5,275,200円

【参考】
　平成16年度予算
  ②感染症患者移送委託    180,000円
　　・単価45,000円／回×４回
  ③感染症入院患者(二類感染症患者)の医療費負
    担 　　　　　　　　　  162,000円
　④感染症発生家屋消毒委託 98,700円
     ・単価 24,675円／件×４件
　　浸水家屋消毒委託   　　189,000円
     ・単価47,250円／日×４日
  ⑤旧伝染病隔離病舎土地賃借料  5,275,200円

【特定財源】
　・名称 保健事業費等負担金
　  （感染症予防事業、感染症患者入院医療費）
  ・内容 感染症法により政令市が行う事業に対
　　する国庫補助金
　・金額　　298千円（平成16年度予算額）
  ・補助率　1/2・3/4

【目的】
　感染症予防法に基づき、正しい知識の普及啓発
とまん延を防止する。
【内容】
　感染症予防法「消毒その他措置」に係る市町村
の役割を行う。
　平成15年度未実施
【参考】
　平成16年度予算
　〇感染症発生家屋消毒委託 150,000円

【目的】
　感染症発生時、感染の予防や、まん延を防止す
るため保健所の指導の下、消毒を行う。
【内容】
　感染症予防法「消毒その他措置」に係る市町村
の役割を行う。
　平成15年度未実施
【参考】
　平成16年度予算
　　需用費　　50千円
　　役務費　　 5千円

感染症予防対策事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

15

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 保健予防課 保健推進課 健康福祉課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 3,737千円

根拠法令等

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関･
する法律

会計の種別 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 1,705千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等 補助金/交付金等

事務事業の別 中核市事務・特定財源

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
なし

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

保健予防課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

保健所政令市事務により、合併時に相模原市の制
度に統合する。

津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に
関する法律第12条から第16条の規定により、感染
症の発生の状況、動向及び原因の調査を行い、そ
の情報を関係機関に還元する。また、さらに広く
感染症発生情報を収集する市医師会サーベイラン
ス事業に対し補助を実施する。
【内容】･
　平成15年度実績
　①１～５類感染症患者発生届出の受理
    当該患者発生医療機関からの報告　25件
  ②５類感染症のうち28疾患についての患者数報
    告書（週報及び月報）の受理
　　29医療機関からの報告　1,348件
　　 患者定点謝礼決算額   1,450,000円
　③５類感染症のうち12疾患についての病原体検
    査実施（検査の実施は、県衛生研究所）
　　　当該病原体の提出を依頼している医療機関
   （4箇所）からの検体提出　61件
　   病原体定点謝礼決算額   140,000円
　   病原体検査手数料決算額 646,880円
　④情報の還元(年間65回・42箇所)（協力医療
    機関等へ郵送にて送付）
　   還元郵便料決算額       192,115円
  ⑤市医師会の感染症サーベイランス事業補助
【参考】
 　平成16年度予算額
　②患者定点謝礼　　　  　1,500,000円
　　･単価　50,000円×30定点（機関）
　③病原体定点謝礼　　 　 　240,000円
    ･単価　 5,000円×48月分
    病原体検査手数料 　   1,203,800円
　　･単価13,040円（ウイルス）・570円(細菌)
　④還元郵便料　　　      　245,700円
　　･単価　90円×65回発送（52週分（週報）
     及び12月分(月報)）×42定点（機関）
　⑤市医師会同事業補助    　325,000円
    ･単価　50,000円×13医療機関×1/2
 【特定財源】
    ・名称　保健事業費等負担金
　　 (感染症発生動向調査事業)
    ・内容　　感染症法により政令市が行う事業
      対する国庫補助金
　　・金額　　1,705千円（平成16年度予算額）
　　・補助率　1/2

津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし 津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし

感染症発生動向調査事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

16

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 保健予防課 保健推進課 健康福祉課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 1,660千円 80千円

根拠法令等

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関･
する法律

会計の種別 一般会計 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 830千円 0千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別 中核市事務・特定財源

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
なし

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

保健予防課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

保健所政令市事務により、合併時に相模原市の制
度に統合する。

【目的】
　ＨＩＶ感染予防及びエイズ患者やＨＩＶ感染者
に対する差別、偏見の解消を図るため、エイズに
関する正しい知識の普及啓発を実施。
【内容】（１５年度実績）
　町内中学校（２校）の３年生を対象に講師を派
遣　　2回　　119人
【参考】（１６年度予算）
○総事業費　80千円
○特定財源
　（名称）育児等健康支援事業費補助金
　（補助率）基準額に対し　県２／３

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
　ＨＩＶ感染予防及びエイズ患者やＨＩＶ感染者
に対する差別、偏見の解消を図るため、エイズに
関する正しい知識の普及啓発を実施。
【内容】（１５年度実績）
○エイズ予防講習会の開催　年１回
○エイズ予防啓発冊子等の配布
　・市関係機関窓口、中・高・大学等に配布
○各種イベントにおけるエイズ啓発コーナーの
　開設
　・若葉まつり（２日間）
　・健康づくりのつどい（２日間）
　・大学祭（１日）
○地域依頼健康教室の開催（保健師を派遣）
　・小・中・専門学校　６回　参加人数５０４人
○「エイズデーかながわ」（神奈川県、横浜市、
　川崎市、横須賀市と共催）への参画
【参考】（１６年度予算）
○総事業費　1，660千円
○特定財源
　（名称）エイズ対策促進事業補助金
　（金額）861千円
　　　充当先　エイズ予防対策事業費　830千円
　　　　　　　職場研修費　　　　　　 31千円
　（補助率）１／２

津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし 津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし

エイズ予防対策事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

17

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 保健予防課 保健推進課 健康福祉課 こども課

歳出予算額（平成16年度） 30,512千円 921千円 792千円 271千円

根拠法令等

予防接種法、相模原市予防接種問題協議会運営要･
綱、相模原市予防接種助成金交付要綱

予防接種法 予防接種法 予防接種法

会計の種別 一般会計 一般会計 一般会計 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円 0千円 0千円 0千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別 電算システム 電算システム

電算システム名 予防接種システム ヘルセンオール

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
【課題】
　技術補助員報酬単価や事務補助員報酬単価が各
　市町で異なっている。

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

保健予防課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

合併時に相模原市の制度に統合する。【目的】
　感染症の発病と蔓延を防止するため､予防接種
法に基づいて、定期の予防接種を行う。

【内容】
　生後３か月から７歳５か月までの乳幼児（接種
回数２回）を対象とした、急性灰白髄炎（ポリ
オ）ワクチンの接種を町役場で実施する。

【電算システムの概要】
○　名称
　ヘルセンオール
○　機能
　・予防接種記録の履歴管理（平成元年度から）
　・各種統計作成

【参考】
○　平成１６年度の事業
　・実施時期　年2回（上期：4月 下期：10月）
　・予定人数　200人
　・実施会場　1会場（延3会場）
　・医師委託　      延 6人×31,300円
　・技術補助員賃金　延 3人× 4,500円
  ・事務補助員賃金　延 4人× 2,400円
　・ワクチン購入費　   7本× 6,972円

○　平成１５年度の実績
　・接種者数　　上期： 52人　下期：49人
　　　　　　　　合計：101人
　・使用ワクチン数　　  5本

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
　感染症の発病と蔓延を防止するため､予防接種
法に基づいて、定期の予防接種を行う。

【内容】
　生後３か月から７歳５か月までの乳幼児（接種
回数２回）を対象とした、急性灰白髄炎（ポリ
オ）ワクチンの接種を公民館等の会場で実施す
る。

【電算システムの概要】
○　名称
　予防接種システム
　（開発アプリケーション：Microsoft Access）
○　機能
　・予防接種記録の履歴管理（平成８年度から）
　・各種統計作成
　・個別接種分医療機関支払処理（金額積算、
　　支払明細書作成）
○　説明
　システムのデータは保健所内のサーバで管理。
データ更新・検索等の作業は各担当者のパソコン
で可能。
　接種記録の登録に際しては予診票を委託業者に
パンチ依頼。納品されたデータＦＤをシステムで
エラーチェックし、システムへ登録を行う。
　ホストコンピュータで管理する住民記録からデ
ータを取得し、月３回異動処理を行う。

【参考】
○　平成１６年度の事業
　・実施時期　年2回（上期：4月　下期：10月）
　・予定人数　13,000人
　・実施会場　19会場（延83会場）
　・嘱託医報酬　延580人×31,300円
　・技術補助員報酬　延816人×4,600円
　・事務補助員報酬　延300人×2,450円
　・会場事務補助員賃金　 1,722,100円
　・ワクチン購入費　700本×6,972円
○　平成１５年度の実績
　・接種者数　　上期：5,870人　下期：5,902人
　　　　　　　　合計：11,682人
　・使用ワクチン数　　590本

【目的】
　予防接種法に基づき、定期の予防接種を行う。

【内容】
　生後３か月から７歳５か月までの乳幼児（接種
回数２回）を対象とした、急性灰白髄炎（ポリ
オ）ワクチンの接種を保健福祉センターで実施す
る。

【電算システムの概要】
〇　該当なし

【参考】
○　平成１６年度の事業
　・実施時期　年2回（上期：4月　下期：10､11
　　　　　　　月）
　・予定人数　440人
　・実施会場　1会場（延6会場）
　・医師報酬　延14人×31,300円
　・技術補助員賃金　延14人×5,400円
　・事務補助員賃金　延18人×2,670円
　・ワクチン購入費　23本×6,972円
○　平成１５年度の実績
　・接種者数　　1回目：186人　2回目：214人
　　　　　　　　合計：400人
　・使用ワクチン数　　22本

【目的】
　感染症の発病と蔓延を防止するため､予防接種
法に基づいて、定期の予防接種を行う。

【内容】
　生後３か月から７歳５か月までの乳幼児（接種
回数２回）を対象とした、急性灰白髄炎（ポリ
オ）ワクチンの接種を保健センターで実施する。

【電算システムの概要】
○　該当なし

【参考】
○　平成１６年度の事業
　・実施時期　年2回（上期：4月　下期：9月）
　・予定人数　360人
　・実施会場　1会場（延6会場）
　・医師委託　      延18人×31,300円
　・技術補助員賃金　延 6人× 4,500円
  ・技術補助員賃金　延19人× 4,000円
　・ワクチン購入費　  18本× 6,972円

○　平成１５年度の実績
　・接種者数　　上期：195人　下期：185人
　　　　　　　　合計：380人
　・使用ワクチン数　　24本

集団予防接種事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名
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大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

18

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 保健予防課 保健推進課 健康福祉課 健康福祉課・こども課

歳出予算額（平成16年度） 688,341千円 23,792千円 21,366千円 7,423千円

根拠法令等

予防接種法･
相模原市予防接種問題協議会運営要綱･
相模原市予防接種助成金交付要綱･
結核予防法

予防接種法･
城山町予防接種費用助成要綱

予防接種法 予防接種法･
相模湖町予防接種助成要綱･
･
･

会計の種別 一般会計 一般会計 一般会計 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 450千円 0千円 0千円 0千円

関係団体・慣行 公共的団体

使用料・手数料・補助金等 補助金/交付金等 補助金/交付金等

事務事業の別 特定財源・電算システム 電算システム

電算システム名 予防接種システム ヘルセンオール

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC

◎ 委託先（契約先）の相違
　・相模原市：相模原市医師会、市外医療機関、
　　北里大学病院と個別に契約
　・城山町、津久井町、相模湖町：津久井郡医師
　　会に加入している医療機関と個別に契約

◎ 委託料単価の相違

◎ 予防接種の接種歴の管理方法の相違
　・相模原市､相模湖町：電算システムで保管･管
　　理
　・城山町､津久井町：予防接種台帳で保管

◎ 個別接種でのツベルクリン反応検査・ＢＣＧ
　予防接種の実施の有無
　・相模原市：特例のみ実施
　・城山町、津久井町、相模湖町：実施していな
　　い

◎ 高齢者インフルエンザ予防接種自己負担金免
　除対象者の相違
　・相模原市：生活保護世帯又は市民税非課税世
　　帯に属する人
　・城山町、津久井町、相模湖町：生活保護世帯
　　に属する人

◎ 高齢者インフルエンザ予防接種実施時期の相
　違
　・相模原市：10月20日から1月31日
　・城山町、津久井町、相模湖町：10月1日から2
　　月28日

◎ 住民への予防接種実施案内の発送時期の相違

◎ 予防接種事故賠償補償保険の加入方法の相違

◎ 予防接種予診票の書式の相違

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

保健予防課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

合併時に相模原市の制度に統合する。
　

【目的】
　感染症の発病と蔓延防止のため、予防接種法に
基づき定期の予防接種を行う。協力医療機関にお
ける個別接種で実施することにより、接種を受け
る人の健康状態の良好な時期にかかりつけの医師
による接種を可能とし、健康被害の防止と町民の
利便性を図る。
【内容】
　三種混合、二種混合、麻しん、風しん、日本脳
　炎、高齢者インフルエンザ予防接種を町内及び
　郡内の協力医療機関において個別接種で実施す
　る。
　◎ 委託先
　　協力医療機関
　◎ 委託料単価の積算方法
　　診療報酬点数を基準とした津久井郡医師会と
　　の調整単価
【参考】
　◎ 平成16年度 接種予定人員
　　三種混合他：750人
　　高齢者インフルエンザ：600人
　◎ 協力医療機関数
　　三種混合他： 5機関（6月1日現在）､高齢者
　インフルエンザ：14機関（平成15年度実績）
  ◎ 平成１６年度 予防接種委託料予算額
　　                        6,163千円
【相模湖町予防接種助成要綱】
　　特別な理由により、本町の協力医療機関以外
　で予防接種を受ける方に、支払った予防接種料
　の全額又は一部を補助するもの。（補助金）
　　・平成１５年度の実績・・・１３件
【電算システムの概要（予防接種システム）】
　≪機能≫　①予防接種接種状況の履歴管理（平
　　成元年度接種分から蓄積）②各種統計作成

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
　感染症の発病と蔓延防止のため、予防接種法及
び結核予防法等に基づき定期の予防接種を行う。
【内容】
　三種混合、二種混合、麻しん、風しん、日本脳
炎、高齢者インフルエンザ予防接種及びツベルク
リン反応検査・BCG（ツ反・BCGは特例のみ）を協
力医療機関における個別接種で実施する。
　◎ 委託先
　　相模原市医師会､市外医療機関､北里大学病院
　◎ 委託料単価の積算方法
　　診療報酬点数を基準とした相模原市医師会と
　の調整単価
【参考】
　◎ 平成16年度 接種予定人員
　　三種混合他：約67,000人
　　高齢者インフルエンザ：約35,000人
　◎ 協力医療機関数
　　三種混合他：144機関（5月21日現在)､高齢者
　インフルエンザ：238機関（平成15年度実績）
  ◎ 平成１６年度 予防接種委託料予算額
　　675,186千円
【相模原市予防接種助成金交付要綱】
　　特別な理由により、本市の協力医療機関以外
　で予防接種を受ける方に、支払った予防接種料
　の全額又は一部を補助するもの。（補助金）
　　・平成１５年度の実績・・・１４１件
【予防接種健康被害救済費補助金】
　　予防接種を受けたことに起因して健康被害が
　生じたと国で認定された者に対し、医療費及び
　医療手当等を給付するもの。（特定財源）
　　・補助率　国１／２、県１／４、市１／４
【電算システムの概要（予防接種システム）】
　≪機能≫　①予防接種接種状況の履歴管理（平
　　成８年度接種分から蓄積）②各種統計作成
　　③協力医療機関への支払明細書の作成
　≪説明≫　システムのデータは保健所内のサー
　　バで管理。データ更新・検索等の作業は各担
　　当者のパソコンで可能。接種記録の登録に際
　　しては、委託業者に予診票の内容をデータ化
　　依頼。納品されたデータFDをシステムでエラ
　　ーチェックし、システムへの登録を行う。市
　　のホストコンピュータで管理する住民記録か
　　ら最新の住民情報を取得し、月３回住民情報
　　の異動処理を行う。

【目的】
　感染症の発病と蔓延防止のため、予防接種法に
基づき定期の予防接種を行う。
【内容】
　三種混合、二種混合、麻しん、風しん、日本脳
炎、高齢者インフルエンザ予防接種を町内及び郡
内の協力医療機関において個別接種で実施する。
　◎ 委託先
　　協力医療機関
　◎ 委託料単価の積算方法
　　診療報酬点数を基準とした津久井郡医師会と
　　の調整単価
【参考】
　◎ 平成16年度 接種予定人員
　　三種混合他：2,190人
　　高齢者インフルエンザ：1,500人
　◎ 協力医療機関数
　　三種混合他： 7機関（6月1日現在）､高齢者
　インフルエンザ：15機関（平成15年度実績）
  ◎ 平成１６年度 予防接種委託料予算額
　　  17,738千円
【城山町予防接種費用助成要綱】
　　特別な理由により、委託先の協力医療機関以
　外で予防接種を受ける方に、支払った予防接種
　料の全額又は一部を補助するもの。（補助金）
　　・平成１５年度の実績・・・２件
【電算システムの概要（予防接種システム）】
〇該当なし

【目的】
　感染症の発病と蔓延防止のため、予防接種法に
　基づき定期の予防接種を行う。
【内容】
　三種混合、二種混合、麻しん、風しん、日本脳
　炎、高齢者インフルエンザ予防接種を町内及び
　郡内の協力医療機関において個別接種で実施す
　る。
　◎ 委託先
　　協力医療機関
　◎ 委託料単価の積算方法
　　診療報酬点数を基準とした津久井郡医師会と
　　の調整単価
【参考】
　◎ 平成16年度 接種予定人員
　　三種混合他：2,355人
　　高齢者インフルエンザ：1,430人
　◎ 協力医療機関数
　　三種混合他： 6機関（6月1日現在）､高齢者
　インフルエンザ：15機関（平成15年度実績）
  ◎ 平成１６年度 予防接種委託料予算額
　　  17,575千円

【電算システムの概要（予防接種システム）】
  ◎該当なし

個別予防接種事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名
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大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

19

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 保健予防課 保健推進課 健康福祉課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 1,067千円

根拠法令等

難病対策要綱

会計の種別 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 504千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別 特定財源・電算システム

電算システム名 保健所業務情報システム

備考１ 難病対策管理システム

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
なし

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

保健予防課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

保健所政令市事務により、合併時に相模原市の制
度に統合する。

津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし

　保健師による随時所内相談（電話・面接・訪
問）としては対応している。

（平成15年度　実績）
・講演会・相談会　該当なし（保健所実施）
・患者と家族のつどい　該当なし（保健所実
施）
・随時相談　　56件　電話　33件
・訪問相談　　37件

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
長期にわたり療養を必要とする難病患者及び家族
に対して、在宅療養支援を行なう。

【内容】（平成15年度　実績）
・講演会・相談会　開催回数　8回　参加者数
　223人　相談者数　10人
・患者と家族のつどい　開催回数　17回
・随時相談　1,404件　電話　595件
・訪問相談　常勤保健師　269件　非常勤保健師
　95件　計　364件
・事業費　1,097千円
・財源
　名称　難病患者地域支援対策推進事業補助金
　387千円　補助率　1/2
　名称　特定疾患事務取扱交付金　167千円
　
【参考】
・特定疾患医療受給者数　2,498人
（平成16年3月31日現在）
・保健師　常勤　5人　非常勤　1人（訪問相談）
・事業費　1,067千円（平成16年度）
・財源
　名称　難病患者地域支援対策推進事業補助金
　358千円　補助率　1/2
　名称　特定疾患事務取扱交付金　146千円
　

津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし 津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし

　保健師による随時所内相談（電話・面接・訪
問）としては対応しているが、事業としての予算
化はなし。実際の対応件数もごくわずか。受付日
時：平日8:30～17:00まで

（平成15年度　実績）
・講演会・相談会　該当なし（保健所実施）
・患者と家族のつどい　該当なし（保健所実
施）
・随時相談　実施　２件
　保健師による随時所内相談（電話・面接）とし
ては対応しているが、事業として標榜しているわ
けでなく、実際の相談件数もごくわずか。
・訪問　実施　常勤保健師　15件

特定疾患保健指導事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名
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大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

20

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 保健予防課 保健推進課 健康福祉課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 1,818千円 0千円 839千円 0千円

根拠法令等

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律･ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律･
母子保健法･
老人保健法･
･

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律･
･

会計の種別 一般会計 一般会計 一般会計 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円 0千円 133千円 0千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別 中核市事務・電算システム 特定財源

電算システム名 精神保健福祉対策管理システム

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
嘱託医による定例相談
　　津久井保健福祉事務所と調整
　　（医師・開催場所の調整）
随時相談
　　城山町における授産施設での健康相談の取り
扱い
　　津久井町におけるカウンセラーによる相談の
取り扱い
法24条調査
　　津久井保健福祉事務所と調整

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

保健予防課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

合併時に相模原市の制度に統合する。ただし、事
業内容については地域特性に配慮し調整する。

【目的】
　地域における精神障害者の自立と社会参加の促
進を図るため、医療・保健･福祉に関する相談を
行う。
【内容】
随時相談
　　　　保健師による随時相談
法32条申請受付事務
　　　　通院医療費公費負担制度の申請受付、
　　　　県への進達
法45条申請受付事務(障害者手帳)
　　　　精神障害者保健福祉手帳の申請受付、
　　　　県への進達、手帳の交付
法33条事務
　　　　医療機関との入院同意事務
【参考】
随時相談（保健師分）
　　　　１５年度電話220件
　　　　　　　　文書　0件
                面接 83件
法32条申請受付事務（公費負担）
　　　　平成１５年度　　46件
法45条申請受付事務(障害者手帳)
　　　　平成１５年度　　46件
法33条事務
　　　　平成１５年度　　 2件

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
精神障害者等の治療や社会参加、社会復帰・就労
支援及び福祉サービスに関する相談を行う。

【内容】
嘱託医による定例相談
　　　　ウエルネスさがみはら：月２回
　　　　県高相合同庁舎：月２回
随時相談
　　　　福祉職・保健師による随時相談
法24条調査
　　　　警察官通報に対する調査
法32条申請受付事務
　　　　通院医療費公費負担制度の申請受付、
　　　　県への進達
法45条申請受付事務(障害者手帳)
　　　　精神障害者保健福祉手帳の申請受付、
　　　　県への進達、手帳の交付
法33条事務
　　　　医療保護入院届等の県への進達
福祉のしおり発行
　　　　障害福祉課とともに３障害共通発行

【参考】
嘱託医による定例相談
　　　　１５年度４３回８０件
　　　　嘱託医報酬単価：31,300円
随時相談
　　　　１５年度電話5135件
                来所1540件
法24条調査
法32条申請受付事務（公費負担）
　　　　平成１６年４月１日現在４５１６人
法45条申請受付事務(障害者手帳)
　　　　平成１６年４月１日現在１１３０人
福祉のしおり発行
　　　　１５年度1000部

【目的】
地域における精神障害者の自立と社会参加の促進
を図るため、医療・保健･福祉に関する相談を行
う。

【内容】
随時相談
　保健師による随時相談
授産施設で行う健康相談
　保健師が町内の授産施設へ出向き行う
福祉推進課事務職による精神保健福祉関係事務
　精神保健福祉法第32条（患者票）関係
　精神保健福祉法第45条（障害者手帳）関係
　精神医療費（5%負担分）助成関係
　その他相談及び訪問等

【参考】
随時相談
　15年度電話62件
　　　  文書 1件
　　　　面接83件
授産施設で行う健康相談
　15年度年間10回　延人数71人

　
※福祉推進課分
法32条申請受付事務（公費負担）
　　　　平成１６年４月１日現在１６５人
法45条申請受付事務(障害者手帳)
　　　　平成１６年４月１日現在　４７人
平成15年度受付分
法32条関係受付相談事務（公費負担）136件

法45条関係受付相談事務(障害者手帳)　45件
　

その他（医療費助成、相談等）　　　　161件

【目的】
①疾病の有無に関わらず、町民が心の健康を維持
増進できる②心の問題を感じた早期に、相談のル
ートに乗れることで、疾病やその悪化を未然に防
ぐ③精神疾患を有する者や精神障害者が安心して
在宅生活が送れることを目的に精神保健福祉全般
に係る相談を行なう。

○随時相談…保健師・福祉職員による
○カウンセラーによるこころの相談室
　　保健センターで月２回　年間２４回開催
　　事業カンファレンス年３回
○法32条申請受付事務
　　　　通院医療費公費負担制度の申請受付、
　　　　県への進達
○法45条申請受付事務(障害者手帳)
　　　　精神障害者保健福祉手帳の申請受付、
　　　　県への進達、手帳の交付
○法33条事務
　　　　医療保護入院届等の県への進達

【参考】
○随時相談
　　１５年度　電話１５６件　来所６８件
　・事業費の内訳
　需要費　消耗品費　１６０００円
○カウンセラーによるこころの相談室
　　１５年度　相談実件数２９件　延べ件数７８
件
　・事業費の内訳（１６年度）
　　賃金（カウンセラー）８１７０００円
　　需要費　消耗品費　３０００円
　　　　　　食料費　　３０００円
○法32条申請受付（公費負担）
　　　１５年度申請件数１４８件
○法45条受付事務(障害者手帳)
　　　１５年度交付件数４１件
○法33条医療保護入院届等
　　　１５年度町長同意件数１件　解除件数１件

＊医師による定例相談は津久井保健福祉事務所で
実施
＊福祉のしおりは作成しておらず。それに代わる
ものとしてパンフレットを配布
　　　１５年度５０部配布

精神保健相談事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

20

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

保健予防課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

精神保健相談事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名

【事務事業の内容】 【特定財源】
○保健衛生費県補助金
（育児等健康支援事業費）　１３３千円
○老人保健事業健康相談対象経費組み入れ



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

21

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 保健予防課 保健推進課 健康福祉課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 345千円 0千円

根拠法令等

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律･ 精神保健及び精神障害者に関する法律

会計の種別 一般会計 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円 0千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
集団指導教室の開催
　　開催場所
　　津久井保健福祉事務所と調整
家族教室の開催
　　開催場所

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

保健予防課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

合併時に相模原市の制度に統合する。該当なし

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
在宅の精神障害者に対し生活支援活動を通して、
自立と社会参加・社会復帰の促進を図る。
また、精神障害者を持つ家族のための教室を行
い、病気の知識や関わり方等についての理解を深
め、適切な対応ができるよう指導する。

【内容】
集団指導教室の開催
家族教室の開催

【参考】
集団指導教室の開催
　　　　１５年度年間４５回、のべ４５４人参加
　　　　（料理、書道、話し合い及びスポーツな
　　　　ど）
　　　　講師謝礼：50千円
　　　　教材等：172千円
家族教室の開催
　　　　１５年度年間６回、のべ１８２人参加
　　　　講師謝礼：80千円

【目的】
精神障害者が気軽に参加できる場をつくり、閉じ
こもりを予防する。

【内容】
集団指導教室（集い）の開催

【参考】
集団指導教室（集い）の開催
　15年度年間11回　延人数67人
　（料理、カラオケ、スポーツ、野外活動）
事業費の内訳
　報償費
　　　講師謝礼：10千円
　需用費
　　　消耗品費：11千円
　　　食料費：3千円
　

該当なし

精神保健集団指導活動事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

22

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 保健予防課 保健推進課 健康福祉課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 265千円 0千円 0千円 0千円

根拠法令等

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律

会計の種別 一般会計 一般会計 一般会計 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円 0千円 0千円 0千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
精神科嘱託医による訪問指導
　　医師の調整

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

保健予防課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

合併時に相模原市の制度に統合する。【目的】
精神障害者本人、家族及び医療機関等から依頼が
あったケースに対して訪問指導を行う。

【内容】
保健師による訪問指導

【参考】
保健師による訪問指導
　15年度75件

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
精神障害者本人、家族及び医療機関等から依頼が
あったケースに対して訪問指導を行う。特に医療
中断者等処遇困難なケースに関しては、必要に応
じて精神科嘱託医の訪問指導やケース検討会等を
開催し適切な指導を実施する。

【内容】
福祉職、保健師による訪問指導
精神科嘱託医による訪問指導
ケース検討会の開催

【参考】
福祉職、保健師による訪問指導
　　　　１５年度１１２９件
精神科嘱託医による訪問指導
　　　　１５年度１件
　　　　嘱託医報酬単価：31,300円
ケース検討会の開催
　　　　１５年度４回

【目的】
精神障害者本人、家族及び医療機関等から依頼が
あったケースに対して訪問指導を行う。

【内容】
保健師による訪問指導

【参考】
保健師による訪問指導
　15年度66件

【目的】
指導が必要であると認められる者及びその家族に
対して、保健師等が訪問して、その健康に関する
問題を総合的に把握し、必要な指導を行い、健康
の保持増進を図ることを目的とする。

【内容】
・心の健康のバランスを崩していたりそのおそれ
がある場合の生活環境や疾病予防に関する指導・
支援
・窓口や相談に来所した精神疾患を有する者や精
神障害者においては、病状・日常生活・家族関
係・社会的交流等を把握し、地域で安心し自立に
向けた生活をするための医療管理・日常生活・社
会生活に関する指導・支援

【訪問従事者】
保健師
福祉職員

【その他】
関係者による処遇検討会の開催

【参考】
保健師による訪問指導
　　　　１５年度９２件
処遇検討会開催
　　　　１５年度２９回

※精神科医による訪問指導については、津久井保
健福祉事務所で実施。

精神保健訪問指導事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

23

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 保健予防課 保健推進課 健康福祉課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 109千円 60千円 20千円 40千円

根拠法令等

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律･ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律･
･

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律

会計の種別 一般会計 一般会計 一般会計 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円 0千円 0千円 0千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
当事者会、家族会支援
　　町単位の会の取扱い
　　郡家族会の取扱い
生活ホーム運営支援
　　障害福祉課との調整

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

保健予防課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

普及講演会・公開講座開催・地域作業所・関係機
関連絡会議・ボランティア育成支援・社会適応訓
練事業のための相談及び事業所訪問・生活ホーム
運営支援については、合併時に相模原市の制度に
統合する。

当事者会、家族会支援については、速やかに相模
原市の制度に統合する。
　

【目的】
町民の精神的健康の保持及び増進を図るため、ま
た、精神障害者に対する理解を深めるため正しい
知識の普及を行う。また、精神障害者の家族が孤
立しないように親睦・情報交換の場をつくり、精
神障害者の福祉の増進及び社会復帰を図るための
活動を支援する。

【内容】
座談会、家族会支援

【参考】
座談会
　15年度1回　延7人参加
家族会支援
　15年度1団体9回

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
医療機関、関係機関、地域作業所等との連携を深
め、地域精神保健福祉の推進を図る。
また、当事者会や家族会及びボランティアの組織
育成及びその活動を支援するとともに、精神保健
思想の普及啓発活動を行う。

【内容】
普及講演会、公開講座開催
地域作業所、関係機関連絡会議
当事者会、家族会支援
ボランティア育成支援
社会適応訓練事業のための相談及び事業所訪問
　　　　１５年度対象者なし

【参考】
普及講演会
　　　　１５年度１回、６０人参加
公開講座
　　　　１５年度３回、３００人参加
　　　　講師謝礼：76千円
地域作業所、関係機関連絡会議
　　　　地域作業所運営委員会、地域生活支援セ
　　　　ンター連絡会議への参加
当事者会、家族会支援
　　　　１５年度３団体のべ３４回
ボランティア育成支援
　　　　１５年度５回
社会適応訓練事業のための相談及び事業所訪問
　　　　１５年度対象者なし

【目的】
町民の精神的健康の保持及び増進を図るため、ま
た、精神障害者に対する理解を深めるため正しい
知識の普及を行う。また、精神障害者の家族が孤
立しないように親睦・情報交換の場をつくり、精
神障害者の福祉の増進及び社会復帰を図るための
活動を支援する。

【内容】
講演会、家族会支援、市民団体支援

【参考】
講演会
　15年度2回　延67人参加
家族会支援
　15年度1団体11回
市民団体支援
　15年度1団体6回

【目的】
医療機関、関係機関、地域作業所等との連携を深
め、地域精神保健福祉の推進を図る。

【内容】
○普及講演会、公開講座開催（16年度関係機関と
の共催事業として新規で実施予定）
○生活ホーム運営支援（運営会議・入居判定会議
等）
○家族会支援
○実務担当者会議

【参考】
○生活ホーム運営支援（運営会議・入居判定会議
等）
　　　１５年度　11回
○家族会支援
　　　１５年度　１団体3回
○実務担当者会議
○普及講演会、公開講座開催　※16年度新規　1
回
　・事業費の内訳（１６年度）
　　報償費　講師謝礼２０千円
　

　

精神保健普及事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

24

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 保健予防課 福祉推進課 健康福祉課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 304千円 0千円 0千円 0千円

根拠法令等

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律･ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律･
･

会計の種別 一般会計 一般会計 一般会計 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円 0千円 0千円 0千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
あじさい交流会・ほのぼの100人運動会
　　津久井保健福祉事務所と調整

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

保健予防課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

地域精神保健福祉連絡協議会については、合併時
に相模原市の制度に統合する。

ほのぼの100人運動会については、速やかに相模
原市の制度に統合する。

【目的】
地域で生活する精神障害者の自立及び社会参加の
促進を図るための地域住民との交流を深める活動
を支援する。

【内容】
ほのぼの100人運動会
　町は後援

【参考】
ほのぼの100人運動会
　15年度1回延参加人数152人（内本町の参加人数
　31人）

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
地域で生活する精神障害者の自立と社会参加の促
進を図るための交流会や地域特性に応じた精神保
健福祉対策を推進するための連絡会を行う。

【内容】
あじさい交流会
　　　　ソフトバレーボール大会開催
地域精神保健福祉連絡協議会

【参考】
あじさい交流会
　　　　１５年度１回、２８０名参加
　　　　委託料：125千円
地域精神保健福祉連絡協議会
　　　　１５年度１回開催
　　　　委員謝礼：152千円

【目的】
地域で生活する精神障害者の自立及び社会参加の
促進を図るための地域住民との交流を深める活動
を支援する。

【内容】
ほのぼの100人運動会
　町は後援

【参考】
ほのぼの100人運動会
　15年度1回延参加人数152人（内本町の参加人数
　30人）

【目的】
地域で生活する精神障害者の自立と社会参加の促
進を図る

【内容】
・ほのぼの１００人運動会支援

【参考】
ほのぼの１００人運動会　１５年度１回、１８８
名参加

※地域精神保健福祉連絡協議会については津久井
保健福祉事務所で実施

精神障害者社会参加促進事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

25

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 保健予防課 高齢者福祉課 健康福祉課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 957千円 232千円

根拠法令等

･ 介護予防・地域支え合い事業実施要綱（国要綱）･
城山町家族介護者元気回復事業実施要綱

会計の種別 一般会計 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 500千円 173千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別 特定財源

電算システム名 保健所

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
○事業内容の相違
　・相模原市　嘱託医による定例相談、老人性痴
　　呆相談、老人性痴呆家族教室、痴呆予防教
　　室
　・城山町　　宿泊、日帰り旅行、施設見学会
　・津久井町　介護者家族のしゃべり場
　・相模湖町　痴呆予防事業（あいけあ）

○津久井保健事務所の事業との相違
　・相模原市、津久井保健福祉事務所　要調整

○システムの相違
　・相模原市　保健所システム
　・城山町、津久井町、相模湖町　要調整

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

保健予防課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

合併時に相模原市の制度に統合する。
　

該当なし

[参考]
　H13・H14介護予防事業として実施。

　痴呆予防事業　（あいけあ）
　　H14年実績
　
　　目的　独居高齢者や閉じこもりがちの高齢者
　　　　　に外出の機会を設け、グループ活動等
　　　　　の適度な刺激により痴呆を予防し、進
　　　　　行を遅らせることを目的に実施する。

　　対象者　8人
　　実績　　12回　　74人

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
老人性痴呆疾患に関する専門医の相談体制を整備
するとともに、在宅の痴呆老人及びその介護を行
っている家族を支援する。

○保健予防課

【内容】
嘱託医による定例相談
　　　　ウエルネスさがみはら：月２回
　　　　南合同庁舎：月２回
　　　　事業は中央保健センターで実施
家族会（友知草の会）の組織育成
　　　　役員会等に出席

【参考】
嘱託医による定例相談
　　　　１５年度２４回52件
　　　　嘱託医報酬単価：31,300円

【特財名称】
保健事業負担金・国及び県
【内容等】
老人性痴呆疾患対策事業に対する補助金
【金額】
国：250千円
県：250千円
【補助率】
国：１／３
県：１／３

○中央保健センター

【参考】
　○事業及び回数等
　　・老人性痴呆相談
　　　　予定回数24回　延人数48人
　　・老人性痴呆家族教室
　　　　予定回数10回 延人数250人
　　・痴呆予防教室
　　　　予定回数12回 延人数240人

【目的】
　高齢者等を介護している家族等に対し、介護の
一時的開放の軽減を図るとともに、要介護高齢者
の在宅生活の継続、向上をはかることを目的とす
る。
　
【対象者】
　町内に在住するよう介護高齢者等を介護してい
る家族とする。
　
【事業内容】
　介護者相互の交流により介護者の元気回復を図
るため、次の事業を実施する。
（１）宿泊、日帰り旅行等
（２）施設見学等
（３）その他必要と認めるもの

中央保健センター（NO９）に記載（介護家族の
「しゃべりば」にて対応）
　津久井保健福祉事務所にて『老人性痴呆疾患相
談』として実施。

老人性痴呆疾患対策事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

25

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

保健予防課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

老人性痴呆疾患対策事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名

【事務事業の内容】
　○事業費の内訳
　　・報償費　178,000円
　　　　老人性痴呆家族教室医師謝礼
　　　　＠15,000円×2H×2人
　　　　同健康運動指導士謝礼
　　　　＠8,000円×１回×2人
　　　　痴呆予防教室作業療法士謝礼(本庁、
　　　　南）
　　　　＠8,500円×3H×4人
　　・需用費　27,000円
　　　　消耗品　27,000円

【電算システム】
　○名称　「保健所システム」
　○内容　　保健所業務に関する支援システム。



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

26

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 保健予防課 保健推進課 健康福祉課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 2,704千円

根拠法令等

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に･
関する法律

会計の種別 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 1,351千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別 中核市事務・特定財源

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
なし

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

保健予防課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

保健所政令市事務により、合併時に相模原市の制
度に統合する。

津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
　HIV感染の予防及びまん延の防止を図るため、
無料・匿名による相談やHIV抗体検査並びに
患者・感染者の相談、指導等を実施。
【内容】
○HIV抗体検査
　・実施回数　４８回
　　（毎週火曜日　午前９時から１１時）
　・検査件数　３２２件
　・検査会場　市ﾒﾃﾞｨｶﾙｾﾝﾀｰ
　・１週間後に結果説明
○医師・保健師による個別相談
　・HIV抗体検査時に実施
　・相談件数　６１０件
○電話・窓口相談（随時）
　・件数　６４件
【参考】（１６年度予算）
○総事業費　2,704千円
　・賃金　４８回分　２人が交代勤務　203千円
　　　　　　　　　　（非常勤看護師）
　・需用費　　　　　　　　　　　　　213千円
　・役務費　検査手数料　　　　　　　776千円
　　　　　（県衛生研究所に検査依頼）
　　　　　　＠ 1,320×500体　660千円
　　　　　　＠11,570× 10体　116千円
　・委託料　　　　　　　　　　　　1,512千円
　　　　　検体搬送委託料
　　　　　（県予防医学協会へ委託）
　　　　　　＠31,500×48回
○特定財源
　（名称）性感染症検査等事業補助金
　（金額）１，３５１千円
　（補助率）１／２
○HIV等抗体検査を実施するために必要な人員
　・医師　１名　・保健師　１名
　・事務　１名　・非常勤看護師　１名

津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし 津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし

エイズ検査・相談事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

27

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 保健予防課 保健推進課 健康福祉課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 1,511千円

根拠法令等

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関･
する法律

会計の種別 特別会計

歳入予算額（平成16年度） 472千円

関係団体・慣行 公共的団体

使用料・手数料・補助金等 補助金/交付金等

事務事業の別 特定財源

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
なし

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

保健予防課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

保健所政令市事務により、合併時に相模原市の制
度に統合する。

津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
　性感染症の予防及びまん延の防止を図り、HIV
感染症の予防につなげるため、無料・匿名による
相談や性器クラミジア・梅毒の抗体検査並びに患
者・感染者の相談、指導等を実施。
【内容】（１５年度実績）
○性器クラミジア・梅毒抗体検査
　（HIV抗体検査と同時実施）
　・実施回数　４８回
　　　　（毎週火曜日　午前９時から１１時）
　・検査件数　クラミジア　２８０件
　　　　　　　梅毒　　　　２８２件
　・検査会場　ﾒﾃﾞｨｶﾙｾﾝﾀｰ
　・抗体は職員が市衛生試験所に搬送
　・１週間後に結果説明（陽性の場合は医療機関
　の紹介）
○医師・保健師による個別相談
　（抗体検査時に実施）
　・相談件数　クラミジア　５１０件
　　　　　　　梅毒　　　　５１３件
○電話・窓口相談
　・随時
【参考】（１６年度予算）
○総事業費　1,511千円
　・検査用試薬・医療材料費
○特定財源
　（名称）性感染症検査等実施補助金
　（金額）472千円
   (補助率）検査費の１／２
　　　　　　クラミジア　＠1,800×500人
　　　　　　梅毒　　　　＠　110×400人
　　　　　　の１／２

津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし 津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし

性感染症検査・相談事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

28

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 保健予防課 福祉推進課 健康福祉課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 75千円

根拠法令等

相模原市難病患者等短期入所事業実施要綱

会計の種別 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 37千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別 特定財源・電算システム

電算システム名 保健所業務情報システム

備考１ 難病対策管理システム

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
受入医療機関の必要性

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

保健予防課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

合併時に相模原市の制度に統合する。該当なし

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
在宅難病患者等を介護している家族が疾病等によ
り居宅で介護ができない場合に、当該難病患者等
を一時的に施設に入所させることで、難病患者等
及び家族の福祉の向上を図る。

【内容】
・平成15年度　実績なし

【参考】
・特定疾患医療受給者数　2,498人
（平成16年3月31日現在）
・事業費　75千円（平成16年度）
・財源　名称
　難病患者等居宅生活支援事業補助金　37千円
　入所日数　5日間　×　＠14,910
　補助率　1/2

該当なし
※平成17年度新規事業として予算化検討中。

該当なし

難病患者等短期入所事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

29

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 保健予防課 福祉推進課 健康福祉課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 1,299千円

根拠法令等

相模原市難病患者等ホームヘルプサービス事業運･
営要綱

会計の種別

歳入予算額（平成16年度） 649千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別 特定財源・電算システム

電算システム名 保健所業務情報システム

備考１ 難病対策管理システム

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
・ホームヘルパー対象ニーズの把握
・ホームヘルパーの人材確保

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

保健予防課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

合併時に相模原市の制度に統合する。ただし、実
施方法については調整を図る。

身体障害者支援費事業居宅支援の中で実施。
平成１５年度　実績なし。

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
難病患者等の家庭にホームヘルパーを派遣し、家
事等援助を行なうことで、難病患者等の安定した
療養生活の確保を図る。

【内容】（平成15年度　実績）
・身体の介護（食事、排泄、衣類着脱等の介助）
・家事援助（調理、洗濯、掃除等の援助）
・外出時の付き添い
・相談及び助言
・実利用者　7人
　家事援助　231回　363時間
　身体介護　 82回　169時間
・財源
難病患者等居宅生活支援事業補助金　636千円
事業費1,333,740円－61,439円（自己負担額）
補助率　1/2

【参考】
・ホームヘルパー　常勤　4人　非常勤　2人
・財源（平成16年度）
難病患者等居宅生活支援事業補助金　649千円
事業費1,484,850円－185,250円（自己負担額）
補助率　1/2

該当なし
※平成17年度新規事業として予算化検討中。

該当なし

難病患者等ホームヘルプサービス事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

30

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 保健予防課 福祉推進課 健康福祉課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 1,082千円 717千円 693千円 434千円

根拠法令等

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律･ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律･
･
･

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律･
津久井町精神障害者ホームヘルパー派遣事業運営･
要綱

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律･
･

会計の種別 一般会計 一般会計 一般会計 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 857千円 11千円 247千円 309千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別 特定財源 特定財源 特定財源 特定財源

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
市町それぞれで異なる運営主体の調整
国の動向（支援費制度への移行、介護保険制度へ
の統合）

■①現行のまま存続
□②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

保健予防課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

現行のまま新市に引き継ぐ。【目的】
精神障害者が居宅において日常生活を営むことが
できるよう、家庭等にホームヘルパーを派遣し、
食事等その他の日常生活を営むのに必要なサー
ビスを供与することにより、自立と社会復帰を
促進する。

【内容】
ホームヘルパーの派遣
　　　　社会福祉協議会へ委託。
　　　　非常勤４人で実施
　　　　平成１６年４月１日現在利用者３人

【参考】
ホームヘルパーの派遣
　　　　１５年度家事援助42回42時間
　　　　ヘルパー：非常勤4名

【特財名称】
精神障害者ホームヘルプサービス事業補助金・国
及び県
【内容等】
精神障害者居宅介護等事業（ホームヘルプサービ
ス）に対する補助金
【金額】
国：206千円
県：103千円
補助基本額（413千円）＝
　　家事援助（@1,530×48H）＋
　　身体介護（@4,020×48H)
　
【補助率】
国：１／２
県：１／４

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
精神障害者が居宅において日常生活を営むことが
できるよう、家庭等にホームヘルパーを派遣し、
食事等その他の日常生活を営むのに必要なサー
ビスを供与することにより、自立と社会復帰を
促進する。

【内容】
ホームヘルパーの派遣
　　　　直営、常勤４人・非常勤２人で実施
　　　　平成１６年４月１日現在利用者19人

【参考】
ホームヘルパーの派遣
　　　　１５年度家事援助835回1120時間40分
　　　　１５年度身体介護104回104時間20分
　　　　ヘルパー：常勤４名、非常勤２名

【特財名称】
精神障害者ホームヘルプサービス事業補助金・国
及び県
【内容等】
精神障害者居宅介護等事業（ホームヘルプサービ
ス）に対する補助金
【金額】
国：1205千円
県：602千円
補助基本額（2,41千円）＝
　　家事援助（@1,530×1,076H）＋
　　身体介護（@4,020×236H)－
　　費用徴収額（185千円）
【補助率】
国：１／２
県：１／４

【名称】
精神障害者ホームヘルプサービス事業収入
【内容等】
精神障害者居宅介護等事業（ホームヘルプサービ
ス）にかかる徴収金
【金額】
185千円

【目的】
精神障害者が居宅において日常生活を営むことが
できるよう、精神障害者の家庭等にホームヘルパ
ーを派遣し、食事及び身体の清潔の保持等の介助
その他の日常生活を営むのに必要な便宜を供与す
る。

【内容】
ホームヘルパーの派遣
　　　　民間事業者へ委託方式で実施
　　　　平成16年4月1日現在利用者3人

【参考】
ホームヘルパーの派遣
　　　　15年度身体介護24回24時間

【特財名称】
精神障害者居宅介護等事業補助金（国県）

【内容等】
精神障害者居宅介護等事業（ホームヘルプサービ
ス）に対する補助金
【金額】
国：358千円
県：179千円
補助基本額（717千円）＝
　　家事援助（@1,530×250h）＋
　　身体介護（@4,020×83h）

【補助率】
国：1/2
県：1/4

【名称】
精神障害者ホームヘルプサービス利用料
【内容等】
精神障害者居宅介護等事業（ホームヘルプサービ
ス）にかかる徴収金
【金額】
11千円

【目的】
精神障害者が居宅において日常生活を営むことが
できるよう、精神障害者の家庭等にホームヘルパ
ーを派遣し、家事の援助、身体の介助等その他の
日常生活を営むのに必要な便宜を供与することに
より、精神障害者の自立と社会復帰を促進し、も
って精神障害者の福祉の増進を図る。
【内容】
ホームヘルパーの派遣
　　　　町社会福祉協議会へ委託方式で実施
　　　　平成16年4月1日現在　利用者　5人

【参考】
ホームヘルパーの派遣
　　　　15年度家事援助　94回　110時間

【特財名称】
精神障害者居宅介護等事業補助金（国県）

【内容等】
精神障害者居宅介護等事業（ホームヘルプサービ
ス）に対する補助金
【金額】
国：61千円
県：31千円
補助基本額（122千円）＝
　　家事援助（@1,530×110h）－
　　費用徴収額（46千円）

【補助率】
国：1/2
県：1/4

【名称】
精神障害者ホームヘルパー派遣事業負担金
【内容等】
精神障害者居宅介護等事業（ホームヘルプサービ
ス）にかかる徴収金
【金額】
46千円

精神障害者ホームヘルプサービス事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

31

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 保健予防課 福祉推進課 健康福祉課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 52千円 121千円

根拠法令等

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律･ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律

会計の種別 一般会計 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 38千円 0千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別 特定財源 特定財源

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
なし

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

保健予防課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

合併時に相模原市の制度に統合する。該当なし

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
家族等の疾病等のために居宅において介護等を受
けることが一時的に困難となった者について短
期間入所させる短期入所事業を実施する。

【内容】
短期入所の実施

【参考】
　　　　１５年度２人・のべ１１日利用

【特財名称】
精神障害者短期入所事業補助金
【内容等】
精神障害者短期入所事業に対する補助金
【金額】
38千円
【補助率】
３／４

【目的】
家族等の疾病等のために居宅において介護等を受
けることが一時的に困難となった者について短
期間入所させる短期入所事業を実施する。

【内容】
短期入所の実施

【参考】
　　　　15年度　利用実績無し

【特財名称】
精神障害者短期入所事業補助金
【内容等】
精神障害者短期入所事業に対する補助金
【金額】
90千円
【補助率】
3/4

該当なし

精神障害者短期入所事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

12

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 生活衛生課 保健推進課 健康福祉課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 282千円 5千円

根拠法令等

薬事法、毒物及び劇物取締･
麻薬及び向精神薬取締法、覚せい剤取締法、あへ･
ん法

会計の種別 一般会計 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円 0千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別 中核市事務

電算システム名

備考１

z

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC

保健所部会

中分類項目

事務事業名

医事・薬事等指導事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

【事務事業の内容】 薬事指導事業
【目的】
　薬事法、毒物及び劇物取締法に基づく薬局、医
薬品販売業等の許可、毒物劇物販売業の登録等の
許認可及び監視指導を行うことにより、医薬品等
の品質及び安全性の確保を図る。
【内容】
〇　薬事法に基づく薬局、医薬品販売業等の許
　可、監視指導等
〇　毒物及び劇物取締法に基づく毒物劇物販売業
　の登録、監視指導等
〇　麻薬及び向精神薬取締法に基づく免許申請等
　の経由事務
〇　薬事講習会の開催
　　新規薬局開設者等を対象に、専門的知識の普
　及向上を図ることを目的に実施

薬物乱用防止対策事業
【目的】
　広域化、低年齢化傾向にある薬物乱用問題に対
処するため地域における薬物乱用防止体制の充実
強化及び啓発活動の推進を図る。
【内容】
〇　薬物乱用防止連絡会の開催
　　目的…関係団体との連絡調整を行うことによ
　　　　　り地域に密着した薬物乱用防止事業に
　　　　　資する
〇　薬物相談薬局研修会の開催
　　目的…薬物相談薬局の薬剤師を対象に、薬物
　　　　　に対する知識の習得を図る
〇　街頭キャンペーンを中心とする啓発活動
　　目的…啓発資料の配布、パネル展示、広報車
　　　　　による広報等を行い、市民に対し薬物
　　　　　乱用防止の普及啓発を図る

津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし 津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし なし

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

生活衛生課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

保健所政令市事務により、合併時に相模原市の
制度に統合する。

薬物乱用防止対策事業
【目的】
　広域化、低年齢化傾向にある薬物乱用問題に対
処するため、町内中学２年生を対象に薬物乱用防
止体制の充実強化及び啓発活動の推進を図る。
【内容】
　町内中学２年生を対象とした薬物乱用防止講
演会の開催
【実績】
平成15年度　　２校　132人
【予算】
平成16年度予算　　5千円

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

13

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 生活衛生課 保健推進課 健康福祉課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 6,275千円

根拠法令等

食品衛生法　神奈川県食品衛生法に基づく営業の･
施設基準等に関する条例

会計の種別 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別 中核市事務

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC

保健所部会

中分類項目

事務事業名

食品衛生事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

【事務事業の内容】 ・食品関係営業施設の許可（政令34業種、県条例
　に基づく営業）新規約１,０００件、更新約
　１,０００件
　　更新分は食品衛生協会に委託（３,２６０千
　円）
・報告営業審査、受理（食品販売業、給食施設
　等）
・食品関係営業施設監視指導（許可・報告営業施
　設、縁日・祭礼等）
・食鳥検査法に基づく監視指導
・食品関係営業者（食品衛生責任者）講習会の実
　施　約８０回（食品衛生協会に３５回分を委託
　１,０１７千円）

・食品等の衛生確保
　　食品等の収去及び検査約４００件、違反食品
　処理、輸入食品衛生対策、苦情処理約１５０
　件、試買検査約４０件等
・食中毒対策
　　食中毒等食品に起因する事件・事故発生時の
　対応、食中毒予防月間事業の実施による市民・
　営業者への啓発活動

・食品衛生推進委員、指導員活動補助金（補助金
　額：１１８千円）
　　食品衛生協会が自主的に活動している本事業
　に対して補助することにより、営業者の一層の
　自主管理の促進を図るもの。
・食品衛生協会事務室借料補助金（補助金額：
　１,２３２千円）
　　食品衛生・公衆衛生の発展に寄与するととも
　に、協会の円滑な運営を促進するもの。

津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし 津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし なし

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

生活衛生課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

保健所政令市事務により、合併時に相模原市の
制度に統合する。

津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

14

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 生活衛生課 保健推進課 健康福祉課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 86千円

根拠法令等

理容師法、美容師法、クリーニング業法、興行場･
法、旅館業法

会計の種別 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別 中核市事務

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC

保健所部会

中分類項目

事務事業名

環境衛生関係営業施設等指導事務

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

【事務事業の内容】 【目的】
　理容所、美容所、クリーニング所などの環境衛
生関係営業施設等について、各法令の規定に基づ
き許可又は確認を行うとともに、監視指導等を実
施することにより衛生措置基準の遵守を図る。
【内容】
〇　理容所、美容所、クリーニング所の検査、確
　認及び監視指導
〇　旅館、興行場、公衆浴場の許可及び監視指導
〇　衛生講習会の実施
　　理容業、美容業を対象に衛生措置基準の遵守
　等を図ることを目的に実施。

津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし 津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし なし

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

生活衛生課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

保健所政令市事務により、合併時に相模原市の
制度に統合する。

津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

15

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 生活衛生課 環境防災課 環境課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 201千円

根拠法令等

建築物における衛生的環境の確保に関する法律、･
温泉法、水道法等

会計の種別 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別 中核市事務

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC

保健所部会

中分類項目

事務事業名

生活環境対策事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

【事務事業の内容】 生活環境対策
【目的】
　特定建築物、水道、家庭用品などについて各法
令の規定に基づく各種届出を受理するとともに、
監視指導等を実施することにより衛生的な生活環
境を確保する
【内容】
〇　各種届出等の受理
〇　対象施設の監視指導
〇　家庭用品の安全確保対策
　　　試買検査の実施により、衣料品等家庭用品
　　に起因する健康被害の発生を防止する
〇　シックハウス相談
　　　室内測定用検知管式測定器によるホルムア
　　　ルデヒド等検知

災害時の給水対策

津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし 津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし なし

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

生活衛生課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

保健所政令市事務により、合併時に相模原市の
制度に統合する。

津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

16

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 生活衛生課 環境防災課 健康福祉課 産業環境課

歳出予算額（平成16年度） 28,817千円 432千円 781千円 302千円

根拠法令等

狂犬病予防法 狂犬病予防法･ 狂犬病予防法･
･

狂犬病予防法

会計の種別 一般会計 一般会計 一般会計 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円 0千円 0千円 0千円

関係団体・慣行 公共的団体 公共的団体 公共的団体 公共的団体

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別 中核市事務・一般市事務 一般市事務・電算システム 一般市事務・電算システム 電算システム

電算システム名 犬の登録管理システム 犬の登録管理システム 犬の登録管理システム

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC

保健所部会

中分類項目

事務事業名

狂犬病予防事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

【事務事業の内容】 【目的】
　狂犬病予防法の規定による狂犬病の発生予防、
犬による危害発生の未然防止を図るため、犬の登
録や狂犬病予防注射の勧奨と注射済票の交付など
を実施する。
【内容】
〇　狂犬病予防法に基づく犬の登録及び狂犬病予
　防注射の勧奨と注射済票の交付
〇　狂犬病予防定期集合注射の実施
〇　狂犬病予防法に基づく犬の抑留、処分業務
〇　犬の捕獲及び搬送業務
【平成１５年度の概要】
〇　犬の登録及び狂犬病予防注射実施状況
　　登録頭数       27,255頭
　　登録申請頭数　　3,084頭
　　注射実施頭数　 23,820頭
〇　狂犬病予防定期集合注射委託（相模原市獣医
　師会）
　　１４日　４０会場で実施
〇　犬の登録、注射促進協力事業委託
〇　犬の抑留等業務委託（神奈川県）
〇　犬の捕獲等業務委託（日本通運（株）厚木支
　店）
〇　個別通知発送委託…狂犬病予防注射通知書印
　刷
【事業費内訳】
　（報償費）
　　謝礼　　　　　281千円(犬評価人手当）
　（需用費）
　　消耗品費　　　422千円(二重リング等）
　　印刷製本費　1,348千円(犬鑑札等）
　（役務費）
　　郵便料　　　1,650千円(集合注射お知らせ）
　（委託料）
　　事務作業委託料
　　　　内訳　　2,239千円(集合注射）
　　　　　　　　2,131千円(促進協力事業)
　　　　　　　　6,145千円(抑留等委託）
　　　　　　　 14,133千円(捕獲等委託）
　　　　　　　　　463千円(通知作成委託）
　

【目的】
　狂犬病予防法の規定による狂犬病の発生予防、
犬による危害発生の未然防止を図るため、犬の登
録や狂犬病予防注射の勧奨と注射済票の交付など
を実施する。
【内容】
〇　狂犬病予防法に基づく犬の登録及び狂犬病予
　防注射の勧奨と注射済票の交付
〇　狂犬病予防定期集合注射の実施
【平成１５年度の概要】
〇　犬の登録及び狂犬病予防注射実施状況
　　登録頭数      1,735頭
　　登録申請頭数    162頭
　　注射実施頭数  1,477頭
〇　狂犬病予防定期集合注射委託（津久井郡獣医
　師会
　　３日　１２会場で実施
〇　犬の登録、注射促進協力事業委託
〇　犬の登録管理システム保守管理委託
　刷
【事業費内訳】
　（賃金）
　　臨時雇賃金　　 45千円(集合注射臨時雇）
　（旅費）
　　普通旅費　　　  5千円
　（需用費）
　　消耗品費　　　144千円(二重リング等）
　　印刷製本費　   42千円(愛犬手帳等）
　（役務費）
　　通信運搬費　  115千円(集合注射お知らせ及
　　　　　　　　　　　　　び注射勧告通知）
　（委託料）
　　　　内訳　　  142千円(促進協力事業）
　　　　　        227千円(システム賃借料）

【目的】
　狂犬病予防法の規定による狂犬病の発生予防、
犬による危害発生の未然防止を図るため、犬の登
録や狂犬病予防注射の勧奨と注射済票の交付など
を実施する。
【内容】
〇　狂犬病予防法に基づく犬の登録及び狂犬病予
　防注射の勧奨と注射済票の交付
〇　狂犬病予防定期集合注射の実施
【平成１５年度の概要】
〇　犬の登録及び狂犬病予防注射実施状況
　　登録頭数      2,591頭
　　登録申請頭数    242頭
　　注射実施頭数  2,026頭
〇　狂犬病予防定期集合注射委託（津久井郡獣医
　師会）
　　５日　２７会場で実施
〇　犬の登録、注射促進協力事業委託
〇　犬の登録管理システム保守管理委託
　刷
【事業費内訳】
　（賃金）
　　臨時雇賃金　　 62千円(集合注射臨時雇）
　（旅費）
　　普通旅費　　　  5千円
　（需用費）
　　消耗品費　　　 98千円(二重リング等）
　　燃料費　　　　  6千円
　　印刷製本費　  102千円(愛犬手帳等）
　（役務費）
　　通信運搬費　  175千円(集合注射お知らせ）
　（委託料）
　　　　内訳　　  270千円(促進協力事業）
　　　　　　　　   63千円(システム保守管理)

〇　集合注射の実施方法等について獣医師会と
　の調整が必要になる。
〇　促進協力事業事務取扱手数料の見直し

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

生活衛生課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

合併時に相模原市の制度に統合する。【目的】
　狂犬病予防法の規定による狂犬病の発生予防、
犬による危害発生の未然防止を図るため、犬の登
録や狂犬病予防注射の勧奨と注射済票の交付など
を実施する。
【内容】
〇　狂犬病予防法に基づく犬の登録及び狂犬病予
　防注射の勧奨と注射済票の交付
〇　狂犬病予防定期集合注射の実施
【平成１５年度の概要】
〇　犬の登録及び狂犬病予防注射実施状況
　　登録頭数      　783頭
　　登録申請頭数    65頭
　　注射実施頭数  　660頭
〇　狂犬病予防定期集合注射委託（津久井郡獣医
　師会）
　　３日　２１会場で実施
〇　犬の登録、注射促進協力事業委託
〇　犬の登録管理システム保守管理委託
　刷
【事業費内訳】
　（賃金）
　　臨時雇賃金　　19千円(集合注射臨時雇）
　（需用費）
　　消耗品費　　　59千円(二重リング等）
　　印刷製本費　  18千円(愛犬手帳等）
　（役務費）
　　郵送料　  　　135千円(集合注射お知らせ）
　（委託料）
　　　　内訳　　  68千円(促進協力事業）
　　　　　　　　  63千円(システム保守管理)

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

17

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 生活衛生課 環境防災課 健康福祉課 産業環境課

歳出予算額（平成16年度） 11,300千円

根拠法令等

動物の愛護及び管理に関する法律、神奈川県動物･
の愛護及び管理に関する条例

会計の種別 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別 中核市事務

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC

保健所部会

中分類項目

事務事業名

動物愛護事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

【事務事業の内容】 １．犬・猫不妊去勢手術助成事業
【目的】
　野犬・野猫の増加を防止するため、市民が飼い
犬、飼い猫に行う不妊・去勢手術に対して助成を
行う。
【内容】
　＜補助金額＞
　犬　オス　3,000円/頭
　　　メス　4,000円/頭
　猫　オス　2,800円/匹
　　　メス　4,000円/匹
【16年度見込み頭数】
　犬　オス　　200頭
　　　メス　　305頭
　猫　オス　　600頭
　　　メス　1,000頭

２．負傷犬・猫処置事業
【目的】
　動愛法に基づき、公共の場所で疾病にかかり又
は負傷した犬・猫の収容等の処置を行う。
【内容】
　負傷等した犬、猫の収容等の処置業務を相模原
市獣医師会へ委託。
【16年度見込み件数】　130件

動物愛護普及事業
【目的】
　動物の適正な飼養に関する事業等を実施するこ
とにより、市民の動物愛護思想の普及・啓発を図
る。
【内容】
〇　犬のふん持ち帰り啓発看板の配布
〇　動物愛護事業の実施
　「子犬のしつけ教室」を相模原市獣医師会へ委
　託
〇　動物の愛護及び管理に関する法律に基づき引
　き取った犬、猫等の抑留及び処分を神奈川県へ
　委託

該当なし 該当なし なし

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

生活衛生課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

合併時に相模原市の制度に統合する。該当なし

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

18

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 生活衛生課 環境防災課 環境課 産業環境課

歳出予算額（平成16年度） 1,948千円 0千円 0千円 0千円

根拠法令等

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関･
する法律

会計の種別 一般会計 一般会計 一般会計 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円 0千円 0千円 0千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC

保健所部会

中分類項目

事務事業名

衛生害虫等駆除事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

【事務事業の内容】 【目的】
　感染症の媒介原因となる衛生害虫等の苦情相談
及び駆除を行うことにより、市民の衛生害虫に対
する不快感を取り除き、快適な生活環境の確保に
努める。
【内容】
　スズメバチの巣の駆除
　スズメバチ以外のハチの駆除方法指導
　ねずみ駆除用薬剤の希望者への配布
　感染症の媒介原因となる衛生害虫発生時の駆除
指導等
【概要】
　はち駆除等実施状況
　　駆除件数   196(190)件
　　　　（　）内については業者による駆除
　　指導件数　 629件
　ねずみ・昆虫等
　　苦情・相談処理件数　88件
【事業費内訳】
（需用費）
　消耗品費　　　　163千円（殺鼠剤等）
（委託料）
　事務作業等委託料
　　　　　　　　1,785千円（スズメバチ駆除）

【内容】
事業立てはしていないが、衛生害虫等の苦情相談
及びスズメバチ等の駆除用の防護服の貸し出しを
行い町民の衛生害虫に対する不快感を取り除き、
快適な生活環境の確保に努めている。

【内容】
スズメハチ等のハチの駆除
　本町では、害虫等の駆除については管理者の責
任において対応していただくことを原則としてい
る。
但し、相談等を受けた場合は、専門業者等の紹介
を行っている。

なし

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

生活衛生課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

合併時に相模原市の制度に統合する。【内容】
スズメハチ等のハチの駆除
　本町では、害虫等の駆除については管理者の責
任において対応していただくことを原則としてい
る。
但し、相談等を受けた場合は、専門業者等の紹介
を行っている。

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

19

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 生活衛生課 保健推進課 健康福祉課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 0千円

根拠法令等

食品衛生法

会計の種別 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別 中核市事務

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC

保健所部会

中分類項目

事務事業名

調理師等免許事務

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

【事務事業の内容】 調理師、製菓衛生師、ふぐ包丁師の各免許の経由
事務
　これらの免許は県の許可であるが、市保健所が
経由事務を行う。約３００件

津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし 津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし なし

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

生活衛生課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

保健所政令市事務により、合併時に相模原市の
制度に統合する。

津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

7

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 衛生試験所 保健推進課 健康福祉課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 18,423千円

根拠法令等

地域保健法　･
食品衛生法･

会計の種別 一般会計

歳入予算額（平成16年度）

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別 中核市事務

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
なし

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

衛生試験所

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

保健所政令市事務により、合併時に相模原市の制
度に統合する。

津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
衛生上の試験・検査を行うことを目的とする。

【平成15年度事業概要】
１　市民からの依頼検査
　　　衛生検査手数料の項参照
２　市が行う検査
（１）食品に関する検査（収去検査）
　　　・　細菌検査　　　　　　　　　527検体
　　　・　理化学検査　　　　　　　　178検体
（２）環境衛生に関する検査
　　　・　公衆浴場の水質検査　　　　22検体
　　　・　家庭用品の検査　　　　　　  75検体
（３）感染症に関する検査　　　　　　 69検体
（４）食中毒に関する検査　　　　　　291検体
３　神経芽細胞腫マススクリーニング検査
                                         4,166
検体

【平成１６年度事業費内訳】
　名　称　　事業費（千円）　説　明
　共済費　　386　　社会保険料（非常勤職員等
１名）
　賃金　　2,930　　非常勤職員等２名
　需用費　8,460　　検査用試薬、ガラス器具等
消耗品
　役務費　　335　　外部検査委託手数料等
　備品購入費　6,700　検査用備品購入

【平成１６年度検査従事職員数】
　理化学検査　　５名
　細菌学検査　　４名

　

津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし 津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし

衛生検査事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

8

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 衛生試験所 保健推進課 健康福祉課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 14,213千円

根拠法令等

地域保健法　昭和２２年９月５日　法律第１０１･
号･

会計の種別 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別 中核市事務

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
なし

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

衛生試験所

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

保健所政令市事務により、合併時に相模原市の制
度に統合する。

津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
　衛生検査施設の維持管理を行う。

【衛生検査施設の状況】
　１　場　所　　相模原市富士見6-5-8
　　　　　　　　　神奈川県相模原合同庁舎内
　２　占有面積　　406.77㎡
　　　衛生検査施設は、平成１６年度まで神奈川
　　県から無償供与を受けている。

　（主要諸室）
　諸室名称　　　　面　積　　説　明（対象）
　細菌検査室　　40.66㎡　便の細菌検査など
（便）
　臨床検査室　　25.89㎡　性感染症の検査（血
                         液検査）
　食品細菌検査室　39.925㎡ 食品中の細菌検査
（食品）
　理化学検査室　 95.72㎡　 化学物質の測定
（水、食品）
　機器分析室　  43.705㎡　測定機器類を設置
　その他　     160.87㎡　 事務室、休憩室など
　
　
　
【平成１６年度事業費の内訳】
　名　称　事業費（千円）　説　明
　需用費　1,000　検査機器等修繕費
　委託料　1,322　作業環境等測定委託
　賃借料　5,891　検査機器のﾘｰｽ費
　負担金　6,000　庁舎維持管理費負担金
　

津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし 津久井保健福祉事務所の業務のため該当なし

衛生試験所維持管理事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

6

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 中央保健センター 保健推進課 健康福祉課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 9,807千円

根拠法令等

相模原市保健所及び保健センター条例･
相模原市保健所及び保健センター条例施行規則･

会計の種別 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円

関係団体・慣行 公共的団体

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別 電算システム

電算システム名 図書館システム

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
○事業の相違
　・相模原市　保健と福祉のライブラリー管理運
　　　　　　　営事業の実施
　・城山町、津久井町、相模湖町　要調整
　　　・ライブラリーの位置付け
　　　・類似施設の設置の可否
　　　・図書館との連携（含む図書館システム）
　　　・視覚障害者に対するサービスのあり方
　

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

中央保健センター

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

合併時に相模原市の制度に統合する。該当なし

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
 保健・医学・福祉関係の図書を収蔵し、市民に
総合的な情報を提供するとともに、視覚障害者が
必要とする点字・録音図書等を備えた専門的なラ
イブラリーを設置し、市民の保健福祉の向上を図
る。

【内容】
 市立図書館等と連携しながら、図書の貸し出し
等の業務を行っている。なお、管理運営業務は相
模原市社会福祉協議会に委託している。

【参考】
　○開室日等　月～金曜日　午前９時～午後７時
　　　　　　　土・日曜日、祝日
　　　　　　　　　　　　　午前９時～午後５時
　○収蔵数　　一般図書等　25,246冊
　　　　　　　ビデオ等　　 1,333本
　　　　　　　点字図書　　　 290冊
　　　　　　　録音図書　　 5,213冊
　　　　　　　　　　（平成16年１月末現在）
【関係団体・慣行】
　○名称　「相模原市社会福祉協議会」

【電算システム】
　○名称　「図書館システム」
　○内容　　市立図書館、公民館等の図書室とオ
　　　　　　ンラインで接続しているシステム。

　
　

該当なし 該当なし
　事業システムとして、図書・ビデオ等貸出し機
能は持っていないが保健師の資質向上や事業と
して在庫の図書・ビデオ等が多少あり、個別で借
用希望があった場合、町事業に支障ない範囲で無
料にて貸出しすることはある。

保健と福祉のライブラリー事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

7

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 中央保健センター 保健推進課 健康福祉課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 1,360千円 646千円 746（対象経費１-１０にもあり） 141千円

根拠法令等

老人保健法 老人保健法 老人保健法

会計の種別 一般会計 一般会計 一般会計 特別会計

歳入予算額（平成16年度） 796千円 0千円 776千円 141千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別 特定財源・電算システム

電算システム名 日報管理システム

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
○事業内容の相違
　①個別健康教育
　　・相模原市　高血圧・高脂血症・糖尿病・禁
　　　煙（各テーマごとに個別面接）
　　・城山町　高脂血症のみ
　　・津久井町　高血圧・高脂血症・糖尿病（あ
　　　るけあるけ教室のなかで実施）
　　・相模湖町　高血圧
　②集団健康教育
　　・相模湖町　介護家族健康教育未実施

○システムの相違
　　・相模原市　日報管理システム
　　・城山町、津久井町、相模湖町　要調整

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

中央保健センター

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

合併時に相模原市の制度に統合する。【目的】

生活習慣病の予防や健康に関する正しい知識の
普及を図るため、健康教育を実施する。

【参考】
○個別健康教室
　　平成16年度実施
　・高血圧セミナー　　１コース（7回）
○集団健康教育
　・病態別健康教育
　　　　　　　予定回数　4回　延人数　420人
　・骨粗しょう症健康教育
　　　　　　　予定回数　9回　延人数　220人
　・一般健康教育
　　　　　　　予定回数　29回　延人数　810人
　・介護家族健康教育
　　　　　　　　　　該当無し

○事業費の内訳
　　　国保会計で実施

　・報償費　80千円
　　　講師謝礼　＠20,000円×2人
　　　　　　　　＠10,000円×4回
　
　・需用費　61千円・・・パンフレット等

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
　生活習慣病の予防や健康に関する正しい知識の
普及を図るため、健康教育を実施する。

【参考】
　○個別健康教育
　　・高血圧、高脂血症、糖尿病、禁煙
　　　予定回数　160回　延人数　410人
　○集団健康教育
　　・歯周疾患健康教育
　　　予定回数　26回　延人数　580人
　　・病態別健康健康教育
　　　予定回数　24回　延人数　880人
　　・一般健康教育
　　　予定回数 165回　延人数3,400人
  　・介護家族健康教育
    　予定回数　４回　延人数　100人
　○事業費の内訳
　　・賃金　122,000円
  　　  栄養指導補助賃金  25人　122,000円
  　・報償費　495,000
      　医師謝礼　＠15,000円×２Ｈ×13人
　　　　　　　　　＠15,000円×１Ｈ×４人
　　　　健康運動指導士謝礼＠6,000円×1Ｈ×2
　　　　人
　　　　臨床心理士謝礼＠5,000円×2Ｈ×２人
　　　　看護師謝礼＠1,300円×1Ｈ×10人
　　・需用費　573,000円
      　消耗品費　415,000円
      　物品修繕費　90,000円
      　医薬材料費　68,000円
　　・委託料　170,000円
　　　　生活習慣改善健康教室健康運動指導士委
　　　　託　45,600円
　　　　個別健康教育検査委託　124,320円
【特定財源】
　○国庫支出金　保健事業負担金
　○県支出金　　保健事業負担金
【日報管理システム】
　○内容
　　事業報告書の作成と統計事務を支援するシス
　　テム。保健所が運用・管理し、保守も行って
　　いる。
 

【目的】
「自らの健康を自らつくる」を基本理念に、生活
習慣病を予防するための普及啓発及び壮年期から
の健康づくりを推進する。

【参考】
○個別健康教室
　高脂血症教室　1回（9日間）延人数45人
○集団健康教育
　・歯周疾患健康教育
　　予定回数　5回　延人数　100人
　・病態別健康教育
　　予定回数　14回　延人数　680人
　・一般健康教育
　　予定回数　75回　延人数　2200人
　・介護家族健康教育
　　予定回数　1回　延人数　50人
○事業費の内訳
　・賃金　270,000円
　　　栄養士賃金　17人　124,000円
　　　歯科衛生士賃金　20人　146,000円
　・報償費　336,000円
　　　講師謝礼　＠30,000円×5人
　　　　　　　　＠10,000円×5回×2人
　　　　　　　　＠5,000円×2人
　　　　　　　　＠23,000円×2人
　　　医師謝礼　＠30,000円×1人
　・需用費　40,000円
　　　消耗品費　40,000円

【特定財源】
　○国庫支出金　保健事業負担金
　○県支出金　　保健事業負担金

【日報管理システム】
なし

【目的】心身の健康についての自覚を高め、か
つ、心身の健康に関する知識を普及啓発する。

【内容・１５年度実績数】
○個別健康教育（高血圧、高脂血症、糖尿病）=
（あるけあるけ教室）…自らの健康問題や生活習
慣を具体的に振り返りながら、仲間とともに各自
が歩くことを通し、継続的に健康を保持増進する
ことを目的に年１コースを実施。　　１コース１
０回　参加者実数８人　延べ数６８人
○集団健康教育
・歯周疾患健康教育…歯科衛生士による口腔内チ
ェックに加え、歯の健康の大切さを伝え、セルフ
ケア能力を高めることを目的に実施　　１回　１
６名
・病態別健康教育（糖尿病教室）…糖尿病の合併
症を起さないよう、食事療法・運動療法を実践す
る人を増やす。　１コース４回+企画委員会８回
　参加者実数１４人　延べ数３７人
・一般健康教育…
地区における健康づくり活動の実践として健康普
及員主催健康講座　８回　参加延べ数２１１人
老人会等からの依頼を受けて健康教育　６回　参
加延べ数１６９人
・健康ウォークリーダー研修…健康ウォークを地
域で実践できる人材を育成することで、生活習慣
病の一次予防を図り、健康的な地域の形成に繋げ
ることを目的に年１コース実施。　１コース３回
　参加者実数４０人　延べ数８２人
・介護家族健康教育…家族交流と健康づくりを目
的に実施　２回　参加者実数３人　延べ数４人

【参考】
平成１６年度
○個別健康教育（高血圧、高脂血症、糖尿病）=
（あるけあるけ教室）  　予定回数　1回（11日
コース）　延人数　220人
○集団健康教育
・歯周疾患健康教育
　　　　　　予定回数１回　延人数　　１１人
・病態別健康教育（糖尿病教室）　予定回数
１コース５回+企画委員会５回　延人数１００人
・介護家族健康教育　予定回数未定

健康教育事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

7

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

中央保健センター

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

健康教育事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名

【事務事業の内容】 　 ・一般健康教育…
地区における健康づくり活動の実践として健康普
及員主催健康講座
　　　　　　予定回数　８回　延人数２００人
老人会等からの依頼を受けて健康教育
　　　　　　予定回数５回　延人数９０人
・健康ウォークリーダー研修
　　　　　　予定回数３回　　延人数９０人

○事業費の内訳
　・賃金　　１２６千円
  　　看護師賃金  　　46,800円
　　　保健師賃金　　　78,600円
  ・報償費　２８０千円
      医師謝礼　30,000円×1人　　30,000円
　　　健康運動指導士謝礼　22,00０円×８回
　154,000円
　　　臨床心理士謝礼31,000円×１回　31,000円
　　　住民謝礼（5人）　　10,000円
　　　地区健康づくり講座講師謝礼
　　　　　　　　5,000円×１０人　　50,000円
　　　歯科衛生士謝礼　5,000円×1人　5,000円
　・需用費　　９１千円
      消耗品費　31,903円
      指導材料費　11,025円
　　　賄材料費　8,000円
　　　食料費　　147円
　　　燃料費　27,562円
　　　印刷製本費　12,012円
　・役務費　8千円
　　　通信運搬費　7,200円
  ・委託料　２４１千円
　　　体力測定・結果説明　財団委託141,750円
　　　血液検査委託料　98,700円

【特定財源】
　○保健事業国庫負担金　３８８千円
　○保健事業県負担金　３８８千円



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

9

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 中央保健センター 保健推進課 健康福祉課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 1,729千円 77千円 717千円 0千円

根拠法令等

老人保健法 老人保健法･
･

老人保健法

会計の種別 一般会計 一般会計 一般会計 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 788千円 77千円 400千円 0千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別 特定財源 特定財源 特定財源

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
○専門職の配置状況の相違
　・相模原市　健康運動指導士
　・津久井町　カウンセラー
　

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

中央保健センター

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

合併時に相模原市の制度に統合する。【目的】
　生活習慣病等健康に関する個別相談に応じ、必
要な指導及び助言を行い、健康管理に役立てる。

【内容】
　予定回数　23回、予定延人数　360人
　

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
　健康管理に資するため、希望者への指導助言を
行うとともに、基本健康診査の結果等によって保
健指導等が必要な者に対して、必要な相談や指導
を実施する。

【内容】
　予定回数　1,224回、予定延人数　4,700人
　
【参考】
　○重点健康相談　66回　延人数　470人
　　・歯周疾患健康相談　30回　延人数　260人
　　・生活習慣改善健康相談
　　　　予定回数36回、延人数210人
　○介護家族健康相談
　　　　予定回数60回、延人数120人
　○総合健康相談
　　　　予定回数1,098回、延人数4,110人
　　・健康相談＜庁内、きてみて、電話＞
　　　　　　　1,026回　延人数　2,180人
　　・まつり等健康相談　10回　延人数　560人
　　・その他健康相談　10回　延人数　180人
　　・栄養相談  52回　延人数　190人
　○事業費の内訳
　　・賃金　393,000円
　　　　栄養指導補助賃金　69人　334,305円
　　　　歯科指導補助賃金　12人　 58,140人
　　・需用費　600,000円
　　　　消耗品費　470,000円
　　　　印刷製本費　40,000円
　　　　物品修繕料　90,000円
　　・委託料　372,000円
　　　　生活習慣改善健康相談健康運動指導士委
　　　　託
　　・備品購入費　364,000円

【特定財源】
　○国庫支出金　保健事業負担金
　○県支出金　　保健事業負担金
　

【目的】
　心身の健康に関する個別の相談に応じ必要な指
導及び助言を行い、家庭における健康管理に役立
てる。

【内容】
　予定回数　39回、予定延人数　530人
　
【参考】
　○重点健康相談
　　・病態別　　予定回数8回、延人数150人
　○介護家族健康相談
　　　　予定回数1回、延人数30人
　○総合健康相談
　　　　予定回数30回、延人数350人
　○事業費の内訳
　　・需用費　　　77千円
　　　　消耗品費　72千円円
　　　　物品修繕料　5千円
　
【特定財源】
　○国庫支出金　保健事業負担金
　○県支出金　　保健事業負担金
　

【目的】
　自分らしい健康観の獲得に向け、個々の生活習
慣・生活様式に合わせた具体的な健康相談に応
じ、自らの健康管理が行えるよう支援する。

【内容】
　予定回数　４１回　予定延人数　329人
　
　
【参考】
　○総称　はつらつ健康相談　予定回数　18回
　　　　　　予定延人数　100人
　　　　　　（重点健康相談・生活習慣改善健康相
談・介護家
　　　　　　族健康相談・総合健康相談を含む）
　○歯周疾患健康相談　1回　10人
　○心の相談室　予定回数　12回　予定延人数
　　　　　　　　　　　60人
　○介護者家族のしゃべり場　　　予定回数　5回
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　予定延人
数　25人
　○その他健康相談　６回　延人数　100人
　　　　　　　栄養相談  19回　延人数　70人

【事業費の内訳】　　717,000円
　　・賃金　515,000　円
　　　　看護師賃金　17日　86,000円
　　　　保健師賃金　6日　　39,000円
　　　　カウンセラー賃金　12日　390,000円
　　・謝礼　９3,000円
　　　　カウンセラー　３日　93,000円
　　・旅費　　　　6,000円
　　・需用費　103,000円
　　　　消耗品費　91,000円
　　　　燃料費　　12,000円
　
【特定財源】
　○国庫支出金　保健事業負担金　200千円
　○県支出金　　保健事業負担金　200千円
　

健康相談事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

10

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 中央保健センター 保健推進課 健康福祉課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 4,972千円 2,726千円 2,072千円 0千円

根拠法令等

老人保健法･ 老人保健法 老人保健法･
介護予防地域支え合い事業実施要綱･

会計の種別 一般会計 一般会計 一般会計 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 2,298千円 0千円 1,133千円 0千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別 特定財源・電算システム 特定財源 特定財源

電算システム名 保健所システム

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
○専門職・講師の配置の相違
　・相模原市　理学療法士、作業療法士、言語聴
　　　　　　　覚士
　・城山町、津久井町、相模湖町　作業療法士、
　　　　　　　言語聴覚士の配置なし
　・津久井町　陶芸家

　
○理学療法士の雇用形態の相違
　・相模原市　常勤
　・城山町、津久井町、相模湖町　非常勤の委託
　

○送迎・移送の相違
　・相模原市　送迎なし
　・城山町、相模湖町　送迎あり
　・津久井町　移送を社会福祉協議会に委託

○システムの相違
　・相模原市　保健所システム（機能訓練）
　・城山町、津久井町、相模湖町　要調整

□①現行のまま存続
□②合併時に統合
□③速やかに統合
■④段階的に統合

相模原市の課等の名称

中央保健センター

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

３年以内に相模原市の制度に統合する。
Ａ型機能訓練はＨ12年度了しＯＢ会となる。

Ｂ型機能訓練はH15年度介護保険の通所リハビ
リ・通所介護が充実したため終了となる。

H15年度実績
【目 的】生活リハビリ
介護保険対象者で要支援から要介護２までの方に
対して、利用者のニーズや身体状況に応じた機能
訓練を行い、心身の機能回復及び日常生活の自立
を図る。
 
○種類と回数等　（１５年度実績）
 ・B型機能訓練　回数 　51回　　実人数　13人
　　　　　　　　 延人数　380人
　　　　　　　　担当者のべ人数　110人
　　　　　　　　ボランティア　　121人
 ・機能訓練自主グループ（こぶしの会）
　　　　　　　　　回数 44回　実人数　10人
　　　　　　　　　 延人数　　　　　352人
　　　　　　　　　ボランティア　　229人

　
 ・機能訓練相談     回数　　9回
                 延人数 58人

H16年度
　機能訓練相談 3回　　　20人

 ○事業費の内訳
 予算無し保健師対応

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目 的】
  心身の機能が低下している者であって、医療終
了後も継続して機能訓練の必要な者等に対して、
心身の機能回復を図り、日常生活の自立を助け、
要介護状態を予防するため、必要な訓練を実施す
る。

【参考】
○種類と回数等
 ・機能訓練相談　予定回数 58回
　　　　　　　　 延人数　162人
 ・機能訓練判定  予定回数 24回
　　　　　　　　 延人数 240人
 ・個別訓練      予定回数 50回
                 延人数 450人
 ・集団訓練      予定回数 48回
                 延人数 960人
 ・自主訓練      予定回数 98回
                 延人数 980人
 ・交流会        予定回数 1回
                 延人数  40人
 ・ミニリハ      予定回数183回
                 延人数 1,600人
○従事者
（非常勤）医師24人 看護師74人
　　　　　作業療法士102人
　        言語聴覚士24人
（常勤）  理学療法士3人、保健師16人
○事業費の内訳
 ・賃金　331,000円
　　機能訓練判定補助賃金（看護師）101,040円
　　個別機能訓練補助賃金（看護師）229,550円
 ・報償費　4,214,000円
    作業療法士謝礼　90人×３H×＠8,500円
　　集団作業療法士謝礼（本庁、南）
　　　12人×３H×＠8,500円
　　判定医師謝礼　24人×１回×＠41,700円
　　言語聴覚士謝礼
　　　24人×３H×＠8,500円
 ・需用費　422,000円
　　消耗品費　298,000円、印刷製本費　24,000
　　円、物品修繕料　100,000円
 ・役務費　5,000円

【目的】
疾病、外傷、老化等により心身の機能が低下して
いる者に対し、心身機能の維持回復に必要な訓練
を行うことにより、閉じこもりを防止するととも
に日常生活の自立を助け、介護を要する状態とな
ることを予防する。

【参考】
○種類と回数等
・機能訓練　予定回数　42回
　　　　　　延人数　924人
・機能訓練判定会議　予定回数　2回
・在宅機能訓練　予定回数　12回
　　　　　　　　延人数　30人
○従事者
（非常勤）医師14人　保健師42人　看護師84人
　　　　　理学療法士54人　送迎運転手84人
（常勤）保健師126人
○事業費の内訳
・賃金　1122,000円
　　機能訓練補助賃金（保健師）269,640円
　　機能訓練補助賃金（看護師）473,400円
　　機能訓練送迎運転手　　　　378,540円
・報償費　367,000円
　　機能訓練医師謝礼　1人×12回×＠28,500円
　　機能訓練判定会議医師謝礼
　　　　　　　　　　　1人×2回×＠12,100円
・需用費　48,000円
　　消耗品費　20,000円　食糧費　28,000円
・役務費　81,000円
・委託料　1,378,000円
　　理学療法士派遣業務委託料
　　　　機能訓練　42回×＠24,600円
　　　　在宅機能訓練　12回×＠246,000円
　　　　機能訓練判定会議　2回×＠12,300円

【特定財源】
○国庫支出金　保健事業負担金
○県支出金　　保健事業負担金

【電算システム】
なし

【目的】
脳卒中等で障害を抱えてから間もない人を対象
に、同じ立場にある仲間と交流する事でその後の
生き方･生活方法を考えていける障害受容の場｡
【内容及び回数】
○医師診察　２回／延べ人数２４人
○健康相談　３５回／延べ人数３９２人
○生活リハ体操
・理学療法士による体操
　　　　　　　　　１２回／延べ人数１４４人
・生活リハビリ研究所研究員による体操と遊びリ
テーション　１２回／延べ人数１４４人
○作業訓練
・陶芸　２回／延べ人数２４人
○屋外活動・旅行　２回／延べ人数２４人
○調理活動　３回／延べ人数３６人
○自由活動　２回／延べ人数２４人
○開所／閉所式　２回／延べ人数２４人
○家族交流会　３回／延べ人数４名
○参加代表者会議　２回／延べ人数８名
【従事者】
（非常勤）理学療法士１名・生活リハビリ研究所
研究員１２名・保健師１名・看護師１名・陶芸家
１名・非常勤歯科衛生士１名・医師１名
（常勤）保健師２～３名
判定会議（年２回開催）は上記にケアマネ・保健
福祉事務所保健師が参加
【事業費の内訳】
○賃金　857,000円
・看護師　265,000円
・歯科衛生士　6,000円
・保健師　338,000円
・理学療法士　248,000円
○報償費
・謝礼　生活リハビリ研究員　220,000円　判定
会議委員謝礼　40,000円
○需用費
・消耗品費　20,000円
・備品修繕費　15,000円
・指導材料費　24,000円
○役務費
・損害賠償保険料　42,000円
○委託料
・健康診断委託料　63,000円

機能訓練事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

10

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

□①現行のまま存続
□②合併時に統合
□③速やかに統合
■④段階的に統合

相模原市の課等の名称

中央保健センター

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

機能訓練事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名

【事務事業の内容】 【特定財源】
○国庫支出金　保健事業負担金
○県支出金　　保健事業負担金

【電算システム】
○名称　「保健所システム」（機能訓練）
○内容　 機能訓練に係る保健所業務を支援
　　　　　するシステム。
 

【特定財源】
○国庫支出金　保健事業費国庫負担金　280千円
○県支出金　　保健事業費県負担金　280千円

●りはびりす《高齢者生活支援事業　自主活動》
【内容】機能訓練会を卒業したのち､自主活動を
支援
平成15年度実施回数　57回　参加者人員　9名
延人数414名
【予算】
(歳入)機能訓練Ｂ型764,421円×3/4＝573,315円
(歳出)保健師賃金　12,500円×61日＝762,500円
消耗品　1,921円
損害賠償保険料　2,610円×10人＝26,100円
利用者の移送は社会福祉協議会に委託事業として
運営している｡

●ＨＡＮＡ《生きがい活動支援事業　自主活動》
【内容】機能訓練会卒業後、『お菓子作り』の自
主活動を希望するものが、参加。
平成15年度実施回数　　13回
　　　　　参加者実数　　7名　　延人数　61名
【予算】
　平成15年度は国保連合会「よろず相談」より助
成(平成16年度申請中）
　利用者の移送は社会福祉協議会に委託事業して
運営している

●自立する障害者の会支援《自主活動》
保健師の人的支援実施



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

11

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 中央保健センター 保健推進課 健康福祉課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 5,118千円 123千円 2,554千円 207千円

根拠法令等

老人保健法 老人保健法･
･

老人保健法

会計の種別 一般会計 一般会計 一般会計 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 3,386千円 186千円 172千円 0千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別 特定財源・電算システム 特定財源 特定財源

電算システム名 保健福祉業務システム、成人健康管理システム

備考１ 健康度評価管理システム

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
○訪問職種の相違
　・相模原市　保健師、栄養士、理学療法士、作
　　　　　　　業療法士
　・城山町　　保健師、看護師、栄養士、理学療
　　　　　　　法士
　・津久井町　保健師、栄養士、理学療法士、歯
　　　　　　　科衛生士、看護師
　・相模湖町　保健師、栄養士、歯科衛生士

○訪問対象者の相違
　・津久井町、相模湖町　介護保険認定調査訪問
　　　　　　　　　　　　を含む。

○システムの相違
　・相模原市　保健福祉業務システム、成人健康
　　　　　　　管理システム、健康度評価管理シ
　　　　　　　ステム
　・城山町、津久井町、相模湖町　要調整

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

中央保健センター

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

合併時に相模原市の制度に統合する。【目的】
　寝たきりや生活習慣病等の予防及び健康の保持
増進を図るため、在宅療養者や基本健診の結果等
で指導が必要な方を対象に、保健師、栄養士、歯
科衛生士、理学療法士等が家庭訪問により専門的
な指導・助言を行う。
介護保険認定調査訪問を含む｡

【参考】
○訪問リハビリはH15年度で終了
　　　訪問リハビリのH15年度実績
　　47日　実人数39人　延人数247人

○H１６年訪問予定人数

　保健師　　　実人数　260人　　延人数580人
　栄養士　　　実人数  　8人　　延人数  8人
　歯科衛生士　実人数 　 8人  　延人数  8人
　
○事業費の内訳
・賃金　50千円
　　　　訪問指導業務補助賃金（歯科衛生士）
　　　　　　25千円
　　　　訪問指導業務補助賃金（栄養士）
　　　　　　25千円
・需用費
　　消耗品費　 13千円
　　その他　　164千円

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
　生活習慣病や要介護状態の予防、介護家族の健
康管理のため訪問指導が必要な方を対象に、保健
師、栄養士、歯科衛生士、理学療法士等が家庭訪
問により専門的な指導・助言を行う。

【参考】
　
○訪問予定人数
　保健師　実人数1,400人　延人数3,000人
　栄養士　実人数  300人　延人数  400人
　理学療法士　実人数 100人延人数 240人
　歯科衛生士　実人数 40人 延人数  40人
　作業療法士　実人数 10人 延人数  24人
○事業費の内訳
・賃金　5,034,000円
　　訪問指導業務補助賃金（保健師）
　　　3,636,340円
　　訪問指導業務補助賃金（歯科衛生士）
　　　　186,320円
　　訪問指導業務補助賃金（栄養士）
　　　1,211,140円
・需用費　84,000円
　　消耗品費　47,000円
　　物品修繕料　16,000円
　　医薬材料費費　21,000円

【特定財源】
○国庫支出金　保健事業負担金
○県支出金　　保健事業負担金

【電算システム】
○名称　「保健福祉業務システム」
○内容　保健福祉業務に関するシステム。

○名称　「成人健康管理システム」
○内容　基本健康診査の事後指導及び保健指導に
　　　　係るシステム。

○名称　「健康度評価管理システム」
○内容　健康度評価に関するシステム。

【目的】
　生活習慣病や要介護状態の予防、介護家族の健
康管理のため訪問指導が必要な方を対象に、保健
師、栄養士、歯科衛生士、理学療法士等が家庭訪
問により専門的な指導・助言を行う。

【参考】
○１６年訪問予定人数

　保健師　　　実人数　450人　　延人数650人
  看護師　　　実人数　　2人　　延人数24人
　栄養士　　　実人数  　1人　　延人数 6人
　理学療法士　実人数 　 20人  　延人数 35人
　
○事業費の内訳
・賃金　171千円
　　　　訪問指導業務補助賃金（看護師）
　　　　　　137千円
　　　　訪問指導業務補助賃金（栄養士）
　　　　　　 34千円
・需用費
　　消耗品費　 4千円
　　医薬材料費　　7千円

【特定財源】
○国庫支出金　保健事業負担金
○県支出金　　保健事業負担金

【目的】
　指導が必要であると認められる者及びその家族
に対して､保健師等が訪問して、その健康に関す
る問題を総合的に把握し､必要な指導を行い､健康
の保持増進を図る。
介護保険認定調査訪問を含む｡

【内容】平成15年度実績
　被指導対象数　1,038名
　
　延べ訪問回数 　1,293回

【参考】
○平成16年度訪問予定　　延人数 　1,205人
　常勤保健師　　延人数　795人
　常勤栄養士　　延人数  40人
　非常勤理学療法士　延人数　10人
　非常勤歯科衛生士　延人数  10人
　非常勤看護師 延人数 　350人
　
○事業費の内訳
・賃金　2,470,000円
　　歯科衛生士  　57,000円
　　理学療法士　206,000円
　　看護師（介護保険認定調査員）
　　　　　　　　　 2,207,000円
・旅費　   45,000円
・需用費　39,000円
　　消耗品費　39,000円
　
【特定財源】
○国庫支出金　保健事業費国庫負担金　86,000円
○県支出金　　保健事業費県負担金　86,000円

訪問指導事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

14

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 中央保健センター 保健推進課 健康福祉課 こども課

歳出予算額（平成16年度） 2,711千円 1,608千円 2,602千円 628千円

根拠法令等

母子保健法 母子保健法 母子保健法 母子保健法

会計の種別 一般会計 一般会計 一般会計 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 806千円 117千円 360千円 57千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別 特定財源・電算システム 特定財源 特定財源 特定財源

電算システム名 日報管理システム

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
○事業内容の相違
　・津久井町　自主保育グループへの講座
　・相模湖町　子育て講演会

○特定財源の相違
　・相模原市
　　　国庫支出金　母子保健事業補助金
　・城山町、津久井町、相模湖町
　　　県保健衛生費補助金　育児支援等
　　　健康支援事業費補助金
　・津久井町　保健事業自己負担金

○従事職員に相違
　・津久井町　心理相談員

○システムの相違
　・相模原市　日報管理システム
　・城山町、津久井町、相模湖町　要調整

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

中央保健センター

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

合併時に相模原市の制度に統合する。ただし、
事業内容については地域特性に配慮し調整する。

【目的】
　妊産婦や乳幼児を対象にした各種の健康事業を
実施する。
【Ｈ16年度の事業内容】
・母親教室（1コース4日間）
                予定回数12回　延べ人数50人
・お誕生日教室　予定回数4回  延べ人数50人
・乳幼児育児相談　予定回数10回 延べ人数150人
・育児教室うさぎ（健診後フォロー教室）
　　　　　　　　予定回数24回 延べ人数430人
・育児教室ほほえみ（自由参加）
　　　　　　　　予定回数10回 延べ人数400人
・子育て講演会（絵本講演会）
　　　　　　　　予定回数2回 延べ人数50人
・妊婦相談（母子手帳交付時）　予定件数56件

【事業費内訳】
　・賃金　549,500円
　　　保健師　10人　 51,000円
　　　保育士  96人  318,420円
　　　栄養士　17人　 87,600円
　　　助産師　12人　 63,360円
　　　事務員　 4人　 14,720円
　　　歯科衛生士 3人 14,400円
　・報償費　　　　　 55,000円
　
【特定財源】
○県保健衛生費補助金　育児支援等健康支援事業
　　　　　　　　　　　費補助金
【電算システム】
　なし。

 

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
　妊産婦や乳幼児を対象にした各種の健康事業を
実施する。

【参考】
　○事業及び回数等
　　・ハローマザークラス（母親・父親教室）
　　　　予定回数　36回　延人数未定
　　・赤ちゃんセミナー（離乳食講習会）
　　　　予定回数　２４回　人数480人
　　・元気Ｋidsの食育セミナー（子どもの生活
　　　習慣予防教室）
　　　　予定回数　２０回　延人数300人
　　・親子で歯っぴぃちゃれんじ大作戦（むし歯
　　　予防教室）
　　　　予定回数　３６回　人数2,160人
　　・ぴよぴよ教室（乳児健診等の事後指導教
　　　室）
　　　　予定回数　１２回　　延人数240人
　　・ひばり教室（１歳６か月児健診等の事後指
　　　導教室）
　　　　予定回数　　48回　　延人数1,920人
　　・つばさクラブ（３歳６か月児健診等の事後
　　　指導教室）
　　　　予定回数　　24回　　延人数720人
　　・ふれあい親子サロン
　　　　予定回数　276回　　延人数未定
　　・おやこひだまり相談室
　　　　予定回数　48回　　延198人
　○事業費内訳
　　・賃金　1,104,000円
　　　　保健師　 90人　724,050円
　　　　保育士　107人  379,850円
　　・報償費　1,047,000円

【特定財源】
　○国庫支出金　母子保健事業補助金

【電算システム】
　○名称　「日報管理システム」
　○内容　事業報告書の作成と統計事務を支援す
　　　　　るシステム。運用・管理及び保守は保
　　　　　健所職員が行っている。

【目的】
　心身の健やかな成長のためのライフステージの
テーマに沿った学習機会を提供し、親同士の交流
を図りながら育児支援を行う。

【参考】
○事業及び回数等
　・母親父親教室
　　予定回数20回　延人数250人（見込み）
　・赤ちゃんすくすくセミナー（離乳食講習会）
　　予定回数6回　延人数100人
　・１歳かみかみセミナー（幼児食講習会）
　　予定回数6回　延人数100人
　・乳児学級（育児に関する講演会）
　　予定回数2回　延人数60人
　・赤ちゃんサロン（乳児の親同士の交流会）
　　予定回数11回　延人数400人
　・インファントマッサージ教室
　　（４か月児健診事後指導教室）
　　予定回数24回　延人数120人
　・ひよこ教室（幼児健診事後指導教室）
　　予定回数44回　延人数600人
　・おかあさんの会（乳幼児健診事後指導教室）
　　予定回数11回　延人数30人
　・乳幼児健康相談
　　予定回数12回　延人数700人
　・親子のすくすく相談（個別心理相談）
　　予定回数12回　延人数44人
　
○事業費内訳
　・賃金　1,297,980円
　　　保健師　67人　519,000円
　　　保育士 111人　517,400円
　　　栄養士　24人　133,200円
　　　助産師　12人　 68,400円
　　　事務員　12人　 36,480円
　　　歯科衛生士 4人 22,200円
　・報償費　　　　　721,400円
　
【特定財源】
○県保健衛生費補助金
　　　育児支援等健康支援事業費補助金
【電算システム】
　なし。

【目的】
　妊産婦や乳幼児を対象にした各種の健康事業を
実施する

【参考】
○事業及び回数等　《15年度実績》
　・マタニティクラス（母親・父親教室）
　　　実施回数：18回　　延人数：132名
　・マタニティクラスOB会
　　　実施回数：3回　　　延人数：49名
　・母乳教室
　　　実施回数：9回　　　延人数：87名
　・友達集まれ・離乳食教室
　　　実施回数：6回　延人数（母14名・子14
　　　　　　　　　　　　　名）
　　　＊16年度は、『離乳教室』として実施予定
　・育児教室
　　　実施回数：47回　　延人数：933名
　・あそびの広場
　　　実施回数：22回　　延人数：333名
　・子育てサロン･･･別のところに掲載
　・ブリ―ジングセミナー
　　　実施回数：1回　　　延人数：7名
　・妊産婦・乳幼児相談
　　　実施回数：12回　　　　延人数：459名
　・母乳相談
　　　実施回数：6回　　　　　延人数：21名
　・自主保育グループへの講座
　　　実施回数：2回　　　　　延人数：17名
　・イベント健康相談
　　　実施回数：2回　　　　　延人数：19名
【事業費内訳】
　・賃金　　　　1,761,010円
　　　保健師：157,200円/助産師：37,500円
　　　看護師：70,800円/保育士：1,085,050円
　　　心理相談員：380,760円/事務：29,700円
　・報償費　　　534,000円
　　　助産師：144,000円/料理研究家：30,000円
　　　心理相談員：40,000円/大学講師：150,000
　　　円
　　　歯科衛生士：18,000円/その他：56,000円
　　　ブリ―ジングトレーナー：30,000円
　　　会議謝礼：60,000円/調理指導：6,000円
　・旅費　　　　　4700円

母子健康教育事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

14

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

中央保健センター

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

母子健康教育事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名

【事務事業の内容】 　・需要費　　　　237,135円
　　　消耗品：124,208円/食料費：735円
　　　印刷製本費：15,960円
　　　指導材料費：96,232円
　・役務費　　　　64,460円
　　　手数料：26,460円/保険料：38,000円
【特定財源】
　　育児等健康支援事業費補助金
　　保健事業自己負担金



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

18

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 中央保健センター 保健推進課 健康福祉課 こども課

歳出予算額（平成16年度） 予算は地域保健課 ＊地域保健課「乳幼児健康診査事業」欄に計上 地域保健課「乳幼児健康診査事業」欄に計上

根拠法令等

母子保健法 母子保健法 母子保健法･
･

会計の種別 一般会計 一般会計 一般会計

歳入予算額（平成16年度） ＊地域保健課「乳幼児健康診査事業」欄に計上 地域保健課「乳幼児健康診査事業」欄に計上

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等 補助金/交付金等 補助金/交付金等

事務事業の別 電算システム 特定財源 特定財源

電算システム名 日報管理システム

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
○乳幼児健診の実施時期・内容の相違
　・相模原市　４か月児健康診査、１歳６か月児
　　　　　　　歯科健康診査、２歳６か月児歯科
　　　　　　　健康診査、３歳６か月児健康診査
　　　　　　　乳幼児経過健診
　・城山町　　４か月児健康診査、10か月児健康
　　　　　　　診査、１歳６か月児健康診査
　　　　　　　３歳時健康診査、３歳10か月児視
　　　　　　　聴覚健診
　・津久井町　地域保健課で実施
　・相模湖町　４か月児健康診査、９か月児健康
　　　　　　　診査、１歳６か月児健康診査、３
　　　　　　　歳６か月児健康診査、３歳６か月
　　　　　　　健診時視聴覚アンケート
　
○システムの相違
　・相模原市　日報管理システム
　・城山町、津久井町、相模湖町　要調整

　
○保健所業務の関連から「経過健診」の統一実
　 施。
○各種母子保健事業の電算ｼｽﾃﾑ管理。

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

中央保健センター

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

合併時に相模原市の制度に統合する。【目的】
　乳幼児の成長、発達を診査し、母子の健康と
育児支援を行う。

【内容】
４か月児健康診査　　　予定回数6回
９か月児健康診査　　　予定回数5回
１歳６か月児健康診査　予定回数5回
３歳６か月児健康診査　予定回数3回
　３歳６か月児健診時、視聴覚アンケート回収
　

【システムの概要】
　システムなし。

　

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
　乳幼児の健康増進と疾病の早期発見を図り適切
な指導を行う。

【内容】
４か月児健康診査　　　　　　　予定回数　84回
１歳６か月児歯科健康診査　　　予定回数　60回
２歳６か月児歯科健康診査　　　予定回数　60回
３歳６か月児健康診査　　　　　予定回数　72回
乳幼児経過検診　　　　　　　　予定回数　18回

【システムの概要】
　事業報告書の作成と統計事務を支援するシステ
ム。運用・管理、保守は保健所職員が行ってい
る。

【特記事項】
　予算は、地域保健課で計上している。
　ただし、賃金については中央保健センターの母
子保健事業で計上している。

【目的】
　乳幼児の心身の健康状態を把握し、生活習慣・
保育状況の確認を通して総合的な育児支援を行
う。

【内容】
４か月児健康診査　　　　　　　　予定回数6回
１０か月児健康診査　　　　　　　予定回数6回
１歳６か月児健康診査　　　　　　予定回数6回
３歳児健康診査　　　　　　　　　予定回数6回
３歳１０か月児視聴覚健診　　　　予定回数6回

【システムの概要】
　システムなし。

【特記事項】
　予算計上はすべて保健推進課で一括している。
　

※乳幼児健康診査については、全て地域保健課
（No.32　乳幼児健康診査事業）に記載してい
る。

乳幼児健康診査の実施

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

19

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 中央保健センター 保健推進課 健康福祉課 こども課

歳出予算額（平成16年度） 予算は地域保健課 予算は健康福祉課保健係､健康支援係

根拠法令等

健康増進法･
老人保健法･
母子保健法･

健康増進法･
老人保健法･
母子保健法･
･

健康増進法･
老人保健法･
母子保健法

母子保健法

会計の種別 一般会計 一般会計 一般会計 一般会計

歳入予算額（平成16年度）

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別 電算システム

電算システム名 日報管理システム、成人健康管理システム

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
○健診月齢の相違
　①集団検診
　・共通は４か月と１歳６か月の２健診
　・相模原市　２歳６か月、３歳６か月
　・城山町　  10か月、３歳
　・津久井町　９か月、３歳６か月
　・相模湖町　９か月、３歳６か月
　②医療機関委託
　・相模原市のみ　８か月、１歳児
　③その他の健診
　・相模原市のみ　乳幼児経過健診
　・

○健康教育事業の相違
　・相模湖町　母子のみの事業
　・城山町、津久井町は相模原市と
　　ほぼ同内容

○健康相談事業の相違
　・城山町　　成人の相談は不定期
　・相模湖町　育児相談のみ

○家庭訪問事業の相違
　・城山町はなし

○その他の相違
　①ヘルスアセスメント事業
　・相模原市のみ
　②電算システム
　・相模原市のみ

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

中央保健センター

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

合併時に相模原市の制度に統合する。【目的】
 母子の栄養に関する事業を実施することにより
健康増進に資する。

【内容】
 母子の栄養に関する健康教育、健康相談、訪問
指導及び乳幼児健康診査事業を実施する。

【参考】
○健康診査事業
　４か月児健康診査　　　予定回数6回
　９か月児健康診査　　　予定回数6回
　１歳６か月児健康診査　予定回数5回
　３歳６か月児健康診査　予定回数3回
　
○母子健康教育事業
　母親教室　　　　　　　予定回数3回
　お誕生日教室　　　　　予定回数10回
　乳幼児育児相談　　　　予定回数10回
　幼児試食会　　　　　　予定回数1回

○家庭訪問
　母子家庭訪問　　　　　予定訪問回数3件
　成人家庭訪問　　　　　予定訪問回数4件

○食生活改善栄養指導事業
　親子の料理教室　　　　予定回数2回
　男の料理教室　　　　　予定回数1回
　お正月料理教室　　　　予定回数1回

○成人健康教育事業
　高血圧セミナー　　　　予定回数5回

【電算システム】
　　なし

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
 母子、成人、高齢者の栄養に関する事業を実施
することにより健康増進に資する。

【内容】
 母子、成人、高齢者の栄養に関する健康教育、
健康相談、訪問指導及び乳幼児健康診査事業を実
施する。

【参考】
○健康診査事業
　４か月児健康診査　　　　　　予定回数84回
　１歳６か月児歯科健康診査　　予定回数60回
　２歳６か月児歯科健康診査　　予定回数60回
　３歳６か月児歯科健康診査　　予定回数72回
　乳幼児経過検診　　　　　　　予定回数18回

○母子健康教育事業
　ハローマザークラス　　　　　予定回数12回
　赤ちゃんセミナー　　　　　　予定回数48回
　元気ｋｉｄｓの食育セミナー　予定回数10回
　地区教育（子ども）　　　　　未定

○健康教育事業
　生活習慣改善教室　　　　　　予定回数４回
　さわやかレディースセミナー　予定回数２回
　素敵にやせるための教室　　　予定回数４回
　個別健康教育　　　　　　　　予定回数18回

○健康相談事業
　栄養相談　　　　　　　　　　予定回数48回
　親子サロン　　　　　　　　　予定回数69回
　生活習慣改善健康相談　　　　予定回数26回

○ヘルスアセスメント事業
　ヘルスアセスメントＢ　　予定訪問回数300件

○母子・成人・高齢者家庭訪問
　家庭訪問　　　　　　　　予定訪問回数100件

【電算システム】
○名称　「日報管理システム」
○内容　事業報告書の作成と統計を支援するシス
　　　　テム。

【目的】
 母子、成人、高齢者の栄養に関する事業を実施
することにより健康増進に資する。

【内容】
 母子、成人、高齢者の栄養に関する健康教育、
健康相談、訪問指導及び乳幼児健康診査事業を実
施する。

【参考】
○健康診査事業
　４か月児健康診査　　　　　　予定回数6回
　１０か月児健康診査　　　　　予定回数6回
　１歳６か月児健康診査　　　　予定回数6回
　３歳児健康診査　　　　　　　予定回数6回

○母子健康教育事業
　母親父親教室　　　　　　　　予定回数4回
  育児教室　　　　　　　　　　予定回数2回
　赤ちゃんすくすくセミナー　  予定回数6回
  1歳かみかみセミナー　　　　 予定回数6回

○健康教育事業
　糖尿病教室　　　　　　　　　予定回数6回
　個別健康教育　　　　　　　　予定回数12回
　健康づくり教室　　　　　　　予定回数12回
  男の料理教室ＯＢ会育成　　　予定回数9回
  骨づくりセミナー　　　　　  予定回数2回
　生活習慣病予防    　　　　　予定回数1回
  地区教育　　　　　　　　　　未定
 
 
○健康相談事業
　乳幼児健康相談　　　        予定回数6回
  地区健康相談　　　　　　　　未定
 
 

　

【目的】
 母子、成人、高齢者の栄養に関する事業を実施
することにより健康増進に資する。

【内容】
 母子、成人、高齢者の栄養に関する健康教育、
健康相談、訪問指導及び乳幼児健康診査事業を実
施する。

【参考】
 ○健康診査事業
　４か月児健康診査　　　　　　予定回数6回
　９か月児健康診査　　　　　　予定回数6回
　１歳６か月児健康診査　　　　予定回数6回
　３歳６か月児健康診査　　　　予定回数6回

○母子健康教育事業
　マタニティクラス　　　　　　予定回数3回
　離乳食教室　　　　　　　　　予定回数6回
　育児教室　　　　　　　　　　予定回数1回
　地区教育（子ども）　　　　　未定

○健康教育事業
　糖尿病教室　　　　　　　　　予定回数5回
　個別健康教育　　　　　　　　予定回数8回
　地区教育　　　　　　　　　　未定

○健康相談事業
　妊産婦･乳幼児健康相談　　　 予定回数12回
　はつらつ健康相談　　　　　　予定回数12回
　生活習慣改善健康相談　　　　予定回数6回

○母子・成人・高齢者家庭訪問
　家庭訪問　　　　　　　　予定訪問回数30件

【特記事項】
　予算は健康福祉課保健係・健康支援係で計上し
　ている。

栄養改善指導の実施

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

19

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

中央保健センター

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

栄養改善指導の実施

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名

【事務事業の内容】 ○名称　「成人健康管理システム」
○内容　基本健康診査の事後指導及び保健指導に
　　　　係るシステム。

【特記事項】
　予算は地域保健課で計上している。



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

20

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 中央保健センター 保健推進課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 6,023千円 36千円 0千円

根拠法令等

老人保健法　　　　　　　　　　　　･ 老人保健法 老人保健法

会計の種別 一般会計 公営企業会計 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円 0千円 0千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別 電算システム

電算システム名 健康度評価管理システム

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
○事業実施の有無の相違
　・相模原市、津久井町　実施
　・城山町、相模湖町　　未実施

○前提の相違
　・Ａ票は、住民情報と基本健診結果の電算管理
　　が必要
　・Ｂ票は、住民情報と介護保険情報の電算管理
　　が必要

○対象者の相違
　・Ａ票
　　・相模原市　基本健診受診者のうち、異常無
　　　　　　　　しの40歳・50歳の者、要指導の
　　　　　　　　40．45.50．55.60歳の者または
　　　　　　　　保健師要指導の者
　　・津久井町　基本健診受診者のうち、条件に
　　　　　　　　よる抽出、または健康相談来所
　　　　　　　　者
　・Ｂ票
　　・相模原市  70歳全員
　　・津久井町  民生委員の把握した者

○実施方法の相違
　・Ａ票
　　・相模原市　条件に該当する者に生活習慣質
　　　　　　　　問票Ａを実施。アドバイス
　　　　　　　　票を出力し送付
　　・津久井町　基本健診の問診票より対象を抽
　　　　　　　　出して保健事業紹介。または健
　　　　　　　　康相談来所者に実施
　　・Ｂ票
　　・相模原市  郵送。全員に結果の返送、事業
　　　　　　　　紹介を行う。
　　・津久井町  要フォロー者に対し、保健指
　　　          導・事業参加勧奨実施

○システムの相違
　　・相模原市　健康度評価システム
　　・城山町、津久井町、相模湖町　要調整

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

中央保健センター

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

合併時に相模原市の制度に統合する。該当なし

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
　個人の生活習慣行動や社会・生活環境等の分析
と基本健康診査等の結果から、個人の健康度を評
価し適切な保健・福祉サービスへの参加に繋げる
ことにより、生活習慣病予防と高齢者が要介護状
態になることを予防する｡

【内容】
○生活習慣病予防(Ａ票）
　①基本健康診査の受診者のうち、以下の対象に
　『生活習慣質問票Ａ』を送付する。
　②返送された内容を『健康度評価管理システ
　ム』に入力し、アドバイス票を出力する。
　③結果を本人に返送または、面接により返却
　し、適切な保健事業を案内する。
○生活機能低下予防(B票）
 　当該年度70歳以上の市民全員に『生活習慣質
　問票B』を送付、返送された内容を『健康度評
　価管理システム』に入力し、要介護状態に移行
　するリスクを評価する。その結果を本人に返送
　し、適切な保健・福祉事業を紹介する。虚弱高
　齢者（要介護状態に移行するリスクが高いと判
　定された者）については、保健師等が電話や訪
　問等で積極的に保健指導・事業参加勧奨を行
　う。

【参考】
○A票対象者
　①基本健康診査の結果、保健師要指導の指示の
　　あった者
　②同、異常なしのうち、40、50歳の者
　③同、要指導者のうち、40、45、50、55、60歳
　　の者
※平成16年度対象者見込みは、2,900人
　
○B票対象者
※平成16年度対象者見込みは、約5,000名

【電算システム】
○名称　「健康度評価管理システム」
○内容　質問票回答データに基づく健康度評価及
　　　　びアドバイス票出力に関する総合システ
　　　　ム。

【目的】
　個人の生活習慣行動や社会・生活環境等の分析
と基本健康診査等の結果から、個人の健康度を評
価し適切な保健・福祉サービスへの参加に繋げる
ことにより、生活習慣病を予防する｡

【内容】
詳細は検討中

16年度予算計上なし
【目的】
　個人の生活習慣行動や社会・生活環境等の把握を
行うとともに、その評価等をもとに生活習慣改善に
係る指導を実施する事により対象者個人の必要性に
応じた計画的かつ総合的なサービスの提供に資
する事を目的とする｡

【内容】
○生活習慣病予防(Ａ票）
　①基本健康診査の問診票（A0）アクセスデータ入
力より条件抽出をして保健事業を紹介。
　②健康相談来所者に実施し面接相談によりがんば
る項目決める。
○生活機能低下予防(B票）
 　・民生委員の訪問活動時に『生活機能アセスメン
ト票』を活用し調査を行う｡民生委員から保健師に
     返送された内容により、要フォロー者をピック
アップする。虚弱高齢者（要介護状態に移行するリ
ス
     クが高いと判定された者）については、保健師
等が在宅支援センターと連携を持ちながら､ 電話や
     訪問等で保健指導・事業参加勧奨を行う。
　 ・保健師による地区健康講座実施時に『生活機能
アセスメント票』を活用し調査を行う｡リスクが高い
     と判定された者については、保健師等が電話や
訪問等で保健指導・事業参加勧奨を行う。
　

健康度評価事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健所部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

11

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 地域医療課 保健推進課 健康福祉課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 552千円

根拠法令等

相模原市附属機関の設置に関する条例･
相模原市地域保健医療審議会規則

会計の種別 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円

関係団体・慣行 附属機関

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
なし

□①現行のまま存続
□②合併時に統合
■③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

地域医療課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

【調整方針】
速やかに相模原市の制度を適用する。

該当なし

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
　地域保健及び地域医療に関する重要な事項につ
いて、市長の諮問に応じて調査審議し、その結果
を答申し、又は意見を建議すること。

【概要】
○委員数　　20人
○内訳
 (１）医療関係団体　　5人
 (２）公共的団体　　 11人
 (３）公募　　　　　　4人
○任期　　　　2年
○委員報酬　　１回　12,600円
○審議会開催　不定期（年2回程度）
○予算積算内訳
 (１）地域保健医療審議会委員報酬
　　12,600円×20人×2回＝504,000円
 (２）地域保健医療審議会公募委員選考委員会委
    員謝礼
　  　10,000円×2人×1回＝20,000円

【平成15年度実績】
○審議会開催回数　　2回
○主な審議内容
 (１）第10回審議会（8月18日開催）
　 ア　（仮称）南地区保健福祉センター整備概
　　要について（報告）
　 イ　健康づくりについて（報告）
 　ウ　相模原市母子保健計画について（報告）
 (２）第11回審議会（12月10日開催）
　 ア　精神障害者に対する医療費助成事業につ
     いて（諮問）
○その他
　公募委員選考委員会を1回開催
 (１）公募委員1人を選考
 (２）選考委員は保健関係1人、医療関係1人、市
    職員1人
 (３）選考委員報酬　1回　10,000円

該当なし 該当なし

地域保健医療審議会事務

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健福祉部会

中分類項目

事務事業名



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

12

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 地域医療課 保健推進課・（広域行政組合管理課） 健康福祉課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 1,154,229千円 72,180千円

根拠法令等

休日急病医科診療所運営費補助金交付要綱･
相模原口腔保健センター運営費補助金交付要綱･
休日夜間急患調剤薬局運営費補助金交付要綱･
相模原市急病診療事業実施要綱･
外科系救急医療体制支援事業補助金交付要綱･
休日柔道整復施療所運営費補助金交付要綱

津久井郡広域行政組合規約･
津久井郡急病診療所条例

会計の種別 一般会計 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 43,301千円 5,138千円

関係団体・慣行 公共的団体 公共的団体

使用料・手数料・補助金等 補助金/交付金等 補助金/交付金等

事務事業の別 特定財源 特定財源

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
相模原市と広域行政組合の各事業の対応関係ご
とに記載
①相模原市の「１休日急病医科診療事業」
　　⇔広域行政組合の「１津久井郡急病診療所委
　　託事業」及び「２広域耳鼻咽喉科救急医療事
　　業」
　・診療科目の相違
　　相模原市…内科、外科、眼科、耳鼻科
　　広域行政組合…内科、小児科
　・診療時間の相違
　　相模原市…午前９時から午後５時
　　広域行政組合…午前８時４５分から午後４時
                  午後７時から午後１０時
　・診療体制の相違
　　相模原市…休日、年末年始等により医師等の
　　　　　　　人数に相違がある。
　　広域行政組合…医師１人、看護師２人、事務
　　　　　　　　　員１人
②相模原市の「２休日急患歯科診療事業」
　　⇔広域行政組合なし
　・課題なし
③相模原市の「３休日夜間急患調剤事業」
　　⇔広域行政組合なし
　・課題なし
④相模原市の「４夜間急病診療事業」
　　⇔広域行政組合の「３夜間急病診療委託事
　　業」
　・診療場所の相違
　　相模原市…相模原及び相模原南メディカルセ
　　　　　　ンター急病診療所並びにコール医療
　　　　　　機関等により対応
　　広域行政組合…郡内在宅当番医制により対応
　・診療時間の相違
　　相模原市…相模原及び相模原南メディカルセ
　　　　　　ンター急病診療は、午後８時から午
　　　　　　後１１時、コール医療機関等は、午
　　　　　　後７時から翌日午前９時
　　広域行政組合…午後７時から午後１０時

⑤相模原市の「５病院群輪番制運営事業」
　　⇔広域行政組合の「４広域病院群輪番制運営
　　　事業」
　・課題なし

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

地域医療課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

【調整方針】
休日急病医科診療事業については、現行のまま新
市に引き継ぐ。ただし、合併後新市において、そ
のあり方について検討する。

休日急患歯科診療事業については、合併時に相模
原市の制度を適用する。

休日夜間急患調剤事業については、現行のまま新
市に引き継ぐ。

夜間急病診療事業については、現行のまま新市に
引き継ぐ。ただし、合併後新市において、そのあ
り方について検討する。

病院群輪番制運営事業については、合併時に相模
原市の制度を適用する。

●津久井郡広域行政組合で業務実施のため該当な
し。

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 １　休日急病医科診療事業
　　　　　　　　　　　　　予算額198,698千円
【目的】
　休日における市民の急病に対する医療の確保を
図るため、相模原メディカルセンター及び相模原
南メディカルセンターで急病診療を実施する事業
に対し、助成する。

【事業の内容】
○補助金交付先
　社団法人相模原市医師会
○内容
　休日（日曜日、祝祭日、年末年始）における初
期救急医療機関の確保
○診療時間等
１） 相模原メディカルセンター急病診療所
　　・診療時間　午前9時から午後5時
　　・診療科目　内科、外科等
２） 相模原南メディカルセンター急病診療所
　　・診療時間　午前9時から午後5時
　　・診療科目　内科、外科、眼科、耳鼻科等
○診療体制
１） 相模原メディカルセンター急病診療所
　　・休日
　　　医師2人、看護師2人、事務員2人
　　・12月29日
　　　医師2人、看護師3人、事務員2人
　　・12月30日から1月3日
　　　医師2人、看護師3人、事務員3人
　　・さくらまつり
　　　医師1人、看護師1人、事務員1人
２） 相模原南メディカルセンター急病診療所
　　・休日
　　　医師4人、看護師4人、事務員2人
　　・12月29日から1月3日
　　　医師4人、看護師5人、事務員3人
○補助金積算内訳
１）相模原メディカルセンター
　ア　総事業費　　　　　　　　155,431千円
　イ　診療収入その他の収入　　 48,020千円
　ウ　補助基本額（ア－イ）　　107,411千円
　エ　補助金額　　　　　　　　107,411千円
２）相模原南メディカルセンター
　ア　総事業費　　　　　　　　142,603千円
　イ　診療収入その他の収入　　 51,416千円

（津久井郡広域行政組合で実施）

《県補助金》
○初期救急医療確保対策費補助金
＜内容＞
　夜間一次応需医療にかかる診療報酬補助
＜補助金額＞
　補助単価×診療日数×補助率
　33,150円× 294日× 1/3＝ 3,248千円
○小児救急医療対策費補助金
＜内容＞
　一部事務組合が行う小児救急事業補助
＜補助金額＞
　補助単価×時間／日×日数×補助率
　16,575円× 3時間×71日× 1/2＝ 1,765千円

　
１　津久井郡急病診療所委託事業
　    　　　　　　　　　　予算額　22,752千円
＜目的＞
　　休日（日曜、祝祭日、年末年始）に発生した
　急病患者に対して、適正な医療を確保するため
　社団法人津久井郡医師会に業務を委託する。
＜対象＞
　郡民　７３，７２２人
＜内容＞
　　津久井郡急病診療所における一次応需診療
　ア　診療時間　８時４５分から１２時
　　　　　　　１２時から１６時
　　　　　　　１９時から２２時
　イ　診療科目　内科・小児科
　ウ　診療体制　医師１人・看護師２人
　　　　　　　　事務員１人

●津久井郡広域行政組合で業務実施のため該当な
し。

急病診療事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健福祉部会

中分類項目

事務事業名
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相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

地域医療課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

急病診療事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健福祉部会

中分類項目

事務事業名

【事務事業の内容】 　ウ　補助基本額（ア－イ）　　 91,187千円
　エ　補助金額　　　　　　　　 91,187千円

【補助金の概要】
○名称
　休日急病医科診療所運営費補助金交付要綱
○補助率
　メディカルセンター毎に、総事業費から診療収
入、県補助金、雑入、その他の収入額を控除した
額の10割以内

【特定財源】
○名称及び内容
・広域耳鼻咽喉科救急医療事業　　1,106千円
　相模原南メディカルセンターで休日に行われる
耳鼻科診療に対する負担金
　対象市町：大和市、座間市、海老名市、
　　　　　　綾瀬市、津久井町、城山町、
　　　　　　藤野町、相模湖町

【社団法人相模原市医師会の概要】
○目的
　医道を高揚し、医学医術の発達及び普及並びに
公衆衛生の向上を図り、もって社会福祉の増進に
寄与することを目的とする。
○活動内容等
１）医道の高揚に関する事業
２）医学の振興及び医学教育に関する事業
３）公衆衛生の啓発及び学校保健に関する事
　業
４）地域の保健、医療及び福祉の増進に関す
　る事業
５）急病診療に関する事業
６）訪問看護に関する事業
７）保険医療の充実に関する事業
８）医業経営の改善に関する事業
９）医療従事者の育成に関する事業
１０）その他
○役員構成
　会長1人、副会長2人又は3人、理事 13人以上19
人以内、監事2人又は3人
○組織の状況
　会員数517人、事務局長1人、職員45人
○市との関わり
　保健医療に関する各種事業を推進する団体とし
て市が支援等を行っている。

２　休日急患歯科診療事業
　　　　　　　　　　　　　　予算額17,810千円
【目的】
　休日における歯科の急患に対する医療の確保を
図るため、相模原口腔保健センター内で休日急患
歯科診療を実施する事業に対し、助成する。

【事業の内容】
○補助金交付先
　社団法人相模原歯科医師会
○内容
　休日（日曜日、祝祭日、年末年始）の昼間にお
ける急患歯科診療所の確保
○診療時間等
　 相模原口腔保健センター休日急患歯科診療所
　・診療時間　午前9時から午後5時
○診療体制
１）休日、連休
　　歯科医1人、助手1人、事務員1人
２）5月連休
　　歯科医2人、助手2人、事務員1人

２　広域耳鼻咽喉科救急医療事業
　    　　　　　　　　　　予算額　122千円
＜目的＞
　　休日（日曜、祝祭日、年末年始）に発生した
　急病患者に対して、必要な医療を確保するため
　相模原市と覚書を締結し、診療の依頼をする。
＜対象＞
　郡民　７３，７２２人
＜内容＞
　　休日の耳鼻咽喉科救急診療依頼
　ア　診療時間　休日等　９時から１７時
　イ　診療体制　相模原南メディカルセンターに
　　　　　　　　よる。

⑥相模原市の「６小児急病診療事業」
　　⇔広域行政組合の「５広域小児急病診療事
　　　業」
　・課題なし
⑦相模原市の「７外科系救急医療体制支援事業」
　　⇔広域行政組合なし
　・課題なし
⑧相模原市の「８救急医療情報センター運営事
　業」⇔広域行政組合なし
　・課題なし
⑨相模原市の「９休日柔道整復施療所運営費補助
　金」⇔広域行政組合なし
　・課題なし

小児急病診療事業については、合併時に相模原市
の制度を適用する。

外科系救急医療体制支援事業については、合併時
に相模原市の制度を適用する。

救急医療情報センター運営事業については、合併
時に相模原市の制度を適用する。

休日柔道整復施療所運営費補助金については、合
併時に相模原市の制度を適用する。
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相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合
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地域医療課
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■　調整終了
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■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

急病診療事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健福祉部会

中分類項目

事務事業名

【事務事業の内容】 ３）年末年始
　　歯科医1人、助手3人、事務員2人
４）1月4日
　　歯科医2人、助手2人、事務員2人
○補助金積算内訳
１）総事業費　　　　　　　　26,928千円
２）診療収入その他の収入　　 9,118千円
３）補助基本額（１－２）　　17,810千円
４）補助金額　　　　　　　　17,810千円

【補助金の概要】
○名称
　相模原口腔保健センター運営費補助金交付要綱
○補助率
　補助対象事業に係る総事業費から診療収入、県
補助金、雑入その他の収入額を控除した額の10割
以内

３　休日夜間急患調剤事業
　　　　　　　　　　　　　　予算額83,919千円
【目的】
　休日及び夜間における急病患者（休日歯科の患
者を含む）に対する調剤投薬の確保を図るため、
相模原メディカル調剤薬局及び相模原南メディカ
ル調剤薬局を運営する事業に対し、助成する。

【事業の内容】
○補助金交付先
　社団法人相模原市薬剤師会
○内容
　休日（日曜日、祝祭日、年末年始）及び毎夜間
における急患調剤薬局の確保
○開設時間等
１）休日
　　午前9時から午後5時
２）夜間
　　午後8時から午後11時（休日は午後5時から、
平日は1か所午後7時から）
○診療体制
１） 相模原メディカルセンター調剤薬局
　　・休日
　　　薬剤師3人、事務員1人
　　・連休
　　　薬剤師3人、事務員2人
　　・年末年始
　　　薬剤師4人、事務員3人
　　・さくらまつり
　　　薬剤師1人、事務員1人
　　・平日夜間
　　　薬剤師1人、事務員1人
　　・土曜日夜間
　　　薬剤師1人、事務員1人
　　・休日夜間
　　　薬剤師2人、事務員1人
　　・連休夜間
　　　薬剤師2人、事務員1人
　　・年末年始夜間
　　　薬剤師3人、事務員3人
２） 相模原南メディカルセンター調剤薬局
　　・休日
　　　薬剤師2人、事務員1人
　　・連休
　　　薬剤師3人、事務員2人
　　・年末年始
　　　薬剤師4人、事務員3人
　　・平日夜間
　　　薬剤師1人、事務員1人
　　・土曜日夜間
　　　薬剤師1人、事務員1人



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

12

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

地域医療課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

急病診療事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健福祉部会

中分類項目

事務事業名

【事務事業の内容】 　　・休日夜間
　　　薬剤師1人、事務員1人
　　・連休夜間
　　　薬剤師2人、事務員1人
　　・年末年始夜間
　　　薬剤師2人、事務員3人
○補助金積算内訳
１）相模原メディカル調剤薬局
　ア　総事業費　　　　　　　　83,139千円
　イ　診療収入その他の収入　　31,639千円
　ウ　補助基本額（ア－イ）　　51,500千円
　エ　補助金額　　　　　　　　51,500千円
２）相模原南メディカル調剤薬局
　ア　総事業費　　　　　　　　53,241千円
　イ　診療収入その他の収入　　20,822千円
　ウ　補助基本額（ア－イ）　　32,419千円
　エ　補助金額　　　　　　　　32,419千円

【補助金の概要】
○名称
　休日夜間急患調剤薬局運営費補助金交付要綱
○補助率
　薬局毎の総事業費から調剤収入、雑入その他の
収入を控除した額の10割以内

【社団法人相模原市薬剤師会の概要】
○目的
　薬剤師及び薬学又は薬業に関係のある者の倫理
的かつ学術的水準を高めるとともに薬学及び薬業
の進歩発展を図り、これらに関する事業及び福
祉・介護に関する事業を行い、もって地域住民に
対する厚生福祉の増進に寄与することを目的とす
る。
○活動内容等
１）薬学及び薬業の進歩発展
２）薬剤師の職能
３）公衆衛生の普及指導
４）薬事衛生の改善
５）救急医薬品の備蓄並びに優良医薬品及び
　医療材料の普及及び流通の適正化
６）保険医療
７）献血の推進
８）居宅介護支援
９）休日・夜間急患調剤薬局の管理運営
１０）その他
○役員構成
　会長1人、副会長3人、理事15人以上20人以内、
監事2人
○組織の状況
　会員数268人（内、津久井14人）、事務長1人、
職員5人
○市との関わり
　保健医療に関する各種事業を推進する団体とし
て市が支援等を行っている。

４　夜間急病診療事業
　　　　　　　　　　　　　予算額211,229千円
【目的】
　夜間における市民の急病に対する医療の確保を
図るための初期救急医療機関を確保する。

【事業の内容】
○委託契約の相手先
　社団法人相模原市医師会
○内容
１）初期救急医療機関の確保
　ア　相模原及び相模原南メディカルセンター急
　　病診療所
　　　内科系と内科系以外とに区分して確保

３　夜間急病診療委託事業
　    　　　　　　　　　　予算額　39,019千円
＜目的＞
　　夜間に発生した急病患者に対して、適正な医
　療を確保するため、　社団法人津久井郡医師会
　に業務を委託する。
＜対象＞
　郡民　７３，７２２人
＜内容＞
　　郡内在宅当番医制による一次応需診療
　ア　診療時間　１９時から２２時

　イ　診療体制　医師１人・看護師１人
　　　　　　　　事務員１人
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□①現行のまま存続
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保健福祉部会

中分類項目

事務事業名

【事務事業の内容】 　イ　有床医療機関
　　　内科系を確保
２）コール医療機関（特殊な疾病等の診療に対
　応）の確保
　　275医療機関（医師会加盟医療機関）
○診療体制
１） 相模原メディカルセンター急病診療所
　　・内科系
　　　医師1人、看護師1人、事務員1人
　　・内科系以外
　　　医師1人、看護師1人
２） 相模原南メディカルセンター急病診療所
　　・内科系
　　　医師1人、看護師1人、事務員1人
　　・内科系以外
　　　医師1人、看護師1人
３） 有床医療機関
    ・内科系
　　　医師1人、看護師1人
○診療時間
１）内科系
　ア　相模原及び相模原南メディカルセンター急
　　病診療所
　　　午後8時から午後11時（休日のみ午後5時か
　　ら、またいずれか1ヵ所は午後7時から）
　イ　有床医療機関
　　　午後7時から翌日午前9時（土曜・休日は午
　　後5時から）
２）内科系以外
　ア　相模原及び相模原南メディカルセンター急
　　病診療所（いずれか1ヵ所）
　　　午後8時から午後11時（年末年始は午後5時
　　から）
　イ　コール医療機関
　　　午後7時から翌日午前9時（土曜・休日は午
　　後5時から）
○委託料積算
１）委託料　201,169,600円
２）消費税　 10,058,480円
３）計　　　211,228,080円
４）内訳
　ア　相模原メディカルセンター急病診療所
　　　　52,004,200円
　イ　相模原南メディカルセンター急病診療所
　　　　58,754,100円
　ウ　一次終夜
　　　　71,846,000円
　エ　コール医療機関
　　　　1,580,000円
　オ　応援医
　　　　166,200円
　カ　事務局費
　　　　16,819,100円
　
５　病院群輪番制運営事業　予算額183,599千円
　
【目的】
　土曜日・休日及び夜間における入院治療を必要
とする急病患者に対する医療の確保を図るための
二次救急医療機関を確保する。

【事業の内容】
○委託契約の相手先
　社団法人相模原市医師会
○内容
１） 二次救急医療機関（有床医療機関のうちか
　ら1日1か所）の確保

４　広域病院群輪番制運営事業
　    　　　　　　　　　　予算額　8,285千円
＜目的＞
　　夜間及び休日（日曜、祝祭日、年末年始）に
　発生した入院、手術等を要する急病患者に対し
　て、必要な医療を確保するため、相模原市と協
　定を締結し、診療の依頼をする。
＜対象＞
　郡民　７３，７２２人
＜内容＞
　　二次応需患者（入院、手術を要する急病患者
　）相模原市（相模原市医師会）への診療依頼
　ア　診療時間　毎夜間　１９時から翌日９時
　　　　　　　　休日等　９時（土曜日は１３時
　　　　　　　　　　　　）から１７時
　イ　診療体制　相模原市医師会による。
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12

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

地域医療課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

急病診療事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健福祉部会

中分類項目

事務事業名

【事務事業の内容】 ２） 二次救急補助医療機関（有床医療機関のう
　ちから1日1か所。ただし、津久井赤十字病院の
　当番日は1日2か所）の確保
３） コール医療機関（初期及び二次救急医療機
　関での対応が困難な疾病等の診療に対応）の確
　保
○診療時間
１）休日
　　午前9時から午後5時
２）土曜日
　　午後1時から午後5時
３）平日夜間
　　午後7時から翌日午前9時
４）土曜・休日の夜間
　　午後5時から翌日午前9時
○委託料積算
１）委託料　174,855,800円
２）消費税　  8,742,790円
３）計　　　183,598,590円
４）内訳
　ア　休日　 25,172,800円
　イ　夜間　149,683,000円
○参加医療機関
１）二次救急医療機関　12病院
２）二次救急補助医療機関　2病院

【特定財源】
○名称及び内容
１） 病院群輪番制運営費補助金 　19,726千円
　　・補助率　2/3（国1/3、県1/3）
　　・内科系
　　　71,820円×日数×2/3
　　・小児科
　　　26,430円×日数×2/3
２） 広域病院群輪番制運営事業　　8,284千円
　　　二次救急医療体制として確保している病院
　　群輪番制が、二次医療圏で実施していること
　　に伴う津久井四町による負担金

６　小児急病診療事業
　　　　　　　　　　　　　予算額264,334千円
【目的】
　休日及び夜間における小児救急患者に対する医
療の充実を図るため、小児科医を配置した初期救
急医療機関及び二次救急医療機関並びに相模原メ
ディカル調剤薬局を確保する。

【事業の内容】
○委託契約の相手先
１）社団法人相模原市医師会
２）社団法人相模原市薬剤師会
○内容
１） 相模原メディカルセンター及び相模原南メ
　ディカルセンターにおける小児科医による初期
　診療及び相模原メディカル調剤薬局の実施
２） 二次救急医療機関（有床医療機関6病院のう
　ちから1日1か所）の確保
○診療（開設）時間
１）初期救急
　　休日：相模原メディカルセンター　午前9時
　　　　　から翌日午前6時

　　　　　相模原南メディカルセンター　午前9
　　　　　時から午後5時
　　夜間：相模原メディカルセンター　午後8時
　　　　　から（土曜日は午後5時）から翌日午
　　　　　前6時

　　　　　　　注）二次応需補助医療機関として
　　　　　　　　津久井赤十字病院を含める。

５　広域小児急病診療事業
　    　　　　　　　　　　予算額　1,570千円
＜目的＞
　　夜間及び休日（日曜、祝祭日、年末年始）に
　発生した初期治療を要する小児急病患者（一次
　患者）及び入院等を要する小児急病患者（二次
　患者）に対して、必要な医療を確保するため、
　相模原市と協定を締結し、診療の依頼をする。
＜対象＞
　郡民　７３，７２２人
＜内容＞
　　小児急病患者（一次・二次患者）の相模原市
　（相模原市医師会）への診療依頼
　「一次医療機関｝
　ア　診療時間　毎夜間　１９時（休日等は１７
　　　　　　　　　　　　時）から翌日６時
　　　　　　　　休日等　９時（土曜日は除く）
　　　　　　　　　　　　から１７時
　イ　診療体制　相模原メディカルセンターによ
　　　　　　　　る。
　「二次医療機関｝
　ア　診療時間　毎夜間　１９時（休日等は１７
　　　　　　　　　　　　時）から翌日９時
　　　　　　　　休日等　９時（土曜日は除く）
　　　　　　　　　　　　から１７時
　イ　診療体制　相模原市二次医療機関（輪番
　　　　　　　　制）による。
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12

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

地域医療課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

急病診療事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健福祉部会

中分類項目

事務事業名

【事務事業の内容】 ２）二次救急
　　休日：当番医療機関　午前9時から翌日午前9
　　　　　時
　　夜間：当番医療機関　午後7時（土曜日は午
　　　　　後1時）から翌日午前9時
３）相模原メディカル調剤薬局
　　午後11時から翌日午前6時（土曜日は午後5時
　から午後8時までを含む）
○委託料積算
１）医師会委託料
　ア　委託料　216,432,786円
　イ　消費税　 10,821,639円
　ウ　計　　　227,254,425円
　エ　内訳
　　・一次応需（準夜AB）
　　　　27,431,200円
　　・一次応需（終夜）
　　　  29,635,000円
　　・一次応需（休日）
　　　　 8,419,100円
　　・二次応需
　　　 122,945,100円
　　・事務局経費等
　　　　28,002,386円
２）薬剤師会委託料
　ア　委託料　35,313,300円
　イ　消費税　 1,765,665円
　ウ　計　　　37,078,965円
　エ　内訳
　　・平日（午後11時から翌日午前6時）
　　　　26,916,100円
　　・土曜日（午後5時から午後8時）
　　　     750,000円
　　・事務局経費
　　　　 8,647,200円

【特定財源】
○名称及び内容
１） 小児救急医療対策費補助金　12,616千円
　　・補助率　1/2（県単独）
　　　16,950円×6時間×日数×1/2
２） 広域小児急病診療事業　1,569千円
　　　小児急病診療事業において医療圏が同圏域
　　であることに伴う津久井四町による負担金

７　外科系救急医療体制支援事業
　　　　　　　　　　　　　予算額130,029千円
【目的】
　毎夜間並びに土曜日、日曜日、休日及び年末年
始の昼間における外科系二次応需患者の救急医療
を確保するため、外科系救急医療体制運営事業に
対し、助成する。

【事業の内容】
○補助金の交付先
　社団法人相模原市医師会
○内容
　土曜日・休日及び夜間における外科系二次救急
医療機関の確保（初期診療も兼ねて実施）
○診療時間
　休日：午前9時（土曜日は午後1時）から翌日午
　　　　前9時
　夜間：午後5時から翌日午前9時
○補助金積算内訳
　病院群輪番制運営事業委託単価を基準
１）平日
　　401,800円×243日＝97,637,400円
２）土曜日
    508,700円×51日＝25,943,700円
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12

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

地域医療課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

急病診療事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健福祉部会

中分類項目

事務事業名

【事務事業の内容】 ３）休日
    618,500円×51日＝31,543,500円
４）連休日
    773,200円×14日＝10,824,800円
５）年末年始
    1,237,000円×6日＝7,422,000円
６）合計
　　173,371,400円×3/4＝130,028,550円
○事業実施医療機関
　12医療機関

【補助金の概要】
○名称
　外科系救急医療体制支援事業補助金交付要綱
○補助率
　総事業費から診療収入を控除した額10割以内

８　救急医療情報センター運営事業
　　　　　　　　　　　　　　予算額63,804千円
【目的】
　土曜日・休日及び夜間における急病患者に対し
て、受診可能な医療機関を電話で紹介する事業を
行う相模原救急医療情報センターを運営する。

【事業の内容】
○委託契約の相手先
　社団法人相模原市医師会
○内容
　 相模原救急医療情報センターの設置、運営
○開設時間
　土曜日：午後1時から翌日午前9時
　休　日：午前9時から翌日午前9時
　夜　間：午後5時から翌日午前9時
○委託料積算
　ア　委託料　60,765,100円
　イ　消費税　 3,038,255円
　ウ　計　　　63,803,355円
　エ　内訳
　　・電話コントローラー委託料
　　　　53,882,400円
　　・コントローラー指導料
　　　     124,800円
　　・電話料
　　　　 1,358,200円
　　・使用料
　　　　 2,470,700円
　　・保守料
　　　　    51,300円
　　・その他
　　　　 2,877,700円

９　休日柔道整復施療所運営費補助金
　　　　　　　　　　　　　　　予算額807千円
【目的】
　休日における応急施術を確保するため、社団法
人神奈川県柔道整復師会相模支部が行う休日柔道
整復施療所運営事業に対し、助成する。
【事業の内容】
○補助金交付先
　社団法人神奈川県柔道整復師会相模支部
○内容
　休日の捻挫、打撲、脱臼などの応急施療を行う
事業
　市内北部及び南部に各1ヵ所設置
○診療時間
　休日：午前9時から午後5時
【補助金の概要】
○名称
　休日柔道整復施療所運営費補助金交付要綱
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中分類コード 調整方針の区分
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12

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

□①現行のまま存続
■②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

地域医療課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

急病診療事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健福祉部会

中分類項目

事務事業名

【事務事業の内容】 ○補助率
　総事業費から会員負担金、支部助成金、雑入、
その他の収入額を控除した額の10割以内

【社団法人神奈川県柔道整復師会の概要】
○目的
　柔道整復の学術に関する調査及び研究並びに保
健福祉の向上のための事業を行うことにより、柔
道整復師の技術の向上及び業務の健全な発展を図
り、もって社会福祉の増進に寄与することを目的
とする。
○活動内容等
１）柔道整復術の向上及び発展に資する事業
２）体位向上の啓発指導に資する事業
３）柔道整復業経営の改善に関する事業
４）介護保険法による居宅介護支援事業
５）その他
○相模支部の概要
　支部会員数58人、支部長1人、副支部長等若干
人、監事2人以内
○市との関わり
　保健医療に関する各種事業を推進する団体とし
て市が支援等を行っている。



事 務 事 業 一 元 化 調 書
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22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分
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13

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 地域医療課 保健推進課 健康福祉課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 8,949千円

根拠法令等

相模原市災害時医療救護検討会設置要綱

会計の種別 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円

関係団体・慣行

使用料・手数料・補助金等

事務事業の別

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
なし

□①現行のまま存続
□②合併時に統合
■③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

地域医療課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

【調整方針】
災害時医療救護検討会については、速やかに相模
原市の制度を適用する。ただし、災害時医薬品の
更新については、新たな地域防災計画の策定状況
を見ながら検討する。

該当なし

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
　相模原市災害時医療救護計画に基づき、災害の
程度に即応した医療救護活動の円滑な実施に資す
るため、救護班派遣体制、医薬品等の備蓄・供給
体制の整備を行う。

【事業の内容】
○相模原市災害時医療救護検討会の開催
１）年間2回程度
２）相模原市災害時医療救護検討会構成機関
　・相模原市医師会　3人
　・相模原地区病院協会　2人
　・国立病院機構相模原病院　1人
　・北里大学病院　1人
　・相模原歯科医師会　1人
　・相模原市薬剤師会　１人
　・神奈川県看護協会相模原支部　1人
　・神奈川県柔道整復師会相模支部　1人
　・相模原市保健所　1人
　・相模原市保健福祉部　1人
　・相模原市消防本部　1人
　・相模原市総務部（防災対策担当）　1人
○災害時医薬品の更新
　2ヵ所の拠点救護所、24ヵ所の救護所、相模原
市医師会との協定により各診療所に配備している
災害用医薬品の更新

該当なし 該当なし

災害時医療救護体制整備事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健福祉部会

中分類項目

事務事業名
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合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

14

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 地域医療課 保健推進課 健康福祉課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 85,910千円

根拠法令等

保健衛生思想啓発普及事業補助金交付要綱･
高度医療機器共同利用事業補助金交付要綱･
地域医療協力事業補助金交付要綱

会計の種別 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円

関係団体・慣行 公共的団体

使用料・手数料・補助金等 補助金/交付金等

事務事業の別

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
なし

■①現行のまま存続
□②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

地域医療課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

【調整方針】
　保健衛生思想啓発普及事業については、合併時に
相模原市の制度を適用する。
　高度医療機器共同利用事業及び地域医療協力事
業補助金については、現行のまま新市に引き継ぐ。

該当なし

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 １　保健衛生思想啓発普及事業
                           予算額11,870千円
【目的】
　市民の保健・医療に関する知識を深め、救急時
の対応法や自らの健康づくりに資するため、「健
康さがみはら」の発行に対し、助成する。

【事業の内容】
○補助金の交付先
　社団法人相模原市医師会
○内容
　「健康さがみはら」の発行
　　・ 発行　　　相模原市医師会
　　・ 配布方法　　新聞折込で全世帯へ配布、
　　　　　　　　　医療機関及び公民館等へ配布
　　・ 発行回数　　年6回（5，7，9，11，1，
　　　　　　　　　　3月）
　　・ 発行部数　延べ1,340,700部

【補助金の概要】
○名称
　保健衛生思想啓発普及事業補助金交付要綱
○補助率
　補助対象事業に要する経費の総支出額の10割以
  内
○補助金積算内訳
１）総事業費　　　11,870,000円
２）補助基本額　　11,870,000円
３）補助金額　　　11,870,000円

２　高度医療機器共同利用事業
                           予算額18,318千円
【目的】
　医療資源の有効活用及び地域医療の向上を図る
ため、相模原南メディカルセンターに設置された
高度医療機器を地域の医療機関が共同で利用する
事業に対し、助成する。

【事業の内容】
○補助金の交付先
　社団法人相模原市医師会
○内容
１） 高度医療機器設置施設
　　相模原南メディカルセンター

該当なし 該当なし

地域医療事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健福祉部会

中分類項目

事務事業名
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相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

■①現行のまま存続
□②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

地域医療課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

地域医療事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健福祉部会

中分類項目

事務事業名

【事務事業の内容】 ２） 共同利用高度医療機器
　　・ＣＲ（デジタルＸ線画像診断装置）
　　・ＭＲＩ（磁気共鳴映像装置）
　　・ホルター心電計（携帯型心電図長時間記
　　　録器）、心電図解析装置
  ※・ホルター心電計は、平成16年4月より休止
○補助金積算内訳
１）総事業費　　　　　　　　69,719,000円
２）診療収入その他の収入　　51,401,000円
３）補助基本額（１－２）　　18,318,000円
４）補助金額　　　　　　　　18,318,000円

【補助金の概要】
○名称
　高度医療機器共同利用事業補助金交付要綱
○補助率
　総事業費から使用料、診療収入、雑入その他
の収入額を控除した額の10割以内

３　地域医療協力事業補助金
                           予算額55,722千円
【目的】
　救命救急患者に対する医療及び搬送業務の円滑
化を推進するため、北里大学病院が運営する救命
救急センター事業及び相模原協同病院が運営する
循環器救急事業に対し、助成する。

【事業の内容】
○補助金の交付先
１）学校法人北里学園北里大学病院
２）厚生農業協同組合連合会相模原協同病院
○内容
１） 北里大学病院救命救急センター運営事業
２） 相模原協同病院循環器救急事業

【補助金の概要】
○名称
　地域医療協力事業補助金交付要綱
○補助率
１） 救命救急センター運営事業
　　①補助対象経費
　　　給与費、材料費、福利厚生費等経費、その
　　他の費用
　　②運営基本額
　　　143,073千円×1/3
　　③熱傷センター加算
　　　6,561千円×1/2
　　④補助金額
　　　補助対象経費の実支出額に3分の1を乗じて
　　得た額、②＋③の合計額、総事業費から診療
　　収入額及び寄付金その他の収入額を控除して
　　得た額のいずれか少ない額。
２）循環器救急事業
　　①補助対象経費
　　　給与費、材料費、福利厚生費等経費、その
　　他の費用
　　②運営基本額
　　　35,145千円×1/3
　　③補助金額
　　　補助対象経費の実支出額に3分の1を乗じて
　　得た額、②の金額、総事業費から診療収入額
　　及び寄付金その他の収入額を控除して得た額
　　のいずれか少ない額。
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相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 地域医療課 保健推進課 健康福祉課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 89,950千円

根拠法令等

相模原市院内保育施設運営費補助金交付要綱･
相模原市看護師等修学資金貸付条例･
看護師等養成施設運営費補助金交付要綱･

会計の種別 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 12,716千円

関係団体・慣行 公共的団体

使用料・手数料・補助金等 補助金/交付金等

事務事業の別 特定財源

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
なし

■①現行のまま存続
□②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

地域医療課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

【調整方針】
　「看護の心」啓発普及事業については、現行の
 まま新市に引き継ぐ。
 院内保育施設運営費補助金については、合併時
に相模原市の制度を適用する。
　ナースセンター運営費補助金、看護師等修学資
金貸付事業、相模原衛生学院運営費補助金、相模
原准看護学院運営費補助金及び看護職員養成施設
維持管理費については、現行のまま新市に引き継
ぐ。

該当なし

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 １「看護の心」啓発普及事業
                            予算額959千円
【目的】
　看護業務に対する市民の理解を深めるため、
「看護の心」を啓発普及する看護フェスティバ
ル事業に対し、助成する。

【事業の内容】
○補助金・負担金交付先
１）社団法人神奈川県看護協会相模原支部
２）社団法人神奈川県看護協会
○内容
１）「看護の心」普及啓発事業
　　　　　　　　　　　　　　補助金額855千円
　　・市民まつり（桜まつり又は若葉まつり）の
　　　会場で健康相談、血圧測定、体脂肪測定等
　　　を実施。
　　・市内の協力医療機関にて、市内在学の中・
　　　高校生、市内在住の一般市民を対象に一日
　　　看護師体験を実施。
２） かながわ看護フェスティバル事業
　　　　　　　　　　　　　　負担金額104千円
　　・看護フェスティバル事業・看護フォーラム
　　　事業（会場：横浜新都市ホール、新都市プ
　　　ラザ）で血圧測定、健康相談、体脂肪測定
　　　等を実施
　　・県内の協力医療機関にて、県内在学の中・
　　　高校生、県内在住の一般市民を対象に一日
　　　看護師体験を実施。

【社団法人神奈川県看護協会の概要】
○目的
　保健に関する知識の普及及び啓発並びに看護を
通しての社会奉仕を行うとともに保健師、助産
師、看護師及び准看護師の資質の向上を図り、も
って公衆衛生の向上と県民の健康保持、増進に寄
与することを目的とする。
○活動内容等
１）保健に関する知識の普及に関する事業
２）看護師等の就業促進に関する事業
３）訪問看護に関する事業
４）居宅介護支援に関する事業
５）災害時等における救護に関する事業
６）看護に関する進路相談事業

該当なし 該当なし

看護職員確保対策事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健福祉部会

中分類項目

事務事業名
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■①現行のまま存続
□②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

地域医療課
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■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

看護職員確保対策事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健福祉部会

中分類項目

事務事業名

【事務事業の内容】 ７）看護師等の資質の向上を図るための研修
　に関する事業
８）その他
○役員構成
　会長1人、副会長2人、専務理事1人、常務理事1
人又は2人、理事17人以上20人以内、監事2人
○組織の状況
　県会員数26,294人、支部会員数2,234人
○市との関わり
　保健医療に関する各種事業を推進する団体とし
て市が支援等を行っている。

２　院内保育施設運営費補助金
                           予算額11,854千円
【目的】
　看護師等の定着・確保を図るため、病院に勤務
する看護師等の乳児・幼児を保育する院内保育施
設設置者に対し運営費を助成する。

【事業の内容】
○補助金交付先
　市内の院内保育施設運営事業実施病院
○内容
　 補助対象施設　11病院

【補助金の概要】
○名称
　相模原市院内保育施設運営費補助金交付要綱
○補助率
１） 院内保育施設の種別
　　・Ａ型：乳幼児４人以上、保育時間8時間以
　　　上、保育士等職員2人以上でＢ型に該当し
　　　ないもの。
　　・Ｂ型：乳幼児10人以上、保育時間10時間以
　　　上、保育士等職員4人以上を有するもの。
　　・Ｂ型（特）：Ｂ型のうち乳幼児30人以上、
　　　保育士等職員10人以上を有するもの。
　　・Ｃ型：乳幼児3人以上、保育時間8時間以
　　　上、保育士等職員1人以上を有するもの。
２） 基本額
　　・Ａ型：2人×147,860円×12月×1/3×9/10
　　・Ｂ型：4人×147,860円×12月×1/3×9/10
　　・Ｂ型（特）：6人×147,860円×12月×1/3
　　　×9/12
　　・Ｃ型：1人×147,860円×12月×1/3×9/10
３） 加算額
　　16,410円×24時間保育実施日数×1/3
４） 補助金額　　基本額と加算額の合算額

３　ナースセンター運営費補助金
                            予算額1,387千円
【目的】
　看護師等の確保・定着及び看護業務に関する市
民理解の促進を図るための地域拠点として設置さ
れるナースセンターの運営に対し、助成する。

【事業の内容】
○補助金交付先
　社団法人神奈川県看護協会
○内容
１）ナースバンク事業（未就業看護職員及び求人
　施設等の登録管理）
２）就業相談・紹介
３）看護職希望者に対する進路相談・啓発普及
○補助金積算内訳
１）使用料
　　20,214円×57.09㎡＝1,154,017円
２）電気・ガス代・使用料
　　232,983円
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相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

■①現行のまま存続
□②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

地域医療課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

看護職員確保対策事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健福祉部会

中分類項目

事務事業名

【事務事業の内容】 ４　看護師等修学資金貸付事業
                           予算額26,400千円
【目的】
　将来市内において看護師等の業務に従事する人
材を的確に育成・確保するため、看護師等養成施
設に在学する者に修学資金の貸付けを行う。

【事業の内容】
○対象者
　保健師、助産師、看護師、准看護師の養成施設
に在学し卒業後、市内において保健師、助産師、
看護師、准看護師の業務に従事する意思を有する
者で、養成施設長の推薦を受けた者
○貸付額
　①保健師、助産師、看護師の養成課程に在籍す
　　る者　　20,000円／月
　②進学コース（准看護師→看護師）の定時制
　　第３学年に在籍する者
　　①に対する加算額　20,000円／月
　③准看護師の養成課程に在籍する者
　　15,000円／月
○貸付額積算内訳
１）継続分
　ア　保健師、助産師、看護師の養成課程に在籍
　　する者
　　　68人×20,000円＝16,320,000円
　イ　進学コースの定時制第３学年に在籍する者
　　　9人×40,000円＝4,320,000円
　ウ　准看護師の養成課程に在籍する者
　　　4人×15,000円＝720,000円
２）新規分
　ア　保健師、助産師、看護師の養成課程に在籍
　　する者
　　　18人×20,000円＝4,320,000円
　イ　准看護師の養成課程に在籍する者
　　　4人×15,000円＝720,000円
○利子
　無利子
○貸付期間
　貸付けを決定した月から養成施設卒業まで
○返還義務
　養成施設卒業後、又は修学資金の貸付け廃止
後、修学資金の全額を市長が定める期間に返還す
る。
○返還免除
　養成施設卒業後、直ちに市内の医療施設等にお
いて3年間勤務した場合は免除する。

【特定財源】
○名称
　看護師等修学資金貸付金元金収入
○内容等
　修学資金の貸付を受けた学生が、退学や市外就
職等により返還される貸付金元金収入
○金額　6,083千円

５　相模原衛生学院運営費補助金
                           予算額39,741千円
【目的】
　看護師の養成、確保を図るため、相模原衛生学
院看護専門学校を運営する事業に対し、助成す
る。

【事業の内容】
○補助金交付先
　社団法人相模原市医師会
○施設の概要
　・名称　相模原衛生学院看護専門学校
　・所在地　相模原市磯野台4－1－1
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相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

■①現行のまま存続
□②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

地域医療課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

看護職員確保対策事業

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健福祉部会

中分類項目

事務事業名

【事務事業の内容】 　・種別　准看護師から看護師になるコース
　・修業年限　3年（定時制）
　・学生数　1年40人、2年40人、3年50人
　　　　　　計130人
○補助金積算内訳
１）総事業費　140,926,000円
２）授業料、入学金、その他の収入
  　61,444,000円
３）補助基本額（１－２）79,482,000円
４）補助金額　39,741,000円

【補助金の概要】
○名称
　看護師等養成施設運営費補助金交付要綱
○補助率
　総事業費から授業費等、県等補助金、雑入を控
除した額の5割以内

６　相模原准看護学院運営費補助金
                              予算額684千円
【目的】
　看護師の養成、確保を図るため、相模原准看護
学院の運営に対し、助成する。

【事業の内容】
○補助金交付先
　医療法人社団　明和会
○施設の概要
　・名称　相模原准看護学院
　・所在地　相模原市中央6－10－4
　・修業年限　2年
　・学生数　1年50人、2年50人　　計100人
○補助金積算内訳
１）総事業費　73,610,000円
２）県補助金等　10,025,000円
３）事業料、入学金等生徒納付金　61,600,000円
４）その他の収入　1,001,000円
５）設置者負担金　300,000円
６）補助基本額（１－２－３－４－５）
　　684,000円
７）補助金額　684,000円

【補助金の概要】
○名称
　看護師等養成施設運営費補助金交付要綱
○補助率
　総事業費から授業料等生徒納付金等、県等補助
金、資産運用収入、雑入を控除した額の10割以内

７　看護職員養成施設維持管理費
                            予算額8,925千円
【目的】
　相模原衛生学院看護専門学校の移転地である旧
磯野台小学校跡地の維持管理を行う。

【対象施設】
１）校舎Ａ棟　　鉄筋コンクリート3階建
２）体育館　　　軽量鉄骨造　平屋

【管理方法】
　高熱水費（体育館上下水道料）、機械設備、修
繕等の管理などを行う。

【予算内訳】
１）需要費　　785千円
２）役務費　　140千円
３）委託料　　1,196千円
４）使用料及び賃借料　　6,804千円



事 務 事 業 一 元 化 調 書

合併協議事項番号 専門部会名

22
大分類コード 協議ランク

中分類コード 調整方針の区分

事務事業番号

16

相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 課題 調整方針

担当課名 地域医療課 保健推進課 健康福祉課 健康福祉課

歳出予算額（平成16年度） 3,566千円 40千円

根拠法令等

会計の種別 一般会計 一般会計

歳入予算額（平成16年度） 0千円 0千円

関係団体・慣行 公共的団体

使用料・手数料・補助金等 補助金/交付金等

事務事業の別

電算システム名

備考１

備考２

表組等添付ファイル数　.XLS/.DOC
なし

■①現行のまま存続
□②合併時に統合
□③速やかに統合
□④段階的に統合

相模原市の課等の名称

地域医療課

調整済の可否

■　調整終了

□⑤廃止の方向で調整

【調整方針】
現行のまま新市に引き継ぐ。

該当なし

■A協議会　□B幹事会　□C専門部会

【事務事業の内容】 【目的】
　地域における医療関係団体の育成及び地域医療
への協力の推進を図ることを目的に交付する。

【事業の内容】
１）相模原市医師会運営費補助金
　　ア 補助金交付先
　　　　社団法人相模原市医師会
　　イ 補助金額　2,463千円
２）相模原歯科医師会運営費補助金
　　ア 補助金交付先
　　　　社団法人相模原歯科医師会
　　イ 補助金額　843千円
３）相模原市薬剤師会運営費補助金
　　ア 補助金交付先
　　　　社団法人相模原市薬剤師会
　　イ 補助金額　260千円

該当なし 該当なし

各種医療関係団体補助金

合併協議事項

保健衛生事業の取扱い

大分類項目

保健福祉部会

中分類項目

事務事業名
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